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この報告書は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益の一部 で あ

る機械工業振興資金の補助 を受 けて,昭 和58年 度 に実 施した

「わが国の情報処理 に関す る動 向調査 」の一 環として と りま

とめた もので あ ります。
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オ フィスオー トメー シ ョン(OA)や 通信技術 の急激 な進 歩は,事 務部門の

生 産性 向上を推 し進 めるに とどまらず,企 業の仕事 のや り方その ものに大 きな

変化を与 えつつ ある。

一方
,こ の よ うな技術進歩 を受け入れ る社会的諸制度の整備 は,不 十分 では

あるが少 しずつ進展 してお り,そ の普及拡大 に拍車 をかけ るもの と考 えられる。

この ような,技 術の進歩 と普 及拡大は,最 近 の国際的景気低迷 とい う経 済的

環境の中で,雇 用問題 を始 めとす る社会的な影 響 を与 えると して国際的に論議

され てい る。

この よ うな背 景か ら,当 協会では,昭 和57年 度に 「OAの 社会的影響 に関

す る調査研究 」を開始 した。 昨年度は,OA化 の中核技術で あるコンピュータ

技 術の発展予測,問 題解決のための方法論,枠 組みの検討 を行 った。本年 度は

次 の3つ の観 点か ら,調 査 研究 を実 施した。

1.近 未来 コンピュー タのイメージとそれによ り未来社会 は どう変わ るか

2.社 会経済の シ ステムにどの よ うな質的変化を もたらす 可能 性が あるか

3.雇 用 を中心 とす る社会経済の諸関係 にどの よ うな変化を もた らす可能性

が あ るか

本報告書 は,こ れ らの調査研究結果 をとりま とめた もの である。

最後 に,本 調査研究実 施に当 り,ご 指導,ご 協力 をいただいた関係各位 に心

よ り感謝す る次第で ある。

昭和59年3月
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OAの 社会的影響調査委員会委員長

松 下 電 器 産 業 ㈱ 技 術 顧 問

唐 津 一

本委員会は,昭 和57年 度において,OAの 社会的影響に関す る調査を 目的

として設 立 された もので ある。

初年度 にお いては,OAの 可能性 につい て発散的に討論を重ね,各 委員の意

見を報告書 として作成 した。 これは,ま とめ るとい うよ りも,将 来 を考 えるた

めに漏れ のあることを恐れたためである。

本年度におい ては,初 年度の結果をふま えて,技 術予測,社 会シ ステム,経

済問題のそれぞれ の小委員会 を編 成 し,別 表 に見 るようなかな りハー ドなスケ

ジ ュールで作業を行 った。

OAの 社会的影響調査委員会

1 1 1

技術予測小委員会 社会システム小委員会 経済問題小委員会

目的)

近 未 来 コン ピ ュー タの

メー ジ と,そ れに よ り

来 社 会 は ど う変 わ るか

(目 的)

社 会 経 済 の シス テ ムに

どの よ うな質 的 変化 を も

た らす可 能性 が あ るか

(目的)

雇用を中心 とする社会

経済の諸関係にどのよう

な変化をもたらす可能性

があるか

それ ぞれ については,報 告書 の本文 を参照 していただ くとして,本 委員会の

当初の 目的 であるOA機 器の将来の イメー ジを まず描 き,こ れ が,産 業,経 済,

社会 に対す るイ ンパ ク トお よびその雇用 との関連につい て分析 を試みた もので

ある。
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第1章OA化 の 波

OA化 の進 展は この ところ目を見張 るもの がある。 ワー ドプnセ ッサは,事

務所 におい て,ペ ソや鉛筆 を どん どんおきか えてい った し,速 記者 もテー プを

聞 きなが ら ワー プロでは じめか ら打つ よ うにな った。 文章 を書 くとい うことで

は プロで ある文芸 作家や新聞記者 までが,ワ ー プロで原稿 を書 く時代である。

日本のパ ソコンの生産 も100万 台の大台にのせた。バ ーコー ドは,ス ー

パ ーでは もちろん,郵 便物 にも利用 され るよ うにな っている し,キ ャッシ ュカ

ー ドは完全 に社会 の中に組込 まれてい る。この よ うな情報技術の利用の形態は

様 々だが,少 くともOA機 器の導 入 され てい ない職 場を さがす ことの方が,む

ずか しい有様 であ る。

しか しなが ら,こ れによ って目に見 える程 に失 業が増 えた とい う話は余 り聞

かない。

もちろん,新 入社 員の採用を手控 えたとか,職 場 での仕事の質が変 った とい

う話題 は もちろん あるが,そ れが直接採 用の減少 とい う形 になって深刻な波紋

を描いた とい う例は,ほ とん ど見 当 らない。雇用 の変動 があ ったと しても,そ

れは景気の変化 による人員の増減,産 業構造 の変化による配置転換 といった波

の影響 と比べ るな ら,誤 差程度 に しか ならない とい ってもよか ろ う。

これは,現 在のOA機 器 のほ とん どがス タン ドア ロンであ って,万 年筆や鉛

筆 を ワー プ ロにお きか えただけ とい った例ばか りで,生 産性 とい う立場 か らよ

りも仕 事の質 の向上を もた らしただけだか らだ とい う説 もある。だか らやがて

これが ネ ッ トワー ク化 されれば,そ の時のイ ンパ ク トは大 きい とい う意見も出

されている。 しか し,現 在の ところは,こ の委員会 の直接的なテーマである雇

用への影響 は,問 題 にす るほ どではない とい って も差 し支 えあるまい。

だが しか し,過 去 がそのよ うであ ったか らとい って,将 来 もその延長線上で

とらえてよい とい うことにはな らない。
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仕事 の構造的なまたは質的な変化は,数 的 な変化を もた らす と考 えるのが一

般的である。そ して,OAは 企 業 に対 して,仕 事の質 を変化 させ,経 営の シス

テムそのものを変 えさせ ることになるに違い ない 。この場合む しろ変 えること

をね らって導入がはか られ てい るとい う方が適切か も知れ ない。 この変化の動

機づ けは,も ちろん企業の競争力を強化 し,変 化する社会環境に適応 してい く

ためである。

ここで,OA化 の動機づけ とそ の方 向を占 うた めの手 がか りと して,日 本の

企業が2回 の石油 シ ョックを引金 として,急 速 に進めてい った製造工場での自

動化の波 と,そ れがもた らした波及効果 について,そ の足取 りを追 ってみるこ

とと したい。 日本の製 造業 は,そ の努 力によって,今 は世界の トップ レベルの

生 産性 を実現 し,GNPが 世 界の10%と いわれる強 力な経済 力を実 現す る基

盤をつ くり出 したか らであ る。
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第2章 工 場 自 動 化 とOA

日本の製造業が強 力な競争 力を実 現す ることに成功 したひ とつの要素は,ロ

ボ ッ トに象徴 され る製造工程 の 自動化で ある。 ロボ ッ トは,わ が 国においては,

工場の規模の大小 を問 わず 急速に導 入 され てい った。

このきっかけ となったのは,二 度の石油 シ ョックであ る。高度成長の末期 に

おいて,労 働人 口の供給 不足 に悩み始 めた頃,ロ ボ ッ トおよびNC技 術がモノ

にな ってきた。そ こで,ぼ つぼ つ工場 に導入 され ていたのだが,石 油 ショック

は,企 業の合理化を急加速する ことにな った 。その頃,使 われた減量経営 とい

う言葉が示すよ うに,全 く容赦な く合 理化がすす め られた 。昭和49年 の賃上

率は34%で あった。 これでは どの よ うな優 良企業で も赤字 になる。そのため

に,普 段では とて もで きない よ うな変革が,比 較的抵抗 なくすす め られたので

ある。

その方 向のひとつは,も ちろん省力化 と無人化であった。

そ のため に,大 量の ロボ ッ トやNC工 作機械が製造現場へ投 入された。とこ

ろが,そ の際,極 め て貴重 な教 訓を学ぶ ことができた。それ は次の よ うなこと

である。

自動機 械を導 入す る前に徹 底的に品質 管理 が行われ,工 程の不 良率 が下 って

い ない と,自 動機械は うま く動 か ない とい う教訓で ある。 これは考 えてみれば

当然であ る。工程の不良率が高い とい うことは,ど うすれば良品をつ くること

がで きるか とい うその条件 がまだつかまれ ていない とい うこ とである。 だか ら

その状態で 自動化をす ると,自 動機 械は能率 よく不良品の山をきず くことにな

る。

そ こに,日 本的な品質管理 が威力を発揮 した。現在,日 本独 自の全社的品質

管理(TQC;TotalQualityControl)が 世界中の注 目を集め るよ うに

な ったのは,こ の ような背 景があ った か らだ った。

しか もこのよ うな状態 が実現す る と,コ ス トも急速に下 る。つ ま り良い製品
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がで きるよ うにな ったか らこそ,自 動化がすすみ,生 産性が向上 して,コ ス ト

が下 る。 つま り,高 品質 なものほ ど,コ ス トが下 る とい う一見矛盾する結果を

日本の製 造業 が実現 した。それが輸出 力の強化 とな り貿 易摩擦にまで発展 して

い った ことは,よ く知 られ ている ところである。

工場の 自動化 は,労 働生産性 の向上 とな ったわ けだが,こ れに対 してOAは

知的生産性 の向上を期 待 して導入 され るものであ る。 しか しそれ をね らって導

入 されたOA機 器 が,そ のまま知的生産性 の 向上につながるとは限 らない。そ

の ことは,製 造 工程で の 自動化 とNCの 例か らみ ても類推で きるはずである。

ところで,日 本のOA化 では,製 造工程の 自動化 と同 じように考 えて よいか

どうか も考 えな くては ならない。 さらに,そ のOA化 が工場の場合に与 えた社

会的イ ンパ ク トと,同 列 に扱 ってよい か どうかの考察,ま たOA化 が もた らす

直接的効果,ま たそれが成功するための前提条件 などをまず研究 した上でな く

ては,そ れを 占うことはで きない。
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第3章 製造 工場におけ る自動 化のイ ンパ ク ト

ロボ ッ トや 自動機 を導 入す る 目的は ,も ちろん省力化で ある。そ うなると,

機械化 は雇用 に影響 す ると考 えるのが 自然な発想である。

しか しなが ら,企 業活動は生 き物 である。 無か ら有を生 じさせる ことがむ し

ろその 目的 とい ってよい。 この よ うな経営 の原点 に立戻 って,現 実の数字 を客

観的 にながめてみ ると,多 くの学ぶべ きことを発見する。それは,こ れまで の

企業 内での 自動化 と雇 用 との関連 を見 ると,必 ず しもそれ がつねに雇用減少 に

はつ なが っていない とい う事実を見 出すことができるのである。

む しろ 日本の産業全体で見る とき,石 油 シ ョック以降,猛 烈 な自動化が 日本

で進 行 した ことが,今 日での雇用 の確保につなが った と見る方が妥 当のようで

あ る。 これは逆の場合を考 えてみ るとよい。 もし,日 本の企業が 自動化によっ

て生 産性を あげ るとい う努 力をお こた ってい たとした ら,国 際 競 争 力 は失 わ

れ,失 業が増 えていたに違い ない。今 日の 自由競争 を原則 とする経済の中では ,

生産性の競 争に負け るな ら,脱 落せ ざるを えないので ある。

この ことでもわか るよ うに,雇 用の問題を考 えるには,ひ とつ の企 業な り職

場限 りで比較す ることだけでは,誤 った判断をもた らすので ある。 そこでは ,

今 日の厳 しい競争原理の中では,勝 つ こ とのみが雇 用を保証する ことので きる

唯一の条件だ とい うことを忘れては な らないので あ る。

そ して,日 本の製造業 は現実 にこの ことに成功 した。 これが今 日で も先進 各

国に比べ て極端 に低い失業率2%台 とい う数字を維持で きた最大の原因だ とい

ってよか ろ う。

'
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第4章 職業構造 の変化

日本の経済 は石 油 ショック以来低成 長に入 った といわれ ている。 これは確か

であ って,高 度成長の時代の よ うな年率ふた桁 とい う.ことは 過去の ものとなっ

た。 ところが,そ のため に次の よ うな意見を聞 くことがある。 高度成長の時代

は,皆 と一緒にかけ出 さな くては間に合わ なか った。 しか し,今 は4～5%の

時 代だか ら,も っとゆ っ くりやればよい 。 しか し,こ れ は とんでもない間違い

で ある。 図4-1を 見 て欲 しい。 これは,産 業 別の成長率の 曲線だが,こ れで

見るよ うに,日 本では成長 どころか横ばい になった産 業がある。 アル ミとか石

油化学であ る。この ような横ばい型 があるのに,合 計で5%も の成長を してい

るとい うことは,そ れ 以上 に成長 速度 の早い産業がな くては釣合わ ない。それ

が現実にある。電機や輸送機械 である。
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　'

図4-1 生産者出荷指数

(昭 和50年=100.0)
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つ ま り,低 成長 に 入 った とい うこ とは,す べてがスP－ ダウンした ので は ない 。

産 業構 造 の変 化 が 始 ま った た めだ とい うこ とで あ る。 また,電 機 が伸 び てい る

とい って も,す べ て が よい の では ない 。照 明器 具 は,建 築 の停 滞 で 横 ばい に な

った。 これ に比べ てVTRや コン ピ ュー タ関 連 は 猛烈 に の び てい る。(図4-

3)

これ は,日 本 に おけ る 職業 構 造 の 変化 と な って あ らわ れ てい る 。昭 和45年

か ら50年,50年 か ら55年 の二 期 にわ た る国勢 調 査 の デ ー タを 表4-1,

表4-2に 示 す 。 明 らか に成 長 職種 と衰 退職種 が 統 計 に で てい るの で ある。

〃
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表4-1

電 算機 オ ペ レー タ(130%)

社 会福 祉 専 門 職(97)

公 団 ・公 社の 役 人(82)

盲 ろ う養 護 学校 教 育者(72)

情 報処 理 技 術 者(79)

建 築機 械運 転士(50)

広 告 タ レン ト(48)

セ メン ト製 造 工(47)

幼 稚 園教 師(45)

広告 宣 伝 員
.(1259・)

職 業 ス ポー ツ家(77)

難 理技術㌔ ぽ
社会福祉事業専門職員(55)

音楽家(41)看 護婦 ・看護士

建設機械運転士(40)文 芸家 ・著述家

清掃員(39)配 達員

保母 ・保父(37)

1 成 長 職 種

5年 一昭和50年 国 調

●

6。 保 母 (71)
直

7.造 園 植木 職 (67)

8.消 防 員 (56)

9.文 芸 ・著 述 業 (53)

10.製 図 ・写 図 工 (52)

r'

清掃員 (45)

公認会計士 (39)

音楽家 (36)

0年 一昭和55年 国調

6.個 人教 師 (53)

7.外 交 員(保 険 を除 く) (51)

8.金 属製錬技術者 (49)

畔 鑛 書老桧鮪 躍 士。除、)
(48)'

10.漆 塗 師 ・まき絵 師 (47)

看護士 (37)半 導体製品製造工 (34)

著述家 (37)電 気機 械 組立 ・修 理(34)

(36)光 学機 械組 立 ・修 理 (33)

人 ・外交 員(36)

4

、
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表4-2衰 退 職 種

φ

昭和45年 一昭和50年 国調

1..製 炭 ・製 薪 作 業 者 (63%)6.お け ・た る 職 (44)
●

2.採 炭 人 (61)7.選 鉱 ・選 炭 員
'(44)

3.支 柱 員 (55)8.車 掌 (42)

4.採 鉱 員 (49)9.編 物 工 ・メ リヤ ス 組 立 工 (40)

5.坑 内 ・運 搬 員 (46)10.窯 業 ・原 料 工 (40)

昭 和50年 一昭和55年 国調

1.操 糸 工 (48%)6.揚 返工 ・か せ取工 (44)

2.製 炭 ・製 薪 作 業者 (48)7.選 鉱 ・選 炭 員 (43)

3.自 転 車 組 立 ・修理 工 (47)8.編 物 ・編 立 工 (38)

4.船 舶 ぎ装 工 (45)9.採 鉱 員 (37)

5.伸 線 工 (45)10.草 ・つ る 製 品 製 造 工 (36)

窯業原料工 (35)家 事 手伝 い 「 (34)

バ ー テ ン ダ ー (35)甲 板 員 (32)

洋服仕立職 (34)支 柱 員 (31)

このこ とか らもわか るよ うに,省 人化や無人化を した とい うことを,単 純に

雇用の減少 と直接結びつける ことは,誤 りをおかす ことにな りかねないのであ

.

.

る。 それは,日 本の職業構造や社会構造の変化 の中で,雇 用構造が どのように

変 ってい くか とい う立場か らの分析が必要なので ある。
'

1
自動化 もOA化 もそれは当然職種の変化をもた らす。 この場合, 欧 米の よう

－ll一



な職能別労働組合があ るとか,他 への転職 について企 業側 が余 りか まって くれ

ない とい った社会 では,こ の ような職種の 変化は,直 接失 業 とい う形 になるか

も知れない。

ところが 日本で の社会慣 習は,欧 米のそれ とは,全 く異質 のものが ある。そ

して,日 本人は教育水準 が高 く,再 教育が欧米よ りも容易である。また,企 業

側の雇用につい ての考 え方の差,家 族主義 的経営,さ らには急 速な高齢化 とい

った 日本独 自の社会環境があ る。

このよ うに考 えると,OA化 だけについてそのイ ンパ ク トを抽出 して論 じる

ことは,困 難 だ し,ま た無理にや ってみ ても,非 現実的のそ し りを まぬかれ な

いで あろ う。

ところで,OA化 とは,ひ とつの企業な り行政 とい った組織体を運営す るた

めに必要 な作業の中に情 報機器 を組込んでい くことである。従 って,そ れが組

込 まれ る組織に どのよ うな もの があ り,ま たそこでは何 が求め られ ていて,こ

の要求に対応す るために,OA化 がどの ように進んでい くか といった基本的条

件か らの ア プローチが必要である。

ある組織体 があった と して も,そ れ が 競 争 力 を失 い,社 会 か ら姿 を消 して

しまったので は,OA化 も何 もあ ったものではない。従 って,こ こでの作業で

は,伺 本の産業構 造の行 くす えを まず見す え,そ れぞれ の産業 の中で活動す る

企業が,ど のよ うな姿に な ってい るか,ま た,そ の中で各企業がその競争力を

維持するために,OAを いか にと り入れ てい くか とい った ことで,そ のイ メー

ジを描いてい くこ とが本来 の方法であ る。
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第5章 行 政 の 中 で は

行 政機構 につい ては,倒 産 とい うこ とはない。 しか し,こ の よ うに高度化す

る産 業機構の中で,旧 態依然 としたや りかた を続けることは,や は り不可能で

ある。そ して,現 実にも,そ の効率化 が求め られ,逐 次OA化 が進 んでい る。

そこでは,か なり早 くか ら各種 の証 明のための コピーマシンが導 入 された し,

税務処理の コンピュータ化 も民間企業 に足なみを合わせ て進 められ てきた。 こ

こでは,自 由経済の競争原理は機能 しない が,有 形無形の社会的圧 力と,や は

り他の 自治体には負けた くない とい う意味での合理化意欲が,そ の動機づけに

な ったこ とは確 かである。

そ こでは,次 の よ うな疑 問がで て くるか も知れ ない。企業の場合 は,そ の生

存 をかけた競争 とい うことで,OA化 へ の動機づけは明確に規定で きるし,そ

れ だけに,方 向づけ も可能 である。 ところが,行 政のよ うなサー ビス機 関では,

OA化 を して一体 どうす るのか,社 会的圧 力 とい っても,や らなければや らな

い ですむ とい った見方もで きよ う。

だ が しか し,行 政 に対す る需要は,た だ量だけでは な く,質 の面で も要求 は

厳 し くなる一 方で ある。

自動車の免許証の保有者数は,既 に4,000万 人を越 した。 ところがこれは

3年 毎に更新す る ことにな ってい る。 これには半 日はかか る。半 日を3時 間 と

して,3年 に1回 だか ら,こ こで 失 わ れ る時 間 は,何 と4,000万 人 時で あ

る。 日本 のサ ラ リーマンの実働時間は年間2,000時 間だか ら,こ れ を割る と,

ここに2万 人の従業員の会社があ って,そ の従業 員は毎 日免許 証書替 えのため

に働い てい るの と同じで ある。2万 人の会社 な ら,そ の販売額は年間1兆 円近

くな ってい るだ ろう。この膨大な社会 的損失 を減 らすことは,行 政 側の責任で

なされねばな らない。 また,役 所で順番待 ちか らくるイライ ラも数字 に出ない

損失 である。

また,次 の ようなこともあ る。 全国の 自治体は,福 祉厚生の充実 とい うこと
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で,公 民館,図 書館,老 人会館な ど,多 くの施設 がつ くられた。その数は,実

に莫大 なものであ る。 しか も中身 も立派であ って,地 方の時代 のかけ声 もあっ

て,大 都市 に劣 らない ホール も随分で きた。 ところが問題は,そ の稼働率で あ

る。図書館 などは,午 後5時 には締め て しま うし,日 曜 日も休館 とい うのがあ

る。締 めた図書館は,も はや図書館で はない 。 コンク リー トの構造物にす ぎな

い。

そ こで,あ る 自治体では,OA化 に よって浮いた人員を,配 置転換するこ と

によ って,こ れ らの施設を午後8時 まで あけ るとともに,年 中無休 を宣言 した 。

ここには,競 争原理が働 らいたわ けでは ない が,OA化 か らもた らされ た余

裕によ って,新 しい行政需要を 創造す る とい うこ と,つ ま り質の レベルア ップ

に成功 した ので ある。

しか しなが ら,こ れは行政最高責任者の意欲 にか らむ問題である。

そ こで,ひ とつの重要 な手 がか りが得 られた。OA化 のイ ソパ クトスタァ ィ

には,い まひ とつ重要 な要素が ある。 それ は,競 争原理か らくるOA化 へ の圧

力のよ うな外成的要因 に加 えて,い ま述べたある 自治体の首長の例のよ うな,

内成的 要因もい まひ とつの要素 と して機能す るとい うこ とで ある。
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第6章 内戚 的要 因

OA化 とい うのは,い うまで もな く組織を動かすた めの道具 にす ぎない。道

具は使い よ うで ある。 ハサ ミも使い よ うで,切 れた り切れ なか った りす る。 こ

の道具 が社会の中 に組込 まれた とき,そ れがいかに使われるかは,使 う人間の

工夫 と,そ のた めの意欲 とが決める。

そ して,そ れが社会 を変 えてい く。

最近,ア メ リカでは,現 金 は その 威 力 を失 い,カ ー ド化 してきた。現金 よ

りもカー ドの方が信用 され る。 こ うな るとス リとい う職業はな りたた な くな っ

て きた。 これ に比べ て,コ ンピュータ犯罪 が急速に増加 してい る。 日本はその

過渡期 にあ るた めに,現 金は まだ威力を持 ってい るが,VANが 一般 に解放 さ

れる と,急 速 にカー ド化社会に移行す る可能性 がある。

日本独 自の技能 として永 く続いていた ガ リ版屋 とい う職業 は,ワ ー ドプロセ

ッサの普及 によ り姿を消 し,そ して ころ もがえを した。

OA化 が進む と,女 子社 員 が職 を失 う とい う説 があったが,ワ ー クステー

シ ョンが職場 に導入 され ワー ドプ ロセ ッサが入 ると,真 先 にこれ を使い こな し

たのは,む しろ女子社 員だ った。特に,ワ ープ ロの使 用には女子社 員の方がむ

いてい るし,使 用頻度 も女子の方が高い とい う企業 が多い。

しか し,通 信 回線の使 用制 限の 自由化,LANやINSの 導入によ って,O

Aは 次 の変革期 をむか える。そ して更にOA化 が新 しい イ ンパ ク トを与 える

であろ う。

いつで も,ど こか らで も,回 線を接続 し,フ ァイルにア クセスで きて,思 う

ままに これを取 り出す ことがで きる。 これは企業活動のためには,や は り革命

的なで きごとで ある。

企業 が何を計画 し,実 行す るかは,も ちろん情報を根拠 として行 うので ある

が,N・ ウィー ナーのサイバネティクスの考 えかたが示 してい るよ うに,情 報

の フィー ドバ ックシステムが どのよ うに巧み につ くられ ているか が,そ の組織
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の環境変化 に対す る適 応性 を決 め るもので ある。 これは企業の競争 力について

も,同 じこ とが言 える。

この ことは,企 業間の競争だけではない。 国家間の争 い,戦 争におい ても,

情報活動 がその勝敗 を決めた とい う例 が無数 に存在す る。

従 って,企 業の情 報機能 としてのOAが,回 線 によってネ ッ トワー ク化 され

るときの威力は,絶 大なものがあ るで あろ う。

しか しなが ら,情 報だけで企業が競争す るのでは ない。 その情報 を もとに,

人,設 備,資 金 が動いて,始 めて,そ の情報 が有効に機 能す ることになる。だ

か ら,い くら情報化が進んだ と して も,そ れで全 く人間が不必要にな るわけで

は ない 。ただ,こ れ まで情報を扱 っていた 手間 と時間 とが節約 され るだけで あ

る。計画 者 としての人間,実 行者 としての人間,さ らには,こ れ らを管理す る

人間な ど,多 くの人間が必要であ る。'

先 に,工 場の自動化の話題を述べ たが,工 場の 自動化は省力化を もた らし,

現場の作業者の数は極度に減少 した。 これは,大 企業だけではない。 中小企業

において も同様であ る。ひ と昔前は,直 間比率(直 接人 員と間接人 員との比率)

が企業の効率性 を示す ひ とつの尺 度 と して使われ,間 接人員の増大は非効率化

への途 と考 えられ ていた。 いわゆ るパーキ ンソンの法 則であ る。

ところが,自 動化 の急速な進展は,直 接人員の急激 な減少 とな ってあらわれ

た。 そ して このよ うな自動化 を計 画 し,ま たその 自動機 械が フル稼動で きるた

めの市 場開拓や販売要員の強化の ための人 員が増加す る とい う方 向へ と企業の

体質 が変 化 してい る。

これは,自 動化す る前に,当 然 予想 され ていた ことであったが,現 実 にその

方 向へ と 日本の企業が変 ってい ったこ とは確 かであ る。

これは生産現場での話であ ったが,OA化 において も,同 様な方向へ進 むと

い う予想が可能で ある。既 に経 理や人事 とい った部門は,ル ーチ ンが大幅に機

械化 された。資材関係におい ても,生 産計画を部品や材 料の在庫 とに らみ合わ
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せ なが ら,ブ レークダウンして発注す るための仕事 は,ほ とん どが機 械化 され

た 。

この ような ことは組織の変化 となって全体的に観察することがで きる。

一般的 にい って
,OAは 従来の仕事を機械 に手伝わせ るとい うことだけでは

な く,仕 事 のや りかた 自体を機 械 に合わせ て変更す ることによ って,始 めて成

功す る。もともとOA機 器は新幹線 の列車の よ うな もので,大 きな可能性 を持

ってい る。新幹線 はその性能に合わせて レールも信号方式 もすべ て新規 につ くる

ことによって,そ の能力を発揮 す ることがで きた。 在来線の上 に この車輌 をの

せ ても,ス ピー ドが出せ るわけはない。

従 って,OA化 は,会 社の組織,権 限規 程を含 めてすべ ての仕事のや りかた

を変 える結果になるで あろ う。そ のイメージを画 くことが,こ の委員会 の仕事

で ある。

9
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第 皿編 コ ンピュー タサイエ ンスと未来社会

(技 術予測小委 員会報 告)
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第1章 序 論

現 代 人 と明 治時 代 の人 間 の生 活 の意 識 にお い て,も っと も大 きな 違 い は何 で

あ ろ うか 。さま ざ まな 相違 点 が考 え られ るが,最 も大 きな もの は,た と えば"暗

くな った ら電気 をつ け る"と か"人 に連 絡 したい と きは電 話 を す る"と い った

よ うな,技 術 を 用い て,自 然 環 境や 人 的 条 件 を変 化 させ る こ と に,現 代 人 は何

の不 思 議 も驚 き も感 じて は い な い,と い うこ とでは ない だ ろ うか 。

さて,現 在,世 の 中 に数100万 台 の コ ン ピュー タが存 在 してい る とい われ

る。 さ らに,あ と5年 後,10年 後 の近 未 来 にお い て,コ ン ピ ュー タの数 は技

術的 予 測 か らい って も,10倍 以 上 に な るで あ ろ う。一 昔 前 に,1人 が1台 の

コ ン ピ ュー タを持 つ 時 代 が くる と言 われ た もの だが,現 実 の 状 況 は そ れ どこ ろ

で は な く,1人 が数 台,さ らには 数10台 の コ ン ピュー タを持 つ とい う時代 に

突入 してい くに 違い ない 。

未 来 社 会 に お い て,我 々の 生 活 に コ ン ピ ュー タが 大 きな影 響 を及 ぼ す とい う

こ とは,そ の 点 か ら考 えて もた ぶ ん 間違 いの ない 事 実 で あ る。 そ して,そ の大

きな変 化 は,お そ ら くこ こ10年 以 内 の うち に起 こ る と予 測 され る。

10年 後 の コ ン ピ ュー タ テ ク ノ ロジー は,今 よ り数 段す ぐれ た能 力 を持 つ コ

ンピ ュー タを つ く り出 して い るで あ ろ う。 そ うな る と,コ ン ピ ュー タの 社会 に

占め る位 置 は今 よ りず っと大 きい もの とな る。 しか し,こ れ は,必 ず しも機 械

本体 が人 々の 目にふ れ る場 所 に あふ れ 出 て くる とい うこ とを意 味 しない 。

未 来 社 会 に お い て,進 歩 した テ クノ ロ ジーの も とに生み だ され た コ ン ピュー

タは,人 間 に も っ と密 接 な もの と して認 識 され る。 現 代 人が 電 気 や 電 話 を使 っ

て も誰 も不 思議 と感 じない よ うに,ま た,た と えば,銀 行 の現 金 自動 支 払機 を

多 くの人 が コ ンピ ュー タの 一 部 と認 識せ ず に使 い こ な して い る よ うに,未 来社

会 に おい て は,コ ン ピ ュー タは,よ り人 間 に密着 した もの,い わ ば,人 間社 会

の準 主 役 的 な位 置 を 占め る よ うにな るで あ ろ う。
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この 調査 研究 の 最 終 的 な 目標 は,そ うい った 時代 に我 々の 社 会 が ど うい う影

響 を うけ るか を探 る こ とに あ るの だ が,そ の 方 法 と して技 術 論 を核 に据 えて進

め てい きた い 。

とい うの も,人 々は 技 術社 会 の 未 来 を考 える際 には 人 間 中 心 とい うこ とに警

告 を与 える あ ま り,技 術 や そ の進 歩 を 無 視 して しまい,結 果 と して,正 しい未

来 像 とは ひ ど くか け離 れ た もの を作 り出 して しま う,と い うあ や まち に往 々に

して陥 って しま うか らだ。

コ ン ピ ュー タの 未 来 社会 を考 えた 時,人 間 が ど うい うこ とを望 む か,と い う

こ とか ら探 る ア プ ロー チ もあ るが,コ ンピ ュー タが10年 後 に ど うな るか,と

い うこ とか ら切 り くず してい った方 が,よ り正 しい イ メー ジを 作 りや す い の で

は ない だ ろ うか 。

こ こで は,人 間疎 外 とい う意 味 で は な く,い たず らな 人 間主 役 宣 言 を さけ,

コン ピ ュー タ と人 間,人 間 と コ ン ピ ュー タ とい うよ うに,コ ン ピ ュー タ とそ の

技 術 を前 面 に出 す とい う観 点 を突 破 口と して,未 来 社 会 が ど うな る のか 考 えを

め ぐら したい 。

た だ,断 ってお き たい の は,こ の調 査 研 究 の持 つ 意味 は,未 来 社 会 が こ うな

る と言 うと ころ に あ る の で は ない 。 あ りとあ らゆ る可 能 性 を模 索 す る こ とで,

電 子社 会 にお け る ひず み,コ ン ピ ュー タに よ るひ ず み を 生 まない た めの 望 ま し

い 方 向 を探 る とい うと こ ろに第1の 意 味 が あ る。

第2に は,技 術 的 可 能 性 をベ ー スにす る こ とで,10年 後 の 本 当 に我 々の欲

しい コ ンピ ュー タに対 しての 良い イ メー ジを 創 り出 し,望 ま しい コ ンピ ュー タ

の 姿 に対 す る要 求 を 出す とい うこ と。

3番 目には,コ ン ピ ュー タが人 間の パー トナ ー とな ってい った ときの,人 間

の物 の考 え方 の 変 化,行 動 の 変化 を少 しで も明 らか にす る こ とにあ る 。

特 に,3番 目に あげ た,人 間 の 思考 や 行 動 の 変 化 とい うの は,興 味 深い 問 題

とい える。 現 在 の組 織 や 社会 は,コ ン ピュー タを前 提 と して 作 られ た もので は

ない。 また 人 間 の 思 考 も,コ ンピ ュー タを前 提 と して はい ない 。
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何 か 新 しい こ とをや ろ うと した時,"ま ず コ ンピ ュー タに 聞い てみ よ う"と

い う発 想 か らは,現 在 の 我 々の組 織 形 態 は あ ま りに遠 い 。

しか し,コ ン ピ ュー タの 持 つ技 術 的 可 能 性 が 非 常 に大 きい 未来 社 会 に お い て

は,コ ン ピ ュー タは常 に人 間 の 身近 に あ って,人 間 を サ ポー トし,人 間 の 側 も

気軽 に コ ン ピ ュー タに 聞 くよ うに な る だ ろ う。10年 後 の 今 とは全 く性 質 の 違

うコ ン ピ ュー タに よ り我 々の 生活,社 会 組 織 が 大 き く変 わ る。

実 際,コ ン ピ ュー タに少 しで もたず さわ ってい る人 間に は,こ れ は 思 い も よ

らない 話 で は ない 。 少 な く とも,そ の芽 は確 実 に存 在 して い るのだ 。

'
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第2章 近 未 来 コ ン ピ ュ ー タ の イ メ ー ジ

本章では,以 後 の近未来社会の イメー ジ作 りの基礎 となる近未来 コンピュー

タが どの よ うな ものになるかを,技 術面か らの予測を中心 として述べ る。

現在の問題点 よ り未来 を探 る とい うことで,種 々の理 由で動作 しない コンピ

ュー タの問題点を整理す る。それが解決 された ものが未来 コンピュー タであ る

とい うイ メージであ る。また他方,超LSIの 進歩をは じめとす る電 子部品の

技術予測,主 として アメ リカで行なわれ ている先進的実験を基に,未 来 コンピ

ュー タのイ メージを固め,社 会的影響 に関す る考察 を行な う準備 とす る。

o

2.1現 在 の問 題 点 よ り未 来 を 探 る

現 在,小 は パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タか ら,大 は大 型 汎 用機 に至 る まで我 国

には お よそ 数100万 台 ほ どの コ ン ピ ュー タが あ る と推 定 され る。 しか し,

その うちの 相 当数 が 当初 予 定 してい た作 業 の 何 割 か を 実行 で きな か った り,

あ るい は全 く使 用 され てい ない とい う こ とは,巷 間 よ く言わ れ る こ とで あ る。

で は,そ の実 態 は ど うな ってい るの だ ろ うか,と い うこ とに な る と,個 々の

事例,信 頼 のお け る統 計数 値 な どを 把握 す る こ とは実 際 問題 として,非 常 に

困 難 で あ る と言 わ ざ るを得 ない 。

しか し,本 報 告 書 の 目的 で あ る,技 術 予 測 とい う立 場 に立 って,将 来,技

術 的 側 面 にお い て,ど の よ うな点 を改 善 す れ ば,コ ンピ ュー タが さ らに利 用

しや す くな るか と い うこ とを考 える の は,い くつ か の資 料 を用い る こ とに よ

って充 分 可 能 と思 わ れ る。

た と えぼ,日 経 マ グロ ウ ヒル 社 が 刊 行 して い る 「日経 コ ン ピ ュー タ」誌 は,

昭 和56年11月14日 号 よ り 「動 か ない コ ンピ ュー タ」 の タイ トル の も と

に,オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タを中 心 に,業 務 の シ ステ ム化 に とも な う様 々な

トラ ブルを 紹 介 してい る。 「過 去24件 の ケ ー ス を詳 細 に分類 」('83・

11・14)で は い くつか の 側 面 か ら分 析 を試 み てい る。

」
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まず,大 分 類 と して,ユ ー ザ ー に 原 因の あ る ケー ス11件,メ ー カー,デ

ィー ラー に原 因 が あ る ケー ス5件,前 二 者 双方 に原 因が あ る ケー スが8件 と

い う分 類 を して い る。(図2-1)
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ユ ーザ に メーカ,デ ィーラ 両者 に

原 因 が あ る に原因 が あ る 原 因 が あ る

図2-1動 か な い コ ンピ ュー タの要 因 分析(1)原 因の 分 類

日経 コ ンピ ュー タ(1983.1U4号)

その細分類 として,

① 担当者の退社

ユ ー ザ ー に原 因 が あ る場 合,

② 認識の甘 さ

③ 経 験不足

④

と分類 してい る。

導入環境 を考慮せず

(図2-2)'
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担当者の退社 認識の甘さ 経験不足
導入環境を
考慮しなかった

.・i

の

図2-2動 か な い コ ソ ピ=・一 夕の要 因分 析(2原 因 が ユ ー ザ に あ る場 合

日経 コ ン ピュー タ(1983ユ1.14号)

メー カー,デ ィー ラー 側 に 原 因 の あ る場 合 は(図2-3)

① ユ ー ザ ー ・ニー ズを 理解 してい なか った… …2件

② 充 分 な ア ドバ イ スを しな か った1件

③ 技術力不足 2件

2

1

0

.

ユーザニーズを

理解 して

い なか った

十 分 な 技術 力 不足
ア ドバ イ ス

を しな か った

図2-3動 か ない コ ン ピ ュー タの要 因分 析(3)

原 因が メー カ,デ ィー ラー に あ る場 合
日経 コ ン ピュー タ(1983ユ1.14号)
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さらに,双 方に原因が ある場合は,

①

②

③

システ ム設計が不十分

パ ッケー ジを過 信

デ ィー ラー の倒 産

件

件

件

6

1

1

数

61

件

5

4

3

2

1

0
シ ス テム設 十 パ ッケ ージ を デ ィー ラの

が 不 十分 過 信 倒産

図2-4動 か な い コ ン ピ ュ ー タ の 要 因 分 析(4)

原 因 が ユ ー ザ,メ ー カ,デ ィ ー ラ ー 双 方 に あ る 場 合

日 経 コ ン ピ ュ ー タ(1983.11.14号)

とい う具 合 にな ってい る(図2-4)。 個 々の 事例 とつ き合 わ せ てみ る と,ま

た 異 な った観 点 か らの 分 析 も可 能 で あ る。

技 術的 観 点 に 立つ な ら,こ れ らの 事 例 が技 術 と ど う関 わ る か とい う見方 も

で き る。

「日経 コ ン ピ ュー タ」 誌 の分 類 で,ユ ー ザー 側 に 原因 が あ る ケー ス とい う

の は 技術 に関 係 して くる と思わ れ る。 担 当者 が や め て しま うとなぜ コン ピ ュ

ー タが動 か な くな って しま うの だ ろ うか 。 これ は か な りの 比 重 で ユー ザー ・

インターフェイス に関係 して い る。 従 って これ は 技術 の問 題 で あ る とい える。
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現 在 の シ ス テ ムの 操 作 方法 や 運 用 シス テ ムが 複雑 す ぎ て,コ ン ピュー タ要 員

が特 殊 化 してい るた め に,担 当者 が 退社 した 場 合 に,す ぐ には そ の代 替 が き

か な い とい った こ とが 起 こる。 この ケー スは,技 術 の 進 歩 に よ って軽減 され

る問 題 だ と言 える。

次 に,「 原 因 が メー カー,デ ィー ラー に あ る場 合 」 の 中で は,「 技 術 力不

足」 の 項 は 当 然 関 係 して くる。 こ こでの ケー スは どち ら も ソフ トウ ェアに関

す る もので,単 純 化 して 言 うな ら,使 い 慣 れ ない 言 語 を使 って シ ステ ムを構

築 し よ う と した た め に失 敗 した例 で あ る。

「ユー ザ ー と メー カー,デ ィー ラー双 方 に 原 因 が あ る場 合 」 の 「シ ステ ム

設 計 が 不 十 分 」 と 「パ ッケー ジを過 信 」 の 二 者 は 技 術 に 関係 が あ る。 「シス

テ ム設 計 が 不 十 分 」 の 中味 を詳 し く検討 して い く と,6件 の うち3件 は メモ

リ不足 で,純 技 術 的 な問 題 で あ る。

ε

●

2.1.1動 か な い コン ピュ ータ

こ こで,実 際 の 例 を抜 粋 して 紹介 して お こ う。

各 事 例 を検 討 して まず 目につ くの は,コ ン ピ ュー タの技 術 以前 の問 題

で あ る。 これ は メー カー,デ ィー ラー,ユ ー ザ ー,そ れ ぞれ に技 術 以前

の 問 題 が あ る。

(1)導 入 機 種 の 能 力 に対 す る過 大 評 価

ユー ザ ー側 の 問 題 点 の最 も基 本 的 な もの は コ ン ピュー タに対す る認

識 の甘 さ で あ る。 そ の 中 で も例 が 多 い の は,導 入 機 種 の能 力 に対す る

過 大評 価 で あ る。

た と えぼ,東 京 の あ る ハ ン ドバ ッグ ・メ ー カー は主 記 憶 装置 の 容 量

が16Kバ イ トの オ フ コ ンで,9000種 類 の商 品 の在 庫 管 理 を しよ

うと した が,メ モ リー が オ ーバ ー フ ロー して しまい,全 商 品 を管理 す

る こ とが で き な くな って しま った 。

また,大 阪 のPR用 品の デザ イ ン製 造 会 社 は,受 注 か ら納 入 まで の
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製 作,工 程 管 理 と原 価管 理 な どを コ ンピ ュー タ化 しよ うと した 。 しか

し,取 扱 い商 品点 数 も多 く,商 品 属 性 分類 も複 雑 で,シ ス テ ム開発 に

一 年 を要 した上 ,で きあ が った シ ス テ ムは フ ァイル 容量 が あ ま りに も

小 さ くて使 用 で き なか った。

東 京 の あ る輸 入 商 社 は伝 票 の発 行,売 掛 の管 理,在 庫 の 管 理 の た め

に導 入 した オ フ コ ンが わ ず か3ケ 月で オー バ ー フ ロー の た め に使 えな

くな って しま った。

こ の他 に もデ ー タ量 が 多 過 ぎ て扱 い きれ な くな った とい うケ ー スは

数 件 あ る。使 用す る コ ンピ ュー タの能 力 を過 大評 価 す る とい うの は 裏

を返 せ ば,コ ンピ ュー タ化 した い業 務 の 内容 を過 少 に評価 してい た わ

け で,大 多数 の会 社 が コ ンピ ュー タに対 す る知識 を持 った 人 間が い な

か った。

オ ー バー フ ロー で は ない ケー ス と しては 以 下 の よ うな もの が あ る。

横 浜 の あ る コ ン ビニエ ンス ・ス トアの チ ェー ン店 で は 商 品管 理 の た

め に,オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タとパ ッケー ジ ・ソフ トウ ェアを導 入 し

た 。 しか し ソフ トウ ェアが 業 態 にあ ってい なか った た め に,使 用す る

こ とがで きず,結 局新 た に ソ フ トウ ェア を開 発 しな けれ ば な らなか っ

た 。 この会 社 の経 営 者 は 「最 初 か ら コ ン ピ ュー タを万 能 の機 械 と盲 信

して しま った の が 間違 い 。 特 に,中 小 ス ー パー 向 け に特 別 に 開発 した

パ ッケー ジ ・ソフ トウ ェア を使 えば簡 単 に経 営 に必 要 な帳 票 類 が得 ら

れ る と思 った の が 失敗 だ った 」 と語 ってい る。

② ユ ー ザー 側 の 問題

ユ ー ザー 側 の 問 題 は,以 上 の よ うな コ ン ピ ュー タに対す る過大 評 価

以 外 に もあ る。

青 梅 市 の 電 気 植 毛 加工 業 の 会 社 は,経 営 者 の 親戚 が シ ス テ ム開発 を

す る とい うこ とで,オ フ コ ンを導 入 したが,そ の 開発 担 当 の 人 間が 力

不 足 で あ った た め に,で き あが った シス テ ムは年 末調 整 が 考 慮 され て

一27一



い ない,な ど とい う欠 陥 シス テ ムに な って し ま った。 直 接 的 に は担 当

者 の 力量 不 足 だが,「 や は り私 自身 の オ フ コ ンに 対す る見 方 が甘 か っ

た こ とが 遠 因 」 と経 営 者 が 認 め て い るよ うに,コ ンピ ュー タに対 す る

認、識 の甘 さが 原 因 とな って い る。

これ は オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タで は な く,パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー

タの例 だが,あ る プ ラス チ ック加 工 業 者 は 事 務 処理 の 合理 化 を計 るた

め に,契 約 期 間5年,月 間 リー ス料2万3000円 で パ ー ソナ ル ・コ

ン ピ ュー タを導 入 した 。 だが,イ ン プ ッ トの 手 間 を軽 視 してい た た め

に,運 用 コ ス トを全 く見積 って い な か った の で,結 果 的 に コス トが 高

くつ き過 ぎ運 用 で き な くな って し ま った。

あ る不 動 産 業 者 の 団体 は,不 動 産 の 流通 情 報 を流す コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワー クを構築 した。 シ ス テ ム 自体 に は 問題 は なか った の だ が,

物 件 の情 報 を ネ ッ トワー クにの せ る こ とに よ り,手 数 料 が少 な くな る

な ど,個 々の業 者 の 利害 の不 一 致 の た め,シ ステ ムの 利 用率 が 低 下 し

て しま った。 この ケー スは シ ステ ムそれ 自体 に は 問題 が な い の で,コ

ン ピ ュー タ とは一 見無 関 係 に 見 え るが,大 き く把 える と,業 態 に 適 さ

ない シ ス テ ム とな ってい る とい う意 味 か ら,欠 陥 シス テ ム と言 えるだ

ろ う。 また 見 方 を変 えれ ば,コ ン ピ ュー タの 出現 に よ り業 務 の あ り方,

社会 の習 慣 が 変 わ ってい く とい うこ との 一例 と も考 え られ る。 そ うい

った 意味 か ら も,か な り特 殊 だが 重 要 な例 と言 えるで あ ろ う。

ユー ザ ー 側 の 問題 の 最 後 の例 と して,担 当 オペ レー タの 問 題 が あ る。

服 飾 付 属 品 メー カー のU社 は,主 に 在庫 管 理 の た め に オ フ コ ンを使

用 してい た 。 社 内 に人 材 が い なか った の で,担 当 オペ レー タは 導 入 時

に 雇 い入 れ た が,1年 半 で 退 職 して しまい,シ ス テ ムを動 か す こ とが

で きな くな って しま った。

世 田谷 の あ る ス ポー ツク ラ ブは会 員管 理 の た め に シ ス テ ム化 を 計 っ

た が,開 発 も完 了 し,導 入 寸 前 まで い きな が ら,シ ス テ ム化 を 断 念 し
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た。 従 業 員 数 わ ず か22人 の 組織 で は,シ ス テ ムの担 当者 を複 数 で置

くわ け には い か ず,万 一 担 当 者 が退 職 した場 合,す ぐに人 員補 完 が で

き ない だ ろ うと判 断 した た め で あ る。

以 上,主 に ユー ザ ー側 に問 題 が あ る と思わ れ る ケー ス を検討 して きた

が,い ず れ も単 一 な 見方 は で きな い事 例 ば か り ぐあ る。

デ ー タが フ ァイ ル容 量 を上 回 って しま う とい うの は,シ ステ ム分 析 が

甘 か った とい うこ と もあ るが,能 力 の 高 い コ ン ピュー タが よ り安 く提 供

され てい れ ば 問 題 は なか った,と も言 える。 また デ ィー ラーや メー カー

が 不 親 切 で あ った ケー ス もあ る。

担 当の オペ レー タの退 職 の た め に稼 動 で き な くな った ケー スは,ユ ー

ザー 側 の 認 識 不 足,準 備 不 足 が 原 因 で も あ るが,よ り使 い 勝手 の よい シ

ス テ ムが 提供 され る な ら,か な り改 善 で き る問 題 で あ ろ う。

(3)供 給 側 の 問題

次 に,デ ィー ラー,メ ー カー お よび ソフ トハ ウス な どの供 給 側 の問

題 点 を 検 討 してみ よ う。

毛 布 コー トの卸 業M社 は在 庫 管 理 に オ フ コ ンを導 入 した。 シ ステ ム

開 発 は メー カーが 担 当 した が,で き あが った シス テ ムは業 務 に うま く

適 合せ ず,使 い 勝 手 が 悪 い た め稼 動 で き なか った 。 そ の後 何 度 か シ ス

テ ムの手 直 しを した が,同 社 の業 務 が 特 殊 で複 雑 なた め,メ ー カー の

技 術者 は ユー ザー の ニー ズが 把 握 で きず,メ ー カー へ の依 存 は断 念 し,

ユ ー ザ ーみ ず か らシ ス テ ム開発 を進 め る こ とにな った。

建 材卸 業 のM社 は,在 庫管 理 な どの た め に オ フ コ ンを導 入 した。 シ

ス テ ム開 発 は,メ ー カー,デ ィー ラー で は な く第 三 者 の ソフ トハ ウ ス

が 行 った 。 しか し,こ の ソ フ トハ ウ スは汎 用 機 の シス テ ム開発 を 専

門 と してい た た め に,オ フ コ ン ・ユ ー ザ ー特 有 の 事情,す な わ ち,コ

ン ピ ュー タの 専 門 家 が社 内 には い な い こ とが 多 い とい うこ とを考 慮 に

入 れ ず に シ ス テ ムを つ く って しま った た め,非 常 に使 い 勝 手の 悪 い シ
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ス テ ム とな り,結 局,専 門家 を新 た に雇 い入 れ る こ とに な った 。

これ は,ユ ーザ ー,デ ィー ラー双 方 の 問 題 で あ るが,年 金 福 祉 事業

団の あ る地 方支 部 で は,入 金管 理,償 還 表 発 行,口 座 振替,マ ス ター

管 理 な どの た め に オ フ コ ンを導 入 した 。 しか し,ユ ー ザー に 全 くコ ン

ピュー タの 知 識 が な く,具 体 的 な要 求 仕 様 の提 示 が で き なか った 。 デ

ィー ラー 側 も中小 ユー ザ ー 向 きの オ フ コ ンの 販売 は初 め てで,ユ ー ザ

ー の要 求 を適確 に把 握 で きず,で きあ が った シ ステ ムは不充 分 な もの

とな って しま った 。

大 阪 の0歯 科 医 院 は 診療 報 酬 明細 書 の 発 行,給 与 計 算,薬 品 類 の 在

庫 管 理 な どの た め に オ フ コンを導 入 した。 しか し ソ フ トウ ェ アに 間違

い が あ り正 しい 結 果 が得 られ なか った 。 さ らに診 療 報酬 の 点数 の 制 度

の 変 更 が あ った が,そ れ に対 す る シス テ ムの 手直 しが遅れて しま ったた

め,稼 動す る こ とが で き な くな った 。 ユ ー ザ ーは デ ィー ラー に対 し,

再 三 シ ス テ ム変 更 の要 請 を した が,デ ィー ラーの セー ル ス マ ン,シ ス

テ ム担 当者 が 次 か ら次へ と変 わ る な ど対 応 が な され なか った。 また メ

ー カー 側 も 「我 々は ハー ドウ ェ アを供 給 してい るだ けで,シ ステ ムの

話 に な る と デ ィー ラーが 責 任 を持 つ よ うに してい る」 とい うこ とで と

りあ わ な か った 。 この デ ィー ラー は別 の 歯 科 医院 とも トラ ブル に な り

現 在 も係 争 中 で あ る。

東 京 の あ る消 費者 金 融 業 者 は 顧 客 管 理 の た め にオ フ コ ンを導 入 した。

しか し,ユ ー ザー に コ ンピ ュー タの 知 識 が な か った こ と もあ って,デ

ィー ラー が納 入 した コ ン ピ ュー タはす で に4年 も前 に販 売 をや め た古

い もの で あ った 。 さ らに シ ス テ ム開 発 を 始 め よ うと した とこ ろで この

デ ィー ラーが 倒 産 して しま い,稼 動 が 遅 れ て しま った 。

2.1.2問 題 点 の整 理

ここで問題点を,コ ンピ ュー タ導 入 の 際 の手 順 に従 って整理 してみ よ う。

一30一

"

▲



t

亀

た だ し,考 察 に あた り全 て の局 面 に わ た って,コ ス ト要 因 を重視 す る,

とい うの は 現 在の コ ンピ ュー タの 力 か ら考 えて コス トを度 外 視 し,最 も

強 力 な コ ンピ ュー タを 導 入す れ ば,多 くの 問題 は解 決 して し ま うか らだ 。

(1)問 題 分 析

まず 第1に 問 題 とな るのは,コ ン ピュー タを導 入 しよ うと計 画 を 立

て る時 点 で起 こ る。 「OA機 器 導 入 を検 討す る前段 階 として,業 務 の

標 準 化 ・統 一 化 が 進 ん でい ない 」 とか,「 経 験 が 少 な く,効 果 が 具 体

的 に把 握 で き ない た め,ト ッ プの 理解 や 必 要 な根 回 しが で きない 」 と

か 。 簡 単 に言 えば,コ ン ピ ュー タに対 す る理 解 が低 い た め に起 こ る問

題 で あ る。

次 の 段 階 として,従 来 の 手 作業 を分 析 して コ ンピ ュー タ ・シス テ ム

に どの よ うに置 き換 えて行 くか とい う 「問 題 分 析」 の 作 業が あ る。 次

に 「外 部 仕 様 の作 成 」 「プ ログ ラ ミン グ」 へ と続 く。 こ こで起 こる ト

ラ ブル と して は,プ ロ グラ ムを作 る技 術 が 充 分 で ない,使 えるパ ッケ

ー ジ ・ソフ トウ ェアが ない
,プ ロ グ ラム を外 注す る コス トが か か りす

ぎ る とい った こ とが あ るだ ろ う。

(2)外 部 仕 様 を落 とす

さ らに 現在 の コ ン ピ ュー タの 能 力 が 不 足 してい るた め に,あ るい は,

能 力 は あ って も コス トが かか り過 ぎ るた め に,外 部 仕 様 の レベ ル を落

と して プ ロ グ ラ ミングをす る ケー ス もあ る。 ただ,こ うす る こ とに よ

って,現 在 では む しろ使 える シ ス テ ム とな ってい る ケー スが 多い 。 例

えば,住 所 録 を作 る場 合,全 て の デー タを 入れ る と,メ モ リが 不足 し

た り,検 索 に時 間 が か か り過 ぎ た りす るの で,名 前 と電 話 番号 だ け に

絞 り,と もか く動 くシス テ ムにす る とい った場 合 が そ うで あ る。

この よ うに外 部 仕様 を落 と して シス テ ム を作 る こ とに よ って,ユ ー

ザ ー に 負担 をか け る こ とにな り,使 い 勝 手 が 悪 い,素 人 に は使 えな い ,

とい った 問 題 が生 まれ,「 担 当者 の 退 社 で コ ンピ ュー タが使 えな くな
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った」 とい うよ うな トラ ブルの 原 因 とな る。

問 題分 析,外 部 仕 様作 成,プ ロ グ ラ ミングがで き,と に もか くに も

稼 動 した と して も,な お か つ,実 行 速 度 が 遅 い,信 頼 性 が低 い,内 部

メモ リや 外部 フ ァイル 容 量 の 不 足,と い うよ うな問 題 も起 こ る。

(3)運 用 コ ス トの 見 積 り

さ らに,コ ス トの 見 積 りをす る と きに,ハ ー ドウ ェアの コス ト,シ

ステ ム作 成 の コス トは考 慮 した が,稼 動 後 の 運 用 コス トを全 く考 慮 し

て い なか った り,低 く見積 り過 ぎ た た め に,コ ン ピュー タは導 入 した

が,か え って 重 荷 に な って しま うとい うこ とも あ る。例 えば,図 書 館

に コ ンピ ュー タに よる 検索 シス テ ム を導 入 して も,書i籍 の デー タを入

力す るの は現 在 の と ころ 人 手 に頼 る しか ない ので,コ ス トが か か る。

これ は,安 価 で 信 頼 性 の 高 い 光学 読 取 り装 置 の普 及 な どの 技 術 の側 か

らの ア プ ロー チ,全 ての 書 物 に マ シ ン ・ リー ダ ブル な文 字 で タイ トル

や 目次 を 付す とい った,社 会 シ ステ ムの側 か らの ア プ ロー チ に よ って

将来 は解 決 され るで あ ろ う。 導 入 後 の コス トの 問 題 は他 に も あ るが,

未 来 コ ン ピ ュー タの能 力 か らい って解 決す る可 能 性 は大 き い。

(4)将 来解 決 され て い くこ と

以 上 の うち,コ ン ピュー タが よ く理 解 で きな い場 合 や,問 題 分析 の

手 法 が よ くわ か らない 場 合 な どは,技 術 的 には 直接 ど うす る こ と もで

き ない が,将 来,教 育 シ ス テ ム も整 い,コ ン ピュー タ 自体 も非 常 に一

般 的 な存 在 に なれ ば か な り改 善 され る だ ろ う。 また,第 五 世 代 コ ン ピ

ュー タの よ うに,一 段 レベ ル の高 い 考 え方 の異 な る コ ンピ ュー タが 実

現す れ ば 技 術 的 な 面 か ら も改 善 され るだ ろ う。

外 部仕 様 と プ ロ グラ ミング段 階 で起 こ る問 題で は,プ ログ ラ ム作 成

コス トは(現 在 の 要 求 を こ なす 限 りにおいては)低 減の方 向へ 向か うだろ

う。 パ ッケー ジ ソ フ トウ ェア も徐 々に 整備 され て い く と思 わ れ る。

残 りの 問 題 は,大 部 分 は現 在 の 技 術 の 延 長線 上 で 解決 可能 な 問題 で
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あ る と言 え る 。 む しろ根 本 的 には コス トの 問題 で あ って,現 在 の 技

術 だ け で もい く ら費 用が か か って も構 わ な い ので あれ ば,ほ とん ど解

決 で きる 問題 だ と も言 える。

'例 えば
,「 速 度が 遅 い 」 とい う問 題 は 今 な らオ フ コ ンのか わ りに ス

ー パ ー ・コ ン ピ ュー タを使 えば 解 決 して しま うと思 わ れ る
。 従 って 問

題 は将 来 高 速 なCPUや 周 辺機 器 が 安価 に手 に入 る よ うに な るか,と

い うこ とで あ る。 これ は現 在 の 技 術 の進 展 速 度 か ら考 えて,十 分 可能

と言 える。 た だ し,現 在要 求 され て い るの と同 じ作 業 を こ なす 限 りに

お い ては,で あ る。

同 じこ とは 「メ モ リが 不十 分」 とい う項 目につ い て も言 える。 将 来,

現 在 の数 倍,数 十 倍 の集 積 度 の メモ リが 安 価 に供 給 され るの は ほぼ 間

違 い な い。

「信頼 性 が 低 い」 とい う問 題 も,技 術 の進 歩 に よ って解決 に 向か う

だ ろ う。

残 りの 「運 用 コス トが 高 い」,「 使 い勝 手 が 悪 い 」,「 素 人 には使

えない 」 とい う問 題 は,い ず れ も ユー ザ ー ・イ ンター フ ェイ スに 関す

る問 題 で あ る。 ユ ーザ ー ・インターフェイス とい うの は 「人 間 的要 素 」

に深 く関 わ る問 題 なの で,一 概 に技 術 の側 面 か らば か り見 るわ け に も

い か な い。 同 じシ ス テ ムを使 用 して も,不 慣 れ な 人 間 に とって 親切 で

使 い 易 い シス テ ムで も,慣 れ た人 間 に と って は 小 うる さい シ ステ ム と

映 るか も しれ な い 。

しか し,と りあ えず その 基 準 を不 慣 れ な ユー ザ ー にお くとす るな ら,

現在,ビ ッ ト・マ ップ ・デ ィス プ レイ,ポ イ ンテ ィ ング ・デ バ イ ス と

い った ハー ドウ ェ ア面 や,統 合 ソフ トウ ェアな どの ソフ トウ ェア面 で

も,ユ ー ザ ー ・イ ン ター フ ェイ スの 改 良は な か な か 盛 ん で,将 来的 に

も,「 万 人 の 使 える コ ンピ ュー タ」 とい う コ ンセ プ トは,商 業 ベ ー ス

の コ ン ピュー タの 指 導 的 な 開発 理 念 で あ るだ ろ う。
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2.1.5体 と コ ン ピュ ー タ

さて,現 在 の コ ン ピ ュー タの 別の 方 面 の 問題 点 と して,人 間 の体 に与

える各種 の 障 害 が あ る。

(1)目 の障 害

も っ とも報 告 例 も多 く,因 果関 係 が は っき りしてい るの は,眼 精 疲

労,視 力の 低 下,視 覚 異 常 な どの 視 覚 障害 で あ る。 国 内の 報 告例 と し

て,ま ず,83年7月 に京 都 大学 で 行 わ れ た シ ンポ ジ ウ ム(コ ンピ ュ

ー タ合理 化 研 究会)で の 報 告 で は ,あ る航 空会 社 の1000人 の予 測

業 務 オペ レー ター の うち,7～8割 が 目の 疲 れ を 訴 え,多 数 の 人 が色

覚 異 常 を訴 えた 。 また,日 経 コ ンビ=一 タ誌('83年5月2日 号)が

行 った ア ン ケ ー・ト調 査 が挙 げ られ る。 この ア ンケー トは コ ン ピ ュー

タ関係 の メー カー,ソ フ トウ ェア ・ハ ウスお よび 企 業 内の コ ン ピ ュー

タ部 門 に従 事 す る人 々 を 対 象 に行 わ れ,2000余 人 の 有効 回答 が

あ った。 この 結 果 に よれ ば,3人 に2人 は 目の疲 れ を訴 えた。

さ らに大 阪 市 の財 団法 人 労 働安 全 衛 生 研究 所 が'84年2月 に発表 し

たrVDT労 働 健 康 調 査 」 で も同様 の 報 告 が あ る。 この調 査 の 対象 は

大 阪 の66の 事 業 所 で ビデ オ ・デ ィス プ レイ 端末 を 用 い,デ ー タ入 力,

検 索,文 書 作 成,プ ログ ラ ミング等 に従 事 して い る人 々3148人(有

効 回 答1580人,男 女 比 ほ ぼ 同数)で,'83年11月 に実 施 され た。

そ れ に よれ ば,

・目が 疲 れ る

・もの が ぼ や け て見 える …… …女 性

・目が 痛 い

女性92%

59%

女性57%

男性84%

男性50%

男性43%

とい う結 果 が 出 た。 ま た39%の 人 々が この1年 間 で 近 視が 進 ん だ

(普 通 の ビデ オ ・デ ィス プ レイを使 わ ない 職 場 で は26。4%)と 答 え

てい る。

目の 障 害 で は 他 に,は っ き りした 因 果 関 係 はつ け られ ない が,白 内
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障 が報 告 され て い る。 ア メ リカの 業 界紙 「マ イ ク ロ ・ウ ェー ブ ・ニ ュ

ー ス」 が ま とめ た 「ビデ オ ・デ ィス プ レイ端 末 一 健 康 と安 全 」 とい

う リポ ー トの 中 で,ニ ュー ヨー ク ・タイ ムズ社 の オ ペ レー タ2人 が 白

内障 に か か った こ とが報 告 され て い る。

(2)目 以外 の障 害

目以 外 の異 常 と して,首 筋,肩,腕,指,手 首 な どの 痛み は広 範 に

報 告 され てい る。

しか し,も っと も深 刻 な問 題 は,因 果 関係 は立 証 され てい る とは 言

い 難 い が,ビ デ オ ・デ ィス プ レイか らの放 射 線 が 原 因で は な い か と言

わ れ て い る 異 常 妊 娠,流 産,奇 形 児 出産 な どで あ る。

同報 告 書 にお い て,妊 娠,出 産 に関す る異 常 の例 が い くつ か紹 介 さ

れ て い る。 シアー ズ ・ロー バ ック社 の ダラス本 部 で,ビ デ オ ・デ ィス

プ レイ を使 ってい る妊 娠 中の 女 子 社 員12人 中7人 が 流 産 し,1人 が

未 熟 児 を 出 産 した 。 ジ ョー ジア 州 の 国防総 省 のあ る部 門で は,15人

の 妊 娠 中 の女 性 の うち7人 が 流 産 し,3人 が 奇 形 児 を 出産 し,1人 は

子宮 外 妊 娠 だ った 。 カナ ダ航 空 の ドー バ ル空 港 の オ ペ レー タの場 合 は,

2年 間 に,13人 の 妊 娠女 性 の う ち7人 が 流 産 し た 。 カ ナ ダの トロ

ン ト ・ス ター紙 の7人 の妊 娠 女 性(オ ペ レー タ)中4人 が 奇 形 児 を 出

産 した と報 告 され て い る。

以 上,ビ デ オ ・デ ィス プ レイ に関 係 が あ る ので は ない か と思 われ る

障 害 の い くつ か を紹 介 した。 それ では,技 術 とい う観 点 か らこれ らの

障 害 に つ い て考 えてみ よ う。

将 来 ビデ オ ・デ ィス プ レイ が,現 在 の 陰極 線 管 デ ィス プ レイか ら,

大 型 液 晶 デ ィス プ レイや,さ らに プ ラズ マ ・デ ィス プ レイ な どが使 わ

れ る よ うに なれ ば,よ り ソ リ ッ ドな画 像 とな り,目 の疲 れ,痛 み に 関

しては,少 な く とも軽 減 の方 向へ と向か うで あ ろ う。 しか しな が ら,

連 続 して 長時 間 にわ た って ビデ オ ・デ ィス プ レイを使 用 す れ ば(印 刷
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物 を見 る場 合 す らそ うなのであ るか ら)や は り目の疲れ,痛 みは避

け られないだろ う。そ うい う意味では技術以前 の就労条件 にも問題が

あるわけであ り,そ うい った点 も改善 され ない限 り,真 の解決 とはな

らない。

首,肩,腕,手 首,指 な どの痛み,し びれ などの筋肉痛 も,技 術の

進歩 によ って軽減できる部分はあるだろ う。 デ ィスプレイ,キ ーボー

ドの配置,机 や椅子のデザ イ ンな どは,今 後 オ フィス環境の改善 の研

究が進 むにつれて,良 い方 向へ と向か うだろ う。 また,入 力方式 自体

がキー ボー ドの他 に音声入力システムな どが安価 ・高性能 になれば,

さ らに改善 され てい くことだ ろ う。 も っともキーボー ドも秀れた入力

システムであ るか ら,す っか り姿 を消す ことはない と思われ るので,

やは りここで も就 労条件の改善が必要 である。

妊娠異常の原因が ビデナ ・ディスプ レイか らの放射線 にあ るのだ と

した ら,こ れ も陰極線管 デ ィスプ レイ以外のデ ィス プレイ,前 記の大

型液晶デ ィス プレイなどが実用化 されれば解決 され るだろ う。 しか し,

これについては現在 までの ところ原因が特定で きないので何 とも言 え

ない。

■

2.1.4ま と め

以 上,こ の節 で は 現 在 の コ ン ピ ュー タの 様 々な 問題 点 を 主 に技 術 的 な

側 面 か ら検 討 し,将 来 の あ り得 べ き コ ン ピ ュー タの姿 を間接 的 に探 って

きた 。 これ ま で の とこ ろで は,大 部 分 の問 題 は 何 らかの 形 で技 術 面 に関

わ ってい る と言 え る。 逆 にい えば,技 術 の進 歩 に よ って 解 決 の 方 向 へ

向 か うこ とだ ろ う。 つ ま り近 未 来 コ ンピ ュー タの イ メー ジの1つ は こ こ

で 述 べ た よ うな 問題 点 がす べ て解 決 され た よ うな もの で あ る。

しか し,例 えば前 述 した 「動 か ない コ ン ピ ュー タ」 の調査 の 中 に 出 て

き た,不 動 産 業 者 の 団体 が 作 った 不動 産情 報 ネ ッ トワー クの 利 用 率 が落
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ちて しま った とい うケースな どは,技 術的 には全 くど うす ることもでき

ないのではないか と思われ る。 これは商習慣,つ ま り古 く強 固な社会 シ

ステムと コンピュー タと通信に よる新 しい システムが正面か ら衝突 して

しまった例 と言 える。 この不動産情報 システムをフルに活用 した場合,

古い社会 システ ムは苦痛に満ちた変更を強い られることになる。

こ うした問題 は,今 後 さらに我 々の社会 システムの様 々な側面で加速

度的に増 えてい くこ とになろ う。 この点については,3章 で詳細に検討

したい。

▼

2.2技 術 面 か らの予 測

2.2.1パ ーツ の進 化

半 導 体 技 術 に 代表 され る電 子 技術 や 精 密 加 工 技術 等 の 生 産技 術 の急 激

な進 歩 に よ り,1990年 まで に オ フ ィス,家 庭 等で 用 い られ る機器 は

大 き く変 貌 を 遂 げ'よ う。 こ こで は,1990年 初頭 に実 際 に実 現 が 可能

な シ ス テ ムを オ フ ィス コ ン ピュー タ,パ ー ソナル コ ン ピュー タ,ワ ー ド

プ ロセ ッサ,画 像 情 報 フ ァイル シ ス テ ム等,電 子 パー ツが今 後10年 間

で どの よ うに進 展 す るか を ま とめ,未 来 社会 に コ ン ピュー タが どの よ う

に影 響 を与 えるか の 基 礎 とす る。2.1で つ くった未 来 コ ン ピュー タの イ

メー ジ作 成 手 法 が 現 代 の 問題 点 を解 決 した もの とい うことに対 しここで と

る手 法 は 技 術 の シー ズ よ り未 来 イ メー ジをつ く りあ げ る とい った もの で

あ る。

(1)パ ー ソナ ル コ ンピ ュー タ

1990年 の パ ソ コ ンは,ス ー パ ー パー ソナ ル コ ン ピュー タ とな っ

て お り現 在 の ものか らか な りか け離 れ た 姿 を してい るだ ろ う。形 状 は

卓 上 型 か ポ ー タ ブル型(ブ ックサ イ ズ)で 価 格 は100万 円あ るい は

$5000以 下 。 卓 上 型 で は普 通 の 机 上 で執 務 に邪魔 に な らない 程 度

に な って い る。 平 面 型 デ ィス プ レイ,薄 型 キ ー ボー ド,位 置 指示 装 置,
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音 声 入 出 力 が ご く コ ンパ ク トにま とま ってい る。 高機 能 電 話 内 蔵で 電

話 回線,通 信 回線,CATVケ ー ブル に接 続 可 能。 テ レ ビ受 像機 と し

て の役 割 も果 し,テ レテ キ ス ト,ビ デ オ テ ックス の端 末 と もな る。 ロ

ーカル エ リア ・ネ ッ トワー ク ・イ ンターフェイス 内蔵 。 ポ ー タ ブル 型 はA

4～B4サ イ ズ程 度 の本 の大 き さで,液 晶 ス ク リー ン,キ ー ボー ド,

小 型位 置 指 示 装 置,電 話,通 信 イ ンター フ ェ イス内 蔵 とな ろ う。 この

マ シ ンの 使 い 勝 手 は,一 般 ユ ーザ ー が ほ とん ど戸 惑 い を覚 えな くて操

作 が で き る位 の もの とな る だ ろ う。

そ の性 能 は

・主 プ ロセ ッサ は32bit処 理 で,速 度は3MIPS。(11秒 間 に基

本演 算 が300万 回)他 に デ ィス プ レイ,1/0,数 値 計 算等 を

専 用 の プ ロセ ッサ で 分 散 処理 。

・主機 能 は,最 低1Mバ イ ト。4～8Mバ イ トが一 般 的 。

・二 次 記 憶 は,卓 上 型 で は100Mバ イ ト以 上 で,ポ ー タブル型

で は10Mバ イ ト以 上 。 仮 想 記 憶 ア ドレスは1000Mバ イ ト

以 上

・デ ィス プ レイは ,1000×1000画 素 の 平 面型 デ ィス プ レイ

(白 黒)

・ロー カル ・ネ ッ トワー クは ,卓 上 型 につい てい る もの で 最低

10Mビ ッ ト/秒 。50Mビ ッ ト/秒 以 上が 一 般 的 。 各 マ シ ン

はLANの ノー ドを 内蔵 。

こ うい った 程 度 で,こ れ に基 本 ソフ トウ ェア(イ ンチ プ レー テ ッ ド ・

エ ンバ イ ロメ ン ト)が 付 属 してい る。 一 般 の人 が 買 って き て箱 か ら 出

してす ぐ動 か す こ とが 出来 る よ うに な ろ う。

参 考 ま で に,IBMと カー ネギ ー メ ロ ン大 が 共 同で 開 発 し よ うと して

い るパ ー ソナ ル ・ワー クス テー シ ョンは,1985年 か ら1986年

が 目標 で そ の性 能 は,以 下 の 通 り。
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・プ ロセ ッサ は32bit演 算 で ,速 度 は0.5～1MIPS。

・主 記憶 は ,O.5～1MB。 仮 想 記憶 は,1000MB。

・デ ィス プ レイは,高 解 像 度 ビ ッ トマ ッ プ

・入 力 は ,グ ラ フ ィ ック ・タブ レ ッ ト,キ ー ボ ー ド。 一

・通 信 は,高 速 ロー カル ・ネ ッ トワー ク(ト ー ク ン ・ リング?) 。

フ ァイ ル は,ロ ー カル ・ネ ッ トワー クを通 して フ ァイル ・サ ー

バ ー を 共 有 す る。

・オ プ シ ョ ンと して ロー カルの デ ィス ク,カ ラー デ ィス プ レイ。

・価 格 は ,そ の 時 点 で$6000(120～150万 円)

(2)ワ ー ドプ ロセ ッサ

ワー ドプ ロセ ッサ は,1990年 には,ス ー パ ー パ ー ソナル コン ピ

ュー タに 限 りな く近づ くだ ろ う。 つ ま り,ワ ー ドプ ロセ ッサ として も

パー ソナ ル コ ン ピ ュー タ と して も非 常 に質 の 高 い ,両 者 を兼 ね 備 えた

マ シ ンとな ろ う。 そ こで,主 要 な仕様 は パー ソナ ル コ ン ピ ュー タ とあ

ま り変 わ らな い 。 た だ,マ ンマ シ ン ・イ ン ター フ ェイ スに 関 して は,

パ ソ コ ン以 上 に 配 慮 され てい る。 個 人が もの を書 くた め の道 具 で あ る

か らで あ る。

鉛 筆 と ノー トに 代 わ る携 帯 用 ワー ドプ ロセ ッサ は,電 卓や タイ プ ラ

イ タ と同 じよ うに,文 房具 と して ラ独 自の 発 展 を とげ る で あ ろ う。 こ

れ は,機 能 は現 在 の ワー ドプ ロセ ッサ よ り高 く,一 体 化 して部 品 点数

や 工 数 を 減 ら して あ るの で誰 にで も手 の 届 く価格 に な ってい よ う。使

い 勝 手 も洗練 され てお り,ど こへ で も持 ち運 べ る もの に な ってい るだ

ろ う。

さ て,一 般 型 の ワー ドプ ロセ ッサ の性 能 は

・プ ロセ ッサ32bit処 理'

・主記 憶2Mバ イ ト以上

・ディスプレイ1000×1000画 素 。
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・二 次記憶

・辞 書記憶

・入 力

・出 力

・通 信

ス ーパ ー パ ー ソナ ル コ ンピ ュー タと同 等

ワー ドプ ロセ ッサ のみ な ら10MB～100MB

二 次 記憶(デ ィス ク)中,ま た はROM

キ ー入 力 な ら,い'く つ か の 方 式 に対 応 。仮 名 漢

字 変 換 がや は り主 流 。 しか し,能 力は 高 く洗 練

され てい る。構 文,意 味 処 理 を 行 う。

音 声入 力 も語 彙が 増 え(1000語 以 上),

明瞭 な発 音 な ら連 続 発 声 の 入 力 が 可能 。 手 書 き

文 字 入 力 も補 助 的 に使 わ れ る。

印刷 は普 通 紙 プ リ ンタが 多 いが,イ ンク ジェ ッ

ト,熱 転 写 な ど も使 われ る 。1文 字 は32×32

ドッ ト以上 で 構 成 され,複 数 の字 体,大 き さな

ど豊 富 な のが 当 り前 に な る 。64×64ド ッ トも

登 場 して くる。

ロー カル ・ネ ッ トワー ク接 続 は,標 準 に なる。

通 信,電 話 回線 に接 続 は 当然 で,文 書 の回線 を

介 して の受 け 渡 しは 日常 化 す る。

(3)ナ フ ィス コ ン ピ ュー タ

オ フ ィス コ ンピ ュー タの1990年 の 姿 は,現 在 よ りもオ フ コ ンの

イ メー ジが ぼ や け て い るだ ろ う。 低 位 機 種 は パ ー ソナ ル コ ン ピュー タ

に近づ き,高 位 機 種 は,メ イ ンフ レー ム あ るい は 分 散 処理 シ ス テ ムに

接 近 す る。 つ ま り上 と下 のか い 離 が著 し くひ とつ の イ メー ジで は と ら

えきれ ない 。 しか し,オ フ コ ンで特 徴 的 な販 売 の 形 態 は 変わ らず,各

種 固定 業 務 の ソ フ トウ ェアを機 器 と した パ ッケー ジ した ものが 現 在 と

同 様 に売 られ よ う。 ソ フ トウ ェアは,オ ー ダー あ る い は イー ジー オー

ダが 続 こ う。 そ の 時 点 にお い て も, .メ イ ンフ レー ムや パ ソ コ ンとい っ

た 汎 用機 と比 べ て,専 用機 の 傾 向 が残 ってい る点 で 特 徴づ け られ よ う。
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例 えば,帳 票 用 プ リン タ,業 務 入 力 キー ボー ドな ど入 出 力 回 りが 多い 。

とこ ろで,そ の 時 点 にお け る オ フ ィス コ ン ピ ュー タの技 術 的 水 準 は,

・主 プ ロセ ッサ は ,演 算 幅32BIT,計 算速 度0.5MIPS～1

MIPS程 度,特 に10進 計 算や テ キ ス ト処理 の性 能 を重 視。

1/0プ ロセ ッサや フ ァイル ・プ ロセ ッサ の文 書 処 理 に よ り主

プ ロセ ッサ の 負荷 を軽 減 す る。

・主 記 憶 は,4～16MB位 。大 量の トラ ンザ ク シ ョンの 処理 の た

め に そ の 時 点 の パ ソ コ ンよ り多 め の 主 記憶 を持 ってい るだ ろ う。

仮 想 記 憶 方 式 が 標 準で,オ ブ ジ ェ ク ト型 の管 理 を行 って い る シ

ス テ ム も多 か ろ う。

・二 次記 憶 は ,固 定 と可 動 の磁 気 デ ィス クを 用い,100MBか ら

数 千MBの 容 量 を持 つ。 リ レー シ ョナル型 な どの デー タベ ー ス

機 能 が 組 み 込 み とな って い て,ハ ー ドウ ェアや フ ァー ム ウ ェア

で サ ポ ー トして い る もの も多 か ろ う。

・入 力 は ,キ ー ボー ド,ブ ックキー,ポ イ ンテ ィ ン グ ・デバ イ ス,

タ ッチ パ ネ ル,そ して 音 声入 力な ど本 質的 には 変 化 してい ない

が,よ り使 い 易 くな って い るだ ろ う。 音声 入 力 は,か な り実 用

性 が 増 して,明 瞭 に発 音す れ ば 連 続 発 声で1000語 以上 を受

け付 け る だ ろ う。

・出 力は ,プ リン タは レー ザ ー プ リ ンタな どの 普 通 紙 プ リンタが

主 流 に な って い るだ ろ うが,イ ンパ ク ト型 の 帳 票 プ リン タも使

わ れ よ う。 デ ィス プ レイ は,パ ー ソナ ル コ ン ピュー タ と同 じ ビ

ッ トマ ップ型 。 カ ラー も多 い だ ろ う。 や は り,人 間 の疲 労 を 軽

減 す る工 夫 が され てい るだ ろ う。

・通 信 は ロー カル ・ネ ッ トワー クにつ なが る機 能 が標 準 に な って

い て,他 のOA機 器 と も容 易 に結 合 で き る よ うに な ってい る だ

ろ う。
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(4)画 像 情 報 フ ァイ ル シス テ ム

画像 情 報 フ ァイ ル シス テ ムは,単 体 型 で発 展す る と,1990年 の

姿 は,

・記 録 媒 体 と して は ,再 書 き込 み 可 能 な光(磁 気)デ ィス ク(20

～30cm)を 用い る。 一枚 当 り100MB,画 像 に して数 千か ら

一 万 枚 の容 量 を持 ってい る。

・これ を100枚 程 度並 べ た フ ァイル ・ア クセ ス ・シス テ ムにな

ってい る。 つ ま り,100万 枚 の 画 像 を 蓄 積 して お くこ とが 出

来 る。

・ア クセ ス時 間 は ,最 大2～3秒 。 つ ま り,最 大100万 枚 の画

の 中1枚 を 取 り出す の に数秒 かか る。

・デー タベ ー ス と して は,リ レー シ ョナル 型 やSDMS型(空 間位

置 に よ る検 索)が 主流 を 占め よ う。

が一 般 の オ フ ィス に普 及 を 始 め てい る だ ろ う。

もち ろん,単 体 で は あ ま り意 味 が な い ので オ フ ィス オー トメー シ ・

ン ・シス テ ム に組 み 込 まれ て 使用 され る。 例 えば,ワ ー クステ ー シ ョ

ンか らの 検 索 要 求 に応 えて 目的 の文 書 を探 し出す よ うな フ ァイ ル ・サ

ー バ ーの 一 種 と して動 く。

小 規模 な シ ス テ ムで は デ ィス ク一 枚(あ るい は,数 枚)か らな り,

スー パ ー パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タの周 辺 機 器 と して 使 うよ うな タイ プ

が 普 及 し よ う。 個 人 で も所 有 で きる程 度 の もの で あ る。 記録 媒 体 と し

て は,一 回 の み 書 き込 み型 あ るい は再 書 き込 み 型 の 光 デ ィス ク。 直径

は10cm前 後,容 量 数 百MBの 小 型 デ ィス クが取 り扱 いの 面 で 楽 で携帯

用 に も便 利 で あ ろ う。 入 出力 に は,コ ピー マ シ ン兼 用 の イ メー ジス キ

ャナ ー,PPCプ リン タが 使 わ れ よ う。

以 上 の よ うな シス テ ムが 一 般 化 し,ナ フ ィスで 大 量 に 用 い られ るよ う

に な ろ う。 そ して,ナ フ ィス の仕 事 の形 態 は 大 き な変 化 を遂 げ よ う。
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2.2.2ア メ リカの 現 状

現在,全 世 界 で最 も コ ンピ ュー タ技術 お よび 情報 産業 が 発達 してい る

国 とい えば,や は りア メ リカをお い て 他 に な い。 ア メ リカは コ ンピ ュー

タの 発 祥 の 地 で あ り,常 に コ ン ピ ュー タ産 業 の リー ダー シ ップを と って

きた 。 そ して,依 然 と してそれ は変 わ らない 。

また,ア メ リカは 国 を挙 げ て新 しい 電 子技 術 に対す る フ ィー ジ ビ リテ

ィス タ デ ィや,未 来 的 な思 考 に よる実 験 な ど も,非 常 に 幅 広 く行 っ て

い る。 そ の よ うな研 究的 な意味 にお い て も,パ イ オ ニ ア的 な存 在 で あ る 。

この よ うな位 置 にあ る ア メ リカで 開発 され た 技術,創 り出 され た概 念

が,数 年 の タイ ム ラ グを経 て 日本へ 移 入 され て くる とい うケー スが 多 い

の も否 め ない 事 実 だ 。

した が って,現 在 ア メ リカで どの よ うな ご どが 行 わ れ て い る か を 知

る のは,あ る意 味 で 極 め て重 要 で あ る。

しか し,こ こで 強 調 して お くべ きは,そ れ だ か ら とい って,ア メ リカ

で 開発 され た ものが す べ て その ま ま 日本で 通 用 す るわ けで は ない,と い

う こ とで あ る。 なぜ な らば,た と えば コ ン ピ ュー タ技 術 だ け を例 に と っ

て も,今 後 の 日本の コ ンピ ュー タは,ワ ー ドプ ロセ ッシ ン グ,デ ー タベ

ー ス ,電 子 メー ル,自 然 言語 処 理 な どの よ うに,日 本語 と非 常 に密接 に

関係 して くる の で,必 ず し もア メ リカの コ ン ピ ュー タ技 術 をそ の まま移

入 して くれ ば 良い,と は 言い 難 い か らだ。 とは 言い なが ら,コ ンピ ュ ー

タ技 術 を マ ク ロに見 た 場合,ア メ リカで行 わ れてい る こ と を見 渡す こ と

で,近 い 将 来 の コ ン ピ ュー タ技 術 の像 を把 む 有力 な 手が か りに な る こ と

は 間違 い ない 。

以 上 の よ うな 観 点 か ら,こ の節 で は コ ン ピ ュー タか ら ニ ュー メデ ィア

まで 含 む ア メ リカで の情 報 産業 の現 在 の 特 徴 的 な動 向を考 察 す る。

(1)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

ア メ リカの 情 報 産業 の 現 状 を考 える場 合,そ の 基 本 に置 かれ るべ き

もの は,オ ンラ イ ンデ ー タベ ー ス ・サ ー ビスで あ ろ う。
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世 界各 国 で,日 々発 表 され る,さ ま ざま な研 究 論文 や デ ー タ,新 聞

や 雑 誌 の記 事,株 価 や 経 済 の 変動 な どの情 報 量 は,膨 大 な もの で,こ

れ らを印刷 物 として 収 集 ・整 理す る こ とは,到 底 で き る こ とで は ない 。

それ を,デ ー タ と して大 型 コ ン ピ ュー タの 記憶 装 置(ホ ス トコ ンピ ュ

ー タ)に 蓄 積 し ,ユ ー ザ ー の要 求 に応 じて,リ アル タイ ムに情 報 提供

す るのが,デ ー タベ ー ス ・サ ー ビスで あ る。

従 来 の 印刷 物 に よ る情 報 検 索 と異 な る も っ とも大 き な利 点 は,膨 大

な情 報量 の 中 か ら,自 分 の 必 要 な情 報 を的 確 に,し か もす ば や く引 き

出せ る こ とだ。

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の ビ ジネ ス と して の 伸 び も す さ ま じ く,

1982年 秋 の 統 計 で は,213の サ ー ビス会 社 が,1350の デー

タベ ー スを提 供 し てい た が,1年 後 の1983年 秋 には270の 会 社,

1800件 の デ ー タベ ー スへ と,更 に35%の 増 加 率 を示 してい る

(INC,1983年,12月 号)。

中 で も世 界 最 大 の デー タバ ンクは ダイ ア ロ グ ・イ ンフ ナメー シ ョン

・サ ー ビス社(カ リフ ナル ニ ア州 ・パ ロアル ト)だ 。

ダイ ア ログは175の デ ー タベー スを持 ち,収 録 され てい る デー タ

は全 体 で8000万 件 。 しか も毎 月,30万 件 近 い デー タが 追 加収 録

され てい る(国 際 情 報 事 典1983～84,ア ル ク,119ペ ー ジ,朝

日新 聞,1月11日 朝 刊,INC,前 述)。

カバ ーす る デ ー タは,医 学 ・薬 学 を始 め とす るあ らゆ る分 野 の学 術

論文,行 政 関 係 の資 料,消 費生 活 関係 の デ ー タ,芸 術,レ ジ ャー,全

米 電話 帳,就 職 情 報 な ど多 岐 に わ た って い る。

また ダイ ア ロ グは,ア メ リカ国 内 ばか りで な く,海 外 に対 して もサ

ー ビ ス を 行 っ て お り,そ の情 報 収 集 力 とデー タの 有 用性 か ら,各 国

の 研究 者,学 者 の 間 で は,利 用 不可 欠 と され て さ えい る。

デー タベ ー スの 最 大 手,ダ イ ア ログ社 を例 に と って説 明 を試 み た が,
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他 に も,経 済情 報 の ダ ウ ・ジ ョー ンズ社,DRI,医 学 情 報 ・技 術 情

報 のBRS,ア メ リカをは じめ 世 界 各 国の 新 聞,専 門 紙 ・誌 お よび 雑

誌 デー タの ザ ・ニ ュー ヨー クタ イ ム ズ ・イ ンフ ォメー シ ョン ・バ ン ク

な ど,特 徴 的 な デ ー タベー ス ・サ ー ビス も多 い。

また,余 談 だが,こ れ らデー タベ ー ス ・サ ー ビス会社 は 自社 で 情 報

を蓄 積 し,直 接 ユ ー ザー に提 供す る例 もあ るが,ほ とん どは,自 社 情

報 以 外 に 外部 の 情 報 加 工 会社(イ ンフ ォメー シ ョン ・プ ロバ イ ダー と

か,デ ー タベー ス ・サ プライ ヤー な ど と呼 ぶ)が 作 成 した デー タベ ー

ス を引 き受 け てい る。

アイ デ アさ えあ れ ば デー タを集 め,入 力す るだ け の仕 事 で あ り,イ

ンフ ォ メー シ ョン ・プ ロバ イ ダー1・Pは,最 近新 しい職 業 と して,

ア メ リカ社 会 に 定 着 しつ つ あ る とい わ れ て い る。

これ もまた,コ ン ピュー タが 生 ん だ 新 しい仕 事 の ス タイル の 一 つ と

い えよ う。

(2)テ レ コ ン ピュー テ ィ ング

こ こ2,3年,ア メ リカは 爆 発 的 な パ ソ コ ンブー ム にわ い て い る。

本屋 の 店 頭 に は パ ソ コ ン誌 が 並 び,ニ ュー ヨー クの 五 番 街 に は,IBM

の パ ソ コ ンセ ン ターが 出現 した 。

1982年 に200万 台 だ った パ ソコ ンの 販売 台 数 も,83年 には

500万 台,84年 には900万 台 に達 す るだ ろ うと予測 され てい る。

そ の影 響 を受 け て,急 速 に 浸透 して きた の が テ レコ ンピ ュー テ ィ ン

グ。 パ ソコ ン ・ネ ッ トワー ク と,パ ソ コ ンに よる デー タベ ー ス ・サ ー

ビスで あ る。

これ は,ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス用 の 通信 ソフ トウ ェア と,モ デ ム

とい う信 号 変 換 装置 を使 うだ けで,自 分 の パ ソコ ンを,大 型 コ ンピ ュ

ー タの 端 末 装 置 に変 える こ とが で き る仕組 み だ
。 利 用 者 は,自 己 の パ

ソ コ ンを通 信 端 末が わ りに使 い,デ ー タ収 集 に使 い,レ ジ ャーや シ ョ
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ッ ピ ン グに 使 うこ とが で き る。

パ ソ コ ン ・ユー ザ ー を対 象 とす る,テ レ コ ン ピュー テ ィ ング ・サ ー

ビス会 社 は,大 小 合わ せ て100社 以上 あ るが,コ ンピ ュサ ー ブ社,

ザ ・ソー ス社,ダ ウ ・ジ ョー ンズ社 な どが大 手 で あ る。 ち なみ に,コ

ンピ ュサ ー ブ社 の 場 合,ソ フ トウ ェ アは40ド ルで 市 販 され てい る。

コ ンピ ュサ ー ブ社 で は,1979年 にサ ー ビス を始 め て 以来,加 入

者 は8万 人 を 超 え,し か も,こ の とこ ろ毎 月数 千 人 とい うペ ー スで 増

えつづ け て い る とい う。

実 際,テ レ コ ンピ ュー テ ィ ングで利 用 で き るサ ー ビスを調 べ る と,

パ ソ コ ンの シ ス テ ム と,ソ フ トウ ェ ア,電 話,通 信 装置 をそ ろ えるだ

け で,こ れ ほ ど幅 広 く,し か も高 機 能 な サ ー ビス… … と驚 きを 覚 えず

に は い られ ない 。

以 下,実 例 を あげ る。

・電 子 メー ル 。テ レ コ ンピ ュー テ ィ ン グ会 社 と利 用契 約 を 結ぶ と,

セ ン ター の 記憶 装 置 の 中 に ユ ー ザ ー が使 用 で き る領 域 が確 保 さ

れ る。 こ こ に他 の ユー ザ ー か らの メ ッセ ー ジが 保管 され,自 分

の都 合 の 良い 時 間 に デ ィス プ レイ上 で読 ん だ り,フ ロ ッピー デ

ィ ス クに保 管 した り,プ リン トア ウ トす る こ ともで きる。 フ ァ

ッ クスに 比べ3分 の1ぐ らい の低 コス トで,し か も,時 差 を気

にせ ず メ ッセ ー ジを送 った り受 け取 った りで きる。

・パ ソ コ ン会 話 。 パ ソ コ ン同士 が,同 時 に セ ンター コ ン ピ ュー タ

を 介 して交 信 し合 うシ ス テ ム。

・掲 示 板 。「売 りだ し」 「買い た し」 とい った情 報 交 換や 「××バ

グを見 つ け た。 修 理 は × ×だ」 とい った メ ッセ ー ジを 流す こ と

が で き る。

・電 子会 議 。 あ る テー マ につ い て意 見 を 述べ たい と思 えば い つ で

も 自由 に参 加 で き る。
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・ニ ュー ス速 報 。 テ レ コ ンピ ュー テ ィ ン グ会 社 が 提 携す る通 信 社

の 配 信す る ホ ッ トニ ュー スが,ほ とん ど タイ ム ラ グな しに デ ィ

ス プ レイに 現 われ て くる。 また,過 去 に さか の ぼ って ニ ュー ス

を 読 む こ と も可能 。

・株 価 ,商 品 取 引 き。 あ る会社 の1週 間 ご との 株 価 の 動 きを追 跡

した り,あ る期 間 の高 値,安 値,取 引 高,一 株 あた り収益 な ど

が 一 覧 で き る し,投 資 効 率 の分 析や 安 全の 研 究 も可 能 。 商品 取

引 きで はEMIS(エ レ ク トロ ニ ック ・マー ケ ッ ト・ア ン ド・イ

ンフ ォメー シ ョ ンズ ・シ ス テ ムズ)と い う取 引 きが 登 場 。 ユ ー

ザ ー は 端 末 か ら 自分 の 要 求 に近 い 相 手 を探 し出 して交 渉,成 約

に まで 至 る こ とが で き る。

・ニ ュー ズ レ ター 。 あ る特 定 の テー マ につ い て,専 門的 に限 られ

た 読 者 にだ け,オ ンライ ンで ニ ュー ズ レター を配 信 す る シス テ

ムo

・電 子 出版 。 ニ ュー ズ レ ター を さ らに 長 くして,新 聞 ・雑 誌 ・単

行 本 な どを提 供 す る。

・求 人 情 報 。40種 類 の職 種 に つい て,地 位,地 域,給 料 な どを

基 に,求 人 中 の 職場 を 出 して くる。

・エ レ ク トロシ ョッピ ン グ。 家庭 にい なが ら商 品 を選 ぶ シ ステ ム。

他 に,

・映 画 ガ イ ド

・シ テ ィガ イ ド

・ レス トラ ン ガイ ド ・予 約

・ホ テ ル検 索 ・予 約

・航 空 便 案 内 ・予 約

●ホ ビ イ

な どで あ る。
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ほ か に も各 社 各 様 に,工 夫 を こ ら した もの が 多 く,記 述 しきれ ない

ほ どだ 。

(3}ビ デ オ テ ッ クス

ビデ オ テ ッ クス ・シ ステ ム とは,電 話 線 ほ どの 通 信 回線 を利 用,セ

ンターの コ ン ピ ュー タに あ る デ ー タベ ー ス の情 報 を,対 話 式で 受 信 し

て,家 庭 の テ レ ビで 見 られ る よ うに工 夫 した もの で あ る。

そ の構 想 が 生 まれ たの は,10年 ほ ど前 イ ギ リス にお い て で あ り,

そ の 後,80年 代 に 入 ってか ら,フ ラ ンス ・西 ドイ ツ ・カナ ダな ど,

主 に ヨー ロ ッパ で,商 用 化 の 動 きが盛 ん に な った。 イ ギ リスの プレス

テ ル,フ ラ ンスの テ レテ ル,西 ドイ ツの ビル トシル ムテ キ ス トな どで

あ る。

しか し,ヨ ー ロ ッパで も電 気 通 信 事業 は 国 に よ って一 元 的 に提 供 さ

れ て お り,そ の 意 味 で は 実験 的 意 味 あい が 強 か った 。

ア メ リカ ・カナ ダで は,私 企業 で も電 気 通 信事 業 に携 わ る こ とが で

き る。 カナ ダに お い て は1983年6月 の 段 階 で,更 に25の ビデ オ

テ ックス:テ リ ドン ・プ ロ ジ ェ ク トが進 行 中 で あ る。

これ を 各 国 に,一 歩 先 ん じた の は,や は りア メ リカで あ った。 フ ロ

リダ州 マ イ ア ミ市 にあ る,ナ イ ト・リ ッダー社 は,1983年10月30

日,ア メ リカで は 初 の ビデオ テ ックス シ ステ ム"ビ ュー トロ ン"の サ

ー ビスを マ イ ア ミ市 で 開始 した か らだ。

ビ ュー トロ ンで は,AP通 信 の 配信 に よ る ニ ュー スは も ち ろん,百

科 事 典 を 使 う こ と もで き る。 また,例 えば50ド ル で 子供 に プ レゼ ン

トを選 び た い とい う場 合 で も,た ち ど ころ に画 面 には 目的 に 合 った お

もち ゃが 次 々 と表 わ れ る。 支払 い は,ク レジ ッ トカー ド。 い わ ゆ る ホ

ー ムバ ンキ ン グ機 能 も,11月 中 に は実 用 化 され た。 つ ま り,ビ ュー

トロ ンが1台 あ れ ば,銀 行 へ 行 か な くて も,1週7日,1日14時 間

の サー ビスが 受 け られ る,と い うわ け で あ る。 も ち ろん,株 式 市 況 の
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速 報 や,旅 行 の ガイ ド,航 空 券 の 予 約 も可 能 だ。

この ビデ オ テ ッ クス と,前 述 した テ レ コ ン ピュー テ ィ ングの 違い は,

現 在 の と ころ,ビ デオ テ ッ クスは,専 用 の デ コー ダー とキ ー パ ッ トが

必 要 で あ り,ビ ュー トロ ンの 場 合,そ の セ ッ トは600ド ル で あ る。

2, .300ド ルで ホ ー ム ・コ ン ピ ュー ターが 買 える現 在,こ の600

ドル とい う価 格 が 高 いか 安 い か,意 見 の別 れ る とこ ろで は あ る。

しか し,こ の 点 を除 けば,ビ デ オ テ ックス とテ レ コ ン ピ ュー テ ィ ン

グは 良 く似 てい る。将 来 は,パ ソ コ ンに ビデ オテ ッ クスの 機 能 を持 た

せ た ものが 必 ず 登 場す る に違 い ない 。

(4)CATV

現 在,世 界 で も っ と もCATVネ ッ トワー クが発 達 してい る国 は,

や は りア メ リカで あ る。1983年 現 在 で 加入 者総 数 約2200万,

加 入 率37%に 達 して い る。 パ ロアル ト未 来 研 究所 の 予 測 で は ユ987

年 には50%,1995年 には68%の 加 入率 に達 す る と見 込 まれ て

い る。

一 口にCATVと い って も様 々で あ る。一 番 ポ ピ ュ ラー な もの で 有

料 テ レ ビが あ る。 有料 テ レ ビ ・ス テー シ ョ ンで,現 在,も っと も経 営

的 に安 定 してい るの はHBOで,こ の 局 は最 新 の劇 場 映 画 を放 映 して

い て,1250万 世 帯 が 加入 してい る。 以 下,HBOと 同様 の 放 送 内

容 で あ る シ ョー タ イ ム,ザ ・ムー ビー ・チ ャ ンネル と続 くが,こ の あ

た りにな る と経 営 的 に は安 定 してい る とは 言い 難 く,こ の 二 社 は 合 併

が 予 定 され てい る。

有 料 テ レビと並 ん で ポ ピ ュ ラー な放 送 形態 として,広 告 収 入 に よ っ

て 財 源 を まか な うア ド ・サ ポ ー テ ッ ド・サ ー ビスが あ る。 この ジ ャ ン

ル の トップに座 るの は,2580万 世 帯 の 加 入者 を もち,テ ッ ト ・タ

ー ナー に経 営 され るTBSア トラ ン タで あ る。 以 下,ス ポー ツ番 組 を

24時 間放 送 してい るESPN,同 じ く24時 間 二=一 ス を流 して い
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るCNNと 続 く。

現 在,ア メ リカに は数 千 にの ぼ るCATV局 が あ り,加 入 率 も40

%近 くに もの ぼ り,一 見 大 盛 況 の よ うに見 えるが,経 営 が うま くい っ

てい るの は,ほ んの 数 社 と言 わ れ てい る。 現 に三 大 ネ ッ トワー クの1

つ,CBS放 送が 出資 したCSケ ー ブル をは じめ,エ ンター テ イ メ ン

ト ・チ ャ ンネル な ど,す で に い くつか の放 送 局が 倒 産 に追 い 込 まれ て

い る。

ア メ リカのCATVは す で に過 渡 期 に 入 った とい う見 方 もで きる。

当 初 のCATV局 の お題 目で あ った,そ れ ぞれ の 好み に合 わ せ バ ラエ

テ ィに富 ん だ チ ャ ンネルの 中 か ら選 択 で き る とい う 「多 チ ャ ンネル 」

とい う考 え方 だ けで は 成 り立 た な くな って きた。 今 後 は さ らに淘 汰 が

進 む 一 方,現 在 の片 方 向 シ ス テ ム中心 か ら双 方 向中 心 とな り,デ ー タ

ー ベ ー ス ・サ ー ビスや ,テ レバ ンキ ング,テ レシ ョッ ピ ング,テ レ リ

ザ ベ ー シ ョンとい った,ニ ュー メ デ ィアの他 の 分野 と ク ロス して い く

可 能 性 も高い 。 しか し,こ れ とて コス トが かか り,か な り リス キー で

あ る。

(5)SBS

1980年11月15日 。 ケー プ カナ ベ ラル か ら打 ち上 げ られ た,

実 用通 信 衛 星 は,そ の 所 有 者 が ア メ リカの民 間 企業,サ テ ライ ト ・ビ

ジ ネス ・シ ス テ ムズ社(SBS)と い うこ とで 注 目 され た 。

SBS社,こ れ は1975年 に 世 界最 大 の コ ンピ ュー タメー カー

で あ るIBM,実 用 通 信 衛 星 の 分 野 に 深 い 経 験 を 持 つ コ ムサ ッ ト

・ジ ェネ ラル,ア メ リカ最 大 の 総 合保 険 会 社 工bナ の3社 が 協 同 出

資 で設 立 した,衛 星 通 信 会 社 で あ り,本 社 は バー ジニ ア 州,マ ク リー

ンに置 か れ てい る。

次 い で,1981年9月 に はSBSの2号 機 が うち上 げ られ,82

年 には3号 機 も打 ち上 げ られ た。 将 来 は,も う1機 打 ち 上 げ られ る予
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定 で あ る。

SBS通 信 衛 星 打 ち 上 げの 目的 は,も ち ろん衛 星 通 信 ネ ッ トワー ク

サ ー ビス を商 業 ベ ー スで提 供 す る こ とに あ った。 事 実,静 止 軌道 上 の

3個 の衛 星 の他 に,地 上 に多 数 の ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・セ ンター

を持 ち,す で に数 十 の ユ ー ザ ーへ の 通信 ネ ッ トワー クサ ー ビスを開 始

してい る。

ユ ー ザ ー には,IBM,CDCを は じめ,現 代 ア メ リカを代表 す る,

そ うそ うた る企 業 が つ らね てい る。

このSBS衛 星 通 信 ネ ッ トワー クは,大 き く分 け て,静 止 衛 星,ネ

ッ トワー ク ・ア クセ ス ・セ ンター,ネ ッ トワー ク ・コ ン トロー ル ・セ

ンター,衛 星 支 援 シ ス テ ム とか ら構 成 され る。

ネ ッ トワー クの 要 は,通 信衛 星 で,こ れ が 中 継 局 とな って ア メ リカ

本 土 の 各地 に設 け られ た,多 数 の ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・セ ンター

を結 び,ア メ リカ本 土 を カバ ーす る大 規模 な ネ ッ トワー クを形 成 して

い る。

SBS社 の通 信 ネ ッ トワー クサー ビスは,現 在 ア メ リカの商 業 ベ ー

スの サ ー ビス の なか で も,最 も進 ん だ もの と考 え られ て お り,サ ー ビ

スの メ ニ ュー に は長 距 離 電 話 を始 め,電 子郵 便(フ ァク シ ミ リ),テ

レ ビ会議,高 速 デ ー タ伝 送 な どが 盛 り込 まれ,新 しい 時代 の要 請 に 対

応 で き る もの とな ってい る。

とい うの も衛 星 を使 った 通 信 ネ ッ トワー クは,地 上 回線 を使 った ネ

ッ トワー クに 比べ,遠 距 離 の 情報 伝 送 にお い て も,中 継 局 や 回線 数 が

極 めて 少 な くて済 む。 このた め,伝 送 距 離 が長 い ほ ど,経 済性 を発 揮

す る。 また,一 一つ の ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・セ ンター か らの情 報 は,

通 信 衛 星 に よ って,多 数 の ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・セ ンター に 同時

に伝 送 され るの で,文 書 を フ ァ クシ ミ リで 各地 の 支 社 に配 布 した り,

あ る 場 所 で 行 わ れ て い る会 議 を 各地 に テ レビ中 継 す るの に も威 力 を
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発揮す る。

2.2.5ま と め

以上,未 来 コ ン ビ=一 タの イ メー ジを2つ の観 点 か らま とめ て きた 。

1つ は パー ツの 進 化 とい う電 子技 術 の進 化 予 測 か らつ く った 未 来 コ ン

ピ ュー タの イ メ ー ジで,も う一つ は 現 在 ア メ リカで 行 わ れ てい る先進 的

な フ ィ ージ ビ リテ ィス タデ ィで あ る。

とこ ろで,最 終 的 に われ わ れ の 生活 へ の 影 響 を考 える場 合,こ れ らが

いつ 製 品化 され 安 く手 に 入 る よ うにな るか が 問 題 で あ る。

コ ンピ ュー タに よ って社 会 が ど う変 わ る か を考 えて い くとき,実 験 シ

ス テ ムが 存在 す る だ け では 意 味 が ない 。 言 うま で も ない こ とだ が,こ れ

らが 製 品 化 され,適 正 な コス トで 我 々の手 に入 る よ うに な った と きに こ

そ,こ の考 察 は 意 味 を持 つ 。

こ こで 予測 した もの は,近 い 将来 わ れ わ れ が 日常 生 活 で 使 うこ とが で

きる よ うにな るに 違 い な い。 第 五 世代 コ ン ピュー タの よ うな もの が,日

本 でで き るか ど うか は わ か らない が,ど こか で 同 じよ うな イ メー ジの も

の は 必ず 開発 され るで あ ろ う。

ア メ リカの もの に 関 して は,国 情 の違 い もあ り,日 本 で は 同 じよ うに

使 えない とい う傾 向は,今 後 ます ます 強 ま るで あ ろ う。 しか し,共 通 す

る要 求,た と えば い い コ ン ピュー タシ ステ ム,デ ー タベ ー ス,通 信,シ

ス テ ム等 も多 い 。

今後 を考 え る に,現 在 ア メ リカで 進行 中の こ とで 日本 でや ってい ない

こ とを米 国 レベ ル まで 持 って い くには,い ま まで 以 上 に タイ ム ラ グが大

き くな る。

充 実 した デー タ ベー ス等 をつ くる こ とは,簡 単 に は い か ない 。2年 や

3年 で は技 術 を キ ャ ッチ ア ップで き ない とい うよ うな傾 向は,ま す ます

強 ま るで あ ろ う。
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結論 として,基 礎研究 の重要性が さらに認識され,そ れ らを展開さ

せたオ リジナ リテ ィの強い製 品を中心 として産業が もっと発展 してい

くことが必要で ある。ハー ドウェアは,予 想 どお りに開発 され るだろ

うが,問 題は ソフ トウェアで,そ れ によって大きな差がつい て しま う

とい うこ とを,よ り強 く認識 していかなければならない と思 う。

6

●
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第3章 近未来社会 は近 未来 コンピュータに よ りど う変わ るか

未来社会は,従 来あ るものを無理や り電 子化 した社会 と,電 子技術を前提 と

した新 しい考 え方 に基づ く社会 との混 在,と い うイメー ジになる と考 えられる。

2章 では どち らか と言 うと前者的な考 え方でつ くられた社会 のイメー ジにつ

いて,述 べた。 これは一言で言 うと現在の問題点が全 て解決 され新 しい素材に

よ り低価格高性能 さが達成 された コンピュー タがば らまかれ た社会であ った。

よってイ メージは現在の延長 としてとらえやすい。 しか し未来社会の もう一つ

の イメー ジは現在 ま った く行われ ていないが,コ ンピュー タ等に よる電子技術

によ り,は じめて可能 とな る新 しい考 え方に よる もの もある。

そ こで本章 では,特 に現在の社会で見 ることができる未来社会の芽,種 をも

とにして まとめたい。

3.1新 しい考 え方の芽

5.1.1ニ ューメデ ィア

寛 々公社以外の事業主体が電気通信事業を始め るには,公 衆電気通信

法の改正が必要だが,国 会 に同法 の改正法案が提出 され,順 調に進めば

60年4月 には通信事業への新規参入が認 め られ る。欧米諸国ではすで

に通信事業が 自由化 され てい るところ もい くつかあ る。

(1)鉄 道会社

鉄道会社が通信事業への進 出をめ ざす のは,

① 通信 回線 を敷設す るのに線路沿いの敷地 を利用で き,新 た な土地

買収な どの経費 を必要 としない。

② 鉄道電話な どでの通信技術,運 営 ノウハ ウの蓄積があ る。

な どの点で有利な地位 にあ るためである。

(a)国 鉄

国鉄では通信事業への参入を国鉄再建 の最後の切札 として期待 し

と
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⑨

てい る。そ して国鉄が参入 した場合,電 電公社の最大の ライバルに

なるであろ う。

国鉄の具体的計画は,

① 電気通信事業の中核 となる子会社 を60年4月,資 本金30億

円の全額出資で設立す る。

② 当面,専 用線 と電話 中継サー ビスに限定 し,62年4月 か ら東

京一 大阪間の東海道 メガ ロポ リスを対象に営業 開始す る。

③ このため東海道新幹 線沿いに光 ファイバー ケー ブル2本 を新設

す る。

な ど,約140億 円の設 備投資を行 うとなってい る。将来,営 業対

象地域 を山陽,東 北新幹線 にも広げるな ど全国的な ネ ッ トワー クを

はかる とともに,画 像電送,デ ー タ通信分野にまで業務 を拡大す る

予定である。国鉄はすでに デー タ通信 の草分け的存在である 「み ど

りの窓 口」や,全 国デー タ通信網のDACSな どを持ち,高 度な技

術を確保 してい るうえ,急 増す る国内通信需要 に応 えるには,日 本

の場合通信衛星 よ り光 フ ァイバーを用いた方が効率的であ る。光 フ

ァイバーは高圧電流か らの電磁誘導な どの影響 を受け ることがな く,

安定 した通信網 を建設で きる。

これに対 し郵政省は独 占的 な通信事業進 出に国鉄単独の事業化は

認めない との方針を出 してい る。 この通信事業 自由化後の規制案は

今後議論 は必至であろ う。

(b)私 鉄

私鉄の場合,通 信事業 その もの をや ろ うとしてい るのでは な くて,

よ り手短かなCATVへ の参 入を図 っている。敷地の利点 に加 え傘

下 にデパー ト,ス ーパー,ホ テル,レ ジ ャー施設,不 動産部門 をも

ってい るので,そ の情報 を提供 し相互の売上げ増 を図る とい う目的

が ある。全般的 にみて取 り組み方が積極的で,一 部で は事業許可 申
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請や システム会社設立 など進 行中である。 しか し,問 題点 もあ り,

一地域一局 とい う国の方針があ るので,と りあ えず 自社の陣地 だけ

で も先に確i保してお くとい う傾 向も強い。CATVは 投資額 も大 き

く採算面で も問題が多い こともあ り,全 国的 には具体的 なところは

少 ない。先行 しているのは西武,東 急,近 鉄,京 王帝都,相 鉄,小

田急である。

1)西 武鉄道

57年11月,全 額 出資 による会社,西 武 ケーブルビジョン(資

本金3億 円)を 設立。対象地 区はすで にケー ブルの張 ってある池

袋,新 宿,品 川,高 輪の計6000世 帯を中心 に始め るが,最 終

的には西武新宿,西 武池袋の両沿線全域を 目標 とす る。内容はテ

レビの再送信,自 主放送 として,名 作,未 公開映画,24時 間 ニ

ュー ス,地 域生活情報,行 政 ニ ュー スな どを流す予定。開始10

年後の加入世帯数25万 を計画。現在,郵 政省に認可 申請中で早

ければ59年 度中に も開始。

2)東 京急行電鉄

58年3月,東 急 グルー プ8社 による出資で東急有線テレビ(資

本金3億 円)を 設立。対 象地 区は田園都市線域のた まプラーザ,

蒲田,渋 谷,下 高井戸,横 浜,つ くし野,青 葉 台,中 央林 間な ど

沿線8ヵ 所,最 終的 には25万 世帯加入 を 目標 とす る。内容は再

放送な どの通常 の放送のほか,リ ー ス,販 売,映 画,情 報の収集,

計算,統 計,分 析,市 場調査 な どを計画。加入料3万 円,月 間料

金1500円 を予定 。

3)近 畿 日本鉄道

53年 か ら奈 良県東生駒で 「ハイ ・オー ビス」双方向 プロジェ

ク トに参加,60年 にttタ ー ミナル情報 システム"を 開発中で,

これは4社 共同開発事業で総事業費約8億 円。近鉄が 買い取 り運
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営の予定。対 象地域は大阪市 内主要駅 および上本町周辺のホテル。

内容は近鉄百貨店の買物情報,観 光情報,交 通情報な ど。 この ノ

ウハウを結合 し,情 報サー ビス企業への脱皮 を図る 目的を もって

い る。

4)京 王帝都電鉄

59年 中 に光 ケー ブルを敷設,全 駅でのCATVデ モ ンス トレ

ーシ ョンを計画中。 日野市平山地 区での双方 向CATVの 実験 を

初 め,こ れ を沿線10ヵ 所の コア ・ステーシ ョン周辺へ と拡大す

るこ とに してい る。86年 聖跡桜 ケ丘か ら本格 的に放送を開始す

る。 内容は まだ特 に決定 していないが,ホ ー ムシ ョッピング,ホ

ームバ ンキ ングな ど各種のサー ビス提供の予定。計画の最終年 次

は5年 後で ある。

5)相 模鉄道

57年 社 内 プロジェク ト・チー ムを設置。59～60年 に放送

開始。対象地 区はいずみ野地区1万 戸 の うち700世 帯。いずみ

野で はCATV組 み込み住宅 を年間500戸 販売。 のち相模沿線

30万 世帯 に拡大の予定。 内容は催事,情 報,生 活 関連の ニ ュー

スを提供す る。

6)小 田急電鉄

58年2月,研 究会ス ター トで設立準備中。本格放送の時期は

未定。沿線世帯数は110万 と推定 され,実 験可能 施設は多い。

双方 向 システ ム前提で対応。

7)そ の他 の各社

その他 の各私鉄 に関 しては,ま だ実際的なところはない。研究

中(東 武),検 討中(京 成),勉 強中(京 浜急行),基 本方針 も

固ま らず(名 鉄),研 究中(阪 急),未 定(阪 神),と い った ぐ

あいである。
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② 電力業界

(a)CATV

電力業界 におい てもCATVへ の進 出につい て本格的に検討を始

めた。電 力会社 が ニューメデ ィアに進出す るには,電 気事業法,電

気通信法 な どの法 的,他 業界 との競合な どの問題 も多い。 しか し進

出によって電力会社 の送配電網な どの資産を有効に活 用す ることが

可能 とな る。

電 力会社は各家庭 との間を配電網で結んでい る し,送 変電 施設 の

情報伝送 にはマイ クロ波か ら光 ファイバーを利用す るといb,CATV

進出の条件 がそろ ってい る。 これ までは諸 問題 を考慮 して慎重 な姿

勢であ ったが,保 有す る資産の有効活用に よる電 力サー ビスの向上

とい うことで,本 格 的検討 に着手 した。

東京電力のCATV検 討委では,利 用の方法,採 算性,電 気事業

法な どの研究 を行 っている。関西電 力は専門家に よる特 別委 を発足

させ,CATVや 光通信の問題 について研究中で,光 通信による自

動検針や家庭へ の情報サー ビスなど,設 備 の多角利用 を探 ってい る。

また,中 央電 力協議会は各社の専門家か らなるCATV研 究委員会

をつ くり,電 気事業 として技術的側面か ら検討す る ことにしてお り,

電 力業界のCATV進 出については,今 後議論 を呼びそ うである。

(b)東 京電力,電 気通信事業へ進 出

現在 も ってい る通信技術や送電線網 とい う実績 を生か し,高 度情

報社会の到来 に照準 を合わせた新事業を計 画 してい る。

すでに東 京電 力では落雷 よけに送電線の最上部に張 る架空地線の

内部に光 フ ァイバーを組み込んだ通信回線を開発 し実用化 している。

これは 自社使用 に限定 しているが,通 信が 自由化 されればそのま ま

他の企業 に回線 を利用 させ ることができる。 また,他 の電力会社 と

電気を融通 し合 える体制 を確立 してお り,こ れ に使 う全 国規模の通
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信 システムも整備 している。 しか し,利 用の多い地域 な ら容易だが,

地方で もとなる と巨額な設備投資 負担 に耐 えられ ない可能性 も出て

くる。

(3)高 速道路を情報動脈 に

建設省では高速道路 に沿 って,光 ファイバーケー ブルを通 し新 たな

通信網 として これ を積極的に民間企業 に開放 してい く計画である。道

路局長の私的諮問機 関として 「ロー ドスペー ス懇談会 」(仮 称)を 設

け,具 体的な計 画の 内容を討議す る。60年 度予算で事業費 を要 求す

る とともに,早 ければ61年 に東京一 大阪間で通信事業に本格参 入

す る考 えである。

高速道路へ の光 ファイバー ケー ブルの敷設は,道 路の両端に2ル ー

ト計画 し,1本 が 本線で1本 は予備 とす る。端末は沿道の各県1ヵ 所

ずつ設け る。

東京一 大阪間(約550Kblt)を 仮定す ると施設費は約300億 円。

維持管理の人員は80人 ほ ど。回線 の使用料 を電電公社の半分に設 定

した場合,電 電公社線利用者の1%で 十分 に採算が とれ る見通 しであ

る とい う。国の財政 にゆと りがないの とノウハウを活用す る意味で,

建設省では この事業 を積極的に民間企業 に開放す る考 えであ る。高速

道路の料金徴収 の無 人化や,自 動車に対す る情報提供の可能性 につい

ても検討す る。 また,一 般の道 路について も道路空間の適正利用を考

慮す ることになる。

●

5.1.2ニ ュ ー メデ ィア 十 デ ー タベ ー ス

まず,日 本 の デー タベ ー スサ ー ビスの現 状 を考 えてみ よ う。2章 で 説

明 した よ うな大型 の デ ー タバ ン クは,残 念 なが ら日本 には まだ 存 在 しな

い 。 日本 に お い て,デ ー タベー スサ ー ビス と言 える の は,お そ ら く 日本

経 済 新 聞 社 のNEEDSと,日 本 科学 技 術 情 報 セ ンター ・オ ンライ ン情
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報 検 索 サ ー ビス(JOIS)の2つ で あ ろ う。

NEEDSは,経 済 情 報 の総 合 デ ー タバ ン クでTSS,磁 気 テー プサ

ー ビス ,ハ ー ドコピー ・サ ー ビス,マ イ ク ロ フ ィ ッシ ュ ・サー ビスな ど

の 方法 に よ り,約1300社 の 企 業 に利 用 され てい る。

JOISの 方 は,内 外 の科 学 技 術 関 係 資料 が デ ー タベ ー ス化 され て お

り,オ ンライ ンに よ って情 報 検 索 で き る。オ ンライ ンサー ビスはJICST

の 支 部,支 所,そ の 他 を 合 わせ た全 国10ヵ 所 の サ ブセ ンター の特 定 回

線 を利 用す る もの と,ふ つ うの電 話 を 利用 した 公 衆 回線 に よ る もの とが

あ り,公 衆 回線 に よる オ ン ライ ンサ ー ビ スに は,現 在 約1000台 が 加

入 してい る。

通 産 省 に よ る と,現 在,日 本 の 一 般 利 用 者 が使 える デー タベ ー スサ ー

ビスは456件 。 うち,日 本が つ ぐ った国 産 デー タベ ー スは122件 で

あ る。 数字 の上 で はほ ぼ3対1と い うこ とが で き る。

しか し,実 際 に 日常 デー タベ ー ス を 使 って仕 事 を して い る研 究 者や サ

ラ リー マ ンに と って,3対1と い う数 字 は 実情 を反 映 して はい ない らし

い 。 それ ぞ れ の デー タベ ー スの 規 模,利 用 状 況 は こ の3対1と い う数 字

には 現 われ て こ ない か らで あ る。

日本 の デ ー タベ ー ス利 用 は,ほ とん どが ダイ ア ログを は じめ とす る ア

メ リカの 大 手 国 際 デ ー タベ ー スサ ー ビス に頼 ってい るの が実 情 だ 。

しか し,こ の 「人 に頼 る」 よ うな デー タベ ー スの 利 用 法 は,常 に危 険

を伴 う。 い った ん 相 手 国が 日本 に情 報 を 流 す こ とを警 戒 しだ した とき,

一 方 的 に情 報 を ス トッ プされ る こ と もあ り得 るか らだ。

事 実,ア メ リカの大 手 デー タベ ー スで も,他 国 か らは ア クセ スで き る

の に,日 本 か らは で き ない とか,日 本 か らは倍 の料 金 を 取 る とい った こ

と も起 こ って い る。

で は,日 本 で は なぜ デー タベ ー ス が発 達 しなか ったの だ ろ うか。

1つ は,情 報 を蓄 積 す る こ との 重要 性 に気 が つ か な か った こ と。 も う
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1つ は,長 い 間,外 か らもた らされ る情 報 に慣 れ き ってい た とい う こ と

が挙 げ られ よ う。

ま た,大 規 模 な デ ー タベ ー ス デー タバ ンクの建設 費 は天 文 学 的 だ と言

われ るが,そ れ だ けの 投 資 をす る よ りは,お 金 を払 って も海 外 デー タバ

ンクを利 用す る方 が 得 だ とい う考 えが あ った か らか も しれ ない 。

さ らに,大 きな要 因 として は,通 信 回線 が 開 放 され てい ない とい うこ

と もあ る。 日本 の 中で 一 般 の 日本 人 が 利 用 で き るよ うな デ ー タベ ー ス も

な くて,デ ー タバ ン クの 重要 性 を確 認 しろ とい うの も,ど だい 無 理 な 話

で は あ る。 そ の場 合 の最 大 の ネ ッ クが,通 信 回 線の 独 占状 態 に あ る。

しか し,最 近 民 間 レベル で デ ー タベ ー ス作 成 の動 きが,小 さい なが ら

出始 め てい る。 日本IBMが,帝 国 デー タバ ンクの 作 成 した企 業 情 報 デ

ー タベ ー ス を オ ン ライ ン提供 す る とい う話 や ,㈱ 日本 ソー スのrPC

－ ライ ブ ラ リー」 な どの 動 きで あ る。

今 後,さ ま ざま な ニ ュー メデ ィア との 連 結 を 果たす た め,回 線 問 題 の

解 決 が急 務 で あ る。

ウ

■

5.1.5VAN

昭和57年10月23日,「 公衆電気通信法第55条 の13第2項 の

場合 等を定 める臨 時暫定措置に関す る省令」が 施行 された。わが 国の民

間VANは,こ の通信 回線第二次 自由化 に よ り,「 中小企業 向け」 との

限定条件つ きでス ター トした ものである。

VANと は,公 衆電気通信事業者(わ が国では電電公社)か ら専用回

.線 を借 り受 けてユーザーに分割再販 し,そ こでや りと りされ る コンピュ

ー タ間情報 を,内 容 は変 えずに加工,処 理す る業務であ る。情報 の流通

経路 の中間段 階で加工 ・処理を加 えることに よ り付加価値 をつ け,高 度

な情報 サー ビスを提供す ることが 目的である。

VANに よる通信 サー ビスは,ア メ リカで誕生してい る。 アメ リカで
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は,100%民 間VANが 認 め られ てい るが,わ が 国で は 公 衆 電気 通 信

法 に よ って通 信 回線 の 再 販 が 規 制 され てお り,こ の た び の 部 分 認 可 とな

った 。 現在,世 界 で 民 間VANを 認 め てい るの は,ア メ リカ,イ ギ リス,

日本 の 三 国。 イ ギ リスは,ま も な く通信 回線 の 本格 的 な開 放 期 を 迎 えよ

うと してい る。 わが 国で も,全 面 開 放 に 向 け論議 が 高 ま ってい る。

(1)VANサ ー ビスの 現 状

VANサ ー ビスで は,情 報 の中 味 を 変 える こ とな く,情 報 の 形 を処

理 ・加工 す る。 この場 合,サ ー ビスの 内 容 を大 き く2つ に分 け て考 え

る こ とが で き る。

第1に,異 な る伝 票 等 の 伝 送 を可 能 にす る フ ォー マ ッ ト変換 と,異

機 種 間伝 送 で の 速 度 変 換,プ ロ トコル変 換 な どを実 施 し,デ ー タ流 通

の 円滑 化 を 図 る サー ビス。

第2に は,伝 票 や 在 庫 数 な どの 情報 を蓄 積 して お き,必 要 な と きに

その 情 報 を ひ きだす サ ー ビス で あ る。

こ う した サ ー ビスが 提供 され れ ば,ユ ー ザ ーは 自社 の ネ ッ トワー ク

づ く りで,異 機 種 コ ン ピ ュー タ間通 信 の た め の複 雑 な ソフ トウ ェア開

発 を 省 くこ とが で き る。

さ らに,通 信 経 費 そ の もの を 大 幅 に 削減 で きる。 た と えば,相 互 に

緊 密 な 業 務 関係 に あ る5つ の 企 業 が,そ れ ぞ れ に共 同使 用 の 回 線 を 引

く とし よ う(図3-1)。 この 場 合,グ ルー プ全 体 で は10本 の 回線

が必 要 に な る。 しか し中 間 にVANを 据 えれ ば,回 線 は5本 で 済 む こ

とに な る(図3-2)。 この よ うな場 合 の最 大 の 利 点 は,デ ー タを少

ない 回線 で,し か も低 コ ス トで 送 受信 で き る と ころ に あ る。

や

●

ぜ

つ
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図3-15社 の企業 グルー プが共同利用の回線 を引いた場合

A社

図3-25社 の 企 業 グル ー プがVANを 利 用 した場 合
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現 在,わ が 国 でVAN業 務 を行 ってい るの は,イ ンテ ッ ク,富 士 通

エ フ ・ア イ ・ピー,日 本 情報 サ ー ビス,ヤ マ トシ ステ ム開 発,西 濃 運

輸 の5社 で あ る。 各社 の サ ー ビス 内容 を ま とめ る と,主 と して製 造 会

社 と卸 ・販 売 業 者 間 での 伝 票 のや りと りとい った 通 信 サ ー ビスで あ る。

これ に よ りユー ザ ー は どの よ うな メ リ ッ トを享 受 して い るの か 実例 を

挙 げ る。

表3-1我 が 国で認可 されたVAN業 者(昭 和58年 現在)

矢野経済研究所 「'84年 版先端エ レクトロニクス産業 白書」

会 社 名 本 社 サ ー ビ ス の 内 容

化学製品の製造会社と卸 ・販売業者間の製

㈱ イ ン テ ッ ク 富 山市奥 田町2-11
品の 製 造 ・販 売 ・設計 関 係の 各種 情 報の 伝

送 ・交 換 を 行 う。 日本 カー バ イ トグ ルー
プを対 象。

パ ソ コン の 卸 業 を 行 う会 社 の本 社 ・支社

㈱ 富 士 通
エ フ ・ア イ ・ ピー

港 区新 橋6-1-1

秀和 御成 門 ビル

間 の プ ログ ラ ム,文 書,デ ー タの伝 送 を行

う。 ソフ トウ ェア開 発関 連企 業 間業 務処 理
デ ー タを伝 送 ・交 換 す る。 システ ム フ ォー

ミ ュ レー トを 対 象 。

ク レ ジ ッ トカー ド業 務 の統括 会 社 と業 務提

日本 情報 サー ビス㈱
渋 谷 区渋 谷2-17-5

シオ ノギ渋 谷 ビル

携 会 社(同 一 商標 を使用)と の間 の営 業情

報 な どの伝 送 ・交 換 を行 う。VISAカ ー

ドグルー プを対 象。(2シ ス テ ム)

ヤ マ トシス テ ム開 発

㈱

渋 谷 区 代 々木
2-27-14

小 売 を注文 シ ステ ムに取 り込 み,問 屋 に情

報 を流 して 宅急 便 で配 る。 商談 と物流 の ド

ッキ ン グを め ざす。

直接 コ ン タク トの ある200社 と徐 々に接

続 して い く。 配 送 か ら始 めて,ス ー パー と

西 濃 通 運 ㈱ 大垣 市 東 前5-7-2 問屋との間の発生 ・納入業務の取 り次ぎも
検討。商社的機能をもった物流商社をめざ
す 。

〈 ヶ_ス.ス タデ ィ1メ ー カー … … 花 王 石 鹸 〉

花 王石 鹸 は83年 夏,日 本情 報 サ ー ビスの ネ ッ トワー クを,自 社 の

配 送 セ ンター と全 国71社 の卸 売 業 者 との情 報 交 換 に利 用 す る こ とを

決 めた 。 と同 時 に,こ れ まで 独 自に 築 き上 げ て きた,こ れ ら各 社 との

卸 売 ネ ッ トワー クを廃棄 す る こ とを 決 定 して い る。
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同社 は,オ ン ライ ン網づ く り,OA導 入 に業 界 に 先が け て取 り組 ん

で き た。 それ ゆ え,rVAN利 用,自 社 ネ ッ ト廃 棄 」 とい う素 早い 決

断 は驚 き を も って報 じられ た。

同社 で は,VAN利 用 に よ る通 信経 費 の コス ト減 に,約30%を 見

込 ん でい る。 これ だ け で も大 幅 な経 営 合理 化 とい え よ うが,こ うした

同 社 の政 策 転 換 に は,も う一 つ の 判 断 が働 い た とみ るの が支 配 的 だ。

同社 の 製 品 を取 り扱 う卸売 業 者 は,北 海 道 か ら沖 縄 に ま たが り,そ

れ ぞ れ に異 な る伝 票 シ ステ ムを使 用 して い る。 各 社 を ネ ッ トワー クす

る た め に は,プ ロ トコル 変換,フ ォー マ ッ ト変 換 に膨 大 な プ ロ グラ ム

開発 を必 要 とす るば か りか,ネ ッ トワー クを運 用 す るた め の コー ド変

換,伝 送 速 度 の整 合,メ デ ィ ア変 換,優 先 判 別,同 報 機能,一 斉 通信

な どの技 術 も欠か せ ない 。 これ らの 技 術 開発,運 用 につ き合 ってい て

は,メ ー カー と して あ るべ き本来 の 業 務(つ ま り新 製 品 の 開発,市 場

の 創 出,販 路 の拡 大)に 力 を注 げ な くな る,と い うの で あ る。

メー カー に と って,VAN利 用 は 必 然 的 な もの とい え よ う。

<ケ ー ス ・ス タデ ィ2運 送 業 … … ヤ マ ト運輸>

VAN利 用 で,業 務 の 変 化が 著 しい 業種 の ひ とつ に,宅 配 を扱 う運

送 業 が あ る。

業 界 トップの ヤ マ ト運 輸 は,子 会 社 の ヤ マ トシ ス テ ム開発 の コ ンピ

ュー タ ・ネ ッ トワー クを利 用 し,モ ノの流 れ を大 き く変 えよ う として

い る。

同 社 は,82年 末 で 取 次 店3万5000店 を 擁iし,82年 度 に は

7300万 個 を輸 送 。 集 配車 に ポー タ ブル端 末機 を設 置 し,ヤ マ トシ

ス テ ム開 発 を 中継 して取 次店,発 送 ター ミナ ル,着 ター ミナ ル,配 送

店,配 達 確 認 な どの流 れ を管 理 してい る といわ れ る。

こ うした物 流 の効 率 化 を,い っそ う促進 させ るの が,カ タ ロ グ ・シ

ョ ッ ピ ング,無 店 舗 販 売 の登 場 だ 。 ヤ マ ト運 輸 と ヤ マ トシス テ ム開発
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が狙 う市場 はそ こにある。

すでに,カ タログを見 て注文書を出せば品物が配達 され,支 払いは

月末 に銀行 口座か ら引き落 とされる とい う小売 システムが,ち ば市民

生活協同組 合に よって,82年 か ら開始 されている。無店舗販売の実

験 も,ス ーパーサ ンシ(三 重県四 日市)な どの手によ り,83年 か ら

行われている。 この よ うな店舗 も現金 もい らない販売方式は,83年

の通信販売 市場 が5000億 円に達 したこ とを考 える と,今 後飛躍的

な伸びをみせ ると予想 され てい る。

無店舗販売の唯一の弱点 とい えば,宅 配で ある。 ここに,運 送業者

がVANと い う武器 をたず さえて,続 々と参入 しよ うとしてい るので

ある。 ヤマ トシステ ム開発で は,「 商談 と物流の ドッキ ングをめざす」

としてい るが,こ れ はヤマ ト運輸の狙いで もあろ う。いわ ゆる 「ホー

ム ・シ ョッピング」の実現 には,VANが 中心的役割を果たす とみ ら

れ る。

〈 ケース ・スタデ ィ3問 屋〉'

VANは,物 流 システムに一大変革 をもた らす パ ワーを秘 めてい る

が,既 存 の流通経路の中で最 も大 きな影響を受 けるのは問屋であろ う。

小売店の情報が コンピュー タを通 して直接 メー カーに入 って くるよ う

になれば,一 次問屋,二 次問屋な どの中間問屋 は,そ の存立基盤を失

う。問屋は従 来,商 品 とともに顧客情報 を物流 させ るこ とによって メ

ー カー と小売 店をつ ないで きた。その問屋か ら顧客情報 を抜 き去 ると,

単 なる運送業 で しか な くなるか らである。

こうした中で,問 屋 サイ ドにも,積 極的な業態転換 を図る動 きが芽

ば えは じめた。

た とえば,大 阪府堺 市にあ る医薬品 チェー ンの フ ァル マは,コ ンピ

ュー タ利用 によ りVAN業 へ と業態 をか えつつある。 同社では,コ ン

ピュー タと150の チ ェー ン店 とを公衆通信回線で結び,注 文情報 を
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問屋別に組み直 して 自動 的に発注す る。 さらに,仕 入代金の請求伝票

を出力 し,チ ェー ン店 にかわ って問屋への決済 を行 ってい る。いわば

発注 ・決済の代行業に変貌 してい るのである。

今後,VANの 本格 的 自由化が行われれば,メ ー カーや大手取次店

を巻 き込む形で,問 屋 の再編 化が進む と考 えられ る。

(2)今 後の問題 と課題

以上み てきた よ うに,VANは 流通業界再編制の強烈 な起爆剤 とし

て位置づ け られ る。 しか し,現 時点では,VANの 潜在力 を引き出す

ためには,数 々の問題 を解決 しな くてはな らないだ ろ う。

VAN構 築の問題点を,次 に列挙す る。

(a)標 準化 に関す る問題 と課題

① 標準化の対象 と可能性

・何 を標準化すべ きかの検討

・どこまで標 準化 で きるかの検討

② 標準化の進め方

(b)ネ ッ トワー クの持 つべ き機能 に関する問題 と課題

① プロ トコル変換

・必要 とされる変換 レベル

② 種 々の付加価値機能

・プロ トコル変換 の他 ,速 度変換,メ ディア変換,蓄 積 サー ビ

ス,一 斉 ・同報機能等の種 々の付加価値機能の必要性 とその

技術的可能性 の検討。

③ 大容量回線の提供

・ トラフ ィックの増 加に対応で きる回線

・イメー ジの伝送 に適 した回線

・各種 メディアの統合的 な伝送を可能にす る回線

④ ネ ットワー クへ の接続の容易性
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⑥

・広 範 な多数 の 相 手 先 との 接 続 の 容 易性

・既 設 の 自社 ネ ッ トワー クとの 接 続,VANと の 接 続

ネ'ッ トワー ク化 の 形 態

・広 範 な公 共 的 な ネ ッ トワー クの必 要 性

・業 務 自的 に適 した ネ ッ トワー クの必 要 性

・各種 ネ ッ トワー クの整 合性 の 検 討

ネ ッ トワー ク管 理

(c)安 全性,信 頼性 に関す る問題 と課題

① 通信の秘密保護 および データ保護

② 信頼性の確保

③ 防災対策

(d)VANサ ー ビスの健全性確保のための問題 と課題

① サー ビスの公平性

② サー ビスの経済性

③ 責任所在の 明確化

④ 制 度的整備の必要性

(3)ま と め

前述の問題 と課題が解決 されてい く仮定で,VANの 利用は,自 社

内VAN,さ らに業界VANへ と拡大 され てい くであろ う。

それ に伴い,企 業のオ フィスも確実に変化を遂げてゆ くに違いない。

極端 にい えば,メ ー カーは人を動かす ことな くして製品を動かす こと

がで きるよ うになる。 メー カーの組織では,管 理セ クシ ョンが大幅に

縮小 され るだ ろ うし,営 業 セ クシ ョンも"営 業 とい う仕事の質"の 変

革 を促 され るだろ う。組 織 だ けで な く,仕 事の意味を変 える形で,

VANは 「モ ノ」 「金⊥ 「人」の流れ を変 えてい くのである。
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5.1.4フ ァーム/ホ ームバ ンキ ング

日本の場合の金融機関の機械化 は,次 の3段 階を経 て進んで きた。

① 個別金融機 関内の機械化

② 金融機関相互を結ぶ オ ンライ ン化

③ 金融機関 と企業,家 庭等を結ぶ段階

第1段 階では,昭 和30年 代半ばに コンピュータの導 入に始 ま り,昭

和40年 代 には,預 金 ・為替業務を中心に本 ・支店間の コンピュー タと

端末機 を直結す るオ ンライ ン化が進んだ。 さらに,昭 和50年 代 には全

科 目総 合オ ンライ ンシステムが導入 され,各 科 目間の連動処理,為 替振

込金の預金 口座への 自動 入金や貸 出金の預金 口座か らの 自動引き落 とし

が可能にな った。

第2段 階においては,各 金融機関の コンピュー タが オ ンライ ンで結 ば

れ,内 国為替取 引を行 う全 銀 行 デー タ通 信 システムや現 金 自動 支 払 機

(CD)の オ ンライ ン提携 な どが実現 してきた。(CD)の オ ンライ ン

提携は,昭 和59年1月 には各業態 ご とに提携が一本化 され,同 年8月

か らは全民間金融機関の加入が実現 しよ うとしている。

そ して第3段 階 になっては じめて,金 融機 関以外 とのネ ッ トワー クが

形成 され ることになる。

ファー ムバ ンキ ングについては,す でに昭和57年10月 の公衆電気

通信法の改正に よ り,原 則 として回線利用が 自由化 される見込みがつい

た ことか ら,金 融諸機関は次 々と企業 とのネ ッ トワー クに乗 り出 し,さ

らに昭和58年4月 に出された大蔵省銀行局通達は,さ らにその勢い に

拍車をか けることとな った。

昭和58年 夏 ごろまでの主 な都市銀行のサー ビス内容 と,オ ンライ ン

で結んでい る企業は,こ の時点ですで にかな りの数 にのぼ っていた(表

3-2)。
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表3-2 主 な 都 市 銀 行 の サ ー ビ ス メ ニ ュ ー 一 覧

コ ン ピ ュ ー ト ピ ア(1983.8)

銀 行 名 サ ー ビ ス ・ メ ニ ュ ー
現在オンラインで
結んで い る 企 業

銀 行 名 サ ー ビ ス ・ メ ニ ュ ー
現在オンラインで
結ん で い る企 業

第一勧業銀行 〈銀行→企業〉 ジャス コ㈱ 三 菱 銀 行φ ③短期市場連絡

①振込入金通知 ヤマハ発動機 ④債券市況連絡(59年4月 ～)

②普通預金入出金明細通知 オ リエ ン ト・ ⑤債券発行市場連絡(59年4月 ～)

③当座勘定入出金明細通知 フ ァ イナ ンス ⑥経済情報サー ビス(59年4月 ～)

④輸出手形買取計算通知

〈企業→銀行〉 三 和 銀 行 〈入金事務管理サービス〉 東 京 トヨペ ッ ト

①給与振込明細受付 ①フ ァクシミリサー ビス 年金住宅福祉協会

②総合振込明細受付 ②テレフォンサー ビス 日立ク レジッ ト

③口座振替明細受付 ⑨テレプクサー ビス

④MT通 知サー ビス

富 士 銀 行 〈銀行→企業 〉〈企業↓コ銀行〉 安田生命保険 ⑤振込通知サー ビス

①入出金明細(当 座預金,普 通預金) 日立 クレジ ット ⑥オンラインデー タ伝送サー ビス

②振込金明細 ⑦取立手形管理サー ビス

⑨取立入金明細 〈集金サービス〉

④預金残高(当 座預金,普 通預金) ①自動集金サービス

⑤外為取引明細 ②みど りの集金代行サー ビス

⑥外為相場 ⑧資金移動サー ビス

⑦外為市況 〈給与振込サ ービス〉

⑥各種サービスの処理結果連絡 ①給与振込サー ビス

〈企業→銀行〉 ②社員カー ドサー ビス

①給料振込デー タ ⑤社内預金サー ビス

②総合振込デー タ
.

〈支払事務管理サ ービス〉

③ 口座振替デー タ ① 自動送金プー ビス

④財形預入デー タ ②登録総合振込サー ビス

⑤その他諸デー タ ⑤MT・'FD総 合振込サー ビス

④ コンピュー タ用支払手形発行サー ビ

住 友 銀 行 〈銀行→企婁〉 住友商事 ス

①振込入金連絡 住友重機械工業 ⑤地方税納入サー ビス

②利用明細(当 座勘定,普 通預金) 松下電器貿易 〈情報提供サ ービス〉

⑧輸出手形買取代り金入金連絡 ①外 為市況通知サー ビス

④外為相場

〈企業→銀行〉 三 井 銀 行 〈会計情報サービス〉 トヨタ自動車

①一括振込データ ①預金残高連絡 東 京 ト ヨベ ッ ト

②給与振込デー タ ②振込入金連絡 他

⑤ 口座振 替デー タ ⑧預金入出金明細連絡

④市町村民税納付データ ④取立手形明細連絡(59年4月 ～)

〈企業コ銀行〉 ⑤取立内容連絡(59年4月 ～)

①残高照会(当 座勘定,普 通預金) ⑥外国為替書類到着連絡(59年4月 ～)

② 出入明細照会(当 座勘定,普 通預金 ) 〈資金移動サー ビス〉

①本 ・支社間の資金自動振替

三 菱 銀 行 〈会計情報サービス〉 岡村製作所 ②総合振込(オ ンライン総合振込 ・オ

①預金残高連絡 三菱重工業 ンライン登録振込)

②振込入金連絡 東 京 トヨペ ッ ト 〈金融情報サービス〉

③預金入出金明細連絡
・

ト ッハ ン ・ムー ア ①為替市況(59年4月 ～)

④取立手形明細連絡(59年4月 ～) ダ イヤ モ ン ド ・コ ②短資市況(59年4月 ～)

⑤取立内容連絡(59年4月 ～)
ン ピュー タ ・サー ③債券市況(59年4月 ～)

⑥外国為替書類到着連絡(59年 上期) ビス ④発行市場情報(59年4月 ～)

〈資金移動サ ービス〉 年金住宅福祉協会 ⑤経済 ・金融情報(59年4月 ～)

他① ター ゲ ッ ト ・バ ラン ス

(本 ・支社間の資金 自動振替)

②総合振込(オ ンライン総合振込 ・オ

東 海 銀 行 ①預金残高連絡

②入出明細データ

東京 トヨペ フト

年金住宅福祉協会

ンライン登録振込) ⑨給与振込データ

〈金融 ・経済情報サービス〉 ④総合振込データ

① 外為相場連絡(59年4月 ～) ⑤口座振替データ

②外 為市況連絡(59年4月 ～) ⑥その他のデー タ
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金 融 機 関 と企 業 が ネ ッ トワー クに よ ってむ す ばれ る こ とに よ って可 能

に な るの は,

① 送 金,代 金取 立 依 頼 の ほ か,一 定 限度 額 の範 囲 内 で の借 入

② 特 定 口座へ の余 資 集 中 等 に よ る効 率的 な 資金 運 用

③ 口座 残 高 や 入 出金 状 況 の迅 速 な把 握,各 種 証 券情 報 や 外 為 情 報 等 の

入手

④ 財 務 相 談等

が 行 える。

これ らに よ って,銀 行 は事 務 処 理 の 合理 化 と 省 力 化,企 業 に 対 す る

サ ー ビスの 向上 が 図れ る一 方,企 業 も資金 管 理,資 金 の 効 率 的 な 運用 が

行 え る と とも に デー タ交 換 で 要 した 受 け渡 しや 照合 確 認 事 務 が大 幅 に軽

減 され,運 搬 費用 や 人 件 費 が 削 減 で き る利 点 が あ る。

と ころで,フ ァー ム バ ンキ ングが 本格 化 す る ため の技 術 的 な条 件 と し

て は,異 種 コ ンピ ュー タ間 の オ ンライ ン接続 用標 準 通信 プ ロ トコル(通

信 制 御 手 順)の 開 発 が あ った。

全 国 銀 行協 会 連 合 会(全 銀 協)は フ ァー ムバ ンキ ングシ ス テ ムを 効率

的 に運 用 す るた め に 「通信 プ ロ トコル標 準化 特 別検 討 部 会 」 を設 置 し,

昭 和58年10月 に フ ァー ムバ ンキ ン グ用標 準 通信 プ ロ トコル の仕 様 を

ま とめ,コ ン ピュー タ ・メー カー に提 示 した 。

同年12月 には,ま ず 日立 が 製 品 化 した こ と を発 表 し,翌 昭和59年

1月 に,全 銀協 は パ ソ コ ン用 の プPtト コルの 仕 様 を理 事 会 で決 定 し,フ

ァー ムバ ンキ ングは 加 速 化 され て い く様 相 を 見せ は じめ た。 日本 の フ ァ

ー ム ・バ ンキ ン グは い よい よ本 格 化す る準 備 が整
った わ けで あ る。

現 在,わ が 国の フ ァー ム ・バ ンキ ン グの 大 部分 は,資 金管 理 の 効 率 化

・経 理 ・会 計事 務 の 合 理 化 に重 点 をお い て い る
。 しか し,将 来 は,会 計

デー タ ・為 替 情 報 ・マー ケ ッ ト情 報 等 の 第一 次 情報 よ りも,経 営 情報,

コ ンサ ル テ ィ ング ・ノ ウハ ウ,財 務 分 析,資 金 繰対 策 とい った 付 加価 値
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情 報 の サ ー ビス に,各 銀 行 の特 色 を 出す こ とが で きる。 そ の た め に は,

こ うした情 報 サ ー ビスが,企 業 側 に と って 有益 と認 め られ る質 の もの で

あ る こ と と,そ の手 数料 を どの レベ ル に設 定 す るか とい う問 題 が残 され

て い る。

さて,エ レ ク トロニ ック ・バ ンキ ン グの も うひ とつ の焦 点 は ホ ー ムバ

ンキ ングに あ る。

ア メ リカの場 合,1980年 か ら ユ ナ イ テ ッ ドアメ リカ銀 行 が 商 用化

を 行 って い るほ か,シ テ ィバ ン ク,ケ ミカル バ ン クな ど も実 用 化 に 入 っ

た 。 これ は,家 庭 に置 かれ た テ レ ビ,電 話,パ ソコ ンを 利用 す る こ とに

よ り,

① 預 金 ・消 費 者 ロー ンの残 高確 認

② 資 金 の 振替

③ ホー ム シ ・ ッピ ン グ,ホ ー ム リザ ベ ー シ ョン

④ 天 気 予 報

⑤ 百 科 事 典 検 索

⑥ 教 育 プ ロ グ ラム

⑦ ビデ オ ゲー ム

に い た る ま での サー ビスが 受 け られ る。

最 近 の傾 向 と しては,こ れ らの サ ー ビスの料 金が 次 第 に低 下 し,普 及

も進 ん でい る。1983年12月 には,バ ン ク ・オ ブ ・アメ リカが 同 年

30日 か らホ ー ムバ ンキ ン グを開 始 す る こ とを 発表 した。

バ ン ク ・オ ブ ・アメ リカの場 合,加 入で き るの は,北 カ リフ ォル ニ ア

地 区だ け に 限 られ(1984年 に は 南 カ リフ ォル ニ アに広 げ る),同 銀

行 に 口座 を持 ち,パ ー ソナル コ ン ピ ュー タを活 用 で きる人 な ら誰 で も よ

い 。 利用 時 間 帯 は 午前6時 か ら深 夜 の 午 前0時 まで 。 加入 者 は 運営 コス

トと して1ヵ 月 あた り3ド ル を支 払 うこ とに な ってい る。

日本 の場 合 は,ま だ 本格 的 な実 用 化 には い た ってい な いが,昭 和58

一72一

ひ



亀

?

σ

年12月,第 一 勧 業 銀 行 が ホ ー ムバ ンキ ン グの 実験 を始 め る こ とを発 表

し,モ ニ ター100人 を募 集 した 。

この実 験 で は,預 金 残 高や 為 替 相場,金 相 場,貯 金 相 談 な どの情 報 を

パ ー ソナ ル コ ン ピュー タのCRTに 出す と ころ か ら始 め ,モ ニ ターの 希

望 を探 りなが ら入 出金 の取 引 明細 照会 や 宝 く じ当せ ん番 号 な どを追 加 し

てい く構 想 で あ る 。 た だ し,振 り込み な どの指 示 を客 の 方 か らパ ー ソナ

ル コ ン ピ ュー タを 通 じで 出す の は,機 械 の ミス ・悪 用 を防 ぐた め現 在 は

大 蔵 省 が 認 め て い な い ので,実 験 には 含 まれ てい ない 。

ネ ッ トワー クを持 つ ホ ー ムバ ンキ ン グで は ない が,そ れ に準 ず る(も

し くは 類 似 した)試 み はい くつ か な され てい る。 た と えば,富 士 銀行 と

デパ ー トの松 坂 屋 が 提 携 して 行 うホー ム シ ョ ッピ ン グが,昭 和59年1

月10日 に ス ター トした 。 当 面,利 用 で きるの は 東 京23区 内の キ ャ プ

テ ンシス テ ム(文 字 図形 情 報 ネ ッ トワー ク)の 個 人 モ ニ ター と特 定会 社

の社 員 だ けで,モ ニ ター に 対 しては,代 金 自動 振 替 申込書 を発 送 した 。

この サ ー ビスは 一 般 の 通 信 販売 や テ レホ ンシ ョ ッピ ング と異 な り,商 品

注 文 と代 金 支 払 い が 一 括 処理 で き る。

また,野 村,日 興,大 和,山 一 の大 手 証券4社 と電 電 公 社 は,家 庭 の

電 話 で 口座 の 残 高 照 会,中 期 国 債 フ ァ ン ドの解 約 な どが で きる証 券 サ ー

ビス 「証券 共 同ARSシ ス テ ム(音 声 応 答 シス テ ム)」 を共 同 開発す る

こ とで 合 意 し,昭 和59年6月 に ス ター トす る。 これ は,将 来証 券業 界

全 体 の サ ー ビス網 に発 展 す る可 能性 を も ってい る。

フ ァー ムバ ンキ ン グ,ホ ー ムバ ンキ ングの 今 後 の 発 展 は ,一 方 で は通

信 回線 の 技 術 的 な進 歩 にか か ってい るが,他 方,行 政 上 ・法 律 上 の対 応

が必 要 とされ てい る。 こ こ には,犯 罪 や事 故 に よ る信 用秩 序 の 乱 れや プ

ライバ シー の 問 題 も含 まれ て い る。 社会 的 な ニー ズを 見極 め る と同時 に,

安 全 性 や 金 融 機 関 全 体 の バ ラ ンス も考慮 され な くて は な らない こ とにな

るだ ろ う。
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5.1.5警 備

(1)民 間警 備 会 社

「警備 」 と聞け ば,す ぐに 思 い うか べ る のは,制 服 姿 の ガー ドマ ン

で は な い だ ろ うか 。 と ころが,コ ン ピ ュー タ と通信 回線 に よ る社 会 の

ネ ッ トワー ク化 に伴 って,「 警 備 」 の 在 り方 は 今,大 き く変 わ ろ う と

して い る。 従 来 の 人 的警 備 か ら,コ ンピ ュー タ と機 械 に よ る 警 備 へ

と転 換 され つ つ あ るの だ。

こ う した 警 備 サー ビスの 変 化 を促 しているのは,業 界 トップのSECOM

(旧 ・日本 警 備 保 障)で あ る。 同社 は 昭和37年 にわ が 国初 の 民 間警

備 会 社 と して設 立 され,そ の 後 順 調 に事 業 規 模 を拡 大 。 昭 和41年 に,

警 備 を機械 化 した初 の商 品,SPア ラー ム ・シス テ ム を簡 単 に紹 介 し

よ う。

この シ ステ ムは,人 に よ る警 備 に は限 界 が あ る と して,同 社 が 自社

開 発 に踏み き った もの。 契 約 先 で あ る警 備 対 象場 所 に ガー ドマ ンを派

遣 す るか わ りに,防 災,防 火 用 の セ ンサ ー を設 置 し,こ の セ ンサ ー と

同社 の コ ン トロー ル ・セ ンター を オ ン ライ ンで結 び,企 業,学 校,工

場,商 店 の保 安 監 視 を行 うシ ス テ ムで あ る。 セ ンサ ーが こ うした なか

で,現 在 注 目を集 め てい るの は,同 社 のCATV事 業 参 入 とい う事 実

で あ る。 同社 はす で に,仙 台,新 潟,茨 城 な どでCATV会 社 を設 立。

ス ター ト第 一 弾 は仙 台の 予 定 で,59年 後 半 には サ ー ビスを 開始 す る

意 向 だ。 そ して,CATVに よ って,警 備 シス テ ムの 利 用範 囲 が,さ

らに 広 が りそ うな気 配 で あ る。

同社 が予 定 して い るCATVサ ー ビスの 内容 を,ざ っと紹介 しよ う。

まず 第一 は,自 主 制 作 番 組 の 放 送,次 に,テ レビ番 組 の 再送 信,各 種

映 画 の放 映 と続 く。 そ して最 後 は,ホ ー ム ・セ キ ュ リテ ィ ・サ ー ビス

とな って い る。

ホー ム ・セ キ ュ リテ ィは,他 社 のCATV事 業 に は見 られ な い サー
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ビスだ。 高 齢 化社 会 を迎 え,都 会 の 一人 暮 ら しの 老 人 家庭,老 人 と同

居す る 家庭 で 急増 す る と予 想 され てい るだ け に,双 方 向 のCATVを

使 った 家庭 内安全 管 理 シ ス テ ム の着 想 は納 得 で き る。 また,こ の背 景

には,同 社 な らで は の理 由 も存 在 す るので ある。

SECOMで は,国 内だ けで7万 回線 の 専 用回線 を使 って い る。

INSで ネ ッ トワー ク社 会 の 構 築 が 望 まれ てい る時 期 に,す で に 同社

で は ネ ッ トワー クが 出来 上 が ってい る。 しか も,セ キ ュ リテ ィ ・サ ー

ビスで この ネ ッ トを使 用 してい る時 間 は1日 平 均30秒 に 満 た ない と

い う。 残 りの 余 力 を,CATVに 充 て た と して も,設 備投 資 は必 要 な

い ので あ る。

家 庭 向 けの 防犯,防 災 シス テ ム と して,同 社 は 昭 和56年1月 か ら,

「マ イ ア ラー ム」 を販 売 してい る。SPア ラー ム同 様,電 話 回線 で 契

約家 庭 と中 央 コ ン トロー ル ・セ ンター を接 続す る シス テ ムだ。 現 在,

契約 件 数 は6,000件 に達 してお り,全 国 に約4,000軒 の代 理 店 も

設 置 され つ つ あ る。CATVに よ るホ ー ム ・セキ ュ リテ ィ ・シス テ ム

と リン クす る形 で,医 療 サー ビスな ど家 庭 の安 全管 理 サ ー ビス の拡 大

が予 想 され る。

② 警 察,消 防署

民 間 警 備会 社 とは,ま た 違 った 方法 で,警 察 に よる警 備 も 自動 化,

機 械 化 され は じめ た。 警 視 庁,都 内91警 察署,各 方 面本 部,機 動 隊

な どの 全 組織 に計182台 の パ ソ コンを導 入。 本庁 の大 型 コ ンピ ュー

タ と結 ん で オ ン ライ ン化 し,通 信 指令 室 の大 スク リー ンに都内の犯 罪 ・

事 件 の 発 生 状況,警 備,追 跡 態 勢 な どを映 し出す と同 時 に,コ ン ピ ュ

ー タに よ る総 合 分 析 指 令 を各 警 察 に即 時 送 信す る。 今春 に はOA化 が

整 い,警 察 も本 格 的 な コ ン ピ ュー タ時 代 を迎 える こ とに な る。

一 方 ,都 内全 消 防署 も,316台 の フ ァクシ ミ リを,昭 和59年 よ

り3年 計 画 で導 入 す る予 定 。 出勤 した 消防 車 に,災 害現 場 の 図面 や 詳
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しい指令図を送 り,初 期消火の実現 を徹底 させる方針だ。

各家庭や企業 と警察署や 消防署 をオ ンライ ンで結ぶのは,プ ライバ

シー保護をは じめとして さまざまな問題があろ うが,決 して実現不可

能な話ではない。深夜一人歩 きの女性が ポケ ッ ト・ベルを鳴 らして身

の危険を知 らせ ることと,同 一線 上にあ ると考 えられるか らである。

いずれ にせ よ,コ ンピュー タと通 信技術の発達は,警 備の機械化 を

強 力に押 し進 めつつある。 これに よ り,安 全保護は徹底 され るように

なるだろ うが,一 方で,そ の 「安全 」が標 準化 されてい くことも見逃

せ ない事実だ ろ う。

道具(機 械)を 使い こなす ことは,そ の作業範囲を限定す ることに

よ って初 めて可能になる。現在の段階 で,機 械化 され た警備 システム

が あ らゆ る災害,犯 罪 に対処できる と考 えるのは間違 っている。今後,

こ うした警備の網の 目か ら漏れ るよ うな災害,犯 罪の防護に人間の力

が投入 され るよ うになろ う。

■

5.1.6人 材 派 遣 業

近年,日 本のOA化 には 目覚 しい発 展 が 見 られ,そ れ に伴 い 人的 側 面 で

の 変 化 も さ ま ざ まな形 で あ らわれ て き てい る。

情 報 処 理要 員 の 状況 を見 る と5285社 にお け る総 数13万3729

人,1社 当 り25.3人 とな り,前 年 調 査 と比 較 す る と0.3人 の減 員 とな

って い る。

しか し,職 種 別 構成 比 に つ い ては,高 度 な技 術 を要 求 され るSE,プ

ログ ラ マ等 の 構i成比 は増 大 の傾 向 に あ る こ とが 表3-3,表3-4の 構

成 比 の推 移,そ の状 況 か ら読み とる こ とが で き る。

吟
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表3-3 情報処理要員の構成 比の推移

通産省昭和58年12月 「我が 国の情報処理 の現状」

(単 位:%)
年 月職

52.3末 53.3末 54.3末 55.3末 56.3末

シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア 13.9 14.9 15.2 16.0 17.0

上 級 プ ロ グ ラ マ 14.0' 139 148 14.7 15.4

初 中 級 プ ロ グ ラ マ 13.9 13.8 13.9 14.3 14.7

オ ペ レ ー タ 15.4 15.1 15.1 14.3 13.6

キ ー パ ン チ ャ 等 22.5 21.5 20.6 19.4 17.6

管理部門等の一般職員 13.0 13.2 12.8 13.2 13.3

管 理 職 7.3 7.6 7.6 8.1 8.4

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

表3-4 情報 処理要 員の現状

通 産省昭和58年12月 「我が国の情 報処理の現状」

(単 位:人)

年 月職 52.3末 53.3末 54.3末 55.3末 56.3末

企 業 数 4,792 5,133 5,096 5,272 5,285

一 ◆

シ ス ァ ム エ ン シ ニ ア 17,490 20,495 21,119 21,569 22,715

上 級 プ ロ グ ラ マ 17,607 19,142 20,537 19,814 20,576

初 中 級 プ ロ グ ラ マ 17,505 18,949 19,277 19β26 19,616

オ ペ レ ー タ 19β36 20,855 21,073 19,367 18,183

キ ー パ ン チ ャ 等 28,359 29,531 28,683 26,143 23,543

庶務及び管理部門等の職員 16,356 18,234 17,850 17,825 17,819

管 理 職 9,203 10,417 10,614 10,965 11,277

計 125,856 137,623 139,153 135,009 133,729

,

また,賃 金 に関 しては,82年 に おい て平均 給 与額,パ ンチ ャー12

万3900円(対 前 年 比5.5%増),オ ペ レー ター15万2900円(同

6.8%o増),プ ログ ラ マ18万5100円(同4.9%増),SE23万

3400円(同5.6%増)と な てお り,伸 び 率 は まず まず とい えよ う。
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さ て,こ うした現 状 に あ って,情 報 処 理 要 員 の実 態 及 び企 業 との 関 連

等 は どの よ うに な って い る ので あ ろ うか 。

82年 度 に お い て各 企業 か らは,SE57.2%,プ ログ ラム41.8%

の 不 足 が 訴 え られ てお り,残 業 に関 して も,SE20.8%,プ ロ グラ マ

22.7%が 長 い と答 えてい る。

この よ うな結 果 か らす る と,SEお よ び プ ロ グ ラマの 教 育,要 員の 確

保 等 が 各 企 業 の 課題 とな ってい る こ とが 明 らか で あ る。

ま た,昭 和51年,産 業 構造 審 議 会 の 情 報 部 会 計量 化 ワー キ ン グ ・グ

ル ー プが 行 った,昭 和60年 に お け る情 報 技 術 者 の需 給 見 通 しに よれ ぼ,

約3割 の 需 要 過 多 が生 ず る もの との推 計 もな され て い る。

以 上 を解 消 す るた め,各 企 業 で は 自社 内 の能 力保 持者 の 起 用 お よび 新

規 自社 養 成 等 で の 補充 方 法 を 考 えて は い る が,年 々,自 社 内か らの要 員

調 達 の構 成 比 は 減 少傾 向 にあ り,'外 部 か らの調 達 が 増大 傾 向を 示 して き

て い る のが 現 実 で あ る。

中 で も情 報 サ ー ビス機 関 の 利 用 が 多 く,'83コ ン ピュー タ白書 に よれ

ば,1181事 業 体 の うち455事 業 体38.5%(前 年38.1%)が 外

部 か ら派 遣 要 員 を受 け 入れ,年 々そ の 事 業 数 の割 合 は 増 加 してい る。

これ に 伴 い,OAに 関す る人 材 派 遣 を業 務 の 中心 に置 い てい る情 報 サ

ー ビス会 社 の 人気 が高 ま って き てい る。

就 職 に関す る情 報 で は,信 頼 性 を誇 る(株)リ クル ー ト社 の 「週 刊 就 職 情

報 」 にお い て,成 長企 業 とい う特 別 枠 で 紹 介 され た コ ンピ ュー タ ーサ ー

ビス(株)(CSK)は,特 に 現在 脚 光 を浴 び てい る情 報 サ ー ビス会 社 の

ひ とつ で あ る。

CSKは,昭 和43年 に資 本 金500万 円 で設 立 され,事 業 内 容 は 人

材派 遣 業 務 を 中心 とす る コ ン ピ ュー タ ・サ ービス事 業 および コ ン ピュータ

・ リー ス ,シ ス テ ム機 器 販売,情 報 処 理 シ ス テ ム販売 等 を行 ってお り,

現 在 の 資 本 金推 移 は9億3000万 と画期 的 な伸 び率 を示 してい る。
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最 近 の 業 績 を 見 る と,昭 和49年9月,13億500万 円,昭 和50

年9月,31億7700万 円,そ して 昭和53年9月,80億6000

万 円,昭 和57年9月,227億6700万 円 と,順 調 な伸 び を 見せ て

い るの がわ か る。

そ の うち,人 材 派 遣 を 中心 と して い る コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビスの 売 上

の 占め る割 合 は,昭 和57年9月 調 べ にお い て,117億1500万 円

で あ り,業 績 の78%を 示 してい る。

情 報 サ ー ビス業 全体 を通 じて も,OA関 係 に お け る派 遣 要 員の 売 上 高

は,年 々増 加 の 傾 向 を見 せ て い る。

また,情 報 サ ー ビス業 の み に と どま らず,広 く一 般 人材 派 遣 業 界の 成

長 も著 し く,人 材 派 遣 業 全体 で,登 録 ス タ ッ フ6万 人 前後,年 間売 上 は

400億 円 と,景 気 の 冷 え込み を よそ に上 昇 を続 け て い る。

もち ろ ん,こ れ らの 人 材派 遣 業 がOAに 携 わ る ス タ ッフの 派遣 を重 点

に してい る こ とは い うま で もない 。

そ して,こ う した 動 き は民 間 企 業 のみ に と どま らず,千 葉 県先 端 技術

産 業 振 興 会 議 は,県 内 で先 端 技術 産業 を振 興 させ るた めの 提言 を ま とめ

てい る。 そ れ に よる と,エ レク トロニ クス,バ イ オ テ クノ ロ ジー 等,県

内で の 就 職 を 希 望す る技 術 者 を登 録 す る 「科 学 技 術 人 材 バ ン ク」 の設 置

を提 案 して い る。

つ ま り,人 材 派 遣 は 公 ・民 間 を問 わず,幅 広 く問 題提 起 され,注 目さ

れ て い る事 柄 で あ る こ とが 明 白で あ る とい って よい。

しか しなが ら,人 材 派遣 会 社 が 急成 長 を 遂 げ てい る に もか かわ らず,

派 遣 に関 しての 諸 問 題 は さま ざ まな角 度 か ら取 り上 げ られ て い る。

最 大 の 問 題 と され て い るの は,派 遣 が職 業 安 定 法(職 業 安定 法 第44

条)に 触 れ るの で は な いか とい う懸 念 で あ る。 い まの と ころ,人 材派 遣

の 許 可 を 受 け て い る の は,港 湾 荷役,看 護 婦,林 野 関 係,ト ラ ック運 転

手 な どで あ り,情 報 サ ー ビスに 関 しては許 可 が お りて い な い。
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だ が,労 働 省 は81年7月 に,情 報 サ ー ビス,タ イ ピス ト,ガ ー ドマ

ン,ビ ル ・メ ンテナ ンスの4業 種 につ い て は適 用 外 と し,認 可す る とい

う事 務 当 局 案 を ま とめ てい る。 以 上 の案 が 実行 され る と,コ ンピ ュー タ

技 術 者 の 派遣 は合 法 とい うこ とに な り,問 題 は1つ 解 決 され た こ とに な

る。

しか し,こ うい った公 の 問 題 だ け で な く,OAに 関 す る派 遣 には,実

態 を つか み きれ な い難 問 が渦 巻 い てい るので あ る。

そ れ は,技 術 者 の 休 日,残 業,賃 金 等 の待 遇 面 か ら人 間 関 係 の微 妙 な

心 の 動揺 等,数 々の 問 題 が あ げ られ る。 派遣 会 社 と,受 け 入 れ 側企 業 と

の派 遣 要 員 に対 す る不 十 分 な取 り決 め。 そ れ に伴 う派 遣 員 の 肉体 的,精

神 的 な苦 痛 は は か りしれ ない もの が あ る。

賃 金の 現 状 に 関 しては,派 遣 元 へ の 支払 が 平 均1日 当た り,パ ンチ ャ

ー1万4000円 ,オ ペ レー ター1万8700円,プ ログラマ2万500

円,SE2万5000円 とな ってお り,そ の実 務 内容 等 を考 え合 わ せ る

と,決 して高 い もの とは い えな い。

精 神 面 で は,82年 電 算 労 の ア ンケー ト調査 を 見 る と,派 遣 先 で の不

満 の1位 と して,「 コ ミュニケー シ ョンがな くなる」(2581人 中45.7%)。

2位 が 「身 分 が 不 安定 」(同39.8%)と な って お り,そ の 問 題 の解 決

は,事 務 的 な 改 善 のみ で は終 わ らず,よ りよいOAの 推 進 を 図 る とす る

な らば,今 後,視 野 の 広 い 柔軟 な解 決 方 法 が必 要 とな って くる で あ ろ う。

5.1.7博 物 館

か つ て博物 館 は 「博 物 館 送 り」 とい う言葉 に象徴 され る よ うに,古 く

な った物 の お さま る と ころ とい うイ メー ジが あ った。 と くに,わ が 国 で

は 欧 米 の よ うな植 民 地 時 代 に形 成 され た トレ ジ ャー(獲 得 物)博 物 館 が

不可 能 で あ ったか ら,"古 物 倉 庫"と しての性 格 が い や が うえに も強 か

った。

■
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しか し,近 年,博 物館イ メー ジは変わ りつつある。変化のひ とつの契

機は,明 治百年 を記念 して次 々に設立 されてい った地方博物館 ・美術館

に見 ることがで きる。博物館 ・美術館にあ っては,初 めか ら高価 な宝物

な どな く,い くつかの本物 の展示物 を核 として,あ とは レプ リカ(実 物

大模型)や,展 示の全体 の文脈 をつ くりあげるために映写す る方法 も考

えだ された。

ここには,展 示技術の向上(日 本展示学会 も設立 された)と い う要 因

もあ ったが,本 来 モノを収 める ところで あった博物館の 「モノ離れ」 と

い う一見矛盾 した方 向性 が生 まれ てきた ことを読み とることがで きる。

博物館の 「モノ離れ」の傾向は,1977年11月 に一般公開 され た

「国立民族学博物館」に よって,さ らに進め られた。 「民族学博物館」

の展示 には,世 界中か ら集 め られ た本物の民具 ・祭器類の他に,レ プ リ

カや精密な模型は もとよ り,音 響 ・映像 による展示が大胆に取 り入れ ら

れ ていた。 とくに 「呼び物 」の ビデナテー ク(図 書館か らの造語)は,

開館時 にす でに40の ブースが用意 され,そ こで来館者は ボタ ンを押す

だけで,数 百の リス トのなかか ら,自 由に10～15の 民族誌 ビデオを

「閲覧」す ることがで きる。

開館 当時,梅 樟忠夫館長 は 「民博」(国 立民族学博物館の こと)は 世

界のが らくた市です」 と述べる一方で,「 博物館は今後博情館 になる」

と主張 した。つ ま り,か つての博物館は 「モ ノ」のみ を展示す るところ

であ ったが,将 来は 「情報 」を提供す るところとなるはずだ,と い うわ

けで ある。

「博物館」が 「博情館」 に移行す るにあた っては,当 然の ことなが ら,

強力 なエ レク トロニ クスを背 景 としていた。本格的にエ レク トロニクス

を導入 し,新 しい時代に対応す る方 向を打ち出 した博物館の例 と して,

この 国立民族学博物館を中心に見てい くことにする。

(1)国 立大学 共同利用機 関
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民博は,準 備段階では 「民族学 研究博物 館」 と呼ばれていた ことか

らもわかるよ うに,博 物館 として構想 され た ものではな く,む しろ研

究機 関 としての性格が強か った。 この博物館 に勤務する研究員 も学芸

員ではな く,国 立大学 と同 じく教授 一 助教授一 助手制 を採 ってい る

(現 在60数 名)。 民博は3番 目の 「国立大学共同利用機関」 として,

一般 の来館者へのサー ビスを行 うとともに(あ るいはそれ以上に)
,

民族学 ・文化人類学の研究機関 としての任務 を持 ってい る。

したが って,民 博の コンピュー タを中心 とす るエ レク トロニクスの

利用 は,来 館者に対す る ビデオテー クは も とよ り,民 族学研究に使わ

れ る部分 に とくに力が注がれてい るのは 当然であろ う。

(2)民 博の コンピュー タ ・システ ム

民族学 ・文化人類学は,一 言で言 うな らば異な った社会 ・文化の比

較研究 とい うことになる。 この分野 は,価 値観や宗教 とい った問題が

か らみ,社 会科学のなかで も最 も数量化 が困難な ところである。 しか

も,「 未開」な社会 に単身で入 りこむ フィール ドワー クを方法論の中

心 に据 えるため,個 人の資質を重視せ ざるを得ない 側面 を持 ってい る。

もちろん,こ の分野の コンピュー タ活用のむずか しさは初めか ら認

識 され ていた。膨大 なものになる と想定 され るデー タに十分対応す る

ため,端 末装置には とくに力が入れ られ た。

民博の コンピュー タ ・システ ム導入は,2つ の狙い を持 っていた。

1つ は,民 博の所有 しているあ らゆ るデー タが 自由に検索できるデ

ー タベースを構築す ること。 もう1つ は 画像や音響,あ るいは文書 な

どの比較研究や,そ れ らが持つ潜在的 な情報 を新 しい角度か ら眺 め ら

れ るよ うにす ることで ある。

これ らの 目的のために,シ ステ ムが どのよ うに組み立 て られてい る

かは図3-3を 参照す ることとして,実 際に どの ような研究 プロジェ

ク トが行われ,ま た進行 してい るかを見てい く。
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図3-3民 博 コ ン ピュー タシ ス テ ム構 成 図
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(3)民 族 学 と コ ン ピ ュー タ

まず,デ ー タベー スに つ い て代 表 的 な もの を取 り上 げ て み よ う。

「フ ラー フ」 の デー タベ ー ス ー 民族 学 研 究 に欠 かせ な い世 界 的 な

フ ァイ ルに,エ ー ル 大 学 の マ ー ドック らが 作 りあ げ たHRAF(Human

RelationsAreaFiles)が あ る。 これ は 民 族誌 ・論 文 な どの テー

マ ご との フ ァイル シ ステ ムで あ り,地 域 別 の 検 索 と文 化項 目別 の検索

が 基本 で あ る。 も し,フ ラー フが 完 全 に デー タベ ー ス化 されれ ば,あ

らゆ る観 点 か らの 検 索 が 可能 に な り,比 較 研 究 は 飛 躍 的 に 伸び るだ ろ

う。(現 在 は,2冊 の 検 索 用 の本をもとに,必 要 な文 献 の1部 や 論 文 を

コ ピーで 研 究 者 に供 給 して い る)。 民博 で は,す べ て の資 料 を デー タ

ベ ー ス にす る と こ ろ まで は い ってい な いが,進 行 す る研究 テ ー マ に必

要 な デー タを 検 索 す るか た ち で行 わ れ てい る。

タイ文 字 の 三 印 法 典 一 非 ロー マ字 で デー タベ ー スの試 み と して,

タイ文 字 の 玉 印 法 典 が 取 り上 げ られ た。、グラ フ ィ ッ ク端 子 の キ ー ボー

ドに タイ文 字 を 貼 り,そ れ を 用い て タイ留 学 生 に入 力 して も らい,35

万 行の 索 引 を つ く り,レ ー ザ ー ビー ム プ リンタで 出力 で きる よ うに し

た 。

「斐 騨 後 風 土 記 」 の デー タベ ー スー 岐 阜 県 飛 騨 地 方 に 残 る江 戸 後

期 の産 物 目録 を す べ て デー タ ・ベニ スに入 れ,自 由 に引 き出せ る よ う

に した。 これ に よ って 他 の 資料 を加 える こ とで,飛 騨 地 方 の縄 文 時 代

か ら現 代 まで の 産 物 の 種 類 と量が 推 計 で き る よ うに な り,さ らには,

日本 列島 の 縄 文 時 代 の 人 口を推 計 す る研究 に も使 用 され た 。

標 本画 像 処 理 シ ス テ ムー 民族 資 料 と して収 集 され て きた 物 を,瞬

時 に して デー タ化 す る シ ス テ ムで あ り,数 量 や 収 集 地 の デー タのみ で

な く,四 方 向か らの 画 像 デー タが デ ジ タル化 され る。

音 楽 デー タベ ー ス ー ヨ一 口 ッパ音 楽 の場 合 は,体 系 化 され た 楽譜

が 存 在す るが)実 は,他 の地 域 の音 楽 の 大 部 分 は 楽譜 の ない もの で あ

一84一

,

●



,

り,ヨ ー ロ ッパ式 の方 法 で は 採 譜 で きな い もの も多 い。 音 楽 デー タベ

ー スの プ ロジ ェ ク トで は ,そ うした非 ヨー ロ ッパ音 楽 を 自動 的 に数 値

化 ・記 号 化す る こ とを可 能 に した。 こ うして定量 分 析 が で き る よ うに

な った 音 楽 は,そ の特 色 につ い て比 較 研 究 が進 め られ る。

以 上 の よ うに,民 博 にお け る デー タベ ー スは 多方 面 にわ た って蓄 積

され て い るが,一 方,こ うした デ ー タベ ー ス を用い ての 研 究 には どの

よ うな ものが あ る だ ろ うか。

代 表 的 な共 同研 究 には,先 に あげ た 「斐 騨 後風 土 記 」 を も と に した

岐阜 県飛 騨 地 方 の 百 年 の 推移 を生 産 物 の面 か ら トレー ス した 研 究 が あ

げ られ る。

現 在,進 行 中 の もの と して注 目 したい の は,東 南 ア ジ ア を中 心 とす

る 「文 化 ク ラス ター 分 析 」の プ ロジ ェ ク トで ある。 これ は,文 化要 素

(例 えば,食 糧 と な る イモの 種 類 と社 会 シ ス テム)の 分 布 を 調 べ て,

民 族 間の 関 係や,も の の伝 播 を 明 らか に し よ うとす る もの で あ る。 こ

の プ ロジ ェ ク トに つ い て は,デ バ イ スの 特 徴 も見のがせ ない。研究者は

諸 文 化 的 要 素 の 重 な りや 分 布 を見 る際 に,単 に ラ イ トペ ンでCRTの

上 を なぞ れ ば よい よ うに な ってい る。

さ らに,音 楽 デ ー タベ ー スの 方法 を応 用 す る こ とに よ り,ア フ リカ

の あ る民 族 の太 鼓 演奏 に よ る歴 史語 りを 分 析 して,無 文 字 社会 の コ ミ

ュニ ケー シ ョンの秘 密 に迫 ろ うと してい る。 あ るい は,数 量 化 はむ ず

か しい と思 わ れ て い た味 覚 を 分 布 図 と して プ ロ ッ トす る こ とに よ って

表 示す る試 み も な され てい る。

(4)情 報 セ ン ター/デ ー タ ・ベ ー ス として の博 物(情)飽

こ う した プ ロジ ェ ク トない し研 究 は,そ れ だ け で あ る な ら過 去 の 研

究 方法 の高 速 化 で あ り,依 然 と して今 ま で の延長 上 に あ る と言 えるか

も しれ ない 。 も ち ろん 民 博 は そ こに と どま る もの では ない 。

創設 の 当初 よ り,た と えば梅 樟 館 長 が述 べ てい た よ うに,・ 「民 博 は
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情報 セ ンター」 「民博はデータベース」で あ り,さ らに 「ベ ンチ ャー

産業」(月 刊みんぱ く)で あるかぎ り,構 想が実現 した とい うことに

はな らない。次 に考 えられ るのは,IN・Sネ ッ トワー クによる他の研

究機 関 との結合で あろ う。

す でに,DDXに よる大学間 コンピュー タ ・ネ ッ トワー クの開発 プ

ロジェク ト(N-1プ ロジェク ト)は,昭 和49年 度か ら52年 度に

かけて,文 部 省の科学研究費 の援助を得 て,東 京大学,京 都大学およ

び電電 公社 に よる共 同研究 として進め られ,の ちに東北大学 も参画 し

て実証 実験 が行われ てい る。民博の場合は特 に共同研究利用機関の性

格上,民 族学 ・文化 人類学研究の 「情報 セ ンター」 「データベース」

としての機 能が重視 され る。

将来は,関 連す る機関,た とえば国立歴史民俗博物館 な どと自由に

研究 デー タの交換を行 うよ うになるのをは じめ,各 大学の民族学 ・文

化人類学の研究者が遠隔地 にいたままで,膨 大な民博 のデータベー ス

に アクセス し,従 来の博覧強記型や経験重視の研究か ら,自 由に視点

を変 えて 「文化 ・社会」を考 える研究へ と移 ってい くことになろ う。

5.2新 しい 考 え 方 の 種

5.2.1在 宅 勤 務

A・ トフ ラー が 「第三 の 波 」 に 示 した未 来 の イ メー ジの なか で,衝 撃 を

与 えた もの の ひ とつ に 「エ レ ク トロニ クス ・コテー ジ」 が あ る。 これ は,

パ ー ソナル コ ン ピ ュー タや デ ー タ通信,テ レ ビ会 議,フ ァ ク シ ミ リな ど

を 利 用 して,家 庭 にい なが らに して仕 事(在 宅 勤 務)が 行 われ る とい うも

の だ が,単 に技 術 的 な可 能 性 を示 した の で は なか った。 トフ ラーは 「"エ

レ ク トロニ クス住 宅"実 現 へ の 闘争 は,第 二 の波 の過 去 と第 三 の波 の未 来

との"大 闘争"の 一 部 で あ る」 と述べ て,実 現 に 際 して は社 会 の 根本 的 な

変 革 が 伴 うこ とを 予 測 してい た。
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しか し,同 じ米 国の 社 会 予 報 家 で あ るJ・ ネイ ス ビ ッツは 「メ ガ トレ

ン ド」 の 中 で,未 来 が 「エ レク トロ ニ クス ・コテー ジ」 を単 位 にす る社

会 とな る予 測 に対 して,否 定 的 な 見解 を示 した。 ネ イ ス ビ ッツに よれ ば

「在 宅 勤 務 」 を可 能 にす る技 術 が進 めば 進 む ほ ど逆 に人 々の 集 ま る オ フ

ィス に行 きたい と思 う欲 求 は強 ま ってい くはず だ,と 言 うの で あ る。 ネ

イ ス ビ ッツの見 解 は,現 在 の 時点 で の 平 均 的 市民 の感 情 を あ る部 分 代 表

してお り,説 得力がある。 に もかかわ らず,「 在宅勤務」は技術的には

す で に 可能 な もの とな り,現 実 に も行 われ てい る。

(1)日 米 にお け る 「在 宅 勤 務 」 の 実 例

まず,ア メ リカ合 衆 国 の 例 をい くつか ひ ろ ってみ よ う。

● イ リノイ 州 に あ る コ ンチ ネ ンタル ・イ リノイ ・ナ シ ョナ ル信 託 銀

行 で は,1978年 か ら 口述 テ ー プを ワー ドプロセ ッシ ングす る仕 事

を対 象 と して,「 在 宅 勤 務」 の 実 験 を開始 してい る。 最 初 は1年 半

のみ で あ った が,ユ981年 か ら自宅 で働 くこ とを条 件 に新 し く採

用 した4人 の 女 性 に よ って行 わ れ てい る。 家庭 には,電 話,机,椅

子,デ ィス プ レイ端 末機 と タイ プライ ターが 支給 され た 。

・ ニューヨークおよび カ リフ ォル ニ ア州 に オ フ ィス を持 つ ソ フ トハ ウ

ス,ハ イ ツ ・イ ンフ ォメー シ ョ ン ・テ ク ノ ロジー ・サ ー ビス社 で は ,

200人 の プ ロ グ ラマー を 在 宅 勤 務 させ てい る。 同社 は,英 国 の ソ

フ トウ ェ アハ ウス,エ フ ィ ンター ナ シ ョナ ル社 の 試み を導 入 した。

・ カ リフ ォル ニ ア 州のSRIイ ン ター ナ シ ョナル社 の エ レ ク トロニ

クス ・イ ン ダス トリー セ ンター では,か ね て よ りの1人1台 端 末 機

を持 つ シ ス テ ムの 延 長 と して 「在 宅 勤 務」 を導 入 しは じめた 。

・ イ リノイ 州の フ ァー ス トナ シ ョナル銀 行 では1979年 と1981

年 に,け が を した マ ネー ジ ャー と妊 娠 した 女 性 の プ ロ グ ラ マ を,

業 務 の 代 行 が 不 可 能 とい う理 由で 「在宅 勤 務」 を認 め た 。

(2)わ が 国 にお け る 「在宅 勤 務 」 の 例
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や は りア メ リカ合衆 国の 場 合 と同 じよ うに,コ ンピ ュー タ ・プ ロ グ

ラ ミン グの 例 が 多 い。

安 川 情 報 シ ス テ ム社,ウ チ ダ ・プ ログ ラム ・プ ロ ダク ト社,CAC,

ジ ャス コ,SRA,日 立 ソ フ トエ ンジ ニア リン グな どで,多 くの場 合,

会社 負担 で家 庭 にパ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タや ポ ー タブル 端 末機,あ る

い は ミニ フ ァ ックス な どを用 意 して プ ログ ラ ム開発 に当 た るわ け で あ

る。

た だ,い わ ゆ る ソ フ トウ ェ ア ハ ウ ス の 場 合,パ ー ソナ ル コ ンピ

ュー タが あ れ ば どこで も仕 事 が で き るわ け で,プ ログ ラム開 発 に取 り

組 む ハ ッカー が,ど の よ うな生 活 を送 ってい るか(こ こで 問 題 と して

い る よ うに,自 宅 か会 社 の うち仕事 でや るの は どち らか とい った問 題

を含 め て)は か な り把 握 しに くいbプ ロ グ ラム開 発 の生 産 量 が増 大 す

る につ れ て,「 在 宅 勤 務」 を含 め た 未来 の労 働 を予 測す る には ハ ッカ

ー の 「生 態 」 に関 す る研 究 が 必 要 とな るだ ろ う。

日本 の場 合 の例 として 注 目に値 す るの は,身 体 障 害 者 に よる 「在 宅

勤 務 」 に つ い て の例 で あ る。 これ は,東 京 コ ロニー,大 分 県 別府 市 の

「太 陽 の 家 」,神 奈 川 県座 間市 の ア ガペ身 障 者 作業 セ ン ター に 見 る こ

とが で き る。

その ほ か,日 本語 ワー ドプ ロセ ッサ の発 達 に と もない,速 記や テー

プの 文 章 化 の 分 野 で の 「在 宅 勤 務 」 が急 速 に増 加 して い る。

この よ うに見 て くる と,日 米 と もに 「在宅 勤 務 」 が 比較 的早 く容 易

に 導 入 され てい るの は,い わ ゆ る 「情 報 産 業 」 の分 野 に多 く,ま た つ

い で 「銀 行 業 務 」 の エ レク トロニ クス化 され た 部分 に多 い と言 える。

この ほ か の 業種 に も広 が って い くか ど うか は,技 術 的 な問 題 と とも に,

社 会 ・経 済 的,そ して意 識 的 な 側面 が よ り問題 と な るだ ろ う。

(3)社 会 的,経 済 的 条件

「在 宅 勤 務 」 が 広 範 囲 に わ た って導 入 され た とき の影 響 の なか で,

一:-88一

、



,

比較 的予測 しやすいのが経済的 ・エネルギー的側面であ り,ト フラー

をは じめとす る 「在宅勤務」推進派は将来 の省エ ネル ギー化 の一解決

としてあげ ることが多い。

労働が分散 され ることによ ってエネルギーが省力化 される とい うの

は,従 来の工場生産 にあ っては考 えられない ことで あ り,知 的集約産

業が増大 しては じめて生 じた現象である。た とえば,遠 距離通勤のた

めのエネルギー よ り遠距離通信 に要す るエ ネルギーは,は るかに少 な

くてすむ。通勤が不要になれば車の排気 ガスは減少 し,公 害対策にか

ける費用も少な くてすむ一 とい うわ けである。

さらに,「 在宅勤務」が実現化 してゆ く場合 に,い ままでの経営上

の ロスが減少 してい くことが あげ られ る。新 しいOA機 器の導入な ら

びに情報 システム戦略の見直 し,あ るいは終身雇用制の変化に よって,

効率化 ・合理化が 図 られてい く可能性がある。

日本の場合,石 油 シ ョック以後,こ とに省資源 ・省 エネル ギー型の

産業構造への移行が さけばれ,現 実にも動 きつつ ある。在宅勤務に関

す る産業構造的 な条件は,か な りそろい始めつつ ある。

(4)社 会的条件 と価値観の変化

「在宅勤務」が一般的な もの とな った際の最大の社会的 イ ンパ ク ト

は家庭 内にあ ると言われる。

家庭が恒常的 にな った場 合,家 庭その ものの意味が変化す ることに

なろ う。家庭での仕事場の確i保に始ま って,夫 婦間の分業の再編成 に

も拍車がかか る。 子供の育児や教育,し つけの責任所在は,か つての

よ うに妻 に多大の犠牲 を強いるものではな くなるだ ろ う。

ところで 「在宅勤務」は,会 社のオ フィスで働 くか 自宅で働 くかの

問題ではな くて,労 働条件の選択可能性の拡大 として把 えることもで

きる。

た とえば,「 在宅勤務」 と呼ばれるものを,2つ の モデルに分けて
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考 える場 合 が あ る。1つ が 自宅 で の 勤務,も う1つ が 「サ テ ライ ト・

オ フ ィス」 な どと呼 ばれ る通 信 回線 や パー ソナル コ ンピ ュー タを 備 え

た,比 較 的 自宅 に近 い とこ ろに 通 勤 して仕 事 をす る形 で あ る。

この サ テ ラ イ ト ・オ フ ィスは,会 社 が 設 置 す る場 合 も あ る し,ま た

共 同 出資す る こ とに よ って何 人 か で共 有 す る こ と もあ ろ う。 い ずれ に

して も,エ レ ク トロ ニ クスに よ って会 社 の オ フ ィス以 外 の ところ に仕

事 場 を つ く り出す こ とは 共 通 してい る。

これ に対 して,従 来 か らの フ レ ックス ・タ イ ム制 は どの よ うな意 味

を持 つ だ ろ うか。

フ レ ックス ・タイ ムは,1965年 ドイ ツの 女性 経 済 学 者 が,主 婦

の 職 場 を も っ と拡 大 す る方 法 と して提 案 した もので あ った が,70年

代 に欧 米 に拡 が り,わ が 国 で もか な りの 数 の会 社 が 採 用 して い る。 ま

た フ レ ック ス ・タイ ム制 と と もに広 く普 及 した労 働 形 態 に パー ト・タ

イ ムが あ る。 これ もまた,女 性 の職 場 を 拡 大す る の に貢 献 して きた。

ただ し,フ レ ックス ・タイ ム もパ ー ト・タイ ム も,労 働 条 件 の選 択 の

幅 を拡 大 した が,必 ず しもエ レク トロニ ク スに よ り可能 に な った とい

うわ け で は な い。

エ レク トロニ クス の発 達 に よ って労 働 条件 が拡 大 した例 と して挙 げ

られ るの は,現 在,結 婚 した 女性 が 家 庭 に 入 って しま うた めに 失わ れ

る教 育 投資 を 回収 しよ うとす る動 向が,メ ー カーや ソ フ トウ ェア ・ハ

ウスに 見 え始 め て き た こ と で あ る。 こ うした 女性 た ち を在 宅 プ ロ グ

ラマー と して 契 約す れ ば,そ れ までの 教 育 投 資 を 回収 で き るだ け で な

く,主 婦 の 側 に してみ て も収 入 を確 保 で き,社 会 参加 に よる満 足 が得

られ る。 この 形 式 は,在 宅 勤 務 が一 般 化 してい く際,ひ とつ の 大 き な

要 因 と な る こ とが 予 想 され る。

㈲ 在 宅 勤 務 の イ メー ジ

さて,そ れ で は 現 実 に,在 宅 勤 務 は企 業 や 働 く人 々に,ど の よ うに
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《

受 け とめ られ て い るだ ろ うか 。

昭和57年 度 に,(社)日 本電 子工 業 振興 協会 におけるホ ームワーク ・

シス テ ム調査 委 員 会 に よ って行 わ れ た調査 に よれ ば,企 業 の 在 宅 勤務

に対 す る関心 は約80%あ るが,現 実 に在宅 勤 務 を導 入 した とこ ろは,

ま だ1.8%に す ぎ な い 。 将 来 の可 能 性 につ い て は30%に な って い

る。(図3-4参 照)

また,企 業 か らすれ ば,管 理 部 門(総 務 ・人事 ・経 理)の 在 宅 勤 務

の 可 能 性 はか な り低 い とみ な され てい る。(図3・-5参 照)

一 方 ,企 業 従 事 老 の 意識 と しては,あ る米 国系 の コ ン ピ ュー タ会 社

が 東 京都 内の400近 い会 社 員 に ア ンケー ト調査 を行 った 例 で は,在

宅 勤 務 を望 む 人 は 全体 で37%,と くに少 ない 層 と しては,男 の40

代,女 の2,30代 は いず れ も20%台 で ある。

先 の社 員 に対す る意 識 調 査 に見 られ る 「37%」 とい う数 字 が,い

ま現在 で 多 い か 少 ない か は 何 を基 準 にす るか に よ って変 わ って くる こ

とだが,た と えば,A・ トフ ラー は,今 日労働 力 と され る もの の10

な い し20%が,今 後2,30年 に わ た って在 宅 勤 務 を行 う よ うに な

れば,経 済全般,都 市,環 境,家 族構成,人 間の価値観 か ら政 治に至

るまで歴史的転換が起 こる,と している。

これは,予 言 とい うよ りは,現 在の趨勢か らして ごくあた りま えの

ことであ り,企 業側の在宅勤務の可能性予測か らして も,決 してあ り

得 ない ことではない事態であろ う。

■
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図3-4 在 宅 勤務:関 心 と可 能 性

コ ン ピ ュー トピア(1983.9)

回答比率

1020 30 40

(%)

506070

タ

観

入

経

総

設

コンピュータ ・
プログラム作成

各 種 デ ー タ の 入力

イ ブ 部

事 部

理 部

務 都

計 部

デ ザ イ ン 部 門

セールスマ ンの報 告

調 査 ・企 画 部 門

門

訳

門

門

門

門

.
.

157・1

150.6

155.3

152.9

143.5

=コ5・9

111.8

コ4・7

14L2

135.9

137.1

'

図3-5 一般 的 に在 宅勤 務 の可 能 性 の あ る業 務別 回答 比率

コ ンピュT・一ートピア(1983.9)

φ

一92一



◎

ろ.22電 子 マネー

銀行の オ ンライ ン化が進み,多 くの会社で給料が銀行振 り込み にされ

るよ うにな ってい った ころ,サ ラ リーマ ンは家庭との最後の結び つきを

喪失 した よ うに しば しば語 られた。

いわく 「一家の主である男性は,か つては家族の見 えるところで働 き,

彼 らに収穫物 をもた らしたがゆ えに妻や子供の尊敬 を うけた。それが現

代では,家 庭は母 と子供だけの もの とな り,主 人は生活費 を持 ち帰る給

料 日だけ に家主であ ることを思い出 してもらえた。 ところが どうだ,直

接銀行 に振 り込 まれ るよ うになれば,明 細書のみを持 ち帰 る男を家 族の

誰が主人 と認 めるだろ うか」。

あいかわ らず今で も,コ ンピュー タか ら出力 された給料 明細書を持 ち

帰る人 々は一応主人であ りつづ けているのだか ら,こ の話は,未 来予測

としては あま り出来の よいもの とはい えなか ったか もしれない。

しか し,銀 行の ナ ンライ ン化およびマネーカー ドの一般化と,そ の後の

クレジ ッ トカー ドの普及によ って,社 会の消費生活 ス タイルは大 きく変

えられ て しま った。かつての よ うに,大 顎の札を持 ち歩 く人は減 り,土

曜 日にCD(現 金 自動支払機)の 前に生 まれ る長蛇の列 も見慣 れた風景

とな った。現金 を持たずに行 くシ ョッピングは当 り前の ことであ り,夫

がつ き合いで恥 をか くことが ない よ うにと,隠 しポ ケ ッ トに一万円を入

れ てお くの も懐古的美談 にす ぎない。 もっともこうした変化が,単 なる

風俗的 な レベルにとどまらない ことは,「 お金」の歴史 を振 り返 ってみ

れば 容易にわかる ことである。

(1)マ ネーの歴史

お金が,価 値の あるもの とされてきたのは,決 してそれが神聖 な霊

力をも っていたか らではなか った。あるいは また)金 とか銀 とかの貴

金属でつ くられ ていたか らで もなか った6お 金の価値 を何 らかの外延

量 一 た とえば労働 とか限界効用 とかの一 で説 明 した理論は時代の
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推 移 と と もに過 去 の もの とな った。 マ ネーが,価 値 の 規 準 と して定 量

可 能 とな った の は,た か だ か この200年 ほ どの こ とで あ り,地 球 上

の ほ ん の一 部 で は じま って,現 在 は 全世 界 をお お って し ま った こ とが

わ か りは じめ た 。 マ ネー のみ か けの 価値 は実 は お 金 そ の もの に はな く

て,お 金 の 流 通 を 制 度 と して成 り立 たせ てい る社 会 シ ス テ ムに あ る こ

とが 明 らか に な った 。

結 局 の とこ ろ,全 世 界 に ゆ きわ た った 「経 済 シ ス テ ム」 の なか で は

「マ ネー」 とは 価 値 交 換 の た め の 「記 号」 とな って い る こ とに,人 類

は 気づ きは じめて い るの で あ る。

(2)金 融 制 度 と電 子 マ ネー

現 在 のわ が 国 の 金 融 制 度 は,周 知 の よ うにす で に金 本 位 制 な どで は

ない。 日銀 券 の 発 行 の 数 量 を 財政 と結 び つ け て コ ン トロー ルす る シス

テ ムを 持 ってお り,本 来 的 に は この 日銀券 が経 済 的 価 値 の 交 換 の 「記

号 」 で あ る こ とに な ってい る。 しか し,現 実 には 有 価 証 券 が あ り,信

用 取 引 が あ り,大 き な取 引 を うこ か してい る のは,書 類 上 の 文字 なの

だ 。 一 枚 の紙 に書 か れ た 「数 字 記 号」 が ビル を建 て,人 を動 員 し,巨

大 な資 本 を築 き あげ てゆ く。 現 実 に金 を積 み あげ て,そ の 威 力 を誇 示

す るの は,単 な る儀 式 と して行 わ れ るか,あ る種 の 人 が や る政 治 的 な

デ モ ンス トレー シ ョンに限 られ る よ うにな って しま った 。 実 の と ころ,

こ うした 現金 ば なれ の動 向は か な り昔 か ら生 じてお り,エ レ ク トロ ニ

クスが 導 入 され た こ とに よ って 市 民 レベル で も行 わ れ る よ うに な った

にす ぎ な い。 マ ネ ー カー ドや ク レジ ッ トカー ドが普 及 す る以 前 か ら,

す で にお 金 は単 な る 「数 字 記 号 」 にな って しま って い た の で あ る。 し

たが って,エ レク トロ ニ クス に よ る金融 の 機 械 化 も,そ の延 長 上 に あ

る と言 えない こ と もな い。

しか しなが ら,最 近 の エ レク トロニ クス ・バ ンキ ン グの趨 勢 は,今

まで に なか った 要 素 を マ ネー に持 ち こん でい る。 価 値 交 換 の た めの 記
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号が電子化 された 「電子マネー」は,か つ ての 「経済 システム」その

ものを も変 えて しまう可能性 をも っているp

クレジ ッ ㌧カー ドやマネー カー ドは,消 費生活や金融機関 と預金者

との関係を変 え,潜 在的な一般 の経済生活を拡大 した。 フ ァームバ ン

キ ングは,事 務の合理化や取 引の迅速化 ・資金の効率化 をはか るにと

どま らず,従 来副次的な意味 合い しか もたなか った情報提供業務や,

コンサル ティ ング業務の重要性 を高める。ホームバ ンキ ングは,市 民

レベルの経済生活か ら紙幣を消滅 させ,家 庭と銀行 ・小売店 を直結す

る。そ して 「電 子マネー」の最大 の特徴は,か つては考 えられ なか っ

た資金(経 済的価値)の 移動性 を飛躍的 に高めることで ある。

「電子 マネー」 の高い移動性は,金 融制度に衝撃を与 えず にはおか

ないだ ろ う。た とえば,フ ァー ムバ ンキ ングによって銀行 と企業の コ

ンピュー タが通信 回線でつなが ると,こ れ まで経理事務 に時間を要 し

たために存在 した 「ねむ り金」は消 え,こ の金に よって利子収入を得

ていた銀行は,大 損失 をこ うむ ることになる。

さらには,「 電 子マネー」が,通 信衛星 によって国際的な移動性 を

もつ ようになれば,国 際経済は,か つて とはま った く異 な った様相を

呈す る ことにな る。 もちろん これは,す ぐに実現す ることでは ないが,

技術的にはすでに可能 とな ってい るのである。

亀

5.2.ろ 電 子 都市

(1)テ クノポ リス

昭 和55年3月,通 産 省が 「80年 代 の通 産政 策 ビジ ョン」 を発 表

す るや い なや,全 国 の地 方都 市 か ら問 い 合せ の電 話 が 殺 到 した。 同書

の 内容 に,未 来 の 地 方 都市 の あ り方 を強 烈 に方 向づ け る 「テ ク ノポ リ

ス構 想 」 が 盛 り込 まれ て い たか らで あ る。

こ こで描 かれ た テ クノポ リス とは,地 方 都市 に エ レ ク トロ ニ クスや
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バ イオテ クノロジーとい った先端技術産業を誘致 し,同 時に大学や最

先端技術関連の研究所な どの研究 施設,誘 致企業 で働 く従業 員の住宅

施設や美術館,コ ンサー トホールな どの文化 施設 を整備 して新時代の

産業都市 を 目指す ものだ。昭和57年3月 に通産省が発表 した基本構

想では,テ クノポ リスは 「先 端産業 ゾー ン」 「研究 ゾー ン」 「文化 ゾ

ーン」がみ ご とに調和 した,ク リー ンな未来 都市 とうたわれていた。

基本構想が発表 された 当初,全 国19都 市が立候補 し,地 域指定 を

受 けるために華 々しい陳情合戦が演 じられ た。高度経 済成長期にぶち

上 げ られ オイル シ ョックで挫折 した 「新産業都市構想」に くらべ,テ

クノポ リスには国の多額の資金援助がない。地域の創意工夫 とい う名

の もとに,い わば 「あなたまかせ」の都市構想で あると批判す る一部

識者 もいた。 それで も,数 多 くの地方都市が名乗 りをあげたのはなぜ

だ ろ うか。その事情 を考 えてみたい。

最大の理由は,地 方の時代 とい うか け声にそ ぐわない地方 自治体の

財政事情があ る。確か に,70年 代 以来の著 しい技術革新は,先 端企

業の地方工場誘致 を促 した。しか し,こ れまでの工場誘致は多分 に 「落

下傘部隊」的であ り,地 域の産業 としてその土地を潤す まで には至 ら

なか った。利益の大 半は中央の本社に吸い上げ られ,逆 に,素 材産業

か ら脱却 できない地場 産業 をやせ細 らせ る結果 につ なが った。時代に

取 り残 されつつ ある自治体 に とって,地 元で生産 ・流通 ・消費で きる

先端技術産業の育成は,死 活問題 だ ったのである。

地方に とって,先 端技術産業の 育成 は,機 会 さえあれは条件は整 っ

てい るとい ってよい。 エ レク トロニクスにせ よ,バ イオテ クノ ロジー

にせ よ,製 品は小型 ・軽量であ り,付 加価値が きわめて高い。冷蔵庫

や洗濯機 を組み立てて輸送す ることは無理で も,半 導体部 品な らば十

分に採算が とれ る。地 方空港が整備 されれば,東 京 を経 ないで直接海

外に も輸 出できる。そ うなれば,』地域経済は初 めて独立独歩の道 を進
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む ことがで きるのだ。

また,半 導体な どの先端産業は工業廃棄物 による汚染が きわめて少

ないか ら,地 域の 自然保護 も守 られ る。

この よ うに,通 産省によるテ クノポ リス構想の発表は,地 方 自治体

の望み をすべ てか なえるものだ ったので ある。

通産省は,は じめ候補地 を厳選 し一地域 をモデル都市にす る方針だ

ったが,58年10月 に,構 想を さらに具体化 した開発指 針をまとめ

た際 に方針 を変更 した。

① 開発 目標年度 を昭和65年 にす る

② 開発面積 は,13万 ヘ クタール以下

③ 立地地点 は,人 口15万 人以上 の都市 の中心か ら,30分 以内の地

域

とい う3つ の条件で複数地域の指定 を行 うことを正式 に決定 した。19

の立候補地域 の うち,14の 地域がこの条件 に沿 って申請を行い,今

年中にはすべ て承認 される見通 しだ。

今年 中に承認 され る地域 は,以 下の通 り。 函館,秋 田,長 岡,宇 都

宮,浜 松,富 山,吉 備高原,広 島中央,宇 部,久 留米 ・鳥栖,県 北 国

東,熊 本,宮 崎,国 分隼人。

前述 した ように,テ クノポ リス指定地域 には,港 湾や道路の建設 な

どへ の国の財政援助策はない。 しか し,計 画推進のための公共 施設や

個別企業 に対す る補助金,優 遇税制,金 融措 置は,ひ と通 りそろえら

れてい る。

主だ った ものを挙げ てみ よう。

まず,目 玉 として 「テ クノポ リス減税」がある。 これは,テ クノポ

リス地域 内の特定先端産業分野の企業が,機 械 ・装置や建物 な どを新

増設 した場合 に,特 別償却を減 らす投資減税。14地 域合わせ て59

年度減税額10億 円,投 資総額100億 円を見込 んでいる。
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補 助 金 は既 存 の もの を 利 用す るが,中 で も最 も大 きい のが 地 域 フ ロ

ンテ ィア技 術 開 発 事 業へ の補 助金 で ある 。対 象 は3地 域 で8億9000

万 円。 このほ か,各 地 域 の 開 発推 進 母体 が債 務 保 証,人 材 育成 事 業 の

た めの 基金 をつ くる際 に工 業 再配 置 促 進 費補 助 金 か ら,合 わせ て5億

円 を助 成す る。

今 後 は,各 地 域 の 特 性,自 然 環境,技 術集 積 を生 か した テ ク ノポ リ

ス建 設 が,具 体 的 に進 め られ よ う。 そ して,こ の 未 来 都 市 を テ コに し

て,地 域経 済 の 自立 性 強 化 が,一 層促 進 され る こ とが 期 待 され て い る。

(2)テ レポー ト

ニ ュー ヨー ク ・ニ ュー ジ ャー ジー 合 同港 湾委 員会 が 大 手 証 券会 社 で

あ る メ リル ・リンチ,通 信 機 器 会 社 ウエ ス タ ン ・ユ ニオ ン と共 同 で進

め てい る プ ロジ ェ ク トで,今 後 現 在 以上 に高 まる電 気 通 信 を さば くた

め,ユ ーザ ー とオ ペ レー ターが 共 同で コス ト軽 減 を 図 ってい こ うとす

るた め の衛 星 通 信 用 の 大 型 パ ラボ ラア ンテ ナを もち,ビ ジ ネス街 との

間 を光 フ ァイバ ー ・ケー ブル で結 ん で,国 際 的 な情 報 拠 点 に しよ うと

す る情報 通 信 施設 の こ とで あ る。

84年 春 には 一 部 が 運 用 を 開 始す るが,用 地 は 約80ヘ クター ルで

第 一 計 画 で は15ヘ ク ター ル が 施行 され る。 その 予 算 は 第 一 期分 で 約

1300万 ドル(54億 円)。 全体 の コス トは約2億 ドル(470億

円)か ら3億 ドル(750億 円)で あ る。

ニ ュー ヨー クか ら脱 出 しよ うとす る大 企 業 を食 い 止 め る た め に重 要

なの は イ ンフ ラ ス トラ クチ ャーの 整 備 で あ り,他 都 市 との 間で 差 別化

を進 め る上 で 有 効 で あ る。

立地 条 件 と して,電 磁 波 障害 を受 け ない と こ ろ,利 用 可 能 面積,中

心 部 の立 地,主 要 交 通 機 関,労 働 力の 確保,光 フ ァイバ ー ・ケー ブル

を敷 設す る た めの ビ ジネ ス ・セ ンターか らの距 離,ル ー ト選 定 等 の要

因か らニ ュー ヨー クの ベ ッ ドタウ ンで あ る ステ ッタ ン島 が 選 ば れ た。
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テ レポー トの 通信 機 能 を構 成す る最 低 設 備 と して

・光 フ ァイ バ ー に よ る基 幹 回線

・衛 星 通信 の地 上 局

● コ ン トロー ル ・セ ンター

・顧 客 との 間 の イ ンター フ ェ イス装 置

・運 用 ・保 守 サー ビス

・ ノー ド交 換

が 必 要 で あ る。

テ レポー トが 目指 す サ ー ビスの特 徴 は

・ビデオ チ ャ ンネル は45Mbpsで デ ジタル化 され る。 ビデ オ回

線 の半 分 はPCMチ ャ ンネル ・バ ンク装置 を必 要 とす る。

・通 信衛 星 に 自由 に ア ク セスで き る。 これが テ レポー トの 最 も特

徴 あ る機 能 で あ る。

・ア ンテ ナ設 置 予 定地 区 に は地 上 局 も準備 され,十 分 な人 工 シー

ル ドも な され る。

・共 同利 用 で ア クセ スす る ア ンテナ は通 信衛 星 の うち,西 経70

度 か ら135度 に あ る もの す べ て を ア クセ スで き る。

・上 り下 り回 線 と もテ レポ ー トか ら提 供 され る。 自社 の 地 上 局 設

備 利 用 も可 能 で あ る。

・24時 間 勤 務 の技 術 者 が 年 中 無 休で 常 駐す る。

予定 してい る通 信 サ ー ビス は,ニ ュー ヨー ク大 都 市 圏 の 広 帯 域 光 フ

ァイ バ ー幹 線 サ ー ビス,衛 星 の 送 受信 の た めの地 上 局 ア クセ ス ・サ ー

ビス の2つ で あ る。

ニ ュー ヨー クに 続 い て ,オ ハ イオ 州 コ ロ ンバ ス地 区 で も テ レポー ト

事 業 会 社 が 発 足 し,さ らに他 の 地 区 で も構 想 が出 始 め 全 米 に 広 が る も

よ うで あ る。

84年2月 に ニ ュー ヨー クで 世界 テ レポー ト会 議 が 開 かれ,各 国の
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高 度 情 報 通 信 都 市 を通 信 衛 星 で結 ぶ 「世 界 テ レポ ー ト連 合 」 が提 供 さ

れ る。 日本 か らは東 京,横 浜,大 阪,千 葉 が 日本代 表 の 座 を か け競 合

参 加 。 そ の 他,銀 行,商 社,通 信 機 器 メー カー な ど20数 者 の民 間 企

業 もテ レポー ト都市 作 りの 資 金,受 注 合 戦 の 事 前調 査 と し て担 当者 を

送 り出す 。

この よ うに テ レポ ー トは 電 気 通信 の 中で 重 要 な役割 を果 た す こ とに

な る で あ ろ う。 そ して,テ レポー トを計 画 通 りに 実 施 で きれ ば,そ

の 都市 は世 界 的 に も情報 にお い て イ ニ シア チ ブを と る こ とが で きる で

あろ う。

(3)二=一 メデ ィア コ ミュ ニテ ィ構 想

通 産 省 機械 情 報 産 業 局 で は,ニ ュー メ デ ィ ア コ ミュニ テ ィ構 想 を 発

表 してい る。 ニ ュー メ デ ィア コ ミュニ テ ィ構 想 の概 要 は,「 地 域 コ ミ

ュ ニテ ィの ニー ズに適 合 す る各種 情 報 化 シ ステ ムの モ デ ル を構築 し,

利 便 性,経 済 性 お よび 産 業,社 会へ もた らす 影 響 の評 価 を行 う。 さ らに,

この構 想 の 結 果 を踏 ま えて実 用 シス テ ムの 構 築,全 国 レベ ルの ネ ッ ト

ワー ク化 の 促 進 を図 って い く」(ニ ュー メデ ィア構 想 に つい て,通 産

省 機械 情 報 産業 局 電 子 政策 課,1984年2月)と い うもので ある。

ニ ュー メデ ィ アを活 用 した情 報 シ ステ ムの構 築 を進 め て い くた め に

は,産 業 ・社 会 分野 の ニー ズに応 え得 る情報 シ ステ ムを モ デル的 に構

築 し,そ の 運 用 を通 じて諸 条件,課 題 へ の 適 合 性 を評 価 し,こ の結 果

をふ ま えて ニ ュー メデ ィアの 導入 を 図 ってい くとい うス テ ップを踏 む

こ とが 必 要 で あ る との検 討 か ら本構 想 が 生 まれ た 。

情報 化 シ ス テ ムの モ デル タイ プは,地 域 コ ミュニ テ ィの産 業,社 会

分 野 の情 報 シ ス テ ムの うち特 に ニー ズの 高 い もの を対 象 と し,以 下 の

13タ イ プを 想 定 してい る(表3-5)。

昭和59年 度 には,通 産 省 内 に ニ ュー メ デ ィア コ ミュ ニテ ィ構 想 推

進 委 員会(仮 称)を 設 置 し,ニ ュー メ デ ィア コ ミュニ テ ィの イ メー ジ
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を 固 め る と共 に,モ デル 地域 の 選 定,モ デル 地域 に お け る ニー ズ分 析,

情 報 化 シ ス テ ム実証 モ デル の概 要 検討 を行 う。 さ らに,昭 和60年 度

に シス テ ム設 計,開 発,61年 度 に は構 築 実 験,62～63年 度 に は

そ の 運 用,評 価 を 行 う予 定 で あ る。

表3-5情 報 化 シス テ ムの モ デル タイ プの例

(ニ ュー メ デ ィア コ ミュニテ ィ構 想)

●

,

タ イ プ 想定 地 域 例 ・対 象 想 定 サ ー ビ ス 例

1.先 端技 術

産 業 型

(想 定 地域 例)
テ ク ノポ リス 地域 等

(対 象例)
ベ ンチ ャー ビジネ ス企 業

先端 技 術企 業

国公 立 研 究所,試 験 所

1.先 端 技 術 ・特 許 情 報 の 検 索 サ ー ビ ス

(大 都 市,外 国 等 の 大 規 模 デ ー タ ベ ー
ス へ の ア ク セ ス)

2,高 度 オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョ ン

(テ レコ ンフ ァレンス,電 子 メー ル等)

3.高 度 フ ァク トリー ・オ ー トメ ー シ ョン

(CAD/CAM,CAE)

4.技 術 開 発 支 援 シ ス テ ム

2,農 林 水産 業 型 (想 定地域例)
農漁村地域

(対 象例)
農業家庭,農 協
漁業家庭,漁 協
町 ・村役場

1.気 象 情報,市 況 情報,生 鮮食 品流 通

情 報の 検 索 ・提供 サ ー ビス
2.営 農 指 導情 報提 供 サー ビス

3,農 業 施 設の 遠 隔監 視,制 御

(蓄 舎,ハ ウス等)
4.農 村 コ ミュニ テ ィ情報 サ ー ビス

3.流 通 ・

(南 流)型

(想 定地域例)
商業地域等

(対 象例)
小売業
問屋業
地域の各家庭

1.流 通 情 報,消 費者 情 報の 検 索 ・提 供

サー ビス

2.無 店 舗 販 売(ホ ー ム シ ョ ッ ピング)

サー ビス

3,高 度 流 通 オー トメーシ ョン(POS等)
4.ク レ ジ ッ ト販 売 管理 シス テ ム

4,流 通 ・(石

油 流 通)型

(想 定地域例)
エネルギー多消費地域等

(対 象例)
石油流通関連企業
地方自治体
需要家等

1.精 製 量,販 売 量,在 庫量 情 報 の収 集
・処理 ・発 注

2.顧 客情 報 管理 シス テ ム

3,ク レ ジ ッ ト販 売 管理 シス テ ム

5.中 小 企 業型 (想 定地域例)
中小企業団地

(対 象例)
中小企業,協 同組合
中小企業事業団等

1.市 況情 報,技 術 情報 の検 索 ・提供 サ
ー ビス

2,共 同 設計/デ ザ イン シス テ ム

3.材 料 ・部品等 の 共 同納入 ・在 庫 管理

シス テ ム

4,共 同運送 シス テ ム

5.共 同事 務 処理(経 理,金 融)シ ス テ ム

6,研 究学 園

都 市 型

(想 定地域例)
研究学園都市等

(対 象例)
大学,国 公立研究所
企業研究所

1,学 術 研 究 情 報 検 索 サ ー ビス

2.高 度CAIサ ー ビス

3,リ モ ー トコン ピュー テ ィングサー ビス

4,電 子 メ ー ル サ ー ビス
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タ イ プ 想定 地 域 例 ・対 象 想 定 サ ー ビ ス 例

7,防 災 型 (想 定地域例)
大規模災害指定地域等

(対 象例)
消防署 ・警察署 ・気象台等の
防災関連機関
事業所,企 業,家 庭等

1.災 害 関連 デ ー タ(雨 量,河 川 水位,

火 山活動 等)取 得
2.災 害 想定 ・予知 サー ビス

3.防 災 デー タ管理

4.一 斉通 知 サー ビス

5.避 難誘 導 サ ー ビス

8,僻 地 医療型 (想 定 地域 例)
離 島,医 療過 疎地 域,積 雪 地域 等

(対 象 例)

病 院,診 療所,保 健所,消 防署

警 察 署,救 急 医療 セ ン ター等 の

関 連機 関,家 庭 等

1.救 急 医療情 報 サ ー ビス

2.心 電 図 自動解析

3.血 液,臓 器情 報 サー ビス

4.在 宅診 療 ・健 康 管理 サ ー ビス

9.行 政 情 報型 (想 定地域例)
地方自治体

(対 象例)
各種行政機関,企 業,家 庭等

1,行 政情 報 告知 サー ビス

2.在 宅行 政相 談 サー ビス

3,在 宅世 論調 査 サ ー ビス

4.遠 隔証 明書 等 発 行サ ー ビス

10.エ ネ ル ギー

シ ス テ ム型
(想 定地域例)
大規模住宅団地,業 務集積地域

(対 象例)
地域熱供給団体,企 業,家 庭等

1.代 替 エ ネ ル ギ ー 製 造 ・供 給 管 理 シ ス

テ ム

2.テ レ メー タ リ ン グ,テ レ コ ン ト ロー

リン グ

11.公 害 対 策型 (想 定地 域 例)
コ ン ビナー ト地 域等

(対 象例)

事 業所,工 場,地 方 自治 体,

保 健 所,家 庭 等

1,大 気 ・水 質汚 染常 時監 視 シス テ ム

2,騒 音 ・振動 監 視 シス テ ム

3.公 害発 生情 報 システ ム

4.産 業廃 棄 物情 報 管理 シス テ ム

12.ベ ッ ド

タ ウ ン型

(想 定地 域 例)

大規 模 住 宅団 地 等

(対 象例)
地 方 自治 体,小 売店,
セ キ ュ リテ ィ企 業,電 力,ガ ス

警 察 署,家 庭 等

1.地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ情 報 サ ー ビ ス

2.遠 隔 検 針 シ ス テ ム

3,ホ ー ム セ キ ュ リテ ィ シ ス テ ム

4.在 宅 健 康 管 理 シ ス テ ム

5。 ホ ー ム シ ョ ッ ピ ン グ

6.ホ ー ム バ ン キ ン グ

13.リ ゾー ト型 (想 定 地 域 例)
温 泉地 域 等,

大規 模 総 合 リゾー ト地 域

(対 象例)

総 合 レジ ャー ラン ド

(遊 園地 等)

宿 泊施 設
ス ポ ー ツ施設,

レ ジ ャー 関連 企 業,家 庭 等

1.宿 泊 情 報,ス ポ ー ツ ・ レ ジ ャー 情 報

検 索 ・提 供 サ ー ビス

2.各 種 空 き情 報 予 約 サ ー ビス

3,道 路,電 車,パ ス 等 交 通 情 報 提 供 サ
ー ビス

4.気 象 情 報 提 供 サ ー ビス

5.レ ジ ャー コンサル テー シ ョンシス テ ム

(4)テ レ トピア

テ レ トピ ア とは 正 式 名称 「未 来 考 え方 コ ミュニ ケー シ ョンモ デル都

市 」 とい い,CATV,INS,キ ャ プテ ンシス テ ム,VANな どの

各 種 ニ ュー メデ ィア を活 用 した パ イ ロ ッ ト都 市 を各 地 に つ く り,高 度

情 報 社 会 に 向 け て先 導 的 な役 割 を果 た せ よ うと郵政 省 が推 進 して い る
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もので ある。 テ レ トピア懇談会(郵 政省の私的諮問機 関)は59年9

月に最終報告を受け,指 定規準 を決め検討 し,60年3月 まで にモ デ

ル都市選定 をす る予定である。従来の よ うに画一的な内容の都市を指

定す るのではな く,地 域の特性 に応 じた情報 システムを作 りだす こと

を 目指 していて,10の イ メージタイ プを想定している。

a.コ ミュニテ ィ ・タウン型一 豊か な生活 と地域 の連帯感一 双方

向CATV,ビ デオテ ックスを利用 した在宅サー ビス

b.高 度福祉医療型一 高度 な福祉医療サー ビス,地 域医療情報 シス

テム,在 宅 検診 サー ビス

c.研 究学 園型一 教育 ・研究活動 を高度化 ・多様化,CAI・ 学術

情報 検索 システム等

d.伝 統地域産業型一 伝統産業や地域産業 の活性化を図る,中 小企

業 向け情報 システム

e.先 端産業型一 先端技術産業 を集中,技 術情報検索 システ ム,OA,

FA,LAN等

f.先 進農業型一 農業の近代化,合 理化,農 業の情報提供 システム,

農業生産管理 システム等

g.都 市問題対策型 一 防災 ・郊外対策,大 都市の もつ弊害 を解消,

防災予知,警 報 システム,環 境監視 システム等

h.高 度物流 ・南流型一 流通の核 と しての機能,流 通情報 ネ ッ トワ

ー クシステム,POSシ ステム等

i.観 光 ・レク リエー シ ョン型一 観光 ・レクリエーシ ョンの基地 と

しての機 能,観 光情報提供 ・予約 システ ム,レ ク施設管理 システ ム

等

j。 国際交流型一 地 方におけ る諸外 国 との交流を促進,国 際テ レビ

会議 システム,自 動翻訳 システ ム等
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以上であ り,各 タイ プによ り導入す る主 なニューメデ ィアも違 って く

るが,双 方向CATV,キ ャプテ ンシステム,地 域INSな どはほ と

ん どの タイプに共通す る。

モデル都市指定希望地域は59年1月20日 現在で総計94地 域 あ

り,そ の中か ら10の 指定地域を選定す ることになる。 その ための選

考基準は

① どの分野で どうシステムを構築す るか

② 構築 ・運営主体,利 用者,財 政措置等が 明 らか

③ 予算的 に可能

④ 県 と市 との取 り組み体制 の明確i化

な どであるが将来的には2次,3次 指定 とい うことも十 分考 えられ る

ようである。いずれにせ よ,ま だ準備段階ではあるが,こ の よ うな プ

ロジェク トが地方 にとって どの程 度意味があ るのか疑問点 も多い。最

終的に地方の中央への依存度が増 しただけにな る可能性 も多分 に考 え

られ る。

㈲ テ レポー ト日本版

テレポー トその ものでは ないが テ レポー トと似た ような高度情報都

市づ くり計画の中か ら幾つかあげ てみ る。

(a)み なとみ らい21

横浜市の関内 ・伊勢 崎町地域～横浜駅周辺には さまれ た186ヘ

クタールの臨海部に,国 際性 を軸 としたあ らゆる都心機 能を集積 し,

国際文化都市 ・先進 技術都市形成 を 目指す。58年 か ら住宅都市整

備公団の 施行 によ り,埋 立工事 ・土地区画整備に着手 し75年 完成

を 目標 とす る。

基本方針は

① 国際的 な業務 と文化 を中心 とした街

② 都心 に融合 した港 の整備
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③ 水 と緑 に囲まれた魅力的な都市空間の創造

④ 新 しい都市 システムの導入

などで,国 際会議場,国 際交流 施設,歩 道 と車道の立体分離,地 域

冷暖房 などとともに新 しい情報 システムも導入 し安全性,利 便性の高

い都市を 目指す 。

(b)大 阪北港 テ レポー ト(テ クノポ_ト)

地域 は大 阪港 で情報通信 ・処理拠点 と情報 セ ンターを核 とした情

報交流拠 点。予算は約6500億 円。 ニュー ヨー クの テ レポー トを

手本 として,通 信衛 星 と地上局,オ フ ィス群 を主 施設 とし,オ フィ

ス群 と大 阪都心 を光 ファイバー網で結ぶ。機能 は

① 全国および全世界と結ぶ大容量通信回線網 と情報処理 システム

② 都心 至近地 の情報処理用オ フィス ・スペースの提供

であ る。情報 セ ンターの複合利用 によ り大阪港 を情報 デパー トに し

よ うとす る計画である。

(c)国 際経 済文化交流セ ンター

地域は神奈川県湘南地 区185ヘ クタール。58年 か ら着工 し60

年 には一部完成の予定。予算は総額2000億 である。主 として国

際色の強い 施設 を多 く予定 し,産 業 ・企業博物館 も計画 されてい る。

(d)近 畿学園研究都市構 想

地域は京都府,大 阪府,奈 良県で,文 化学術 ・研究機能や学 園都

市構想 との連帯の もとに,広 域な機能 を果たす 施設,研 究活動のた

めの 施設な どを誘致する構想。

木津川左岸の京阪奈丘陵は,関 西主要都市に近 く恵 まれた立地条

件で

A.研 究機関の配置

B.中 心的な地区

C.自 然学系研究機関,先 端技術関連産業の立地
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の3ブ ロックに分かれ,21世 紀の都市の モデルとな りうる都市形

成 を 目指す。

(e)筑 波学園都市お よび周辺都市を含む テクノ リンケー ジ構想

地域は筑 波研究学園都市か ら成田の新東京国際空港 に至 る地域。

① 先端技 術産業,研 究機関を中心 とした新都市区域 を設ける

② 農業 関連の新技術 を生か した農業新 興 ゾー ンの形成

③ 首都圏 中央連 絡道路が柱になる

とい う内容 だが民 間の資金や技術 もできるだけ活用す る予定であ る。

(6)長 岡技術科学大学

56年4月 に産学 共同研究を推進す る学 内共同教育研究 施設 として

「長 岡技術科学大学技術開発セ ンター」が設置 された。企業の要請や

学 内研究者の ニーズに基づ き産学一体 プロジ ェク ト研究 を行 う。57

年1月 さ らに,産 業界 と大学 の連携を促進 し,実 践的な技術の開発を

主眼 とす る 「(財)長 岡技 術科学 大学技 術開発教育研究振興会」とい う

もの も設立 された。

長岡技術科学大学は 「テクノポリス 建設構想 」 「信濃川 テクノバ レー

の形成」の中の,学 術研究 開発機能の強化 による創造的な研究学術都

市の形成,に おけ る中心 である。

地域におけ る研究開発 において,企 業 と大学が共同で行 う研究開発

は重要であ り,し か も効果的である とい う認識が高 まって,産 学官交

流 による共同開発研究 を大学主導で行 ってい るのが当校である。 自治

体が コーデ ィネイ ト機能 を発揮 し,資 金は県 ・市の出資による基本財

産で7000万 円である。

現在の研究 テーマお よび大学か らの参加教室は以下である。

① 集雪,冷 房 システ ムの開発一 機械系教官

② ブロ ック集合体を素材 とす る選択分離膜の基礎研究,応 用研究一

化学系教官
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③ 鋼 構 造 物 の組 立 検 査 シ ス テ ムの 開発 一 建設 系 教 官

④ 高温 超 伝 導 デバ イ スの 構 成 法 一 電 気 系 教官

⑥ 建 設 機 械 の シ ミュ レー シ ョ ンモ デ ル に よ る動 的 解 析 を基 本 に した

設 計 法 の 確 立 一 機 械 系 教 官

今後,効 率 か らい って も産学 共 同研 究 は ます ます 増 える こ とが 予 想

され,ま た そ うで な けれ ば 世 界 的 にみ て も先 を歩 くこ とはで き な くな

る で あ ろ う。

(7)エ プ コ ッ ト ・セ ン ター

ウ ナル ト ・デ ズ ニーが1964年 に ウ ナル ト・デ ィズ ニー ・ワー ル

ドの初 期 概 念 を 具体 化 し始 め た とき,エ プコ ッ ト ・セ ンター の 企 画 が

あ った 。 エ プコ ッ トとは 「明 日の社 会 の 実 験 的 見本 」 の頭 文 字 で,常

に都 市 問 題 を頭 にお い てい た デ ィズ ニーの 考 えに基づ い て1982年

10月 に ナー プ ンした未 来都 市 で あ る。2つ の テー マ 区域 に分 か れ て

い て,ひ とつ は未 来 世 界,ひ とつは 世 界 の 展 示で あ る。

未 来 世 界 は,宇 宙 船 地 球 号,地 上 局,エ ネル ギー 宇宙,地 平 線,動

きの 世 界,想 像 へ の 旅,土 地,生 き てい る海,コ ミュニ コアの9の パ

ビ リオ ンか ら成 り,そ れ ぞれ で 来 るべ き世 界 の姿 を描 き 出 して い る 。

コ ン ピ ュー タ化 され た 遊 園地 で あ る と言 え よ う。

世 界 の 展 示 は,ア メ リカ ン ・ア ドベ ンチ ャー,カ ナ ダ,フ ラ ンス,

ドイ ツ,日 本,イ タ リア,中 国,イ ギ リス,ア フ リカ,メ キ シ コの 歴

史 にお け る特徴 的 な部 分 を 見せ てい る。 い わ ば ユ ネス コ村 の デ ラ ック

ス版 で あ る。過 去 との 対 比 で未 来 を見 せ るの は,さ す が で あ る。

エ プコ ッ ト ・セ ンター は ハ イ ・テ クノ ロジー遊 園地 では あ るが 楽 し

み な が ら未 来 の様 子 を垣 間 見 る こ との で きる ひ とつ の方 向で あ る とは

い える。
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第4章 結 論

/i、

本報 告 で は,コ ンピ ュー タを中 心 と した電 子機 器 が,未 来 社 会,特 に オ フ ィ

スを 中心 と した ビジ ネ ス社会 に どの よ うな影 響 を与 えるか に つ い て検 討 を 加 え

て きた 。

そ のた め,コ ンピ ュー タを中心 と した未 来 社 会 の イ メー ジをつ く り,そ れ を

も とに種 々の 影 響 に つ き考 察 した 。 イ メー ジは まず 現 在 の コ ン ピ ュー タが か か

える問 題 点 を解 決 した の が 未来 の コ ン ピ ュー タ とい う考 え方 で,そ れ と,技 術

予 測,主 と して ア メ リカにお け る先 進 的 な実 験 等 を も とに して,近 未 来 コ ンピ

ュー タの イ メー ジを 固 めた 。 そ して,こ の考 え方 に基づ く未 来 イ メー ジはつ く

りや す く,そ れ は 現在 の延 長 と して位 置 づ け られ る。

他 方,こ れ とは 別 に,つ ま り現 在 の 延 長 とい うこ とでは な く,現 在 の 組織

や り方 に と らわれ ず,電 子機 器 を前 提 と してつ く られ る未 来 イ メー ジにつ き考

察 した。 新 しい 考 え方 の芽 として ニ ュー メデ ィア,ニ ュー メデ ィア十 デ ー タベ

ー ス ,VAN,フ ァー ム/ホ ー ムバ ンキ ング,警 備,人 材 派遣 業,博 物 館等 の

ケー ス ・ス タデ ィを も とに影 響 を検 討 した 。 また,新 しい 考 え方 の種 と して,

芽 よ りは 先 の こ と とな ろ うが,在 宅 勤 務,電 子 マ ネー,電 子都 市 を例 と して検

討 を加 えた。

本文 中 で 述べ た こ とは,す べ て 技 術 的 に 可 能 な未 来 の イ メー ジで あ る。 イ メ

ー ジは も ちろ ん ,す べ てバ ラ色 とい う もの で も な く,ひ とつ 間 違 えれ ばわ れ わ

れ の 社 会 の 崩 壊 につ なが る もの もあ る。

そ の よ うな こ とか ら も,今 こそ わ れ わ れ は何 をす るか だ け で は な く,何 を し

てはいけないかをは っき りさせ なければ な らないだろ う。
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第1章OAの 社会 的影響 に関す る展望

1.1序 論

OAの 社会的影響を考 えるに当 って,OAと い うことぼを広い意味で解釈

す る必要が ある

つま りそれは単 に ワー ドプ ロセ ッサ,パ ーソナル コンピュータ等 の導 入に

よ って,オ フ ィスでの事務作業 に変化が生ず るこ とだけでな く,そ れ らが オ

ンライ ン,オ フライ ンの回線 によって結びつ け られ て,企 業内,あ るいは企

業間 の情報流通が,加 速化 され るこ ともふ くめて考 えなければな らない。 そ

れ によ って事務作業の効率化 とい う直接的な影響 にとどま らず,事 務作業の

コー ド化,規 格化,オ ンライ ン化 によ って,事 務作業 とい う形で行われ る情

報 処理の様式 自体が,変 化す るこ とになるで あろ う。それは一般 に社 会の情

報化 と呼ばれ る過程,す なわ ち情報技術の全般的 な急速な発展 と情報の大量

の社会的流通 とい う過程の本質的 な部分にほ かな らない。

そ うしてそれは一次 的,二 次的,三 次的 と波及効果を生 じて,社 会全般に

深 く広い影響を生み出す と思われ る。

それは情報技術の急速な発展 によ り,生 産現場におけるいわゆ るOAと 相

ま って情報 革命 と呼ばれ るほ どの大 きな変化を生み 出 し,人 間生活に根本的

な変化を生み 出す であろ うと予想 されてい る。A.ト フラーによれば,そ れは

人類の文明史上,農 業革命,工 業革命につづ く 「第3の 波」で あるといわれ

る。

OAの 社会的影響を考 えるに当って,そ れをこの ような情報革命 とい う一

大変革の一環 として理解す るこ とが,そ の正 しい展望を得 る上で不可欠で あ

ると思われ る。 以下 では このよ うな観点か ら問題を考 えたい。

ただ しこの場合,情 報 革命 の影響の中で,家 庭生活,個 人生活 にのみ かか
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わ るこ と,あ るい は人々の感 性や 思想の上 に及ぼす影響 につい てはふれない

ことに しよ う。 そ こで問題は情報 革命の,OAを 通 じて現われ る社会的影響

を どの よ うに予想 し,ど う評 価す るか とい うことになる。

1.2影 響 の レベル

OAの 社会的影響 は,い ろいろな レベルで考 えることがで きる。 ここでは

と りあ えず それ を次 の5つ の レベ ルに分けて考 えよ う。

① 仕事 の場 にお ける直接的変化

② 企業 や経営の組織,体 制の変化

③ 産業 構造 の変化

④ 経済構造の変化

⑤ 経 済 ・政 治体制,社 会構造の変化

まず,そ れぞれ について簡単 に説明 しよう。

仕事 の場 におけ る直接的変 化は,目 につ きやすいので,比 較的理解 しやす

い であろ う。

最 も簡単 な例 としては,ソ ロパ ンの消滅 で ある。 ソロバ ンは現在で も学校や

あるいは企 業でも数値感 覚を養 うための 教育 目的 には用い られ ることがある

が,計 算 の実務で は,電 卓,パ ソコン,コ ンピ ュータに完全におきか えられ て

しま った。 それ は単 に計算 の速 さや正確 さだけでな く,記 録 を取 るとい う意

味 でも,速 さと正確 さを確保で きるか らで ある。近い将来においては,タ イ

プライ タ,特 に和文 タイプライ タは,ワ ープ ロにおきか えられ てしま うであ

ろ う。 その結果 と して,現 在では銀行や会社 の経理部で,ソ ロバ ソのできる

人 を大勢雇 うこ とはな くなった し,ま た特定の タイ ピス トとい う職種 も,近

い 将来 に消滅す るか も しれない。

さらに,会 計事務の機械化が進 めば,例 えば経 理部 で行われ る仕事その も

の も変 るであろ う。

例 えば伝 票を仕 分け して記帳す るよ うな,あ る程度の訓練 と経験 を要 す る
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仕 事に しても,伝 票の直接機械に よる読み取 り,処 理が行わ れ るよ うに なれ

ぼ,人 間の仕事 としては不要にな る。

そ の他,OA化 の進展 にともな って,こ れまで 企業や 公共機 関の多 くの事

務所で行われて きた仕事がな くなった り,あ るいは その内容が大 き く変 った

りす ることが,い ろい ろな面で起 こるであろう。

その結果 として,雇 用の量や,そ の内容にも,大 きな影 響が現われ ること

は 当然予想 され る。

しか し,そ れ にとどま らず,仕 事の大 きな 変化は,企 業やその他の機関の

組 織,体 制 をも必然的 に変 えることになるであろ う。例 えば,伝 票の 全面的

な機械 処理が進 めば,経 理部,営 業部,購 買部 とい うよ うな形の企業組織 も

変化す るであろ う。 またFAの 進展 によって製造部門の現場におけ る労働が

極端に少な くなれば,労 務部 とい うよ うな組織 も変わ るで あろ う。

また,OAの 進展 によ って,雇 用の内容や形態に も変化が生ず るであろ う。

す で に事務所 にお ける,い ろいろな 日常的作業を外 注 あ るい は パ ー トタ

イム雇用 によ って行 うことは,全 面的に進行 しつつある。OA化 によ って,

経 常的な業務が機 械化 されるとともに,企 業の経営 戦略 とは離れた 日常的業

務の中で,人 手に よらなければな らない部分は,ま す ます断 片的,不 規則的

にな るこ とが予想 され るの で,人 件費の高騰 と相 ま って,こ の よ うな傾向は

今後ます ます強 まる と予想 される。 そ うしてそれは企業の管理体 制 にも変化

が生ず るで あろ う。

次 の レベルは産業 構造の変化である。 これには一つの産業 内部の変化 と,

産業間 の変化が考 えられ る。一 つの 産業内部では,企 業 間の競争のあ り方や,

規模 間隔差,あ るいは寡 占体制 などが情報 技術の発展によ って大きな影響 を

受けるこ とにな るで あろ う。OAの 影響は とくに第3次 産業,特 に商業や,

金融業,一 部のサ ー ビス業な どに強 く現われ るもの と予想 され る。 情報革命

の結果,狭 い意味 の情報産業,す なわち情報サ ー ビス業,出 版業,放 送業,

宣業広告業な どが大 きな影響 を受け るのは 当然であ る。 しか し,実 は卸売,
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小売の商業,金 融業,不 動産業 な ども,本 来 その扱 ってい る ものは,商 品,

資金,有 価証券,不 動産等 に関す る情報であ り,こ れ らの産業は広い意味の

情報産業 と考 えられ る。従 って,そ れ らが情 報革命 によ って大 きな影響 を受

ける ことは当然予想 され るところで ある。特にINSが 全 国的 に普及す るよ

うにな った場合,こ れ らに関す る情報の流通は,飛 躍的に速 度が上が るので,

その結果,商 品,資 金等に関す る情報 を扱 う諸 々の産業 にも,多 大の変化が

もた らされ ることは確か であ る。

第2は,産 業間の関係の変化で ある。いわゆ るサ ー ビス化,ソ フ ト化 と呼

ばれる趨 勢は,経 済 内部におい て,付 加価値の上で も,雇 用面で も,比 重が

第2次 産業か ら第3次 産業へ移 るこ と,従 ってすでに前 か らコー リン ・クラ

ー クに よって唱 えられ ていたいわ ゆる 「ペティの法則 」が,情 報 革命の結果

よ り強 く現われ ることを意味す るよ うに思われ るか もしれない。 しか し,情

報革命の影響は,決 して単 なる 「もの離れ」 「サー ビス化 」のみを意味す る

ものではない。む しろ第2次 産業 自体の あ り方にも,い ろい ろな変化 が生 じ,

製造業におけ る生産面 と流通面 との関 係が よ り密接 になって,ま ず 生産した

もの を売 るとい うよりも,需 要 に応 じて生産す るとい う注文生 産の形 式がふ

えるであろ う。

あ るいは流 通業 と製造業の間で,主 導権が後者か ら前者 に移 る とい うこと

が起 こるか もしれない。

さらに高い レベルでは,経 済構造全般の変化が起 こ り得 る。例 えば,商 品

の需要供給 に関す る情報流通が高密 度 とな り,高 速になれ ぼ,市 場 とい うも

ののあ り方が変 るで あろ う。 また,金 融取引や支払清算がすべ て フ ァーム ・

バ ンキ ングネ ッ トワー クを通 じて,オ ンライ ンで行われ るよ うになれば,現

金のみな らず小切手や手形 も不要に な り,現 金 通貨量が極度 に減少す るのみ

な らず,預 金通貨 もほ とん ど不要に なるであろう。依然 として計算単位 とし

ての貨幣は残る として も,こ のこ とは貨 幣 とい うものの役割 と,そ れを中心

に して作 り上げ られてい る現在の資本主義経済 システムに大 きな影響を与 え
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るで あろ う。そもそ も貨幣 とい うものは,交 換手段で あるが,そ れは財の価

値 に対す る社会的評価を媒 介す る,情 報の媒体で あろ う。

また,市 場は財やサ ー ビスの取 り引きの場で あると同時 に,そ れ らについ

ての情報 が交換され る場で もあ る。 資本主義経済体制は,経 済 につい ての基

本 的な情報の社会的流通を,貨 幣 を媒体 とし,商 品市場,労 働市場,資 金市

場 を通 じて確保 してい るので あるが,情 報通信技術の発達 による情報 ネ ッ ト

ワ ークシステムの完成は,よ り直 接的な情報流通の場を作 り出 し,そ れ によ

って経済 システ ム全体に大 きな影響 を与 えることになるはずで あ る。

また,社 会主義経済体制の下で も,情 報 革命は経済全体 に大 きな影響 を与

えるはずで ある。

社会主義的 な計画経済の本質的な限界 として,商 品 ・サ ービスの需要供給

に関す る膨大な情報 を集 中,処 理す ることの不可能性が,し ば しば あげ られ

て来 た。現実の社会 主義経済の下で も,情 報の流れの不十分 さと,不 適切な

処理のために,多 大 の無駄,非 効率が生 じてい る。そのために社会主義経済

体制の下で,中 央当局による計 画は,分 権化 された市場に よって補 われ ねぼ

な らない とい うことがい われてい る し,ま た現実の社会主義国 も市場経 済を

よ り多 く取 り入れ る方 向に動い てい る。

しか し,情 報通信 ネ ッ トワー クと,高 度の計算手段の発展 は,情 報 の集中

管 理 とその迅速な処理の可能性 を,飛 躍的に拡大す るであろ う。

それによ って少 くとも原理的 には,市 場な き完全計画経済 も可能に なるか

もしれ ない。

資 本主義経済の下での経済 政策につい てもそのあ り方が大 き く変 るであろ

う。経済にお ける情報流通が高速化すれぼ,財 政政策や通貨政 策の意味,そ

の限界等 も大 き く変化 させ ることになるで あろ う。 ケイ ンズ的政 策に しても

あるいは マネ タ リス ト的政策 にして も,そ の有効性や,そ の作 用の メカニズ

ムについ て も大きな変化が生ず ると思われ る。その基礎にある マクロ経済学

の論理 につい て も,根 本的 な改訂が必要 になると思われ る。
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経済 構造の変 化は,さ らに進 んで,実 は経済体制 そのものの変質 を も意味

す るよ うになるか もしれない。現代の資本主義体制,あ るいは混 合経済体制

と呼ばれ るものが,私 的 自由市場経済 と統制経済,競 争 と独占,寡 占との一

定 の混合の上 に成立 してい るとすれ ば,情 報革命 は,市 場 にも計画にも,ま

た 自由競争体制 にも独 占体制に も大きな影響 を及ぼ し,ひ い ては経済体制の

質的な変化をひ き起 こす ことにな るか もしれ ない。

また,政 治体 制の上に もその影響は 及 ば ざる を 得 ない。 政治過程 とは一

面か らすれぼ,人 々の間の情報交換,そ うしてそれ と通ず る一部の人 々に よ

る他 の人 々の操作,あ るいは個人対個人,あ るいは グル ープ対 グループの相

互操作の過程にほかな らない。従 って,そ れは人 々の間の情報流通のあ り方

に基本的に制約 されてい る。統一的な国家権力の形成は,文 字 による情報伝

達 なしでは不可能で あった。有効 に政治支配 を及ぼ し得る範 囲は,情 報伝達

の範 囲 と速度 とに よ って基本的に制約 され る。

近代 民主主義政治体制は,印 刷術 とマ ス ・コ ミュニケーシ ョンの発 展に依

存 し,そ れ とともに発 達 して来 たのである。

また,代 議政治形態は,情 報伝達の速 さの限界 が直接 民主制 を不可能にす

るこ とか ら生 じて来 た。 アメ リカの大統領選挙 における三段投 票制 は,ア メ

リカ合衆 国成立 当時 の,交 通通信手段の発展段 階に対応 して作 られた もので

あ り,現 在 ではその実質的意味は完全に失われ たが,伝 統的 な 「ゲームのル

ール」 として守 られ てい る。

しか し,情 報通信技術の発展は,直 接民主制 につい て,少 くともその技術

的 限界を打破す るで あろ う。 また,近 代民主政治の多 くの 「ゲームのルール」

を時代お くれ の もの とす るで あろ う。勿論 この こ とは直 ちに,例 えばオ ンラ

イ ン投票 による直接民主制が現実 化す るで あろ うとい うこ とを意味す るもの

ではない。

政 治には政 治の論理が あ り,技 術 的可能性の存在 は,そ れ が直 ちに政 治

的現 実 となるこ とを予想 させ るもので はない。 しか し,す でにアメ リカにお
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いて,も し選 挙予測が極 めて正確に行われ るよ うになった ら,実 際の投 票 と

い うことに どれだ け意 義が あるかが疑われ るよ うになってい る。 もし選挙民

がつねに選 挙予測機関の予想 した通 りに投票す る とした ら,実 際に選挙民 は

主権を持 ってい る とい えるで あろ うか。 少 くともその場合形式的な投票以外

の制 度によ って,す でに事 前に選挙予測機関に よって捉 えられ るような 「民

意 」を,何 らかの形で政治過程に反映す るよ うにす ることは,完 全 に合理的

であろ う。実際 に投票以外 のい わゆ る 「世論 」に よって,政 治的変化が 生ず

る こ とは,ニ ク ソ ン大統 領 の例 を あ げ る ま で もなく,決 して少なくない。

それ は 場 合 に よ って は 「マ ス コ ミの 横暴 」 とい われ る こ と もあ るが,

しか しそ こには情 報の社会的流通 と政治制 度との矛盾が現れてい るとい えな

い こ ともないで あろ う。 とにか く,今 後情報 流通がます ます 加速化す るとす

れば,そ れ に応 じて政治体制 にも変化が生ぜ ざるを得ないであろ う。

もう一つは,政 治権力 と情報 との関係であ る。

情 報は,政 治 におい て も力の源泉 である。情 報化によって,政 治面での権

力配 置に どの よ うな影 響が生ず るか,政 党や いろい ろな プレッシャーグループ

の 力関係が どうなるか,あ るいは また,政 府権 力の民衆 に対す る管理 と支配

の 力が強ま るか ど うか,極 端な例では ジ ョー ジ ・オーウェルの 「1984年 」

的な状 況が生ず るか どうか。 この よ うな問題に簡単 には答 えられない が,情

報革命の進展は,大 量 の情報を一つの機関に集中す るこ とを可能 にす るとい

う点で,集 権化の傾 向を助長す るとともに,情 報 ネ ッ トワー クの完成は,情

報へ の ア クセス をすべての人 々に とって容易 にす ることによって,分 権化の

可能性 をも開 くで あろ う。集権化 と分権化の どち らが勝つかは,単 な る技術

のあ り方によ ってのみ決まるものではな く,情 報 に対する ア クセスの権利,

あるいは プライバ シィの権利な どについての意識 が,ど れだけ一般に深め ら

れ るか等 に よ り,簡 単 にい えぼい わゆる情報民主主 義が どれだけ社 会 に根づ

くかに依存す る。

いずれ に して も情報革命は民主主義の将来 にも密接な関係 を持た ざるを得
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ない。

社会的 にも情報革命はい ろい ろな変化を生み 出すで あろ う。例 えば都市の

役割 の変化があ る。文明の発 生以来,都 市 とい うものは,社 会 的情報流通の

中心 であ り,都 市の最 も重 要な機 能は,情 報セ ンター としてのそれであ った。

しか し,情 報通信 ネ ッ トワー クの完成は,情 報の都市集中の傾 向を逆転 さ

せ,情 報 センター としての都市の役割を低下 させ るで あろ う。

す でにアメ リカでは,ニ ュー ヨー クや シカゴの ような大都市の情報 センタ

ー としての 比重は低下 してい る。それ とともに都市の 「魅力 」も減 り,ま た

人 口吸収力も低 下す るで あろ う。その結果,文 明の発生 以来,平 和時におい

ては絶 えず続いて来た人 口の都市集 中の傾 向が止め られ るこ とになることが

予想 され る。都市の スラム化停滞が進行 し,こ れ まで都市 を中心 に発達 して

来た文明社会のあ り方に大 きな変 化が生ず る と思われ る。

情報革命の発展は一方で は,文 化,文 明の画一化を進め るように も思われ

る。 しか し,同 時 にそれ は多 様化を も可能 にす る。従 ってそ れが どの ような

文化,文 明を生み 出すか は,簡 単には予測 できない。

情報 革命は,国 際関係 にも影響す るで あろ う。少 くとも近い 将来におい て,

情報 技術に おける先進国 と後発 国,と くにア メ リカお よび 日本 と,ヨ ー ロッ

パ諸国をふ くめたその他の国 々との格差は,ま すます増大す る と思われ る。

アメ リカと日本 とで は,全 般的 にはアメ リカの方が進んでい るが,部 分的

な技術においては 日本の 方が先 に行 ってい るものもあ り,ま た,本 来社会的

情報 流通密度の高 さ,教 育の普及,文 化の均質性 な どの点で,日 本の方が情

報化に有利 な点 も少 くないので,日 米両国は将来相並んで情報 に関す る先進

国になるであろ うと思われ る。 その結果,国 際政 治,国 際的な力関係の上に

も,い ろいろな変化が生ず る と思 われる。 国際的な政治経済の面でも,情 報

の収集 ・分析に関 して大 きな力 を持つ国は,そ れだけ有利 となるはず である。

そ うして情報革命 は,社 会全体 の技術,教 育水準が一様 に高 まることを前

提 とす る以上,後 発国が先進 国に追いつ くことは,後 発工 業国が先進工業国
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に追 いつ くこと以上に困難で あるとい えよ う。従 ってこれまで 工業化 の程度

の差によ って生 じてい た 「南北格差 」は,よ り複雑な様相を呈す る ようにな

るであろ う。

この よ うな格差の拡大は,国 際摩擦を激化 させ るかもしれ ない。 しか し,

他方情報化その もの は世界的 にも進展す るで あろ うか ら,情 報 の面では世界

は より密接 に結びつ け られ,国 際的な理解 と協 力が一段 と進め られ る可能性

も大 き くな る。

1.3問 題 点

以上 の点か ら,OA化 の生み 出す問題点 につい ても考 えるこ とがで きる。

それをそれぞれ の レベルで考 える とき,つ ね に二つの互い に矛盾す る方 向

への影響を生み出す可能性 を持 ってい る ように思われ る。

その どちらの方向が優勢 となるかは,い ろい ろな 意味の 環境条件 に依存す

る。 また二つ の相拮抗す る傾 向の中か ら,社 会的に新たな質 的変化が生ず る

ことも考 えられる。将来具体的 にどの ような結果が生ず るか は,予 測 し難い

面が多い。 ここでは,以 下簡単 に問題を上げるに とどめよ う。

まず 最初 にOAの 直接的な影響 として問題にされるのは,雇 用 ・失業 問題

であ る。OA化 によって事 務管理 部門か ら大量の失業が生ず るこ とが一方で

は恐れ られ てお り,他 方では新 たな種類の職種,雇 用が作 り出され ることが

期待 され てい る。私は雇用 ・失業 問題が総量 としては,重 大化す るこ とはな

い と思 う。 とい うの はOA化 が,事 務部門の効率増進,全 体 と しての生産性

向上 を意味す る限 り,そ れはマ クロ的 には経済規模の拡大 を意 味す るはず で

あ る。

情報 を中心 とす る技術 革新が,工 業化過程 における技術 革新 の場合ほ ど,

経 済の量的拡大,高 度成長 を もた らす とはい えない として も,そ れ がマ クロ

レベルでの マイナス成長 と結びつ くことはあ り得ない。 マイナス成長の下で

は,情 報革命のために必要な投資 も行われ ない であろう。
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だか らOA化 が進展 してい る限 り,経 済成長は続 き,そ の ことは分配率の

著 し く労働側に不利な変化 か,労 働 内部での極端 な分配 の不平等化が進 まな

い 限 り,失 業が大 き く増加す るとい うこ とはない はず で ある。 問題はOA化

がすでに一段落 した場合 に,一 部の投資が過剰に行われた ことが明らか とな,

る とともに,反 動的な不況 とともに大量失業が発 生す る可能性が あるとい う

ことである。 しか し,そ れは まだ近い将来の ことではな さそ うである。

しか し,問 題は雇 用の質,そ の 内容である。

FA化,OA化 とともに,肉 体 的な重労働,精 神的な単調で あ りなが ら緊

張 を要す る ような労働 は減少するで あろ う。仕事 に よ り肉体的 にも精神的に

もよ り楽な ものになるで あろ う。

しか し,同 時に肉体的 にも精神的 にも,熟 練や経 験を要す る ような労働は

殆 んど消滅 し,人 間の仕事が,シ ステムプログラマの よ うな高 度の教育,訓

練 を要す る仕事 と,コ ンピュー タのオペ レーシ ョン,ロ ボ ッ トの補助や監視

とい うよ うな全 く熟練 を要 しない単純労働 に二分化 され ることになる可能性

が 大きい 。

その結果,一 部 の高級 システムプログラマな どが過度の責任 と緊張 が強い

られ る反面,多 数の単純補助労働者 の仕事は興味 も誇 りも持 ち得 ない よ う

な もの とな るのでは ないか と思われ る。 また 「もの 」の生産や,そ れ と直接

結 びつ く管理業務に従事す る人間が減 る反面,広 い意味の 「不 生産的労働 」

とい ってよい ような,い ろい ろな形のサー ビス業の 雇用が増加す ると思われ

るが,そ れが 「労働 モラル」の上 に どの よ うな影響 を及ぼすか,問 題がある。

それが人間的 コ ミュニケーシ ョンを中心 とした,広 い 意味の教育,保 育,

看護,文 化のよ うな 「人間的 」な仕事 になるか,伝 統的な 「サーバ ン ト」の

よ うな屈辱的 な もの になるか,可 能性 はいろい ろあ るといわねぼならない。

OAの 影響 として も う一つ考 えられ るこ とは,中 間管理層の大 幅な減少で

ある。企業の人的構 成は,コ ンピュータと少数 の専門 ス タッフに補助 された

トップ経営者 と,一 般の従業 員 とに二分 され る ことになるで あろ う。
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それ によ って少 くとも短期 的には中高年層の雇用 には大きな影 響が生ず る

と思われ る。 しか も中高年層に とってOA機 器 にな じむ ことには困難があ る

と思われ るので,中 高年 層に とっては 困難 な時代 になるこ とが予想 され る。

次 に雇用形態の変化,例 えば在宅 勤務形式の普及な どとい うことを考 えよ

う。 これ もそれほ ど簡単 に全面的に行われ る とは予想で きない が,そ の結果

と して,職 住接 近,働 く人の 自立性,独 立性の確保 とい うような望ま しい点

を持つ反面,仕 事 を通ずる人間的接触の欠除,働 く人 々の孤立 と団結の解体

など,好 ま しくない面 も想像 される。 結果的 にOA化 による仕事の形式の変

化が,働 く人 々に と って,そ の 自立性,自 主性を増 し,よ り 「人間 ら しい」

生活 を営む ことを可能 にす るか,孤 独 と 「疎 外 」感を深めるこ とにな るかは,

アプ リオ リにはどち らとも決め られない。

産業構造への影 響 につい て も,二 つの方向が考 えられ る。一つ は情報革命

が,情 報 ネ ッ トワー クを支配する ものが,特 定 産業の支 配権 を握 る結 果,産

業 の集中,独 占の傾向が強 まるで あろ う。特 に金融業や 商業 におい て,情 報

力の格差 が絶 対的 な力の差 とな って,強 力な 独 占が形成 され ることにな るか

もしれ ない。 また,消 費者 に対 して も,情 報 力に絶 対的な差が あることを武

器 として,「 消費者 のニー ズに応 じた きめの こまかいサ ー ビス 」を名 目とし

なが ら,実 はそ のよ うな 「ニーズ」そのものを売 り手 の側が,自 由 に作 り出

し操作す る とい うことにな りかねない。表 面的 な多様性の下 に価値観や感性

の画一化が作 り出 される とい うことになる危険性があ る。

しか し他面 情報は本来 無形で あ り,そ の流通に人為的な制限が加 えられ な

い な らば,そ の利用 は誰 にも開かれ てい る。 また コンピュータの低廉化 ,パ

ー ソナル コ ンピュータの普及は
,情 報 集中による一 元化を不可能に してい る。

消費者 団体や 労働組合 の側 も,企 業に よる情報 の支 配,一 面的 な操 作に対

抗するこ とは可能 であ る。情報技術 の発達が,必 らず経済力の集 中 と独 占の

形成 をもた らす とはい えない。

また,経 済全体 の 「ソフ ト化」 「サ ー ビス化」につい ても,そ れは確か に
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経 済全体が 消費者一人一人 のニー ズに よりよく応ぜ られ るよ うになることを

意味す るであろう。 しか し,「 もの 」の生産か ら解放 された労働 力の生み 出

す ものが,真 に人間の文化 を高 め るもの とな るか,単 に 自然 資源 とエネルギ

ーを浪費 し
,人 々の 「時間つぶ し」にのみ 役立つ もので しかないか,さ らに

よ り悪 くは軍備競争の ような破 壊 と不安 を増す だけの もの とな るか とい う点

も一概には決め られない。

また,経 済システム全体 と して も,情 報化はその 効率化,有 効な運営 を可

能 にす る よ うにも思われ る。 しか し,例 えばフ ァームバ ンキン グに よるオン

ライ ン決済 システムの普及は,一 社 が支払い不能に陥入 った場合,即 時 に関

連倒 産をひ き起 こして しま うか もしれない。

この よ うな形で情報流通が無 限に速 まるこ とは,そ れ に対応 して人間が判

断や意 志決定 を行 う速 さに限界があ る以上,経 済 システムの不安定性 を増す

こ とになるか もしれ ない。

政 治的にも,す で に述べ たよ うに,そ れ は民主主義 のあ り方 に大 きな影 響

を与 えるであろ う。情報革命 が 「1984年 」の管理社会 の悪夢 を生み出す と

は限 らない。情報化は権 力の側 の政治支配の力を増大 させるとともに,国 民

の側の対抗 力をも増す可能性 を与 える。 この場合,事 態の成 り行きを決定す

る ものは,技 術 のあ り方で はな く,社 会 における民主主義の強 さで ある こと

を強調 しておきたい。情報技術 の発達は,そ の社会 の本来の傾向の現われ方

を増幅す るもので しか ない ので ある。

最後 に社会全体の生活文化の問題があ る。情報化は,文 化の地域格差 を解

消す るであろ う。すで に情報中枢 としての都市の役割の低下 については先に

述べた。 しかし,水 準 の均等化が,す なわ ち画一化 を意味す るか どうかはわ

か らない。情報化は 画一化,規 格化 に有利で ある と同時 に,多 様 な価値,多

様 な感性の共存を も可能 にす る。情報 通信 ネ ッ トワー クに よって,ぼ らば ら

に居住す る少数者の グル ープにもその存在 を主張するこ とを可能 にす る。

情報化に よって,真 に多様な文化を一つの社会の内部に作 り出す ことが可
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能 に な る ともい えるの で あ る。

1.4考 察

以上の よ うな多 くの論点 を短い期間に全 面的に検討す ることは不可能であ

る。そ こで ここでは,雇 用問題につ いてはW編 にゆず り,主 として前述の1.

2お よび1.3の 点,す なわちOAが 企 業の組織,産 業の構造に ど うい う影響

を及ぼすかを中心 に,ヒ ア リングとアンケー ト調査 を中心 とす る研 究を行 っ

た結果 を報告す る。 ア ンケー ト調査の分析は他 の章 に委ね,以 下では主 とし

て,ヒ ア リングにおい て得 た印象を中心 として,OAの 影 響を考 えたい。

ヒア リン グの 対象 としたのは金融,ス ーパー,商 社,物 流 など,第 三次部

門が中心 であ ったが,そ れ によって多 くの知見 を得 ることがで きた と思 う。

そ こで得た知識 か ら,若 干の結論 をま とめてみ たい。

第一 にOAは すで に,個 々の事務所,職 場にお ける合理化,効 率化の段階

を終 って,ネ ッ トワー ク化の段階に達 してい るこ とである。

すで に一 部では一企業 内事業所間ネ ッ トワー クの設置を終 えて,企 業間 ネ

ッ トワー クへ進 も うと しつつ ある。す なわち,い わば点か ら線へ,線 か ら面

への展 開が進みつ つある。 しか もその進展は極 めて急速で ある。

ただ し,そ の進 み方には,産 業間,ま た 同一産 業内で も企 業間にかな りの

開 きがあるよ うで あ る。 しか し現在,技 術 の進歩 は極 めて急 速であるか ら,

ハ ー ドウェア面 に関す る限 り,現 在,立 ち遅れ てい る企業が,将 来続けて不

利な立場 に置 かれ るで あろ うとはいい きれない。

しか し,こ の よ うな情報 システムを構築す るための ノウハ ウ,広 い意味の

ソフ トウェアの蓄積 に関 しては経験が必要であ って,そ の ギ ャップを埋 める

ことは容易でない と思われ る。 また,こ の点に関 しては,一 般的な教育訓練

によ ってその よ うな能力を持 った人 々を短期に養 成す るこ とも困難で あると

思われ る。

企業内 ネ ッ トワー クについ ては,将 来ほ とん どす べての業種のほ とん どす
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べての企業 に普及 して,生 産,在 庫,受 注,経 理等に関す る情 報が,オ ンラ

イ ンで一元的 に取 り扱われる ようになるこ とには,ほ とん ど障害は ない よう

に思われ る。そ うしてそれはテ レビ会議 な どとい うよ うな派 手で あまり意味

のない課題よ りも,ず っと重要な意味 を持つで あろうと思われ る。 特にそれ

が企業の意思決定の 方式 に与 えるであろ う影響 につい ては,ま だ今後の展 開

にまつ必要があ ると思われ る。 情報の集中一元化,情 報処理の高速化は,そ

れだけ経営者の一元化 と迅速 化を要認す る と思われ,そ れは最 高責 任者への

実質的な責任 と意思決定の集 中を必要 とする ように思われ る。 それ は,い わ

ゆ る 「日本的経営 」な るものの変 質を意味す るもので はなかろ うか。

しか し,こ の点につい ては,ま だ結論を出すのは早すぎ ると思われ る。い

ずれに して もOAの 進展が企 業内での分権制 と責任体 制の あ り方に影響せ ざ

るを得ない ことだけは確 実で ある。

企業間 ネ ットワークについ ては,ま たいろい ろな問 題が あると思われ る。

一 つは コス ト負担 である
。企業 間ネ ットワークの使 用頻度か らして,回 線

をそのた めに直接 建設す る ことは引合わない場合が多い し,ま た,費 用分担

を どうす るか とい う問 題が起 こる。従 って,企 業 間ネ ッ トワークシステ ムの

全面的な普及は全 国的なINSの 完成を待 たねぼな らないで あろ うと思われ

る。第二はプ ロ トコルや コー ドの統一の問題で ある。 この問 題は企 業が原則

と して複 数の企業 を相 手 とす るこ とのために複雑かつ,困 難 になる。

この場合 には結局 力の強い側 が自分の システムを相 手に強制す るとい うこ

とにもな り勝ちである。 また,企 業 間の情報技術 力の格差が大 きす ぎ る場合

には一方が他方をその点で 技術援 助す る必要も生ずる。 しか し,そ うな ると

援助 され る側 は企業秘 密を守 るこ とが困難にな るとい う問 題 も生ず る。

なお,企 業間ネ ッ トワ・一・クの一種 として,い わゆ るVANも ある。 これ も

現状では,そ れだけで コス トに見合 うだけの価値 を持つ情報 サ ー ビスを提供

す るこ とは困難な ようであ る。

わ ざわ ざ企業がオ ンライ ンで求 めなけれぼな らない よ うな情報 はそれほ ど
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多 くはないので,VANの 利用度はあ ま り高 くない と思われ るか らで ある。

結局,現 状では,実 務的 な利用のための企業間 ネ ッ トワークとVANと を

結合 して,両 方の利用を併せ ることに よって コス トを回収す るとい うことが

考 え られてい る。

企業 間ネ ッ トワークに ともな う問題で,ま だ十分検討 されていない と思わ

れ る ものは,事 故に ともな う責任あ るいは補償の問題であ る。

悪意,善 意の錯誤,あ るいは事故 に よって誤 まった情報が流 された り,あ

るいは本来流すべきでない所 へ流 されて しまった りして,そ れによって一 方

が損害 を受 けた場合,ど うい うルールで補償を行 うか,ま たは,そ れに備 え

て保険が掛け られ るか,情 報の解釈 やオ ンライ ンで送 られた内容 について当

事者 の意見が対立 した場合,ど の ように して調停を行 うのか,こ のよ うな点

につい ては,ま た慣例 も,法 律 も,全 く不十分で あるように思われる。 この

ような制度的準備が不十分 なままに現実が先行 してい る感 が否定できない。

よ うや くプ ログラム保護が法律上 の問題 にな っている段階であるか ら,こ の

点やむ を得 ない とはい え,早 急 に法的制度 を整 える必要がある。

家 庭や消費者 と直接結ぶネ ッ トワークについ ては,ま だ その展開は先の こ

とで あ ろ う。 そ れ には,ま ずINSの 完 成 とそ の端 末の全家庭への普 及

が 先にな されねぼ ならない と思 う。

CATVに よって一 部の限定 された地 域 には家庭 間ネ ッ トワークが作 られ

るか も しれ ないが,少 くとも当面はそれが地域的に限定 されてい るだ けに,

企 業側か ら見た魅力には乏 しいで あろ う。

そ れぞれの業種ご とに見 ると,銀 行では,企 業 内部 での機械化,あ るい は

銀行間取引のオ ンライ ン化は終 ってお り,次 の段階は企業 との取引のオ ンラ

イ ン化,い わゆる ファームバ ンキ ングで あ る。その具体的な展開につい ては

まだ模 索中である といわねばな らない よ うで あるが,し か し,現 在 ではまだ

コス トと提供 し得 るサ ー ビスとの間のバ ランスに問題があるよ うで ある。
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また,企 業の資金状況の報告 か ら資金運用 に至 るまで,銀 行側が情報サ ー

ビスを提供す る場合,企 業側の経営 主体制 が損われ る危険性 もない とはい え

ない。つ ま り,情 報を通ず る企業支配の危険性 がある。 しか し,企 業側 がこ

の 危険を防 ぐた めに複数 の銀行 とオ ンライ ンネ ットワー クを結ぶ とすれば,

全体の効率は著 しく低下 して しま うであろ う。 アメ リカでは,情 報サー ビス

は 第三者 的企業 に委ね るとい う方式が と られてい るが,そ れが どの よ うに う

ま く機能 し得 るか 明 らかでない。

とにか くファーム ・バ ンキ ングの進展が,金 融業 内部 における業界の再編

成,あ るいは金融界 と産業 界 との力関係 に どの よ うな変化が生ず るのか,不

確定要素 は多い 。

商業界 につい ては,情 報化が最 も進んでい るのは スーパ ーで あると思われ

る。情報化 に よってスーパ ーの本来の武器 で あった大量仕入れ大量販売によ

る流通 コス トの低減,規 格化 された商品の廉価販売 か ら,多 種多量の商品の

各 地域の顧客層の必要に応 じた供給へ と態勢が変 りつつ あるように思われ る。

全国的 な支店網,仕 入網をオ ンラインネ ッ トワークによ り結 ぶ ことに よっ

て,そ のための体制 はすでに作 られつつ ある。 これが,百 貨店,専 門店,あ

るいは零細小売商店等に どの ような影響 を及ぼすか,ま た,そ れらがどのよう

に して情報化に対応す るか も,今 後の展開 にまたねぼな らない であろ う。

その他情報化への対応が進んでい ると思われ るのは,総 合商社 である。

古 くか ら総合商社 の中心的な役割 が情報機能 にあ る以上,そ れは当然で あ

ろ う。

情報化 とともに明確 にな って来る と思われ るのは,流 通業が製造業 に対 し

て優位 に立つ とい うことである。規格化 された大量計画生 産か ら,需 要 に応

じた多種少量生産へ と比重が移 るにつれ て,需 要 に関する情報 を握るものが

優位 に立つ のが当然 であ る。 その結果,情 報ネ ッ トワー クにおけるコー ド化

などについ ても需要側の論理 が製造側 に強制 され る傾 向が見 られ ることは興

味 深い。
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全般的 に今後経済 力の中心が 「資金」か ら 「情報」へ移るで あろ うとい う

のが,あ る意味 では 自然な,し か し,意 味す る ところは大 きい印象である。
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第2章OA化 と事 務 シ ス テ ム

現実のOA化 が事務 システ ムの改善 に多 く用い られ てい ることか ら,本 章で

は,OA化 の事務 システ ムへ の影響 につい て,考 察す る。

特 に事務 システムの範 囲に限定 して もその 内容は多岐 にわた り,構 造が複雑

で あ り,ま た 日本的特性 も内在す るので,こ こではまず,オ フ ィスオー トメー

シ ョンの構造について概略を整理 し,企 業経営のおかれ てい る条 件 とOA化 を

結 びつ けることに努力 し,そ の 中で事務 システムへの影響 を細 目につい て検討

してみ た。

そ して,OA化 問題を考 える中では もっとも不明確 な効果 内容 につい て,そ

の考 え方 を整理 して,現 状か らの指摘 を試みた ものであ る。 しか し,影 響問題

はOA化 が全 面的に浸透 しき ってい ない事前 の状態では,影 響 内容を完全に分

析す るこ とがで きない ことも考 えられ,結 論は今後の研究 に待つ部分が多い こ

と も指摘 され るところで ある。

2.10A化 の構造 と変化

オ フィスオー トメーシ ョン(OfficeAutomation=OA)と い う言葉

は,す でに一般的 に普及 してい るが,そ の言葉の意味す る状態は どの よ うな

もの を指摘 してい るのか,明 確な定義 もな く,ま た,そ の構造 も複雑で ある。

そ こで,論 理的 ではない が,現 状のOAと いわれ てい る状態 につい てその

構造 を展開 してみ るこ とにす る。

まず,一 般企業の場 合のOAに つい てみ ると,企 業が現在おかれ てい る経

営環境 か らの影響に よって三つの大きな命題 をかか えてい る。(図2-1参

,照)

その一つは経済環境 の変化か ら くる影響 であ る。す なわ ち,日 本経済は低

迷期にあ り,総 需要 の拡大が困難 な状況 にあ る。 また,国 内消費の伸び悩み

と輸出の抑制等の問題が あ り,企 業経営は生 産量の拡大,あ るい は組織 の拡
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大,人 員の増大な ど量的拡大に よる経営の効率化 を享受す ることが難 しい状

況 に ある。

技

術

革

新

経済環境 ・社会環境の変化

↓
経営の効率化,

↓
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↓ ↓

経
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情
報
管
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制
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㈲業務管理水準

(4随織

へ

IIオ フィスシステム

構築

(1}業務処理 システム

③ 業務処理マニュアル

(3縢 務作業方法

㈲ ファイ リングシス

テム
メ

←

(

化 整 関
(関 連) ×(関 連)

関
連

備 連 〆

WOA機 器導入
、

lll人間 モ チ ベ ーシ ョ
)

(D汎 用 コンピュータ ン

切 ワー ドプ ロセ ッサ (1}人間動機づ け

→ (3ンくソ コ ン (2}人間労働 ←

(4}フ ァ クシ ミ リ (エルゴノミックス)

㈲ ワークステーシ ョン (3}作業時 間

(6}通信回線 (4)人間関係

爾
↑ ↑ 連

(関連) ＼ )

Vオ フ ィス労働環境

川部屋 健 間)

(2)机 ・イ ス

(3}音 、 色 、 空調

(4}書 類

〔5)文具

{6}ピ ル 構 造

図2-1オ フ ィ ス オ ー ト メ ー シ ョ ン 化 の 構 造

●

しか しなが ら,経 済競争社会 において,企 業経営 は,常 に 「効率的 システ

ム」を確保 しなけれぼ ならない とい う条件があ る。 したが って量 的拡大が行

えない としたな らぼ,企 業経営は質の効率化 による競争を行わ なければな ら

ない わけで あるが,質 の 「効率化 」にっい ては明確 なメル クマ ールが ない の

である。
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二つ 目の問題は社会環境 の変化である。 それは 人間の価値観が多 様化,多

元 化 して い て,例 えば 物 の消費が多様化すれ ば,画 一的商品は売 れな くな

る。そこで,消 費 ニーズに合わせて商品を多様化す る。その ことは企 業におけ

る生 産 ・販売 を多品種少量生 産 ・販売を行わ せる結果 とな る。す なわち,画

一大量生 産 ・販売の場合よ り数段効率の悪い行動を取 らなければ よい業績 を

確保す るこ とがで きな くな る。 また,生 活 面におい ては,消 費行動がいつで

も,ど こで も,な んで も自らが欲 しい欲 求を充足 させ る企業行動が必要 とな

り,随 時性 ・随所性,商 品選 択 性 とい う局 面 を生 じて くる。 従 って,そ

の ニーズを適確 につか んで,よ り早 く,効 率的に ニーズを充足 させなけれぼ

な らな くな ってきてい る。

また,働 く人間の労働に対す る価 値観 も従来は生計 を立 てるために,賃 金

重視 の考 え方が強か ったが,次 第 に仕事そのものの興味,働 きがい な どに対

す る重視 の度合が 高 く,か つての昇進意識 はやや 薄れて きてい るとい える。

このため,働 く人間 の価値観 の多様化 も起 って きてい る。 しか し,そ の多

様 で複雑 な価値観 を経営 目的のために効率的に まとめ上げ なが ら行動 しなけ

れぼ,企 業経営は効 率的に運営がで きな くな ってきてい るのである。

三 つ 目の問題は,技 術革新であ る。最近の技術革新はエ レク トロニ クスを

中心に情報や 通信 などの領域 における革新が著 しい。 この ことは企業経営上

の技術開発 におい てはあ らゆ る商品のエ レク トロニ クス化をあ らゆ る製造工

程 におけ る生 産技術 の エレク トロニクス化 ・情 報化 を もた らしてい る。

その内容 と しては,メ カ トロニ クスに よる ロボ ッ ト化 ・自動化,オ ンライ

ン化な ど情報手 段を道具 として利用す るよ うにな り,ひ い ては情報技術 ・エ

レク トロニ クス技術その ものを利用す ることが経営戦 略上有利 な手段 とな り,

経営上の格差 をつける ことにもな るので ある。

以上 の三つは現在,企 業 がおかれてい る環境変化か ら受 けるイ ンパ ク トの

顕 著な領域で あ り,そ の対応 は どの企業において も共通の パ ラダイムとなっ

てい るので ある。
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これ らの環境変化に対応 して,企 業にお けるオフィス部門には どのよ うな

イ ンパ ク トを受 けるか。その イ ンパ ク トの内容 は大き く二つに大別 される。

その一つは先 に述べた とお り,企 業は経済 ・社会環境 の変化に対 して 「経

営の効率化」 を常 に追求 してお り,そ のことはオ フィス部門に対 して同様で

あ り,オ フィス部門の生産性向上 を求 めてい るの である。 もちろん,オ フ ィ

ス部門の仕 事は企 業全体の経 営を支 えるための知的業務あ るいは間接的業務 ,

サ ー ビス的業務 であ り,オ フィス部 門だけを分離 して生産性 向上を求めるこ

とは できないで あろ う。

しか し,高 度に技術化が進んだ社会 におけ る企 業活動 は,よ り知的,創 造

的,情 報依存に よる活動領域が増大 し,企 業全体の経営効率 を左右す る度合

が高 まって きてい る。

そ のた め,オ フィス部 門における成果が よ り効率的 ・効果的 に生み出 され

るこ とが必要 とな るか らである。

も う一つ の要因 は,先 に述べた とお り現在 の企業経営は他企業 との苛酷 な

ま での競争状況に あ り,他 企業 との競 争戦略 を効果的に実 施しなけれぼ収益

の確保 に困難 を生 じる ことになる。 このため,企 業の技術 ・研究開発部門に

おい ては特許情報や 先端技術情報 を迅速 に収集 し,技 術変化に対 応 しなけれ

ぼな らない。

また,営 業 ・販売部門 においては,マ ー ケッ トの ニーズ変化 を常 に把握 し,

その動 向に対応 しなければな らないので ある。

その意味 におい て,企 業は常 に 「効果的 戦略化 」を心 がけなが ら,オ フィ

ス部 門を有効 に活用 しな ければな らないのである。

それでは この二つの イ ンパ ク トに対 して オフィス部門は どの よ うに対応 し

てい くか,オ フィス部門の 「効率化 」 と 「戦略化」に対 して次 に述べ る5つ

の要 素が あ ることを示 したい。

第一の要素は オ フィス業務そのものの改善 である。現在,オ フ ィスで発生

してい る業務の中 には,国 や地方 自治体な どの法律や規定 によって企業経営

を してい くため に必要 な書類の作成がか な りの量で存在する。また,企 業経
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営を してい くために従業員の給与計 算や 財務報告 な どその事務その ものが,

企業の 自由意志で廃 止で きない もの も多 く存在す る。

あるい は経営戦略や経営管理上必要な事務 も存在 してい る。 この よ うな事

務を どこまで 削減で きるかに よってオ フィスの業務が どこまで効率化で きる

かが決 まるわ けで ある。

す なわち,OA化,機 械化 しな くとも不要業務を排除す るこ とだけで も効

率化がで き,戦 略的業務へ人 材を再配 置す ることがで きるので ある。

第二の要素は,オ フ ィスシステ ムの 構築 とい う点で ある。

これは第一 の要素で あるオ フ ィス業務が必要業務 に整理 された と して,そ

の仕事 を処理す る方法が効率的 ・戦略的 に行 われてい るか どうか とい う点で

あ る。

現在 のオフ ィス業務の処理す る方法にはい ろいろの や り方 が あ る。 例 え

ば,人 間が処理す る場合には どの よ うな手順で仕 事を進めるべ きか,各 人各

様 のや り方を取っていて,も っとも効率的 なや り方に統一 されてい る とは限 ら

ない ので あ る。 また,OA機 器 が利用 され ると してもマソ ・マシ ンの対応 に

は シ ス テ ム化 が 行 われ てい るか どうか,マ ニュアル化が行 われてい るか ど

うか な どOA機 器 を効果的 に利用す るための前後 における手続きや方法がシス

テ ム的 に改善 され ることがOA化 す る場 合に必要不可欠の要素で あるとい え

る。 第三 の要素 はオ フィスにおけ る人間の活動で ある。

オ フィス業務は人 間の知識や判断 を必要 とす る仕事が多 く,ナ フィスの仕

事を機 械化 したとして もその情報 内容 を利用す るのは人間であ り,情 報内容

を構成するの も人間であ る。 同時 にその処理 をす るの も人間であ る。

その オ フィスで働 く人間が 仕事 を よ り効率的,効 果 的に処理す る意欲(モ

チベ ーシ ョン)を 持 てば,よ り仕事 が早 く,よ りよい 内容を作 り上げ ること

がで きるが,も しオ フィスで働 く人間が意欲を持 てない で歯車 同然に なって

しま えぼ,オ フィスの仕事 は全 く,効 率の悪い もの にな って しま うので ある。

OA化 に対 して新 しいOA機 器 を導入 した として も,そ れを使 う人間が よ
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り効率的 ・効果的 にOA機 器 を利用 してみ ようとす る モ チ ベ ー シ ョ ンが な

ければ,人 間 と機 械が共存す るオ フィスにおいてOA機 器 は化 石 と化 して し

ま うのであ る。

しか し,も しOA機 器 に関心 を持 ち,進 んで利 用 して,自 らの 仕事 を よ

り高度化 しよ うとしたな らば,OA機 器は生命を持 った動物 の よ うに使用者

の命令 に対 して従順によ り効率的 ・効果的で 自動的 に働い て くれ ることにな

る。す なわ ち,人 間の心 の動 きを阻害す るよ うな機器ではな く,人 間 の心 と

知識 の両面に機器が有効 に働 きかけ てくれ るものであ ることが,OA化 にと

って重 要な要 因であるとい えるのである。

次 に第四の要 素であ るが,そ れはOA機 器そのもので ある。

OA機 器 とい っても多種 多様 なものがあ り,こ こではあ えてその定義や種

類 をあげ ることは省略す るが,そ のOA機 器が より高性 能で あ り,人 間 に対

して フ レン ドリーな もの であ った としたならぼ,オ フィス業務のあ らゆる局

面 に利用 され,オ フィス業務 を効率的 ・効果的に処理 して くれるこ とにな り,

経営に とって有効な もの にな ると考 えられる。第五の要素 としてはナ フィス

の環境の問題で ある。 オ フィスは人間 と機械が共存 し,そ の中 で情報 をよ り

効率的 ・効果的 に処理す るためには,人 間に とっても機器類 に とっても快適

な場でなけれぼな らない の である。

しか しなが ら,現 在の オ フィスは書類の山 と化 してい て決 して人間 にとっ

て快適な場所 とはい えない の である。 また,人 間に とってオ フィスも生活の

場であ り,生 理的 に快適な場 と しての改善が必要であ る。 例 えば,レ イ ア

ウ ト,騒 音,空 調,色 彩,OA機 器利用 に対す る目の疲労 な ど,人 間の感覚

や身体に対す る快適性を確保す ることは,オ フィス業務 を効率化す る大きな

要素 とな ってい るのであ る。

そ こで,オ フィス業務の効率性 ・効果性を考 えるとき,上 記の5つ の要素

それぞれについて改善 を加 えなけれぼ な らない ことも事実 であるが,同 時 に

それぞれ5つ の要素は,そ れぞれ 相互に関係 し合 う要素 であ って,一 つだけ
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の要素をと り出して論義 して も決 してオ フィス業務全 体 が よい 影 響 が あ る

とはいいがたい側面 もある。

す なわち,オ フ ィス業務 は,工 場 などにおける作業の改善 と異な り,複 雑

・多様 な特性 を有 してい る
。それ を考慮 しなが らOA化 を進 める必要がある。

●

,

2.2事 務 システ ムの展開 と変化

2.1節 におい てオ フィスオー トメーシ ョンの構造 変化 について5つ の要 素

があることを示 したが,次 にそのOA化 に よる効果領域 を どこに求め るかに

つい て,問 題 を展 開 してみ る。

まず,企 業経 営の構造を二つの ピラ ミッドで示 してみ る。(図2-2参 照)

企業の組織 は一般 職員 ・管理職員 ・経営者 と三つの階層 を持つ ことが一般

的 である。 しか し,こ の ピラ ミッ ドは静止 してい るものではな く,常 に現在

か ら将来にわた って動 態的に変化 しよ うと してい るもので ある。その移行の

過程に おい て,情 報化 とい うイ ンパ ク トを受 けてい るので ある。

そ こで,事 務 システムに対 して 情報化のイ ンパ クトは何 をもた らそ うとし

てい るか,そ れは三つ の影響があると考 えられるので ある。

その一つが 「機械化 ・自動化 」 とい う点であろ う。つま り,現 在OA化 と

いわれ るもの がその一 つである。 これは人間の行 ってい るあ らゆる事務処理

を機器に よって支援 し,機 器 を利用 した方が よ り有 効な領 域を機械 で行 い,

人間が行 った方が 有効な領域は人間の能力を使 うとい った状態で機械が人間

を支援す る とい う考 え方で あ る。その場合 にあ らゆるOA手 段があらゆる業

務の部分に適用 され,事 務の機能を部分変化 させ ることにな る。

また,他 の考 え方 によれぼ,現 在人 間が行 ってい る仕事 を全 く機械 に置換

して しま うとい う考 え方で ある。FA領 域 におけ る無人化 と同様の方法に よ

る効率化 であ る。すべ ての事務領域 がその よ うにな るとは考 えがたいが,一

部の領域 におい ては存在す る。例 えば,経 理 に お け る集 計業務,伝 票発行

業務な ど発生源 における入力によって,後 処理の工程 を全 く機械 に依存 して

ふ

,
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し ま うこ と も可 能 で あ る。

こ の場 合 には,事 務 シス テ ムは大 幅 に変 化 して,

な る可 能 性 もあ る。

過去の状態は存在 しな く

、

仕事の量 仕事の質

コス ト 人員 スピー ド 時間 スペース タイミング コスト 人員 管理水準

(機能)

(目 的)オ フィス ・業務 の生産性 向上

現在

情報化社会対応の武装化

将来

ー

総

務

・

ー

人
事

経

営

・
企

画

経営者

「㍉ ㍉

機
能

事
務

収 記

棄

鷺

一一一く人 間行動)一

声 一 一一

企業組織

情報処理機械化

T融
・汎 用 コ ン ピ ュー タINS

・オ フ ィ ス コン ピュ ー タLAN

・パ ー ソ ナ ル コ ン ピュー タ ・EPBX
・ワー ドプ ロセ ッサCAPTEN

・フ ァ ク シ ミ リ

・ワ ー クス テ ー シ ョン

・電 子 フ ァイ ル

・マ イ ク ロ写 真 シ ステ ム

・PPC

情報処理の統合化

報処理の大衆化

θ

図2-2 OA化 による事務 システム領域 とその変 化
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その変化の要 因はい ったい何 があるのか,そ れは 「コス ト」であ り,「 人

員数 」であ り,「 処理の スピー ド」で あ り,「 所要 とす る時間 」であ り,「 ス

ペース 」の変化で あるとい える。

次 に第二のイ ンパ ク トは 「統合化 ・結合化」 とい う点である。

企 業経営 にお ける現在 の事務処理は企業経営そ のものがそ うで あるよ うに,

企 業の 目的 とす る,商 品や サー ビスを提供す る場合,企 業における情 報処理

とい うものは,一 人の人間が行 ってい る行 動であ っても,全 体 の中の部分で

あ り,単 に一つ仕事 を分 業化 し,一 部 分 を分担 してい てそれだけで完結す る

ものではない。

換言す るな らば,一 部分 の分担 とい うことは,全 体 との関連 を常 に持 って

い るわけで あ り,あ らゆ る仕事が網 の 目の ように,神 経細胞の ご とく"つ な

が り♪'を持 ってい るので ある。

そ のttつ なが り"を よ り 「安 く」,よ り 「少人数 」で,よ り 「迅 く」,よ

り 「遠 く,広 く」結合 し,統 合化す るこ とによ って,仕 事の効率が向上 し,

適確な判断や管理が 行 える,方 法 に変 える とい うことで ある。

これ にはINSやLAN,EPBXな どネッ トワー クの機 能が発達す る必要

があ る。

第三は,情 報処理の機械化における 「大 衆参 加」 とい う問題 である。

も ともと事務処理はあらゆる仕事に付随 してい る もので あ り,そ の付随 し

た仕 事の機械の支援 または置換 しようとす るもので ある。

仕 事を してい る人 間 自身 が 自 らの 仕 事 にOA機 器 を利用 して効率化 しよ

うとす るもので あ り,そ の 関 係す る領 域 は広 い。 従 って,す べ て の 人 間

がOA化 に参 加 し,自 らの 仕 事 を 自 らの 手 で改善 しようとす るところに

「大衆化 」の条 件があ るわけで ある。

例 えば,経 営者 は 自 らの 経 営 指 標 の 収 集 された情報を 自分の持つ能 力

を利用 して,経 営行動におけ る ・・解 ・を見 つけ出す 。 管理 者 は 自 らが 管 掌

す る仕事 につい て,管 理す るた めの予測や分析 に自分のところにっながってい
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る ワー クステー シ ョンを使 う。一般 従業員は,生 産 ・販売 あるい はサ ー ビス

について,会 社 の方針や管理者 の命令 を実行す るた め に,自 らの仕 事 に あ

らゆ るOA機 器を利用 し,自 分の仕事 を改善す るのである。つ ま り,OA化

は 特定 の 個 人 が 実 施 す るのではな く,誰 で もが利用 し,企 業総体 として情

報化 を受け とめる とい う特徴があるので ある。

以上,事 務 システムの変化 とい う点では,「 機械化」 「統合化」 「大衆化」

の三つの問題が同期化 して,影 響 されてい ると考 えられ る。

4

7

2.5事 務 システム の変化に よる効果

OA化 の 目的 は,企 業 あるいは官公庁 などの機関 におい て,オ フィス業務

の生 産性 向上や情報化社会 における情報機器に よる武装 化が狙いで ある とい

えるが,そ の 目的達成 までの効果 とはい ったい どのような過程を表わ してい

るのだろ うか。

そ こで,先 に述べた よ うにOA化 による事務シ ステムの変化に対 して,効

果 とい えるものは どの ような状 態を意味す るもの か,理 論的 なこ とは解明で

きない まで も,そ の過程や考 え方を示す ことはで きるはずで ある。

まず,OA化 す るためには,機 器 の導入が必要で あ り,そ れ には 明 らかに

現在の事務 システムを変化 させるた めに,「 資金投資」が必要 であるこ とは

確か である。

それ に伴 ってOA機 器を利用す るためには 「人的資源(教 育に要す る時間,

ソフ トウェアを開発す るための時 間,メ ンテナ ンスするための時間)」 の投

資が必要で ある。

そ して,OA機 器導 入は,こ れ までの狭小な スペース に対 してなお,「 機

器 スペース」の空間が必要 となる。加 えて,エ レク トロニクス機器で あ ると

ころか ら,そ れ を稼動 させ るためには 「電 力エネルギー」が必要 である。

そ こで,OA化 の効果に対す る見方 を例記す ると次の ような ものが上げ ら

れ る。
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〆 産出 情報 処 理 ・情 報伝 達 ・情 報 蓄 積OA化効果=

投 入 機器投資 ・マンパワー ・時 間 ・機器 ・エネルギー

"産 出 コス ト低減 ・ス些 ドアップ・時間短縮 ・距離 短縮 ・人 員減OA化効果
==

投 入 機 器投資 ・マ ンパ ワー ・時 間 ・機 器 ・エ ネ ル ギ ー

"ノ 産 出 効率 性 向上 ・効 果 的 運用OA化効果=一=

投 入 機 器 投 資 ・マ ンパ ワー ・時 間 ・機 器 ・エ ネル ギ ー

　　

OA化 効果=業 績 向上 ・管理水準向上 ・業務処理の柔軟性 向上 ・各機能の

結合性 向上,経 営資源配分の効果的運用,人 間の働 く意欲の

昂 揚

これ でもわかる とお り,事 務 システムをOA化 して変化 させた場合,そ の

効 果内容には実 に多 くの種類の結論を引きだす ことができるの である。

す なわ ち,OA機 器 導入の効果は一つの結論 に帰着す るので はな く多角的

な効果があ るので あ り,ど れを とるかに よって,投 資 効果が有効で あったか

どうか,そ の判別 も現段階 では結論 しがたい 。 しか し,OA化 が進んでい く

過程において,こ れ らの効果 を一つづつ確認 してい くことが重要であ り,そ

れが統合化 された とき,本 当の意味 での効果が表われて くるとい えるのでは

なか ろうか。

ところで現実企業 のOA化 に立ち もどってOA化 に対す る効果につい て,

どの よ うに見 てい るかを一つの調査結果か ら見てみ るこ とに しよう。

その一つの結果 は,OA化 を した場合,機 器 と事務 システ ムを複合 して,

もっとも効果が 出てい る事象 を見ると次のようなものであった。(図2-3参 照)

まず,第1位 にあげる もの としては,投 資額 も大 き く,全 社的影響を持つ

「汎用 コンピュータを中心 とした情報 システムの構築,拡 大(特 にオ ンライ

ン)」 につい ては,調 査対 象企業300社 中の147社(49%)が もっと

も大 きな効果を認めてい る。 この項 目に対す る企業の評価 は,OA化 の うち

で も広い範囲にわたる もので,す なわ ち,EDP化,オ ンライ ン化が現在の
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情報 シ ス テ ム と して,効 果 あ りとす る結 果 とな ってい る とい えるので あ る。

旬

●

1

2

3

4

5

汎用 コンピ ュータを中心 とした情
報システムの構築,拡 大(特 にオ
ンライン)

小規模・多様な身辺業務 のオフコ
ン化,パ ソコン化

ア一夕ベースの充実 による情報入

手の容易化

データ発生元からの コンピュータ
への直接入力による業務のスピー

.ド化
、,

従来 のEDPシ ステムからとり残
された分野の合理化

6.文 書作成黎務の ワープロ化

.7
.業 務 の簡 素 化,レ ス ペー パ ー化`

8.汎 用 コンピュータとの対話処理に

よる伝票類の発行 とデータ入力

9,遠 隔地,離 れた場所とフ ァクorミ

リ.による伝送即時化

lO.汎 用コンビx－ 夕 ・レポー トのオ¥ラ イ
ン・プィスプレー化(ペ ーパーレス)

11.通 信 システムの高度化(ネ ッ トワ.一.ク化)
による会議 出張,連絡の効率イヒ

12.汎 用 コンピュータtζよる処理をオラ
コン.パ ソコンに移 し

,簡 素イヒ

13.フ ァイルのマイクロフィルム化による
ペースおよび検索効率化

14.そ の 他

厘1答 数(件)
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＼＼＼"網 ・(1∴や58鞭

`

"＼"＼N31(10.3)昭 和57鞭1(
13・1)
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1(12、3)
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1(12.0)
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＼＼ ＼＼、20(6・7)
1(9,7)

雪 ぽ ぬ ・・協 ・3・叱
1.ll..

0 IO20

構 成 比(%)

30 40

147(49、0%)

50

,

図2-3 OA効 果が顕著に現われる内容

(出 典;「 昭和58年 度OA実 態 調査 」日本オフィスオ ートメー ション協会)
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第2位 の効果あ りとす る ものは,「 小規模,多 様 な身辺業務 のオフ コン化

・パ ソコン化 」に対す る効果が高 く,300社 の企業のうち,116社(38。7%)

とな ってい る。OA.化 の うちで も,各 種 の階層や各種の部門(機 能)に おい

て,各 個人 が 自分 の 仕 事 を 自らの手で機械化す ることについ て,参 画す る

こ とが大 きな効果で ある との指摘 となってい るとい える。

第3位 は 「データベースの充実 による情報入手の容易化 」とい う問題であ

る。 これまでのEDPの 拡大 は,大 量事務 処理領域 におい て情報 を集中的に

収集す ることについては,有 効かつ効率的であ った もの の利用者 に収集 した

情報を戻す手段は完全 に完 備 されてい なか ったのであ る。 しか し現在は,そ

れが可能 にな り,よ り早 く,適 確に利用者 にフィー ドす る事務 システムが完

備 されて きた ことが,企 業活動に有 効であ るとの指摘 であ り,回 答企 業300

社 中116社(38.7%o)と な ってい る。

第4位 は情報を入 力す る場合 のハ ン ドリングの 問題 であ る。 これ までのE

DPに おける入力はあ る種 の加工な り,機 器のある場所 まで デー タをハ ン ド

リン グしなけれぼ な らなか ったわけであ るが,こ れを 「データ発生元か らコ

ンビ ュータへ直接 入力で き,業 務のスピー ド」が可能 にな った とい う回答が

300社 の うち,109社(36.3%)と な ってい る。

第5位 は,「 従来のEDPシ ステ ムか らとり残 された分野 の合理化 」 とい

うもので,こ れまでのEDPで は及ば なか った領域 にもEDP化 が進んで き

た とい うもので ある。 これは300社 のうち95社(31.7%)と な ってい る。

す なわち,こ れ まで合 理化で きなか った領域 のEDPの 広域化を指摘した

ものとい えるので ある。

第6位 は,「 文書作成業務の ワープロ化 」の問題であ る。 日本企業の経営

活動の中には多 くの文書 作成業務が存在 してい るが,漢 字 とかなを併用す る

文 書作成業務に も新 し くワー ドプロセ ッサが登場 して きた ことが,事 務 シス

テムの一部 を機械化 したこ とにな り,こ れ に対す る新 しい評 価が生れ てきた

もので,300社 中82社(27.3%)が よい結果 として評価を受けているのである。
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第7位 は,「 業 務の簡素化,レ スペーパー化」が300社 中60社(20.O%)

とな ってい る。 これはOA機 器が登場 して,こ れ までの紙 に よる処理 をソフ

トコピーの状態で保存で き紙 自身に対す る依存度 を引き下 げ る結果 とな って

きてい るとい える。

第8位 は 「汎用 コンピ ュータとの対話処理による伝票類の発行 とデータ入

力 」が300社 中42社(14.0%)効 果あ りとの指摘 にな ってい る。す なわち,

人間 とコンピュー タとの相互依存関係が発生 してきてい るこ とを意味 してい

るとい えるので ある。

第9位 は 「遠隔地 あるいは離れた場所 との ファクシ ミリによる伝送の即時

化 」が300社 中31社(10.3%)が 効果 あ りとの 指摘 とな ってい る。つ ま り,

物理的距離 と時間の短縮 による効果が でてきてい ることを指摘 してい ること

にな る。 ただ し,こ れは第1位 に述べた汎用 コンビ=一 タのオ ンライ ン化 と

同様の意味を持つ もの とい えるので ある。

以下10位 以降 は効果 あ りとす る比率 が10%以 下で あるため,解 説 は省

略す るが,上 記の1位 か ら9位 まで,OA機 器 適用に対 して部分 的では ある

が多角的状態における効果 を指摘 してい る もの とい えるのであ る。

上記はOA機 器 を事務 システ ムへ適用 した場 合の状態 の効果であ ったが,

これ を企業経営活動全 般か ら見た場合に どの よ うな効果が 出てい るのかを集

約 した場合,次 のよ うな もの とな ってい る。(図2-4参 照)
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回 答 数(件)

1.業 務処理の ス ピー ドア ップ

2.業 務の品質 ・正確性 の向上

3経 営 戦略意思決 定へ の寄与

4顧 客・他部 門へのサー ビス向上

5.機 会損 失の減 少

6付 加価 値の増大

7.人 間性 の回復 ・モ ラルア ップ

8.受 注 の拡 大 ・シ ェアア ップ

9そ の他

0,1PO ,2PO,

＼＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼{244
(69.7

＼＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ 、190(54.3)

＼＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼1143(40.9)

ご＼＼＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ミ≡]120(34.3)

＼ ＼ ＼ ＼ ヨ66(18.9)

.＼ ＼ ＼ 、49(14.0}

＼ ＼>42(12.0)

＼'寸24(6.9)

コ4(1.1)

MA100%二350社

llll`Il

01020 3040506070

構 成 比(%)

●

図2-40A化 に よる総 合 的 効 果

(出 典:「 昭 和57年 度OA実 態 調 査」日本オ フィスオ ートメーション協会)

この結 果 で は,第1位 に上が る のは,「 業 務 処 理 の ス ピー ドア ップ 」が,

350社 中244社(69.7%)で あ った。 い か に情 報 処 理 におい て早 さ とい う

も の が 重 要 で あ る か を 指 摘 し た こ と に な る。 第2位 は 「業務 の 品 質 ・正

確 性 の 向上 」 が350社 中190社(54.3%)と な ってい る。 第3位 は 「経 営

戦 略意 思 決 定 へ の 寄 与 」が350社 中143社(40.9%)で,経 営 活 動 の トッ
も

プ レベルに対 して も何が しかの効果 を上げてい るとい えるのである。第4位

は 「顧 客 ・他部 門への サー ビス向上 」に役立 ってい る とい うものが350社 中

120社(34.3%)と なってい る。

この ように,OA化 についての効果 として,ま た・全体的 ・総合的 効果 と して

効率や効果は生み 出 してい ないが,部 分的 ・状 態的効果 としては多様 なもの

が生 じてい ることが指摘 で きる。 従 って 次 第 に トー タル な効 果 へ と結 び

ついて くる と考 えられ るが,そ れ は,技 術革新の進展度合 と経済性の 確保 と,

●
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人間の動機 とが一致 した時 点で最大の効果 が確i保されるものにな ると考 えら

れるので あ る。

結 び

OA化 が事務 システムに与 える影 響 としては,企 業 における事 務 とい うも

の が,ま さに情報の発生 か ら終 えんまでの一つの流れ として考 えるべき問題
せき

であ り,そ の流れの中で 情報 内容が変化 し,流 れ の中の一つの 。堰"で 利用

者 にイ ンパ ク トを与 え,そ の利用者 は また他の利 用者へ情報を流す とい った

性格 を持つ。す なわ ち,企 業構造か らい えば人事 ・総務 ・経理 ・購買 ・生 産

・販売 な どそ の縦割 り機能 を情報は横 に流れ
,ま た階層的 には一般従業 員か

ら管理者へ,管 理者か ら経営者へ と流れ,ま たその逆 もある,つ ま り,企 業

構造を垂直,水 平へ 広が り,そ の中で常に流動 してい る情報 をシステム とし

て取扱 うのが事務である とい える。

その事務 をOA機 器 とい う手段 で支援 または代替 し,合 理化 ・効率化 ・効

果 性を持 つ ことが必要で あ る。 従 って,OA化 の影 警 は複 雑 多 岐 な もの

で あ り,そ こに効果 を生ぜ しめなけれぼ意味 のない ものである。

もし,OA化 が全面 的に普及 し,展 開 した とした ら,企 業 の組織形態はい

まの機能分担 を超越 して しま うであろ うし,統 合化 され て しま うこともあ り

得 る。 同時 に他企業 との情報による連係や相互依存 関係はよ り強化 され るこ

とにもなるで あろ う。反面,簡 単 な仕事は現 在で もコンピュ1一タオペ レーシ

ョンについ ては企業 内の機 械を外部 者に委 託 している状況にあ り,事 務 シス

テ ムの運用 も外部 化 される可能性 もあ る。

その よ うにな った場合,企 業組織,分 担 あ る い は機 能 が 変化 す ることも

あ り得 る し,企 業 の 目的の変化 も起 って くる可能性は大 きい のであ る。
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第3章OA化 と産業

5.1金 融 業

5.1.1フ ァ ー ムバ ンキ ン グ普 及 の背 景

銀 行 業 界 に は つ ね に保 守 的 な イ メー ジがつ き ま と うが,銀 行 業 界 は

コ ンピ ュー タ ・シス テ ム利 用 の 面 で は 他業 界 に先ん じて きた 。

例 えば,銀 行 業 界で は,昭 和30年 代 に数 年間の コ ンビ=一 タ ・バ ッ

チ処 理 を経 て,は や く も昭 和40年 代 は じめ には オ ン ライ ン ・シ ステ ム

の稼 動 が 始 ま ってい る。 これ は,第 一次 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム といわ れ

る もので,業 務 別 ・科 目別 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム とな っ てい る。

そ して,現 在 稼動 し てい る シ ス テ ムは,昭 和40年 代 後 半 か ら50年

代 にか けて 完 成 した 第二 次 総 合 オ ン ライ ン ・シ ス テ ムで あ る 。 これ まで

の 業 務別 ・科 目別 シス テ ムを 顧 客 情 報 フ ァイ ル(CIF)を 中心 に総 合

化 した もの で あ るが,近 年 は全 国 内 国為 替 シス テ ムへ の 接 続 や 都 市 銀 行

のCD(現 金 自動支 払機)オ ン ライ ン提携 にみ られ るよ うに,行 内シ ス

テ ムか ら業 界全 体 を ネ ッ トワー ク化 す る シ ステ ム とな り,文 字 通 り総 合

的 な もの と な ってい る。

と ころが,2年 ほ ど前 か ら銀 行 業 界 で は,第 三 次 総合 オ ン ライ ン ・シ

ス テ ム構 築 へ の 動 きが慌 ただ し くな って きた 。 これ は,次 の要 因 に基づ

い て い る(図3-1)。

b
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図3-1CMS展 開 の背 景

第一は,金 融環境の変化であ る。二 度にわた るオイル シ ョックを経て

日本経済は低成長時代に突入 した ことか ら,企 業の合理化 に対する気運

が盛 り上が り,産 業 レベルでも制 度の見直 しが行われ るよ うにな った。

銀行業界で も,こ れ までの落 ちこぼれ を出さない とい う大蔵省のtt護 送

船 団方式"の 金融行政 に対する批 判の声が上が るよ うにな り,近 年は金

融 の 自由化,す なわ ち競 争原理の導入が図 られ るよ うにな ってきた。

また,日 本企業の 海外進 出および資金調達の国際化,近 ごろ積極的 な
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動 きの 目立つ 外銀 の対 日戦略 に対応す るため,大 蔵省は金融の国際化 を

進 め るべ く規制緩和 を打ち出す ようにな ってきてい る。

第二 は,企 業の経営全般にわた る合理化の推進で ある。企 業の合理化

は,こ れ まで製造部門を中心 に進め られ て きたが,近 年は事 務部門でも

進め られ るよ うにな ってきた。い うまで もな くこれがOA(オ フィスオ

ー トメー シ ョン)ブ ー ムの背景 であ る。企業の財務部門で もテ レ ックス

や ファクシ ミリ,パ ソコンとい ったOA機 器が導 入 され,事 務の合理化

が進め られてい るが,同 時 に財務部門では金利選好の高 ま りを背景にこ

れ らOA機 器 を使 って資金の効率的運用 ・調達を行お うと考 えるように

な ってい る。

第三は,銀 行 自身の合理化 である。低成長時代 に入 り銀行経営 は,企

業の資金需 要の停 滞,資 金量の伸び悩み,資 金運用 コス トの増大に直面

し,収 益低下を招 いてい る。 このため,銀 行はよ り一 層の事務の合理化

を進 め る必要が出てきた。'

第四は,エ レク トロニ クス技術の発達であ る。 半導 体技術の驚異的な

発達 によって超LSI(大 規模 集積 回路)時 代の幕開けが 目前に迫 って

い る。超LSIの 第一 弾製品といわれ る256Kビ ッ トDRAM(記 憶

保持動作が必要な随時 書き込み読み出 しメモ リ)の 集積度は,40～45

嚇の面積中 に約60万 個の素子が組み込 まれ てい る。 この半導体技術の

発達 によ って,コ ンピュー タと通信の融合 が進み,高 度なオ ンライ ン ・

システムを構築 し,デ ータ通信を経済的 に行 えるよ うにな った。

第五 は,通 信回線の 自由化で ある。昭和57年7月 の公衆電気通信法

の改正(第 二次通信回線 自由化)に よって,こ れ までデー タ通信回線利

用に際 し共 同使 用,他 人使 用,相 互接続 につい て設 け られていた規制が

緩和 された。 これ によ り銀行 一 企 業間にオ ンライ ン ・システムを構築

しや す くな った。

第六は,米 国の金融革命の影響で ある。米国で はオイルシ ョック以降
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の 急 激 な イ ンフ レ,高 金 利 を背 景 にMMF(MoneyMarketFund) ,

MMC(MoneyMarketCertificate),CMA(CashManag-

ementAccount)と い った 金融 商 品が 銀 行 や証 券 会 社 に よ って 次 々

と 開発 され,米 国の 金融 体 制は 大 き く揺 らぎ,金 融 革 命 とい わ れ るほ ど

激 変 して い る。 これ らの金 融 商 品は コ ン ピ ュー タや 通信 を活 用 しては じ

め て 開 発 で きた もの で,な か で もCMAは オ ンライ ン ・シ ス テ ムの 申 し

子 とい え,短 期 金融 資産 に 限定 して運 用す る オ ー プ ン投 資 信 託 で あ るM

MFの 機 能 に加 え,株 式 ・公社 債 の 売 買,有 価証券 担保 の融 資,ク レ ジ

ッ トカー ド,小 切手 な どの サ ー ビスの盛 り込 まれ た金 融 資 産 の 総合 口座

と な ってい る(図3-2)。 この よ うにい ま までは コ ン ピュ ー タ と通 信

の 高度 利 用 な くしそ 金融 商 品 の 開発 を 行 え な くな って い る 。

'
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(カー ドの使用)VISA加 盟

銀 行 ・小 売店

VI

カード・ 蜜
・切手の

発 行

VISA非 加盟

銀 行 ・小 売 店

　
ク
行

ン
銀

べ

管
り
保

一
(

ジーヤ
ジトスーアブ

フ ァン ド ・アセ ッ ト
マ 不 ジ メ ノ ト

ー⊆投資堅目甦Ll
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図3-2CMAの 仕 組み

(出 典:「 金 融 革命 」 日本経 済 新 聞社)

これ らの 要 因 に促 され て,現 在,銀 行は 第三 次 総合 オ ン ライ ン ・シス

テ ムの 開発 に組 り組 ん で い るの で あ る 。現 段階 で は まだ第 三次 総 合 オ ン

ライ ン ・システ ムの 全 貌 は は っき り して い ない 。 そ ん な 中 にあ って最 近,

富 士銀 行 の第 三 次 総合 オ ンライ ン ・シ ス テ ム開 発計 画 の 概 要 が 明 らか に

され た 。

そ れ に よる と富士 銀 行の 第 三 次 総合 オ ン ライ ン ・シ ス テ ムはF-TO

PS(フ ジ ・ トー タ ル ・オ ンライ ン ・プ ロセ ッシ ン グ ・シス テ ム)と 名

付 け られ,昭 和59年 度 か ら62年 度 末 まで の4年 間 にお よ そ700億

円 を投 じて シス テ ム を完 成 させ る計 画 で あ る。

`
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t

歯

'

F-TOPSは,① 証 券 処 理 シス テ ム,② 外部接 続 シス テ ム,③ 新 営

業店 シス テ ム,④ 国際 総合 シ ス テ ム,⑤ 新 情報 シ ス テ ム,⑬ 新 勘 定 業

務処 理 シス テ ムの6っ のサ ブ シス テムか ら成 り,一 部 の シス テ ムはす で

に稼 動 してい る(図3-3)。

フ ァー ムバ ンキ ング
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(日 立)
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L___________________1

注 カ ッ コ内 は 共 同 開 発 メ ー カ 国際CMS

図3-3富 士 銀 行 の第 三 次 オ ンライ ンシス テ ム構 想

(出 典:「 金 融 と銀 行 」 昭和59年4.月13日 東 洋 経 済 新 報 社)'
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各 シ ス テ ムの 内 容 は次 の とお りで あ る。

① 証 券 処 理 シス テ ム……… 国債 の 窓 口販 売 ・デ ィー リングへ の 対 応 は

い うまで も な く,自 行 内 と機 関 投資 家や 事 業法 人 とい った 顧客 のALM

(資 産 ・負債 総 合 管理)を 取 り扱 うシス テ ム 。将 来 の 証 券 分野 多 様化 ・

拡 大 も考 慮 。 セ ンタ ー には 日立 の 大型 コン ピ ュー タが 設 置 され,58年

4月 よ り稼 動 開始 。

② 外 部接 続 シ ス テ ム……… 取 引先 企業 の コ ン ピ ュー タ な ど外部 との 接

続 を行 う シス テ ム 。パ ソコ ン ・サ ー ビス用 の シ ステ ムはす で に58年4

月 か ら稼 動 。 コ ンピ ュー タは 日立 が 担 当 。 これ は フ ァー ムバ ンキ ングを

行 う際 の カナ メ とな る シ ステ ム 。

③ 新 営 業 店 シス テ ム……… 店 舗 の 窓 口業務 の 効 率 化,顧 客 サ ー ビス体

制 の 強化 に 資 す る シス テ ム。59年 度か ら国 内約260店 に順 次 導入す

る計 画。 なお,端 末 機 は沖 電 気 ・富 士銀 行 共 同開 発 に よる イ ンテ リジ ェ

ン ト端 末,プ ロ セ ッサ はIBM,ソ フ トの 開 発 ・保 守 は 沖電気 が 担 当。

④ 国際 総合 シ ステ ム……… 海 外10店 を結 ぶ 国際 ネ ッ トワー クで,電

話や テ レ ックス,フ ァ クシ ミ リな どが 利 用で き る。 国 内の 外為 集中 処理

と国 際 情 報 の収 集 ・検索 もで き る総合 シ ス テ ム。 海 外支 店 はNCR,通

信 は 日立,セ ンターはIBMが それ ぞ れ 担 当 。59年 中 に稼 動 予 定。

⑤ 新 情 報 シス テ ム……… 顧 客 情報 の 集 中 管 理 と顧 客へ の 情 報提 供 を行

うシ ス テ ム。59年 度 よ り銀 行 本部,営 業 店,顧 客 の順 にサ ー ビスを拡

大 。 ハー ドはIBMと 沖 電 気 が 担 当す る。

⑥ 新 勘定 業 務 処 理 シス テ ム……… す べ て の事 務 処 理 を統 括す る とと も

に,顧 客 の セ キ ュ リテ ィ保 護,天 災 等 の 災 害対 策 を考 慮 した 総合 シス テ

ムで,第 三 次 総 合 オ ン ライ ン ・シス テ ムの 中核 とな る もの 。 こ こにはI

BMの 最 新 鋭 コ ンピ ュー タ と ソフ トが 投 入 され る 予定 。

この よ うに富 士銀 行 の 第 三 次総 合 オ ンライ ン ・シ ステ ムは たい へ ん 意

欲 的 な もので あ るが,大 手 都 銀 各行 は い ずれ も似 た よ うな計 画 を もって
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い る とい わ れ て い る。 第 三次 総 合 オ ンラ イ ン ・シス テ ムが もた らす 効 果

はい くっ か あ るが,そ の うちの 一 つ と して 企 業 間(銀 行 一 取 引企 業 間)

オ ン ライ ン ・シス テ ムの 普 及促 進 とい った 面 を指 摘 で きる。

この 企 業間 オ ンライ ン ・シス テ ム を使 って 銀行 が 提 供 しよ うと して い

る対 企 業 サ ー ビスが 『フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビス 』で あ る。 従 って,

フ ァ ー ムバ ンキ ン グの 普 及 と は,企 業 間 オ ンラ イ ン ・シ ス テ ムの 普

及 とい う こ とに ほか な らない 。

そ こで,当 委 員会 は 昭和59年3月 に 「企 業 間 オ ンライ ン ・シ ステ ム

の 実 態 ・ニー ズに 関す る ア ンケー ト調 査 」 を 実 施 して,そ の 中で わが 国

にお ける フ ァー ムバ ンキ ングの 現 状 と今 後 の 方 向性 を 探 っ てみ た。 次 第

は,そ の ア ンケ ー ト調査 の 結果 を ま とめ,そ れ に若 干の コ メ ン トを付 け

た もの で あ る。

ろ.1.2ア ン ケー ト調査 結 果

(1)調 査 の 概 要

まず 調 査 の 概要 につ い て述 べ て お こ う。

〔調 査 目的 〕

本 調 査 は,わ が 国 を代表 す る企 業 を 対 象 に,企 業 間 オ ン ライ ン ・シ

ス テ ム(フ ァー ムバ ンキ ン グ,受 発 注 オ ンライ ン シス テ ムな ど)の 実

態 と ニ ー ズを 明 らか にす る こ とを 目的 と して実 施 した 。

〔調 査 対 象 〕

東 証 一部 上 場 企 業 の うち,銀 行 を の ぞ く929社 を調 査 対 象 とした 。

〔調査 項 目 〕

固 企 業 間 オ ン ライ ンシ ス テ ムの 利 用状 況

匿]フ ァー ムバ ンキ ン グにつ い て

2-1利 用媒 体の 現 状

2-2利 用 媒 体の ニ ー ズ
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サ ー ビス メ ニ ュ ーの ニー ズ

手数 料 に 対す る考 え方

普 及の 制 約

銀 行選 別の ポ イ ン ト

導 入 の効 果

マル チ バ ンク レポ ー トの必 要性

情 報 提 供 サ ー ビスへ の ニー ズ

團 受 発 注 オ ンライ ンシス テ ムにつ い て

3-1

3-2

3-3

3-4

3-5

普及状況

導入のきっかけ

運営の主体

導入の効果

普及の制約

〔調査 方法 〕

調 査 は,調 査票 を郵 送 ・回収 し て行 った 。 調 査 期 間 は,昭 和59年

3月1日 か ら3月15日 の 約 半 月 間 で あ る。

〔回 答企 業数 〕

・調 査 票 発送 数929社

・回答 企業 数233社

・回答 率25.1%

・回答 企 業 の 属性 表3-1,図3-4,図3-5参 照
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産業別回答企業数表3-1

産 業 分 類 回答企業数 %

100農 林 ・ 水 産 業 2 086

200鉱 業 1 0.43

300建 設 業 23 937

400製 造 業 163 6996

401食 品 17 7.30

402繊 維 13 5.58

403紙 ・ バ ル ブ 3 1.29

404出 版 ・ 印 刷 0 OOO

405化 学 ・ 石 油 40 17.17

406硝 子 ・セ メ ン ト 5 2ユ5

407鉄 鋼 5 2ユ5

408非 鉄 金 属 10 4.29

409機 械 18 7.73

410電 気 機 器 22 9.44

411輸 送 用 機 器 18 7.73

412そ の 他 製 造 12 5.15

500卸 ・小 売 ・商 事 業 17 7.30

600金 融 業 0 OOO

700保 険 、業

'2
0β6

800証 券 業 5 2ユ5

900不 動 産 業 1 0.43

001運 輸 通 信 業 12 5.15

002電 力 ・ ガ ス 1 043

003サ ー ビ ス 業 6 2.58

合 計 233 100
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(2)フ ァー ム バ ンキ ン グの実 態 と ニー ズ

こ こで は ア ンケ ー トの 調査 項 目の うち フ ァー ムバ ンキ ン グの実 態 と

ニー ズを尋 ねた 「フ ァー ムバ ンキ ン グにつ い て」 の 調 査 結果 を ま とめ,

そ れ に若 干 の コ メ ン トを付 け る。

〔利 用媒 体 の現状 〕

現 在,フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスの利 用媒 体 と して最 も よ く使 わ

れ て い るの は テ レ ックス で,有 効 回 答企 業数158社 中115社 が あ

げ て い る(表3-2)。 次い で 電話,フ ァ クシ ミリと続 くが,ま だ パ

ソ コ ン,コ ンピ ュー タを 利 用 してい る企 業 は非 常 に少 ない 。

表3-2現 在の フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー
ビス の利 用媒 体

回 答

企業数
比 率

Aテ レ ホ ンサ ー ビス(ア ンサ ー シ ス テ ム な ど) 66 41.8

Bフ ァク シ ミ リサ ー ビス 65 41.2

Cテ レ ック ス サ ー ビ ス 115 72.8

Dパ ソ コ ン サ ー ビ ス 10 6.3

Eオ ン ラ イ ン 伝 送 サ ー ビス(コ ン ピ ュ ー タ) 14 8.9

Fそ の他 9 5.7

合 計 279 一

(有 効 回答企 業 数158社,重 複 回 答)

〔利用媒 体の ニー ズ 〕
　 コ

と ころ が,企 業 が 将 来 利 用 した い と考 えてい る フ ァー ムバ ンキ ン グ

サ ー ビスの 媒 体 と して コン ピ ュー タ(有 効 回答企 業 数147社),パ

ソ コ ン(同102社)を あ げ る企 業 が 圧 倒 的 に 多か った(表3-3)。

従 っ て,今 後,パ ソ コ ンの 普 及 が 進 み,kVAN(付 加 価 値 通 信

網)に よ って 異機 種 コ ンピ ュ ー タ間の デ ー タ通 信が 行 いや す くな る と,

これ まで 使 わ れ て きた テ レ ッ クス,電 話,フ ァ クシ ミ リに 代 わ って,

パ ソ コ ン,コ ンピ ュー タが フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスの 利 用媒 体 の
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主 流 とな るに違 い ない 。

こ うした企 業 の ニー ズ に応 え るべ く銀行 側 も パ ソ コ ン,コ ンピ ュー

タを 使 って 情 報を オ ンラ イ ン伝 送す べ く態勢 を整 えつつ あ る。 全 国銀

行 協 会で は 大 型 コ ン ピ ュー タ間 の 標準 プ ロ トコル(通 信手 順)を 昭和

58年10月 に 制定 し,続 い て パ ソコ ン用 標準 プ ロ トコル 仕 様 書 を今

年1月 に作 成 してい る。

表3-3将 来 利 用 した い と思 う フ ァー ム
バ ンキ ングサ ー ビスの 媒 体

回 答

企業数
比 率

Aテ レ ホ ン サ ー ビス(ア ンサ ー シ ス テ ム な ど) 9 4.0

Bフ ァ ク シ ミ リサ ー ビス 38 17D

Cテ レ ック ス サ ー ビス 10 4.5

Dパ ソ コ ンサ ー ビ ス 102 45.7

Eオ ン ライ ン伝 送 サ ー ビス(コ ン ピ ュー タ) 147 65.9

Fそ の他 4 1.8

合 計 310 『

(有 効 回答企業 数223社,重 複 回 答)

〔各 サ ー ビス メ ニ ュー に対 す る ニ ー ズ 〕

銀 行 が 提 供 す る フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビス と して は,残 高 照会,

取 引 明細 照会,自 動資 金 振 替,過 去 の 取 引 内 容照 会,入 出金 通 知,給

与 振込 サ ー ビス,総 合振 込 サ ー ビス,そ の 他 が ある。 これ らに 対す る

企 業 の ニ ー ズは,過 去 の 取 引 内容 照会 を除 い て い ず れ も 高い(表3-

4)。 なか で も残高 照 会(回 答 率78.2%),総 合 振 込サ ー ビス(同

76.4%),入 出金 通 知(同75.1%)に つ い ては,大 半 の 企 業 が 利

用 したい と答 えてい る。

な お,過 去 の 取 引 内容 照 会 に対 す る 企業 の ニー ズが あ ま り強 くない

こ とか ら,銀 行 も企 業の 照 会 に備 える た め に,そ れ ほ ど過去 の取 引 内

容 に 関す る デ ー タまで フ ァイ ル して お く必 要 は な さそ うだ。
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表3-4利 用 した い と思 うサ ー ビス メ ニ
ュ ー

回 答

企業数
比 率

A残 高照会 176 78.2

B取 引明細照会 146 64.9

C自 動資金振替 148 65.8

D過 去の取引内容照会 64 28.4

E入 出金通知 169 75.1

F給 与 振 込 サ ー ビス 132 58.7

G総 合 振 込サ ー ビス 172 76.4

Hそ の 他 20 8.9

合 計 1,027 一

■

ぷ

(有効回答企業数225社,重 複回答)

〔企業の手数 料支 払い に対す る考 え方 〕

企業の手数料支払 いに対す る考 え方 としては,rD,従 来の手数料

体系よ りも減額 して欲 しい」お よびrE,使 用頻度に応 じて支払 う」

とい うもの が比較的 多か った(表3-5)。

これ に対 し,rA,サ ー ビスメニ ュー単位 に手数料を支払 っても良

い と考 えてい る」 とい う考 え方には肯定的 な答 えが比較的少なか った。

こ うした傾 向は,サ ー ビスメニュー別 に見て も差 異はほ とんどなか

った。

ところで,銀 行側の手数料徴求 に対す る考 え方は,金 融財政事情 研

究会が昭和57年12月 ～58年1月 にかけ て行 った調査(都 銀8行,

地相銀16行 の計24行 が回答)に よってすでに,「 都銀が使用頻度

や他のサー ビスとパ ッケージ化 して手数 料 を徴求 したい との考 えを強

くもってい るのに対 し,地 相銀が徴求 しないか,ま たは現行手数料体

系の適 用を考 えている とい う結果」 が 出てい るので,今 回の調査で銀

行(と くに都 銀)と 企業の手数料 に対す る考 え方 には若干の差異があ
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ることが分か った。 この点は留意 してお く必要が あろ う。

表3-5

ファームバ ンキ ン グサ ー ビス

の 手数 料 に つ い ての 考 え方

1.は い

どち らと も

2.
い え ない

3.い い え 合 計

回 答

企業数
%

回 答

企業数
%

回 答

企業数
%

回 答

企業数

無回答

企業数

Aサ ー ビス メニ ュー単 位 に手 数 料

を支 払 って も良い と考 え てい る。

56 279 92 45.8 53 26.4 201 32

Bサ ービスメニューをパ ッケー ジに し

て手数料を支払って も良 ・と考 え口 ・る

46 229 93 46.3 62 30.9 201 32

Cプ アー ム
バ ンキ ン グ

サ ー ビス の

手数料 は、

従 来 と同 じ

手数 料体 系
が望 ましい

と考 えてい

る。

残 高 照 会 51 34.2 54 36.2 44 295 149 84

取 引 明 細 照 会 52 35.9 55 37⑨ 38 26.2 145 88

自 動 資 金 振 替 39 28.3 55 39⑨ 44 31.9 138 95

過去の取引内容照会 47 33.8 57 41.0 35 25.2 139 94

入 出 金 通 知 54 36.2 49 329 46 309 149 84

給 与 振 込 サ ー ビ ス 43 29.7 48 33ユ 54 37.2 145 88

総 合 振 込 サ ー ビ ス 38 270 49 34.8 54 38.3 141 92

Dプ アー ム
パ ンキ ン グ

サー ビス の

手 数料 は,

従 来 の 手数

料 よ りも減

額 してほ し
い と考 えて

い る。

残 高 照 会 92 59.7 55 35.7 7 4.6 154 79

取 引 明 細 照 会 89 59.3 53 35.3 8 5.3 150 83

自 動 資 金 振 替 99 66.9 46 31.1 3 20 148 85

過去の取引内容照会 85 58.6 54 37.2 6 4.1 145 88

入 出 金 通 知 97 630 50 325 7 4.6 154 79

給 与 振 込 サ ー ビ ス 119 726 40 244 5 3.1 164 69

総 合 振 込 サ ー ビ ス 129 74.9 38 22.8 4 24 167 66

Eフ ァー ム
バ ンキ ン グ

サー ビスの

使用 頻度 に

応 じて支 払

う。

残 高 照 会 64 43.2 59 399 25 169 148 85

取 引 明 細 照 会 63 43.2 60 41.1 23 15.8 146 87

自 動 資 金 振 替 68 48.6 54 38.6 18 128 140 93

過去の取引内容照会 64 44.8 60 420 19 133 143 90

入 出 金 通 知 63 426 62 41.9 23 15.5 148 85

給 与 振 込 サ ー ビ ス 67 46.9 57 39.9 19 13.3 143 90

総 合 振 込 サ ー ビ ス 68 48.2 54 38.3 19 13.5 141 92

(注:こ の 表で の%は,各 行 の 回 答企 業 数 合 計 に おけ る1,2,

を示 す。)

3列 の回答企業数の割合
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〔普 及 の制 約 〕

わ が 国 に おい て フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビス普 及の ネ ック とな って

い る もの と して,rC,プ ロ トコル の 不 統一 」 を あげ る企 業 が もっ と

も 多 く,以 下順 にrD,コ ス トが 高い 」,rB,セ キ ュ リテ ィの不 完

全 性」,rA,法 制 度 の制 約」,rE,そ の他 」 と続 い て い る(表3

-6) 。

先 の 質 問で 企 業 は将 来,フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビスの 利 用 媒体 と

して コ ンピ ュー タや パ ソ コ ンを あ げ てい るの で,こ の質 問 に対す る答

え としてCを あ げ る企 業が 比 較 的 多か ったの は 当然 で あ ろ う。

次 に,Dに つ い て は,フ ァー ム バ ンキ ン グサ ー ビスの 手 数 料が 高 い

とい うよ りも,利 用 媒 体 の購 入費 また は リー ス料,通 信 回 線使 用料 な

どが高 い た め と考 え られ る。 と くに コ ンピ ュー タや パ ソコ ンでは こ う

した費 用 に加 え,プ ロ トコルを 合 わせ るた め の ソフ ト開発 費 もか か る。

続 いてAに つい ては,す で に公 衆 電気 通信 法の 改 正 で 異 業種 企 業 間

の オ ンラ イ ン ・シ ス テ ムの 構 築 は 以前 よ り容易 に な ってい る ので,あ

とは 大 蔵 省の 対応 如何 とい うこ とに な るが,フ ァー ムパ ソキ ソグサ ー

ビスの 普及 は銀 行 界 の勢 力 図 を 大 き く塗 り変 える恐 れ もあ るため,大

蔵 省 の 対 応 も慎 重 に な らざる を得 ない よ うだ。

なお,Eで は 「企 業 側 の ニ ー ズ と して は,全 銀 行 か ら統一 した シ ス

テ ムで,統 一 した サ ー ビスを受 け たい」 とい う答 えが 圧倒 的 に 多 か っ

た こ とを付 記 して お きたい 。
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表3-6フ ァームバンキングサービスの わ が 国で
の 普 及の た めの ネ ッ クは 何 と言 え る

か。

回 答
企業数

比 率

(%)

A法 制度の制約 75 33.9

Bセ キ ュ リテ ィの不 完全性 87 39.4

Cプ ロ トコ ル の 不 統 一 107 48.4

Dコ ス トが高 い 100 453

Eそ の他 25 113

合 計 394 『

▼

14

(有 効 回 答企業 数221社,重 複 回答)

〔銀 行 選 別 の ポイ ン ト〕

今後,フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビスの 普 及 に よ って,企 業 は取 引銀

行数 を 絞 り込 む と予 想 され て い るが,そ の 際の 銀 行選 別の ポイ ン トと

して は,回 答 企 業 の 半数 がrD,こ れ まで 以上 に メイ ン,準 メイ ン銀

行 に 絞 り込む 」 と答 えてい る(図3-6)。 以 下順 にrA,サ ー ビス

の 内 容」,rE,特 に絞 り込 み は 行 わず,従 来 の取 引銀 行 と続 け る」,

「B,サ ー ビスの 料 金」,「 セ キ ュ リテ ィの体 制 」,「F,そ の 他」

と な ってい る。

込

4
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サービス 料 金 憐 ユリティメイ ン 従 来 その他

内容 準メイン どおり
の関係

図3-6フ ァー ムパ ソキ ソ グサ ー ビス に よる

銀 行選 別 の ポ イ ン ト

(有 効 回答 企 業数228社,重 複 回答)

取 引銀 行 各 行 の提 供 す る フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビス に これ とい っ

て差が な い な ら,Dと い う答 えが 多 くな る の は 当然 の な り行 きで あ ろ

う。逆 に,フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビスの 内 容が 他 行 の 追随 を許 さ な

い もの な ら,過 去 の取 引 状 況 に関 わ りな く企 業 は 利 用せ ざる を得 な く

な る ので は な いか と思 われ る。

〔導 入効 果 〕

フ ァー ム バ ンキ ン グサ ー ビスの 導 入効 果 と して は,「B,資 金 の集

中 管理 ・運 用の 効 率 化が で き た」,rA,会 計事 務の 合 理 化 が進 ん だ 」,

rE,業 務の コ ンピ ュー タ処 理 と会 計 処 理 が 連 動 した 効 果 的 な シス テ

ムと な った 」 をあ げ る 企業 が 多 か った(表3-7)。

しか し,A,Eと い う答 えが 多 か った 割 に は,rF,事 務職 員数 の

削 減 効 果 が あ った 」 とい う答 えが少 なか った ことは 注 目 され る。

ま た,rC,事 業 の新 た な展 開が 可 能 に な った」,rD,会 計 情 報
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の 処 理の ス ピー ドア ップに よ り戦 略 的 意 志 決定 が 早 くな った」 とい う

答 えが非 常 に少 なか った 。 企 業 に して み れぼC,Dこ そ最 も期 待 して

い る導 入効 果 で あ り,一 方 銀 行 に して もC,Dを 実 現 す る こ とで サL-・

ビスの 差 別化 を図 ってい きた い こ とで あろ う。

表3-7 1.大 き い 2.多 少

ほ とん ど
3.

変 イζな し
合 計

フ ァ ー ム バ ン キ ソ グ サ ー ビ

回 答 回 答 回 答 回 答
ス導入の効 果は どの程度か % % % %

企業数 企業数 企業数 企業数

A会 計事務の合理化が進んだ。 20 194 47 45.6 36 35.0 103 100

B資 金の集中管理,運 用の効率
24 245 36 36.7 38 38.8 98 100

化 が で きた。

C事 業の新たな展開が可能にな
1 1.1 12 13D 79 859 92 100

っ た 。

D会 計 情報 の処理 の ス ピー ドア
ップに よ り戦 略的 意 志決 定 が 早 8 85 31 330 55 58.5 94 100

くな った 。

E業 務 の コ ン ピュー タ処 理 と会
計処理が連動した効果的なシス 20 20⑧ 27 28.1 49 510 96 100

テ ム とな った 。

F事 務職員数の削減効果があっ
5 5.4 28 30.1 60 64.5 93 100

た。

Gそ の他 7 87.5 0 0 1 12.5 8 100

(注:こ の表における%は,各 行の回答企業数合計における1,2,3列 の回答企業数

の割合を示す。)

〔マル チ バ ン ク レポ ー トの 必 要性 〕

企 業 は通 常,複 数 の 銀 行 と取 引 を して い るの で,資 金 の 集 中管 理 や

効 率 的 な 資金 運 用 を行 うた め,米 国 で は マル チバ ンク レポー トとい っ

て,複 数 の銀 行 に 開設 して あ る 口座 の残 高を ま とめ て一 遍 に企 業 に報

告 す るサ ー ビス が あ る 。

わが 国に おい て も この マ ル チ バ ン ク レポ ー トに 対す る企 業 の ニ ー ズ

一164一

',

■

▲

と



は 強 く,回 答企 業 総数 の74.9%に あた る161社 が必 要 で あ る と答

えてい る(図3-7)。'ぐ

A必 要

2525.1%

B必 要である
74.9%

図3-7マ ルチ バ ン ク レポー トの 必 要性

(有 効 回 答 企 業数215社)

具 体的 に どの よ うな組 織 体 を通 じて マ ル チバ ン ク レポ ー トを受 けた

い か との質 問 に 対 して,回 答企 業 総数 の84 .5%に あた る136社 が,

rC,銀 行 の共 同設 立 機 関」 と答 えてい る(図3-8)。 これ は マル

チ バ ン ク レポー トが 企 業 機密 に属す る財 務 デー タ を扱 うこ とか ら,で

きる だけ 中 立 的 な 機 関 で あ り,か つ 各 銀 行 の協 力の 得 られ る機 関が 望

ま しいの で,Cと い う答 えが 多 くなった の で あ ろ う。

●

1檜
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公的髄封 銀行 銀行の共同独立系の その他
設立機関 計算センター

図3-8マ ル チバ ンク レポ ー トにふ さわ しい と考 える組織 体

(有 効 回 答 企業 数161社,重 複 回答)

〔情 報 提 供 サ ー ビスへ の ニー ズ 〕

フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスの うち,特 に 情報 提供 サ ー ビスに つい

て,回 答 企業 総数 の71.8%に 当た る150社 が必 要 で あ る と答 えて

い る(図3-9),。 これ は,企 業 に してみ れ ば,ど うせ フ ァー ムバ ン

キ ングサ ー ビス導 入の た め に オ ン ライ ン ・シ ス テ ムを構築 す るな ど金

が か か る な ら,で きるだ け企 業 活 動 に役 立 つ よ うな情 報 も この シス テ

ム を通 じて流 して欲 しい と考 えた の で あ ろ う 。

、
'

▲
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図3-9フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビスに お け る

情 報提 供 サ ー ビスの必 要 性

(有 効 回 答企 業 数209社)

㎏

|

「」

具 体的 に は次 の よ うな情 報を 企 業が 必 要 と して い る。

・為 替市 況 情 報(78件)

・債 券 市 況 情 報(40件)

・短 資 市 況 情 報(37件)

・発 行 市 場 情 報(8件)

・株式 市 況 情 報(5件)

・そ の ほ か 金融 ・経 済 全 般 にわた る情 報 や 会社 情 報,企 業 調査 情 報

な どを あげ'る企 業が 何 社 か あ った。

以上,今 回の ア ンケー ト調査 によ って次 の よ うな こ とが 分 か った 。

第 一 に,手 数 料 に対す る考 え方は 銀 行 と企 業で 若 干 の 差 異 が あ る も

の の,企 業 は ファ ー ムバ ンキ ン グサ ー ビス に対 して概 ね 好 意 的で あ る。

第 二 に,フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスの 利 用媒 体 と して コ ンピ ュー

タや パ ソ コ ンを あげ る企 業 が 多 いが,そ れ が 普及 の 制 約 要 因 ともな っ

てい る。 事 実,企 業 は制 約 要 因 として プ ロ トコル の不 統 一,高 コス ト
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をあげてい る。

第三に,企 業の多 くは銀行 の共同設立機関を通 じてマルチパ ンクレ

ポー トを受けたい としてい る。

第四に,大 半の企業が銀行 の情報提供サー ビスを必要で あるとして

い る。 ファームバ ンキ ングサー ビスの差別化を図 る上で も銀行は今後,

情報提供サ ー ビスの内容強化に注力 してい くことになろ う。

、

ろ.1.5フ ァー ム バ ンキ ン グサ ー ビス の現 状

(1)銀 行 のCMS

銀行 の フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスに 対す る取 り組 みは 早 く,昭 和

56年12月 に は メー カ向 け にサ ー ビスを 開始 して い る。 これ は,①

双 方 と も事 務 の 合 理 化 を進 め たい と考 えてい た,② 以前 か ら給 与 振込

情 報 な どを 磁 気 テー プと い う形 で 車 を 使 って運搬 して い た,③DDX

網 を バ ックア ップ と して使 ってい た,な どに よって,フ ァー ムバ ンキ

ングサ ー ビスを 開始 す る 下地 が す で にで きあが って い た こ とに よ る。

も っ とも,当 時,公 衆 電気 通信 法 等の制 約 もあ って,銀 行 か らの 通

知 は よい が,企 業 の 方 か らの 通知 は で きな か った。

と ころが,昭 和57年7月 の公 衆 電 気 通信 法 の 改 正 に よ って,フ ァ

ー ムバ ンキ ン グサ ー ビス が 注 目 され る よ うに な り,ま た58年4月 か

らは銀 行,取 引先 企 業 間 で 双 方 向の 通 信が で き る よ うに な った 。

あ るA銀 行 で はCMS(CashManagementService;フ ァーム

バ ンキ ングサ ー ビスの 主 要 サ ー ビス)の 概 念 を図3-10の よ うに考

え,そ れ を会 計情 報 サ ー ビス,資 金 移 動 サ ー ビス,金 融経 済情 報 サ ー

ビスの3つ の 商 品 体 系 に 区 分 してい る。

⊥
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●

企 業(取 引 先)

会 計 情 報 資 金 移 動 金融 ・経済情報

サ ー ビ ス サ ー ビ ス サ ー ビ ス

残 高 連 絡 自 動 資 金 振 替 外 為 市 況

振 込 入 金 連 絡 自 動 集 金 経 済 情 報

入出金明細 連 絡 給 与 振 込 等

借入金計算 連 絡 等

外国為替計算連絡

外国書類到着連絡

1 1 1

1資 金 管 理 サ ー ビ ・1

金 融 機 関

図3-10CMSの 概 念

●

(2)CMSの メデ ィア

メデ ィ ア として は,電 話,テ レ ックス,フ ァ クシ ミ リ,パ ソ コ ン,

コ ンピ ュー タが あ り,こ れ らの メデ ィアを使 ってCMSの3つ の 商 品

体 系 のす べ て を 利 用 で き る。

昭 和58年11月 現 在 のA行 の ユ ーザ数 は,次 の とお りで あ る。

・コ ン ピ ュー タ接 続15社

・パ ソ コ ン接 続 不 明

・テ レ ックス接 続1万 社
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・フ ァクシ ミリ接続1 ,000社 弱

・電話接続10万 社 弱

そのほかに磁気 テー プ,デ ィスケ ッ トの搬 送を してい るユ ーザ ーが

数千社あ り,当 行で はこれ らの企業がCMSの 潜在ユーザ ーと考 えて

い る。

(3)CMS推 進の背景

低成長時代 に入 り企業 の金利選好 がシ ビアにな ってきてい るので,

CMSの 推進は銀行の流 動性預金減少につながるのではないか とい う

懸念もあるが,次 の3つ の要 因がCMS推 進の圧 力 とな っている。

第一 に,業 務 を拡大 してい く上で,CMSは 取引先企業獲得の強力

な ツールになる と考 えられ る。各銀行 ともCMSを 進 めよ うとしてお

り,競 争原理 か らい って よ り積極的な サー ビスを展 開 してい った方が

得策であ る。

第二に,CMSは 銀行の収益機会拡 大につ ながる と考 えられ る。 こ

れ まで銀行は預貸利ザヤによ って収益 をあげてきたが,近 年,企 業の

資金需要は弱 くなってきてい るため,銀 行 はCMSを 推進 して手数料

を稼 ぐことによ って,ゆ くゆ くは これ を収益部 門に育てたい としてい

る。

第三 に,ノ ソバ ンダ(非 銀 行系機 関)の 金融分野へ の参入に対抗す

るため,"防 災"と い う意味 もあ って銀行は よ り高度なサー ビス.す

なわ ちCMSを 提供 してい く必要が 出て きた。

このため,銀 行はCMSの 開発 に しの ぎを 削 っているので ある。 し

か し,CMSが 銀行収益に とって プラス となるか,マ イナスとなるか

は,い まの ところまだは づき りしない 。それは,プ ラス要 因として手

数料収入の増加を指 摘で きるものの,CMSの 開発費 負担や資金調達

コス トの上昇(CMSに よ り企業が資 金の集中管理 と運用の効率化を

図れ るた め)と い った マイナス要 因もあ るた め,銀 行収益 にとって一
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概に プラスともマイナス ともい えないか らである。

(4)CMSの 直面す る課題

第一は,取 引先企業の ニーズの多様化 にどのよ うに対応す るか とい

う問題で ある。企業の ニーズの 多様化 に対応 してい くためには,企 業

別,ア プ リケー シ ョン別の対応 とい った よ うな木 目細い配慮を してい

く必要が あるが,銀 行がそれを どこまでサ ー ビス してい くべ きか考 え

ておかねばな らない 。なぜ な ら,そ れは開発,投 資面で多 くの問題 を

は らんでい るか らである。

第二は,標 準化の問題で ある。 フ ァームバ ンキ ングサ ー ビスについ

て,取 引先企業か ら銀行の 利用媒体の手続 き,内 容が違 うことは問題

だ とい う意見が寄せ られた。そのた め,全 国銀行協会 では昭和58年

度か らプロ トコルの標準化作 業に取 り組み,す で に大型 コンピュー タ

用ベーシ ック手順 の標準化作 業を終 え,パ ソコン用標準通信 プロ トコ

ル仕様書 も制定 してい る。 続いて現在,全 国銀行協会では ハイ レベル

手順標準化作業 に入 ってい る。

コ ンピュータ,パ ソコン分野は技術革新が激 しいため,郵 政省総合

デ ータ通信 ネ ッ トワー ク化懇談会報告の 中で 「標準化 は早すぎて も遅

す ぎて もいけない」 と指摘 された ように標準化の タイ ミングが非常 に

難 しい。

第三は,取 引先企業の合理化 にどの よ うに対応 させ るか とい う問題

であ る。CMSを 受け入れ ても らう土壌 として取引先企業 の合理化 ニ

ーズ が あ る。 従 って ,こ の ニ ー ズ に うま く応 えることがで きない

と,CMSは 企 業に受け入れ て もらえない。具体的 には,① 銀行 また

は関連会社 によるパ ソコンソフ トの提供,② 漢字 プ リン ト化(現 在は

カ タカナ しか プ リントで きない),③ マルチバ ンクレポー トの実施,

とい った ことが検討され よ う。

第四は,セ キ ュ リティの問題であ る。CMSは 通信回線を使 って カ
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ネ に絡 む情 報 の や りと り一一切 合 切 を行 うので,パ ス ワー ドを何 重 に も

して セ キ ュ リテ ィに万 全 を期 してい る。 しか し,万 が 一,ト ラ ブル が

生 じた 場 合,ど の段 階で 取 引 が成 立 した とみ なす か,だ れ の 責任 にな

るの か とい った法 的 な 問 題 も含 め て,セ キ ュ リテ ィの 問 題 を 考 えてい

かね ぼ な らな い 。

(5)社 会 的 影響

現在 の フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスは大 企 業 を中 心 と して 進 展 して

い る段 階で あ り,ま だ本 格的 な サ ー ビスが始 ま ってい ない の で,い ま

の ところ 社会 的 影 響 を与 えて い る とは 思 えな い。

しか し,フ ァー ムバ ン キ ン グサ ー ビスが パ ソ コ ンを 使 って 手軽 に利

用で き る よ うに な る と,あ らゆ る企 業 に合 理 化 の波 が 押 し寄 せ る こ と

にな ろ う。 利 用 に際 し企 業 側 は 月 に5万 ～10万 円 を支 払 わ なけれ ぼ

な らない と思 われ るが,こ の サ ー ビス にょ って0.5人 分 位 が 省力化 で

き る とい う ことに な る と,フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビス は急 激 に普 及

しよ う。

先 の ア ン ケー ト調 査 で は,フ ァー ムバ ンキ ングサ ー ビスを 導 入 して

も,事 務 職 員数 の 削 減 に 結 び つ か ない と企 業 が 回答 して い るが,今 後,

パ ソコ ンの 普 及 と フ ァー ムバ ンキ ン グサ ー ビスの 高度 化 に よ って,事

務 職 員数 を削 減で き るよ うに な るか も しれ ない 。

結 局 の とこ ろ現段 階で は フ ァー ム バ ンキ ングサ ー ビスが どの よ うな

社 会 的 影響 を与 えるか を 予 測す る こ とは,き わ めて 困 難 といわ ざるを

得 ない よ うだ。

、

5.1.4変 貌す る金融業 ・

めざましい発展 を続け る コンピュー タ技術や通信技術を積極 的に導入

す ることに よって,金 融業界は大 き く変貌 しよ うとしてい る。す でに次

のよ うな面で萌 芽が見 られ る。

ε
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`

第 一は,こ れまで にない斬新な金 融商 品が開発で きるよ うにな った こ

とで あ る。 例 えば,信 金 界 大 手 の京都信用金庫が大和証券 と提携,今

年4月 か ら発売 した 「京信資金総合 口座」 は,普 通預金であ りなが ら結

果 として高利 回 り運用が期待で きる画期的な金融商 品といわれてい るが,

これは コンピュータ技術や 通信技術の発展,公 衆電気通信法の改正 な ど

によっては じめて実現で きた金 融商品である。

第二は,情 報提供サ ー ビスが金融業界に とって経営戦 略上 の最重要サ

ー ビスとな って きた こ とである。 どの銀行 もファー ムバ ンキ ングサー ビ

スの 開発に精 力を傾けてい るが,サ ー ビスの差別化は 図 り難い 。しか も

企業は経 営に役立つ情報で あるならなんで も手に入れたい と考 えてい る。

それ故,銀 行がこの ニー ズに応 えてや ることがで きれば,そ の銀行は企

業 にとってな くてはな らない存在 となろ う。銀行が情報提供 サー ビスを

強化 しよ うとい う狙い もここにあ る。銀行はこのサー ビスが優 良企業の

銀行離れ を防 ぐ効果を発揮す ることを期待 してい る。

第三は,金 融再編 の引き金 となる可能性のあることである。 ファー ム

バ ンキ ングサ ー ビスを実現す るには,莫 大 な設備資金を必要 とし,人 的

にも多数のシステ ム要員 を用意 しなけれぼ ならないが,こ のサー ビスに

一度手を染 めた 以上,何 があ って も開発競争か ら脱 落する ことはで きな

い。 なぜ な らファー ムバ ンキン グサー ビスが企業の銀行選 別のひとつの

試金石 となるか らで ある。 これに応 えることがで きない ために,銀 行経

営が苦 し くなる ところが出て くる恐れ はなきに しもあ らずであ る。それ

らが有 力銀行の勢 力下に組み入れ られる可能性は小 さくない 。

(注)京 信資金総合 口座は,① 普通預 金(総 合 口座)の 残高が30万 円

を上回 ると,超 過分10万 円以上1万 円単位で大和証券の中期 国債

ファン ドを自動的に買い付 けて運用 し,② 逆 に普通預金の残高が30

万 円を下 回ると,10万 円以上1万 円単位で 中国 ファン ドを解約 し

て換金,普 通預金 口座 に入金 され る。ただ し③ 中国 ファン ドは30
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日の据置期間が必要で換金 も申込 日の翌 日にな る ④ これを補 って

資金の流動性を確保す るため,普 通預金の残 高がマイナスになった

場合,西 武 クレジ ッ トの保証で 自動的 に融資す る。この 当座貸越の

最高 限度額は300万 円で,中 国 ファン ドの残 高の範囲 内。期間は

最長30日 で,年 利は約9%の 予定(59年4月 現在)。 また⑤中

国 ファン ドの 買付けは1日1回 行われ るが,普 通預 金への振替は週

1回 とな ってい る。

なお,京 都信金は,顧 客の住所,氏 名,口 座番号,預 金残高 など

のデー タを大和証券に専 用回線を通 して伝送 してい る。

●

●
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5.2流 通 業

5.2.1流 通業 のOA化 一情報武装化一の要 因

わが 国流通業のOA化 への取 り組み には,目 を見は らせ るものが ある

が,流 通業がOA化 し,ま たOA化 せ ざる得 ない必然的命題を,こ こで

ご く簡単 に整理 してお こう。 一

(1)情 報武装 とソフ ト・マネジメ ン ト・テ クノロジー

近年わが 国では,経 済や社会あるいは産業 の ソフ ト化 とい うよ うな

かたちで 「ソフ ト化」 とい う言葉が よ く使 われ るよ うにな った。

経済や社会 あるいは産業の ソフ ト化 とい う点を指摘 し,こ うした議

論 を呼ぶ契機 とな った大 きな要因のひ とつは,82年6月 に経済審議

会長期展望委員会が発表 した報告書r2000年 の 日本 一 国際化 ・高

齢化 ・成熟化に備 えて 』であろ う。

また"ソ フ トノミックス"と い う新 しい言葉 とともに,経 済 におけ

る ソフ ト化の重要性 と方向性 を議論 した大蔵省の委託研究 で組織 され

た 「経 済の構造変化 と政策の研究」の報告 もその要因のひ とつだろ う。

経 済や社会あるいは家庭を も含 めて ソフ ト化 してい る傾 向は,さ ま

ざまな統計資料や事 象が説明 してい る ところであるが,こ うした経済

や社会の ソフ ト化 をお し進めてい る主要 な要因のひ とつに 「高度情報

化」があ る。

わが国は,60年 代後半か らコンピュータを中心 とした第1次 情報

革命 ともい うべ き時代 を経て,そ の後通信技術や情報処理技術の飛躍

的 な発展 を背景に,質 ・量 ともに急速 な広が りをみせ,い ままさに高

度情報社会の真直中に突入 してい る。

高度情報社会 とは,端 的にい えぼ,そ れは 「情報の価値 が モノの価

値 を超 える」社会であ り,「 資本主義 ではな く,"情 報"資 本主義」

の認識が問われ る時代で ある。

この時代の競争 に対す る流通業の戦略座標 の主眼は,企 業規模の大
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小では な く情報 力で あ り,「 情報格差」が 「企業格差」 となる。 その

意味では,企 業は ハ ー ド・ソフ ト両面 において,徹 底 した 「情報武装」

が必要 となる。

わが国は好む と好 まざるとにかかわ らず,高 度情報社会に突入 して

いるが,こ の大潮流は,こ れ までの価値観 を単 にな らびか えた程度で

は,と うてい乗 りこ えることので きないほ どの,奥 行 きと広が りをも

った潮流である。

その意味では今 日の時代は,業 界あるいは業種 ・業態 を超 えて,わ

れわれ にモノを超 えた発想,す なわち新た な 「ソフ ト」の認識 とその

利用技術 一 ソフ ト・マネジメ ン ト・テ クノ ロジー(SMT)一 の

発想 を求めている。

(2)多 様化=新 たなR&D

これ まではモ ノや サ ー ビスにおいて,大 量生産 ・大量 消費時代であ

り,情 報 において も画一的大量増幅時代で あ った。す なわ ち,あ らゆ

る事象がCtマ ス(MASS)"と い うフィル ターで くくる ことので きる

時代で あ った。

ところが,「(物 質)文 明が進展す る と文化が閉化 し,文 化が進む

と"分 化"が 進む」 といわれ るよ うに,あ らゆ る領域で分化が幾可級

数的に進展 し,そ の速度を加速化 させてい く社会 いわゆる多様化

社会一一 においては,モ ノや サ ービスにおいては多品種少量,情 報に

関 しても新 しい 「知的大量個別情報の時代 」に突入 した とい える。

ところで,多 様化 とい うことを市場でみ るな らば,そ れは市場の細

分化を意味 しよ う。

モノや サ ービスが あ り余 ってい る飽和の時代の特色のひ とつに,「不

足ではな く不満の時代」 とい う点がある。不満はいつの時代 におい て

も,常 に企業 に事業機会 を提供す るが,飽 和時代の市場は小 さ く細分

化 されている。
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そ の た め この 時 代 の企 業 は,小 さ く細 分 化 され た市 場100人

い れ ば100の 市 場 が存 在 す る とい わ れ て い る 一 を てい ねい にかつ

深 く掘 りお こす,深 耕 戦 略 を とる企 業 体 質 とそ の技 術 を求 め られ てい

る。

そ の 意味 で,分 化 ・多 様 化 が急 速 に 進展 してい く社 会 では,た と え

ば 流 通業 や サ ー ビス業 等 の 企業 は,消 費者 を単 な る消費者や生活者(メ

ーカ ーの場 合 で あ る な らば ユ ーザ ー)と して と らえ るだ けで は 不十 分

で あ り,彼 らを 「個 客 」 と して位 置づ け,そ の 情 報 を把 握 す る た めの

シ ステ ムー す なわ ち 「個 客 に限 りな く接 近 す るた めの システ ム」一

を い か に構 築 す るか が,戦 略 の 全 て とい って も過 言 で は なか ろ う。

す なわ ち,高 度 情 報 社会 にお け る企 業 に と って 重 要 な戦 略 命題 は,

情 報 に新 た な価 値 観 を見 い だ しつ つ あ る 「個 客 」 と,シ ス テ ム化 され

た情 報 ネ ッ トワ ー クの 高 度 な結 合 に よ って,新 た な 視点 に よる新 た な

「関係 創 造 」(新R&D・=Relation&脱velopment))を 構築 す る こ

とに あ る とい え よ う。

(3)ク ロス オ ーバ ー

高 度 情 報 社 会 の 進 展 は,産 業,業 界,業 種 ・業 態 を こ えた ク ロスオ

ーバ ー現 象 を 加 速 化 させ てい くこ とだ ろ う
。

例 えば 最 近 話 題 を まい てい るVAN(付 加価 値 通 信 ネ ッ トワ ー ク)

は,金 融 業 は も と よ り流 通 業,サ ー ビス業 な どあ らゆ る業種 ・業態 を

結 び つ け て し まい,VHE(Vertica1&HorizontalEffect－

垂 直 ・水 平 効 果)を もた らす こ とに よ って,産 業 構 造 を大 き く変貌 さ

せ て い く可能 性 を も ってい る。

情報 ネ ッ トワ ー クは,POSに 代 表 され る企 業 内型 と,VANを は

じめ と した 企 業 間 型 の2種 類 が あ るが,VANは 企 業 内 か ら企 業 間 と

い う情 報 ネ ッ トワ ーク形 成 の 流れ を推 進す る役 目を担 ってい る。VAN

を 軸 に,新 しい 流 通取 引 グル ープ,情 報主 導 型 の 協 業 組織 が 誕生 して

一177一



くる可能性は十分考 えられ る。

とい うことは,個 々の企業に とっては,既 存の合併や提携 とい った(注)

概念 とは異 った,新 たなジ ョイ ン ト・マーケテ ィングが生 まれ てこよ

うが,企 業 は,こ うした局面 にも対応 してい くためにも,OA化 等に

よる情報武装化が 不可欠 となる。

(4)国 際化の進 展

高度情報社会 は物理的距離 よ りも 「情報距離」が重 要 となる社会で

ある。

通信衛星 を介 した コ ミュニケーシ ョン ・システムとその コス トの急

速な低下傾 向は,地 球 をひ とつの市場 と化す ことになる。

少な くとも同 じビル内の1階 と10階 で連絡 を とりあ うの と,地 球

の裏側の国 々と連絡 をとるのは,全 く同じ次元の こととな っている。

例 えば,最 近博報 堂が実験店 として渋谷にオ ープ ンしたrC'SS・

TATAION」 とい う店は,ま さに消費者の 「購 買の 目」が地球的な

視野 に広が ってい る事実を示す もの として注 目に値 しよ う。

同店は アメ リカの主要 なメールオ ーダーハ ウス380社 と提携 し,

約420の カタログと7万 店におよぶ商品をイ ンプ ッ トし,消 費者は

端末を利用す るこ とで,日 本にい なが らに して好みの商品 を選び,発

注で きる。

高感度な生活 者 としての意識をます ますつの らせ てい く人 々に とっ

て,こ の ような国境 を超 えて時間 と情報距離を縮めた店は,極 めて重

要な意味を持 ちは じめてい る。

㈲ 情報距離 と物流

情報距離が短か く,か つ情報流通の密度がませば ますほ ど物流が重

要 とな って くる。

(注)自 発的 に行 うジ ョイ ン ト ・マー ケ テ ィ ングだけ で な く,受 動 的 な場 合に お いて も,い

つで も対 応 で き る体 制 や シス テ ムづ く りが 重 要 とな る。
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例 えば,ア メ リカで はCATVあ るい は テ レコ ミュニ ケ ー シ ョ ンが発

達 してい る といわ れ てい るが,そ れ が 全 て成 功 してい るか とい えば,

必 ず しもそ うとは い えない 。 い や む しろ苦 戦 してい る と こ ろが 多 い の

が現 実 の 姿 で あ る。

そ の理 由は,商 品 そ の ものの 問 題 か らは じま って い くつ も考 え られ

るが,そ の 中 で も特 に重 要 な のが 配 送 の 問題 一 物 流 一 で あ る。

確 か にCATVな どテ レコ ミュ ニケ ーシ ョ ンを利 用 して の発 注 は大 変

容 易 で あ り,何 万 分 の1の 単位 で オ ー ダーエ ン ト リーは 可能 で あ る。

しか し,発 注 は セ コ ン ド(秒)の 単 位 で 行 えるに もか か わ らず,配

送 は デイ(日)で も な くウ ィー ク(週),そ れ も2～3週 間 の 単位 で

あ る。 しか も配 送 日が,た と えば2週 間 後 の午 前 あ るい は 午 後 とい っ

た,半 日の 単 位 とい うラ フ さで あ る。

情 報社 会 が 高 度 化 し,コ ミュニ ケ ーシ ョ ン距離 が 短 か く,か つ情 報

流 通 が緻 密 に なれ ば な るほ ど,物 流 の あ り方 とそ の 存 在 が 重要 性 を 高

め てい くこ とに な るだ ろ う。

(6)見 えな い革 命

18世 紀 か ら19世 紀 にか けて イギ リスで 起 った 産 業 革 命 以 来,こ

れ まで の 革命 とい わ れ るほ とん どの もの は,み な 目で 確 認 す る こ とが

で き る もの で あ った。

しか し,OAや ニ ュ ーメ デ ィアな どに代 表 され る マ イ ク ロエ レ ク ト

ロニ ッ クの 技 術 革 新 を 背 景 と した 革 命(ME革 命)は,こ れ まで の

革 命 と違 って 「目に 見 えない 革 命 」 とい わ れ てい る。

INS(高 度情 報 通 信 シス テ ム)やVANに 代表 され る ニ ュ ーメ デ

ィア は,そ の 多様 な機 能 が か わ れ て,将 来 的 には可 成 り高度 に利 用 さ

れ てい こ うが,こ の ニ ュ ーメ デ ィア革命 に対 応 して い くた め には,企

業 は まずOA等 に よ って情 報 武 装 化 して おか ね ば な らない 。
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INSやVANな どをは じめ とす る ニ ュ ーメ デ ィ アを語 る時,絶 対

に留 意 して お か ね ば な らない 点が2つ あ る。

そ れ は オ ンラ イ ン化 と コー ド化 で あ る。

ニ ュ ーメデ ィアは業 種 ・業態 を こ え て ,あ らゆ る企 業,活 動 を オ ン

ラ イ ン化 しネ ッ トワ ー ク化 して しま う。

この オ ンラ イ ン化 に よ る ネ ッ トワ ー ク化 の進 展 は,ニ ュー メデ ィア

の 登 場 で 今 後 ます ます 加 速 度 を ま してい き,企 業 間の グル ー プ化 は も

と よ り業 界 の 再 編成,ひ い て は産 業 構 造 そ の もの の変 化 に,多 大 の イ

ンパ ク トを 与 えて い くこ とに な るだ ろ う。

次 に コー ド化 で あ るが,コ ー ド化 可 能 な 商 品 や サ ー ビスあ るい は 事

業 を展 開 して い る企 業 は,そ の あ り方 を抜 本 的 に 問い 直 され る こ とに

な ろ う。

た と えば,ス ポ ー ツの 専 門 店 を考 え てみ よ う。 い ま便 宜 上,消 費 者

を ア マ チ ュア,セ ミマ ニア,マ ニ ア,プ ロと4段 階 に分 類 した と しよ

う。 ニ ュ ーメ デ ィアは この うちの セ ミマ ニ ア と マ ニ アの購 買行動 に多

大 の 影 響 を 与 え る もの と予 想 され る。

す なわ ち,こ れ らの 層の 消 費者 は 自分 が 好 む 領域 の ス ポ ー ツ用 品 に

関 しては,機 能 や 素材 な ど店 員 もお よば ない ほ どの 相 当の 情 報量 を有

してお り,彼 らが 一 番 て っと り早 く知 りた い の は,同 じ品 質 ・機 能 の

商 品 な らば どの 店 が一 番"安 いか"と い う価 格 の 点 で あ る。

価 格 は 簡 単 に コ ー ド化 で き,ニ ュ ー メデ ィア を利 用 して地域 別,店

別,品 番 別 価 格 が 容 易 に 入手 で きか つ 比較 購 買で き るな らば,彼 らの

行動 はい ま さ ら解 説す るま で もな い こ とで あ る。

とな る と専 門店 が や るべ き こ とは 何 か 。 当然 この コ ー ド化 を積 極的

に 利 用 した業 態 を開 発 す る か,あ るい は 反対 に コ ー ド化 で き ない"非

コ ー ド化"領 域 の サ ー ビスを充 実 した り,情 報 武 装す る こ とに よ り顧

客 吸 引 を はか る こ とに な る。
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現 在 こ うした 「コ ー ド化 」 の 影 響 を直 接 的 に受 け る ビジ ネ スには,

旅 行 代 理 店,不 動 産,書 籍 店 な ど多 くの 業 種 業態 が 考 え られ るが,こ

の よ うに ニ ュー メ デ ィ アは,流 通 業 の戦 略 構 築 に際 し て,コ ー ド化 及

び 非 コ ー ド化 戦 略 とい う新 しい 課 題 を提 起 す るこ とに な る。

現 在 ニ ュ ーメ デ ィア論 が 一 時 のOA論 の よ うに,華 々 し く話 題 を呼

ん でい るが,一 一般 的 には,OAと ニ ュ ニメ デ ィアは 別 の テ ーマ として

論 じ られ てい る よ うで あ る。

しか し現 実 には,OAと ニ ュ ーメデ ィアは きわ め て密 接 な接点 を も

つ て お り,OA化 な しで は決 して ニ ュ ーメ デ ィア に"乗 って"い くこ

とは で き ない 。

先 に も指 摘 した とお り,ニ ュ ーメ デ ィア は業種 ・業 態,地 域 空 間 を

こ えて,あ らゆ る企 業 や活 動 を オ ンライ ン化 しネ ッ トワ ー ク化 して し

ま う。'

この 「目に見 えな い 」 オ ン ライ ン化,ネ ッ トワ ー ク化 に対 応 してい

くた め に も,情 報 武 装 化 は重 要 な戦 略 テ ーマ とい える。
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(7)進 化 と革新

'こ れ まで述べて きた ように
,高 度情報化社会においては,あ らゆる

企業 は業種業態のいかんを問わず,企 業経営の 「前提条件が抜本的に

変化」 した ことを認識 しなけれぼ ならない。

企業経営の前提条件が変わ った今 日,企 業は これ までのあ り方(戦

略行動)や 考 え方(戦 略 意 識)を,新 しい戦略座標で再構築す るこ

とが不可欠 とな ってい る。

す べか らく企業 は,成 長す るためにそれ 自身が進化す る努カー そ

れが戦略であるが一 を してい るが,ソ フ ト化時代や 高度情報社会 と

いわれ る,前 提条件が抜本的 に変化 した今 日の進 化は,こ れ までの文

字通 りの進化ではな く"新 化"で あ り,ま た"新 化"よ りもさらに"深

化"さ せ る進化でなければな らない。

企業成長=進 化 一"新 化"一"深 化"一

すなわち,ソ フ ト化時代 に対応す るための経営 革新の"核 心"に は,

情報武装化の旗 手的存在で あるとOAを 位置づ け,"仕 事の仕方"(行

動 ・意識を も含めて)を 新 しく再構築す ることによって,企 業を"新

化"さ せ ることであ る。

また,多 様化=個 別対応型社会 にあ っては,量 で な く質的に深 くと

らえることが不可欠で あ り,市 場創造における深耕戦略は このことを

端的に表わ してい る とい えよ う。

つま り,ソ フ トノ ミックス社会 では,企 業 その ものをいか に ソフ ト

化 してい くかが最大 の戦略課題であ り,そ のためにはOAを 中心 とし

た情報武装化す ることが"新 化"と"深 化"戦 略 には不可欠だとい う

ことであ る。

(8)情 報資本主義

高度情報化社会 とは,情 報の価値が モノの価値 を超 える社会であ り,
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資 本 主義 で は な く情報 資 本 主 義 の 認 識 が 問わ れ る社 会 で あ る こ とは先

に 指 摘 した。

そ の 意 味 で は,高 度情 報 社 会 にお け る情報 とい う言 葉 は,主 に"伝

える,知 らせ る"あ るい は"デ ー タベ ース"的 意味 あい の 強 い イ ンフ

ナメ ーシ ョンで は な く,む しろ"デ ー タベ ースに 付 加価 値 を加 えた,

よ り知 的 よ り戦略 的"情 報 と して の 「イ ンテ リジ ェ ンス」 で な けれ ば

な らない だ ろ う。

高 度情 報 社 会 で は,あ らゆ る流 通 業 は業 種 ・業 態 を こ えて,ヒ ト,

モ ノ,カ ネ とい う経 営 資 源 に,時 代 の 感性 と美意 識 を ともな った イ ン

テ リジ ェ ンス と して の情 報 で 武 装 化 し,ソ フ ト化 してい くこ とが 重 要

で あ る。

企 業経 営 の 前 提 条 件 が ドラス テ ィ ックに変化 し,目 に見 えない 革 命

が 加 速 度 を ま して進 展 して い く高度 情 報 社 会 にあ って は,企 業 は その

ア ンテナ と して あ るい は受 皿 と して の ス テ ーシ ョンとに,合 理 化や 生

産性 ア ップの旗 手として,ま た 企 業 シ ン化(革 新)の 核 と して,OA化

に よ る 「経 営 の イ ン フラ ス トラ クチ ャー再 構 築」 を余 儀 な くされ て い

る。

`

〉

5.2.2小 売業 とPOSシ ステム

高度情報社会 において,情 報武装化 とい う命題をかか える流通業 一

特 に小売業 一 にとって,最 も重要 な戦略命題のひ とつにPOSが ある。

もともとPOSは,ア メ リカで40年 ほ ど前に,小 売経営 の夢 のシス

テム として考 えられ ていた ものである。近年の情報革命は"小 売業 の ア

ポ ロ計画"と までい われた同 システムを,急 速 に現実化 し,時 代はその

導入期か ら普及 期へ と進展 してい る。

わが 国にPOSシ ステムが紹介 されたのは昭和40年 代の中頃であ る。

当時 は売 場 に お け る金銭管理の ツ ール として,メ カ式 レジスタ ーが採
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用 され ていたが,こ の頃 よ り機能 の高い電 子 レジス タ(ECR)が 開発

され,新 しい売場 の管理 システ ムとして登場 してきた。POSシ ステム

は,こ うした レジス ターのエ レク トロニ ック化 と並行 して進 展 してきた

が,こ れ までの実験導入期を経 て,近 年その成立条件 一 技術的背景 と

企業 ニーズー もととのい,急 速 な普 及期 に突入 しつつ ある。

POSシ ステ ムが注 目を集めている理由をご く簡単 に要約すれば,情

報資本主義下で小売業が ソフ ト化す るための戦略"拠 点"がPOSシ ス

テムであ り,こ れか らの あらゆ る小売活動はPOSシ ステムに全ての源

を発す る,と い うことで あろ う。

(1)業 態別POSシ ステム導入状況

業態別 にPOSシ ステムの導入状況をみ てみ ると次のよ うにな る。

1)百 貨 店

全 国的な店舗展開を進 めてい る大都市圏中心の百貨店では,西 武,

高島屋,三 越 などが全店POSシ ステム化を進 めてお り,大 丸 も本

格的にPOS化 に よるオ ンライ ン ・ネ ッ トワーク化に着手 した。

特に高島屋では,全 国の店舗 をすべ てPOSシ ステム化 し,こ れ

をオ ンライ ンで結んだ本格 的な総合情報 システム化 を進 めてお り,

1000台 に達す るPOSシ ステ ムを導入 してい る。

日本百貨 店協会が まとめた加盟各社 の 「情報 処理基本実態調査」

(調 査時点58年2月,調 査対象123社,う ち回答企業100社)

によると,す でに一部で もPOSシ ステ ムを導入 してい るところが

33社,シ ステム導入を前提 に検討中が15社,さ まざまな角度か

ら研究中が28社 とな ってい る。全 く研究 もしていないのは24社

と全体の四分の1以 下 にす ぎない。

百貨店各社がPOSシ ステ ム導入 に熱心にな ってきたのは,売 上

げ ・商品管理 の的確,迅 速 な掌握,省 力化 とい ったPOSシ ステム

の威力 と効果 が明確 にな った うえに,ク レジ ッ トをは じめ これ か ら
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の百貨店商法では,POSに よる顧客情報管理が不可欠 と判断 して

いるためである。

日本百貨店協会 の調査 で も,POSを 導入 してい る33社 の導入

目的(複 数回答)を み ると,売 上げ情報管理(33社),省 カー化(21

社)に 次いで クレジ ッ ト管理(15社)が 高い比率 を占めている。

導入 を計画中の企業 をみ て も,ク レジッ ト管理 を 目的 にす るところ

が多い。

これ まで百貨店 各社 のPOS導 入の直接的な契機は,売 上げ ・商

品管理のほか,財 務管理,物 性管理 などさまざまだが,結 局マ ーチ

ャンダイジング(商 品政策)情 報 と,ク レジッ トは じめ顧客情報管

理の2本 柱 に収れ んされ てい るようであ る。 この点が,売 上げ ・商

品管理中心の量販店のPOSシ ステムとの異なる点であ り,百 貨店

におけ るPOSシ ステムの特徴 となってい る。

表3-8主 要百貨店のPOS導 入状況(58年8月 時点)

導入社 名

時期

導入

台数
シス テムの特徴 今 後 の 計 画

読
繋

王
難

52年

52.3

48年

53.9

52.4

53.6

51.6

47年

52.10

54.6

56.3

55年

54.6

500顧 客管理に力点を

1,780商 品、顧客N里 髄 し、

326省 力化に力点

1,320グ ループ店ともネット

730信 用照会機と連動

292顧 客智 里【二も;舌月弓

86商 品管理中心

158単 品管理 目指す

230自 社カー ド顧客管理

24商 品管理中心

24商 品管理中心

18顧 客管理と切り離す

108百 貨店の最新システム

来年中全店に導入、オンライン化

経理情報システム中心に改善

来春、東京地区三店に導入

システム向上、新設店にも全館

新設店も全店POS化

59年をメドに全店POS化

59年開店の新潟伊勢丹に一部導入

徳島そこ'うなと新設店は全館に

59年春にシステム改善

今秋の函館、'1輯店で全店完了

61年までに全店POS化

2、3年 以内に全店POS化

60年をメドにグループ店も

(出 所:「 流 通 ハ イテ ソク戦 略 」(日 経 新 聞))
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表3-9百 貨店におけるPOSシ ステム導入状況(順不同 ・昭和58年11月 末現在)

導 入 企 業 名 シ ス テ ム 名 備 考 導 入 企 業 名1シ ス テ ム 名 備 考

(大都市型百貨店) 東 急 百 貨 店 ・本 店 NCR2152/725

高 島 屋 ・大 阪 NCR2111/726SLC 約1500台 近 鉄 百 貨 店 NCR2151/725 30台

〃 東 京 " 阪 神 百 貨 店 FACOM3556D 130台

"京 都 〃 " NCR280/725 14台

"堺 〃 阪 急 百 貨 店 TEC・M-1500 60台

〃 和歌山 〃 京 王 百 貨 店 FACOM3556 130台

(別 会 社)立 川 " そ ご う TEC・M

〃 大 宮 〃 千 葉 そ ご う NCR2151/725 97台

〃 柏 〃 神 戸 そ ご う FACOM3556A 150台

〃 高 崎 〃 船 橋 そ ご う NCR2152/725

"津 田沼 〃 柏 そ ご う "

"岐 阜 〃 丸 井 CJK300 1500セ ッ ト

〃 泉 北 〃 " TEC・M

"岡 山 〃 西 武 ク レ ジ ッ ト NCR2151/725 約400台(24店)

高 島 屋 ・横 浜 FACOM3556D 250台 (地方百貨店)

"玉 川 " 100台 小 網 屋 NCR2135 52台(土 浦)

三 越 ・本 店 " 200台 岩,田 屋 NCR2151/725 (福 岡)

〃 銀 座 NCR2151/725 110台 西 新 岩 田 屋 NCR2152/725 (")

"池 袋 〃 50台 上 野 百 貨 店 NCR280/725 (栃 木)

"横 浜 " 清 見 屋 NCR255/6060 (千 葉)

〃サ ン シ ャイ ン " 35台 岡 島 NCR280/725 50台(山 梨)

〃 沖 縄 N6850 50台 丸井今井百貨店 ・札幌 NCR2151/725 52台(北 海道)

"新 宿 FACOM "室 蘭 NCR2152/725 30台(〃)

名古屋三越 ・栄本店 NCR2125/725 101台 名鉄 丸越 百 貨店 NCR280/725 42台(金 沢)

"星 ケ丘店 " 140台 ト キ ハ 百 貨 店 NCR2151/725 (大 分)

西武百貨店 ・渋 谷 NCR280/2151/725 110台 城 屋 NCR280/725 (")

〃 池 袋 NCR2152/725 井 上 百 貨 店 〃 (松 本)

〃 八 尾 〃 天 満 屋 NCR2151/725 (岡 山)

静 岡,沼 津,浜 松,大 宮,船 橋,八 王 子,宇 都 宮, 丸 栄 " (名古屋)

大津,高 槻の各店 も導入 新 岐 阜 百 貨 店 " 30台(岐 阜)

関西西武百貨店(3店) NCR2152/725
伊 勢 甚 ・水 戸 FACOM3556A 60台(茨 城)

伊 勢 丹 ・新 宿 NCR280/725 48台 〃 下 市 KT-560 43台(")
〃 浦 和 NCR2152/725 〃 勝 田 FACOM3556D 60台(〃)

東武百貨店 ・池 袋 FACOM3556A 135台
丸広百貨店 ・南浦和 神鋼ECR-360 28台(埼 玉)

船 橋 東 武 FACOM3557C 107台
福 田 屋 百 貨 店 IBM5260 21台(栃 木)

大 丸 ・大 阪 FACOM3556D
大和百貨店 ・本 店 " 35台(金 沢)

〃 和歌 山 〃
,"新 潟 N-6855 (横 浜)

〃新大阪駅 ビル " 他全国11店 "富 山 " (新 潟)

下 関 大 丸 IBM3650
さ い か や TEC・M (富 山)

小 田 急 町 田 NCR280/725 65台
う す い 百 貨 店 uNIPOS6000 90台(福 岡)

小田急百貨店 ・新宿 UNIPOS6070 ヤ マ サ 百 貨 店 MELPOS3000 70台(秋 田)

東急百貨店 ・東横店 NCR2151/725 70台 大 和 屋 NCR2135/7897 (清 水)
"日 本橋 NCR2152/725 30台 松 木 屋 KT-360 54台(青 森)
"多 摩 プラザ " 五 番 舘
〃 町 田 "

(出 所 「流通 と システ ム 」Na38)
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2)量 販 店

百 貨店 同様,量 販店 もPOSの 本格的 な導入に積極的に動い てい

る。

主要量販店 の58年8月 現在のPOS導 入状況は,表 の とお りであ

る。

表3-10主 要 ス ーパ ーのPOS導 入状 況(58年8月 現在)

導入社 名

時期

導入台数

(店舗数)
システムの特徴

ダイエ ー

(衣料)

イ トーヨーカ堂

(衣料)

(食 品)

西 友

(食品)

ジ ャスコ

(衣料)

(食品)

ニ チ イ

(衣料)

灘神戸生協

(食 品)

東急ス トア

(食 品)

56.6

52.10

57.9

57.11

4S.3

55.10

57.9

55.10

54.2

)
0

0

4

1

1
(

2

0

2

1

8

ウ
▲

-

(

病竃】
-

)

)

)

)

5

-

7

7

3

1

4

4

(

6

6

ー
(

0

0(

)

0

00

亨
'

刀
怜

9心

(

7

ウ
●

単品情報の収集

自動発注 システム と接続

食品2万 晶 目を管理

4,500品 目の情報 を管理

ファッシ ョン衣料の70%カ バ ー

ソースマー キング比率50.9%

衣料20万 品 目管理

食品50%、 日用品20%を 管理

時間帯別売 り上げ分析

(出典1「流通ハイテック戦略」日本経済新聞社)

この 表 か ら もわか る と お り,わ が 国 量 販 店 のPOS化 は 衣料 向

けPOS(OCR=光 学 式 文字 読 み 取 り装 置)か らは じま った。

主 要 量 販 店 の 中 で,衣 料POSを 最 初 に導入 した の は ジ ャス コ奈

良 店 で,そ れ は48年3月 の こ とで あ る。 そ の 後 イ トー ヨー カ堂,

ニチ イ な ど衣 料 品 の取 扱 い 量 が 多 い量 販店 へ と拡大 してい った 。

例 えば イ トー ヨー カ堂 の 場 合,52年10月 に 実験 を開 始 した が,

そ の 後5年 間 にわ た る実 験 を通 じて シ ステ ムを 改 良 し,57年3月

に120台 のPOS端 末 機 を導 入 して い る。 端 末機 は オ ンラ イ ンで
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本社の コンピュータや 取引先問屋 の端末機 と結んであ り,衣 料 品の

売れ筋をつかむ と同時 に,売 れ筋商 品を中心に自動的に商品取引先

に発注できるシステ ムを58年 度に完成 してい る。

こ うした衣料品中心 のPOSシ ステムで進んで きた量販店業界で

はあるが,近 年衣料品か ら食品 向けPOS(ス キ ャナ ー ・タイ プ)

を実験 ・導 入す る企業がふ えている。

量販店各社 は,実 験 店舗 内でイ ンス トアマーキ ングとい う煩雑な

作業を続 けなが ら,商 品情報 とそのデ ータ利用法の開発 に全力を注

いでいる。灘 神戸生協のように,59年 度中に全店 に食品向けPOS

を導入す るところまで 出て きてい る。

米国の例 をみて も,ソ ースマ ーキ ング比率が70%を こえる と,

商品 ・顧客情報,従 業 員管理や経理情報を一元的に収集,分 析で き

るPOSが その威 力を発揮す る。わが国では予想 よ り早いペ ースで

ソースマーキ ング比率がその水準に達 しようとしてい るた め,食 品

向けPOSは ここ数年で急速 な普及期を向 えるであろ うと予測 され

てい る。

・。・端末薗 コ
(店舗で修正)

(発注予定

リス ト伝送)

(仮発注修正)

面

(オンライン発注)

配送へ

騒
o

図3-12イ ト ー ヨ ー カ 堂 の 製 品 発 注 シ ス テ ム
4
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←一 店舗一ーー トー地区本部一{ト 本部一一→

POS

イ ンター フ ェ
ー スユニ ッ ト

ス トア

コン トローラー

エIJア 中央

コン トローラー コンピューター

(フロッピーディスク搬送)

(夜間メール

取引先

メーカー

問 屋(オ ンライン発注)

図3-13 灘 神戸 生 協 のPOSシ ス テ ム

(出所:「 流通ハイテッグ戦略 」(日 経新聞))

表3-11わ が国のソースマーキングとPOS導 入店舗(食 品型の場合)

商 品 メー カ ソー ス マ ー キ ン グ 商 品 POSシ ス テ ム

年 度 一 コ ー ド 品目数(推 定) 導入店舗数

登録企業数 NB商 品* PB商 品* (JAN型)

53年12月 登録受付開始 一 一 一

53年 度末(54。3月) ,27社 } 一 一

54〃(55.3月) 53 一 一 1店 舗

55〃(56,3月) 86 200品 目 800品 目 17

56〃(57.3,月) 217 600 1,500 78

57〃(58.3月) 1,744 22,000 10,000 約2,000

58年11月20日 現 在 約3,829 60,000 12,000 約2,600

58年 度末推定(59年3月) 約5,000 80,000 20,000 約4,000

累計 (昭 和58年11月20日 現在)

,

●
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表3-12わ が 国の商 品メーカー ・コー ド登録の推 移

メ ー カー ・コー ド登 録 件 数
小 計

(企 業数)

累 計

製 造 業 卸 売 業 小 売 業

53年 度 末 22 2 3 27

54 17 4 5 26 53

55 24 4 5 33 86

56 113 14 4 131 217

57 1,345 172 10 1,527 1,744

58年 度 204 30 2 236 1,980

58年 度 末 約3000 5,200

(出所:「 流通とシステム」Na36)

表3-13各 国 の 共 通商 品 コ ー ド化 の 動 向 とPOS導 入 店

(昭 和58年3月 現在)　　 　

国 名
国 コー ド 商品 ノーカー コーr

ソース・マー キ ング品 目数

ソースマニキン舛
POSシ ステム

(フ ラ ッ グ) 登録企業数 ノーカーヴ ランr 汰通業者ブランド
導入店舗数

ア メ リ カ ・ カ ナ ダ 00～09 7,643 一 95% 約8,000

フ ラ ン ス 30～37 1,310 100,000 7,000 60%強 26

西 ド イ ツ 40～43 5,172 85,000 一 76% 68

日 本 49 約2,000 25,000 10,000 30% 約2.000

イ ギ リ ス 50 1,138 8,000 1,100 40% 20

ベル ギー ・ル クセ ンブルグ 54 352 10,000 2,500 45% 20

デ ン マ ー ク 57・ 115 325 一 一 一

フ ィ ン ラ ン ド 64 29 200 一 1% 一

ノ ル ウ ェ ー 70 49 10 一 一 1

ス ウ ェ ー デ ン 73 235 7,700 一 42% 17

ス イ ス 76 305 6,000 32% 11

イ タ リ ヤ 80～83 158 1,271 一 3% 7

ス ペ イ ン 84 22 一 一 一 2

オ ラ ン ダ 87 358 650 310 25% 5

オ ー ス ト リ ア 90～91 413 8,000 一 17% 3

オ ー ス ト ラ リ ア 93 584 1,000 500 60% 4

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 94 35 100 一 一 一

3)専 門 店

専 門 店 にお け るPOSシ ス テ ム化 は,

-190一

(出 所:「 流通 とシ ステ ム」Na36)

業種 に よっても異なるが,
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衣 料 品,電 器,靴,メ ガネ,ス ポ ーツ用 品,カ メ ラ,寝 具,呉 服 な

どの チ ェ ー ン店 を 中心 に進 ん で い る。

専 門店 で は特 に,商 品 管 理 に 焦 点 を あ て たPOSが 導 入 され て お

り,OCR-Bフ ォ ン トに よ る値 札 の 利用 と,OCRス キ ャナ ー付P

OSシ ス テ ムの稼 動 が 目立 って い る。

衣 料 品 関 係 で は,レ リア ンが140店 以 上 のPOS端 末 を導 入 し

てい るほ か,飴 屋200台,オ オ コシ100台,富 久150台 な ど

を は じめ と して銀 座 セキ ネ,銀 座 マギ ー,英 国屋 な ど多 くの チ ェ ー

ン店 が 積 極 的 にPOSを 活 用 して い る。

電 器 製 品 の専 門 店 で は,上 新 電機 の100台,第 一 産 業 の230

台をは じめ,宝 田無線電機,光 電社,松 波 無 線,英 弘 チ ェ ー ンな どが

積 極 的 にPOSシ ス テ ムを稼 動 させ てい る。

4)シ ョ ッピ ン グセ ンタ ー(SC)

シ ョ ッピ ン グセ ンタ ー(以 下SC)のPOSシ ステ ム活 用 も活 発

で あ る 。

そ の 多 くは テナ ン ト管 理 を 目的 と して デ ィベ ロ ッパ ーが 導 入 し,

オ フ ィ スに オ フ コ ンな どを設 置 し,こ れ を ス トア ・コ ン トロ ー ラと

して イ ンス トア ・ナ ン ライ ンでPOSタ ー ミナル とつ ない で い る。

船 橋 の 「ららぽ 一 と」 をは じめ として,ナ ビオ阪急,灘 波 シ テ ィ

な ど100台 以 上 のPOSタ ー ミナル を 稼動 させ て い るSCも 少 な

くな い。

5)レ ス トラ ン,ホ テ ル

大 手 レス トラ ン,フ ァー ス ト ・フ ー ド ・チ ェ ー ンで は,す か い ら

一 くが300台 か らのPOSタ ー ミナ ル を導 入 してお り
,レ ス トラ

ンサ トー100台,レ ス トラ ン西 武50台 をは じめ,フ ァース ト ・

フ ー ド・チ ェ ー ンにお い て も マ ク ドナ ル ドの2000台,ロ ッテ リア

の900台,ミ ス ター ドーナ ツの400台 と,POSシ ス テ ム を導
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表3-14POSシ ス テ ム研 究 ・施策 の経 過 と展 望

項 目

期 食 品 ・雑貨型 衣料品 ・耐久消 費財 型 ク レ ジ ッ ト型 関 連 研 究
昭和年

49
研
究 欧 米 および国内実態 ニー ズ別査

'

流通情報 ネッ トワー ク研究
●

鯛
50 望ε

期
POSシ ステム ・モデル研究 、開発スケ ジュール策定

51
JANシ ンボル原案作成 ●値札のJIS原 案作成

●値札実態調査

ソース ・マーキ ング印刷実 ●千葉 そ ごう(百 貨店) ク ジジッ ト情 報 システムの

52 準 験 ●ひよ しや(専 門店) 研究

店頭実験(第1次)

備
●JANシ ンボルJIS告 示

●

●EAN加 盟
.

53 実
● ソ ー ス ・マ ー キ ン グ開始 ク レ ジ ッ ト ・カ ー ドの 物流 シンボル標 準化研究

●.た っ み チ ェ ー ン(VC) JIS研 究 (第1次)

験 ●東 急ス トア(チ ェー ン店) 唱

期 店頭実験(第1次)

商品メーカー、卸 売業のた ●OCR{餅 しJIS答llI 磁気 ス トライプ ・カー ドの

54 めの情報活用研究(第1次) ●西川チ ェニ ン(W1店) jlS告 示

(以下継竿研究) 店頭実験(第2次)

●全 日食チ ェー ン ・(VC) OCR値 札JIS告 示 ク レジッ ト小 売業内規策定 業 界統一伝票 システムの研

●灘神戸生協 究(菓 子業 界な どの見直 し)
55

●卸 町グ リー ンス トア(協

導

同店舗)店頭実験(第2次)
,

●全H本 スパー(VC) 卸売業 のためのPOS情 報 OCRク レ ジ ッ ト・カ ー ド オ ン ラ イ ン受 ・発 注 シス テ

56
入

茨城、愛知の2店 で店頭 研究(以 下継年研究)・ JIS告 示 ムの研 究 と促 進(』 手脈)

期
実験(第3次)

●POS情 報活用研究 ●小売業クレジット内規 発効 J手 順 な どの標準化 とPR

57 (商 品 メ.一 カー 、 卸 売 業 、 小 売 業 マ ー ケ ッ ト情 報) ● ク レ ジ ッ ト情 報 セ ンタ ー

● デ ー タ ・ベ ー ス の 研 究 設立の研究

石鹸 ・洗剤統一伝 票、 シス

58
●流 通 ↑[1∫報 センター 設 立i?～{6 ●豊栄家氾店頭実験 ク レ ジ ッ ト情 報 セ ンタ ー の テムの研究、物 流 シンボル

普 ●JAN-JIS見 直 し (第3次) 設立準備 標準化研究の再開(第2次)

フ ァ ク シ.ミ リ、CATVな ど及
アナ ログ ・映像 情報通信 シ

59 期 流通 情報セ ンター(商 品情報 ・ク レジッ ト情報サ ー ビス)運 用開始 ステムの研究

60年度

以 降

発

展

期

デ一夕 ・ペース とオ ンライ ン ・ネ ッ トワーク を軸 とした高度流通情報 システム

時代始 まる

(57年 以降は計画 ・プランであ り、確定 ではない)

ダイ レク トマーケ ティング

・システムの研究

(出所:「 流通 と シ ステ ム」Na36)
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1

J

今

入 してい る。

また ホ テ ル に おい て も,各 グル ープ毎 に積極的なPOS活 用戦

略が展開 され てい る。

(2)小 売経営 とPOS

1)POSシ ステムの高度利用

POSシ ステムの効果が 明確 にな り,企 業 の中に広 く進展 してい

くなかで,POSシ ステムを単なる管理型の システムか らよ り戦略

的かつ統合的 な経営戦略型の システムへ 移行 させ ようとす る企業努

力が見 られ る。

例 えば西武百貨店は58年 末現在で,百 貨店,ク レジ ッ ト,関 係

会社 の合計19店 舗のほぼ全売場にPOS端 末機を置 き,そ れをオ

ンライ ンで結んでい る。

各店舗 の売場 に設置 したPOS端 末機 に商品 コー ドを入 力す ると,

その デ ータは各店舗 の コンピュータを経 由 して,東 日本は東京,西

日本は京都のそれぞれの情報セ ンターに送 られ,集 計 され る。各店

舗 と情報 セ ンタ ーは特定通信回線で結んで あ り,売 上げな ど全社的

に必要 な情報 は東京で,各 店情報は各店舗でそれぞれ集計 している。

POSの オ ンライ ン化 と並行 して,同 社では情報の有効な活用に

も力を入れ てきた。POSシ ステムを利 用 した マーチ ャンダイジ ン

グの強化,ク レジ ッ ト販売の与信 ・問合せ業務の迅速化,会 計業務

の簡素化を3本 柱にPOSを 有効 に活用 してい るが,今 後は物流面

に まで広げてい く計画をもってい る。

クレジ ッ トを中心に急速な伸び を示 している丸井は,西 武 と同様

POSシ ステムをよ り高度 な戦略的情報管理 システムとして位置づ

け,経 営戦略の 中枢におい ている。

同社 はPOSを 単なる売れ筋商 品の把握や在庫管理の合理化だけ

で な く,顧 客情報 と商品情報 を融合 して需要予測,販 売促進,商 品
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(西武百 貨店 と他の百 貨店 との比較)

(Oは 現在 実施、△は今後利用 する予定、xは 予定な し)
西

武
百貨店の

利用社数

一 発注納品管理
システム

商品在庫管理 △ 4

一

納品 ・仕入先管理 △ 4

商品 管理

システム

品番レベルの在庫管理 O 6
商品情報

システム
一 … × 2

レジスター管理 O 17一

一

一

一 販売管理
システム

一 売上日報管理 O 22

売り上げ分析 O 11

中元・歳暮ギフト管理 △ 13

⌒
システム

一

一

一

個人掛売管理 O 22

顧客情報

システム
一

一

一

法人掛売管理 △ 14

DM管 理 △ 2
顧客管理
システム

一 通信販売 O 5

顧客管理 △ 3

i

、

(注)躰 百貨店協会の「情報処魅 本実態調査、から。

図3-14西 武 百 貨 店 のPOS業 務

計画な ど,経 営戦略全般 を決定す るシステムのCtル ーツ"に しよう

としている よ うであ る。

丸井のPOSシ ステ ムは,ク レジ ット販売の与信供与,回 収管理

の合理化を 目的に導 入 したため,顧 客情報管理 中心 に組み立 てられ

て い る。 そ の た め 同 じPOSで も商品管理 を 目的 にス ター トさせ

た一般百貨 店 とは異な ってい る。

丸井 のシステムは,主 コンピュータお よびそれ とそれぞれオ ンラ

イ ンで直結 した売場のPOS端 末機,独 自開発 のCAT(信 用照会

機)で 構成 され てい る。POS端 末機 とCATは 連動 して顧客情報

や売場情報 を処理す る。POS端 末機1台 に2～3台 のCATが 付

属 し,CATは 単 に信 用照会だけでな く,POS機 能のか な りの部

分を代行す る。

丸井がPOSシ ステムを全店の全売場に導 入 したの は52年4月

の ことで ある。POS端 末機792台,CAT1668台,デ ィス プ

〆

4
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ψ

レー装置な どその他端末機482台 を導入 してい る。

この間 カー ド会員は52年 に300万 人をこえ,現 在600万 人

をこ えている。

丸井はす でに売上情 報 と商品情報 を一元化 した 「商品情報 システ

ム」,CATか ら在庫照会,商 品予約ができる 「大型商品在庫予約

システム」 な どを稼動 させ てお り,こ れ までのPOSの 概念 をこえ

た活動を展 開 してい る。

マーケ

ティング
管 理

晶
列

商
陳

ご契約

お支払い

売れ筋
櫨

経営情報検索

経営情報システム

図3-15丸 井 の ク レ ジ ッ ト ・オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

◆

2)POSと ス トア ・オ ー トソ ーシ ョン(SA)

82年9月 か ら1,700店 舗 に2台 つ つPOS端 末機 を配 備 し,稼

動 しは じめた セ ブ ン ーイ レブ ンのPOSシ ス テ ムは,い わ ゆ る ス ト

ア ・オ ー トメ ーシ ョンの は し りで あ る。

この シス テ ムで は,ス トア ・コ ン トロー ラがPOS端 末 機 の 制御

機 能 を'果たす が,そ の 他 に照 明や 空 調 な どの 店 内 の諸 設 備 を一 元 的

に コ ン トロ ール す る設 計 に な ってい る。

ス トア ・オ ー トメ ー シ ョンの 例 は 図 の ご と くで あ る。 ス トア ・コ

ン トロ ーラは オ フ コ ン,ミ ニ コ ンの 類 で,高 性能 で あ る か ら,POS
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端 末 機数 台 の制 御 のみ で は 力が あ ま る。 多大 の 投 資 とな るPOSシ

ス テ ムで あ る だ け に,可 能 な限 りフル 活 用 しよ うとい うわ けで あ る。

空 調 が持 続 され る と,店 内の 温 度 を 自動 感知 す る セ ンサ ーが 付 属

し,そ の セ ンサ ーの 情報 を受 け て ス トア ・コ ン トロ ーラが空 調 を制

御 す る。 四 季 を 通 じて,ま た1日 を通 じて常 に一 定 の 適 温 に 店 内 を

保 ち,省 エ ネ に もつ なが る。 同 時 に シ ョーケ ース内 も制 御 して い る。

照 明 コ ン トロ ール も同 じで,明 る さを感 知 す る照 明 セ ンサ ーの情

報 を も とに,天 候 の 悪 い 日は照 明を 強 くし,自 然 の 光 が強 い と きは

照 明 を小 さ くす る。

タイ マ ー もつ なが れ て い て,従 業 員 や パ ー トタイ マ ーの勤 怠 管 理,

給 与 計 算 の 自動 化 な どは ス トア ・コ ン トロ ーラの得 意 とす る機 能 で

あ る。

計 量 器 に も連 動す る。 入 荷 量,店 頭 陳 列量 な どを キ ャ ッチ して,

生 鮮 三 品 の 鮮 度保 持,在 庫 管理 に 活躍 してい る。

そ の 他,ク レジ ッ ト ・タ ー ミナ ルや 買物 相 談 マ シ ンも近 い将 来 つ

なが れ る よ うに な るだ ろ う。 無 人店 舗,省 力化 店舗 へ と一 歩一 歩 近

づ きつ つ あ る。

洞"酸1雪
BGMvrR

ス トア ・コン トロー ラ 」

一

一

'
人

r

r
l

`
一

一フ白

湯

ン

空

コ

'《/ク ヤー ド

　テロコド ロ　

プ リ ン タ ーCRT

卜.∫
"フーロンコ

'

人
込

プF

店内瓢 見装道

火英 知器

1{三三互ヨ

…

1・匿 ヨ

1;Ecrs貝s

「

薗

rir

1ゴ違:二目
ア ・
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店

内

r

:
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1

1
}
1
`

冷 凍
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・C一

し 一一}一 一,一_

L-一_,一_一 ・

88固
コンサ ル タ ン ト

・マ シ ン

ロ
キ ヤツ シュ ・

デ ィスペ ンサー

一 －A.白

・ナロ

in入り口POR二 受 け 入 れ 端 末 機

図3-16ス トア ・オ ー トメ ーシ ョン(POSシ ス テ ム ・ベ ース)の 例
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3)POSと 企 業 間 オ ンライ ン

POSシ ス テ ムや ス トア ・オ ー トメ ー シ ョンは 狭義 には 店 舗 シス

テ ムで あ る。 あ る店 舗 の生 産 性 を最 大 限 に上 げ る こ とをね ら ってい

る。

しか し小売 業 が 小 売業 の み で 流通 機 能 を果 し得 な い よ うに,小 売

業 内 の 店舗 のみ が 効 率 的で も,必 ず し も企 業 全体 の 効率 化 に は つ な

が らな い 。 店舗,本 部,物 流,加 工 セ ン タ ーの統 合 的 ・効 率 的 な連

動 が必 要 で あ り,か つ 仕入 先 や 取 引先 といつ た 外 部機 関 との 協 力関

係 も重要 とな る。

オ ン ライ ン化 はそ の よ うな各 部 門,各 機 能 を つ な ぐ情 報 シ ステ ム

で あ る 。

図 は あ る チ ェ ー ン店 の オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー クの概 略 図 で あ る。

POS端 末機 が これ らの ネ ッ トワー クの 原点 で あ る こ とが 理 解 で き

る。

こ う した営 業 拠 点 を つ な ぐオ ンライ ン ・シ ス テ ムは,製 造 業,金

融 業 な どで は多 くみ られ るが,卸,小 売 業 で も実 用 化 をは じめ た企

業 が 多 くな って き てい る。

, 9

外部 計算 セ ン ター

(大型 コン ピュー タ)

ス トア ・ ス トア ・

'ン トロー ラ ＼ ・ ン ト・一 ラ

図3-17コ ン ピ ュ ー タ ・ オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク
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量 販店,百 貨 店,専 門 店,レ ス トラ ンな ど,業 態 を こ えて,大 手

小 売業 はみ な この 企 業 間 オ ンライ ンを拡 げ る の に懸 命 で あ る。 受 ・

発 注 デ ー タの 交 換 を 通 信 回 線 を通 じて行 う仕 組 み で あ る。

最近,VAN(付 加 価 値 通信)業 者 が登 場 してい る。 これ は受 ・

発 注 デ ー タの 交 換 の 場 合 に,小 売 業 と卸売 業 の 間 に介 在 し,受 ・発

注 デ ー タに付 随 した 情 報 を つ けか える機 能 を もつ 業 者 の こ とで あ る。

(VANに 関 して は 別 項 で 新 た め て検 討 したい 。)

4)POSと デ ータベ ース

企業 間 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー クは 今 後 ます ます 進 展 してい き,

産 業界 の構 造 を大 き くぬ りか える こ とにな る だ ろ う。

現在 これ らの ネ ッ トワ ー クの 原点 はPOSに あ るが,近 い 将 来消

費 者(ホ ー ム)の コ ン ピ ュ ータ・も これ に加 わ り,ホ ー ム ・シ ・ッピ

ン グ,ホ ー ム ・バ ンキ ン グな どが実 現 す る こ とに な る。

・+〔 ∋

巌

…
て

圭

固

国

難

i
垂

// 向 ＼＼
1

卸売業 国

＼ 〉＼
DBDB DB－

テ＼
↓小売業 国

＼ DB

主

ゴ/
笛/

消費 者(ホ ー ム)

海外企業

諸官庁

回 デー・・ベース

(情報 ネ ッ トワー ク化

の 結節企 業)

〆

図3-18コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 概 念 図

`

こ う した オ ンラ イ ン時 代 に おい ては,ハ ー ドと しての コ ン ビュ ー
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タ,通 信 回線,タ ー ミナ ル の シス テ ム ・レ ベ ル が 企 業 戦 略 上 き わ

め て重要 とな りつ つ あ るが,特 に デ ー タベ ースの 質 が 企業 の命 運 を

握 る こ とに もな る。

デ ータベ ース とは,端 的 にい って,あ る組織 に必 要 な デ ー タを あ

らゆ る領域 か ら と ら え蓄 積 して お く仕 組 み をい うが,こ の デ ータベ

ースの 充 実 とその 活 用 が
,経 営 戦略 上 重 要 なテ ーマ とな って い る。

そ して この デ ー タベ ースの 。ベ ース"に 位置 づ け られ てい るの が

POSシ ステ ム とい うこ とで あ る。

統合 デー タ ・
ペ ー ス

(小売 業)

一
腰n買 掛

一一

<

〉
＼

従 業員 デー タ ・

ベ ー ス

＼ ノ
↑

一
)　

ノ
商_./

ペース

＼ ノ

↑

店舗会計1巨lll用

＼(=プ
クレ ジッ ト ・

デー タ ・ペ ー ス

＼ ノ

↑
従 業'n管 理 商品管理 ク レ ジ ッ ト管 理

・人 ・1`コン トロ ー ル

・勤 怠 ・職 能

・商 品 コ ン トロ ー ル

・商 品 プ ロ セ ス

・ ク レ ジ ッ ト ・

コ ン ト ロ ー ル

・売 掛

店 舗 菅 垣∬

ll P・slP・S 1 lP・sl

図3-19小 売 業 デ ー タ ・ベ ース概 念 図

●

5)POSと 商 店 街

POSシ ス テ ム,オ ン ラ イ ン ・ ネ ッ ト ワ ー ク,デ ー タ ・ベ ー ス ・

シ ス テ ム と い う よ う に,シ ス テ ム は 部 分 シ ス テ ム か ら ト ー タ ル ・ シ

ス テ ム へ と 拡 が り を み せ て い る が,こ う し た 傾 向 は 地 域 シ ス テ ム を
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も出 現 させ る こ とに な る。

これ を商 店 街 とい う視点 で と らえ てみ る と,図 の よ うな ネ ッ トワ

ー クづ く りが 可 能 とな る。 つ ま り特 定 地域 を結 ぶ ネ ッ トワー ク,L

AN(LocalAreaNetwork)シ ス テ ムが それ で あ る。

独 立 して い る個 々の商 店 には,POSシ ステ ムを軸 と した コ ン ピ

ュー タが設 置 され る。 各店 の シ ス テ ムが 商 店街 事 務 局 の 中型 コ ン ピ

ュ ータに接 続 され,商 店街 の デ ー タベ ースが こ こで構 築 され る。

、

魁
物流企業 銀行

カー ド会社

仕入先
家庭

＼
情報センター

「 一∋ コン ピ ュー タ
∈ 一 一 「 一 一 一 一 一 一 「 一 一 一 〒 一 一 「 一 一 ー 一 一 「 一 一 ー ー ー 一 丁 一 一 －

ll1lI
1

CATVな ど ψ ψ ψ ↓ ψ
1

POS POS POS POS POS
1

1 事務室

1 化粧品店 家具店 靴 店 書 店 衣料品店
サ ー ビス ・

| セ ン ター

ー

ー
商店街本部

一

一

ー

一

一

ー

一

一

一

一
」

商 店 街 通 り

一 →

図3-20特 定 商 店 街 の オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク

6
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⑳

こ の 本部 の コ ン ピ ュー タは仕 入 先,カ ー ド会 社,銀 行,物 流 企業,

家 庭 と もつ な げ られ,本 社 の あ る小 売 業 は本 社 と も結 ば れ る。

も し商 店 街 に は地域 ぐるみ の シ ス テ ム と してCATVが 配 置 され,

商 店 街 の 各 店 及び 近 隣 の 一般 家 庭 に もつ なが れ る とす る と,こ の デ

ー タ提 供 の背 景 とな るの が デ ー タベ ー ス とい うこ とに な ろ う
。

6)POSと キ ャ シ ュ レス社 会

ク レジ ッ ト時代,カ ー ド時代 とい わ れ てい る。 小売 業 は この キ ャ

ッシ ュ レス社 会 に積 極 的 に対 応 してい か ねば な らな い。

今 日,ク レジ ッ ト ・カ ー ドの 発 行 枚数 は,約5,000万 枚 とい われ

てい る。 銀行 の キ ャ ッシ ュ ・カ ー ド,そ の他 の プ ラス チ ック ・カ ー

ドを含 め る と,わ が 国 の カ ー ド発 行 枚数 は1億2,000万 枚 に達 して

い る と推 計 され てい る。

ア メ リカの6億 枚 に は お よば ない もの の,本 格 的 な カ ー ド社会 の

到 来 を 思 わせ る には充 分 な量 で あ る。

ちな み に5,000万 枚 の ク レ ジ ッ ト ・カ ー ドの 内訳 をみ る と,次 の

よ うに な る。

○

O

O

O

o

銀 行 系 ク レ ジ ッ ト ・ カ ー ド

信 販 カ ー ド

流 通 業 界 カ ー ド

石 油 ク レ ジ ッ ト ・ カ ー ド

チ ケ ッ ト団 体 カ ー ド

その他協 同カー ド,地 銀 カ ー ドな ど

信用 販売 には支払い方法の複雑 さ,

約1,340万 枚

約1,300万 枚

約1,100万 枚

約200万 枚

約400万 枚

不 明

カ ー ドの 種類 の 多 さ,代 金 回

収 等 々,多 くの 煩雑 な業 務 処 理 か つ き ま と う。

そ こで登 場 す るのが カ ー ド会 社 との オ ンライ ン ・ネ ッ トワ ー クで

あ る。 将 来 は,顧 客 の 信 用 デ ー タを プ ール して い る顧 客 デ ー タベ ー

ス セ ン タ ーと も通信 で 結 ば れ よ うが,こ の ネ ッ トワ ー クの拠 点 とな
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表3-15主 要大都市型百貨店 におけ るクレジ ッ ト・カー ド

■.

.

企 業 名 カ ー ド 名 称 支払方式 管理形態 ホ ル ダー

数

高 島 屋 ゴー ル ドカ ー ド 1回 払い 自社管理

ABCカ ー ド 〃 " 23万

ロー ズ ク レ ジ ッ トカ ー ド リ ボ 提 携

三 越 ゴ ール ドカ ー ド 〃 自社管理

三 越 ク レジ ッ トカ ー ド 1回 払い " 7万

FSプ ラ ン リ ボ "

大 丸 エ ク セ ル カ ー ド 〃 " 36万

西 武 百 貨 店 カ ス トマ ー ズ カ ー ド 1回 払い " 16万

西 武 ク レジ ッ トカ ー ド 割 賦 提 携 13万

西 武 ニ ュ一 方 ス トマ ー ズ
カ ー ド

リ ボ 46万

SAISONカ ー ド " 自社管理
(62年に1000万目標)

.伊 勢 丹 伊 勢 丹 ク レジ ッ トカ ー ド 1回 払い " 15万

ク ロ ー バ ー カ ー ド 割 賦 提 携

小 田 急 百貨店 小 田急 ク レジ ッ トカ ー ド 1回 払 い 自社管理

フ リー カ ー ド 割 賦 "

船 橋 東 武 東 武 ク レ ジ ッ トカ ー ド リ ボ "

東武百貨店 ・池袋 〃 〃 〃 6万

松 坂 屋 カ ト レア ク レ ジ ッ トカ ー ド 割 賦 提 携

" 1回 払い 自社管理 20万

松 坂 屋 ク レジ ッ トカ ー ド 〃 〃 20万

京 三E百 貨 店 京 ヨ三フ ァ ミ リー カー ド 割 賦 提 携

KCカ ー ド " 〃

東 急 百 貨 店 セ ンチ ュ リー

ク レ ジ ッ トカ ー ド
1回 払い 自社管理

東 急 ク レジ ッ トカー ド 割 賦 提 携

阪 神 百 貨 店 阪 神 ク レジ7ト カー ド 1回 払い 自社管理

ハ ソシ ンエ メ ラル ドカー ド リ ボ 提 携

近 鉄 百 貨 店 近 鉄 シgッ ピ ソグ カ ー ド 割 賦 "

名 鉄 百 貨 店 グ ロー バ ー カ ー ド 1回 払 い 自社管理

グ リー ンカ ー ド 割 賦 提 携

そ ご う そ ご うフ ァ ミ リー カ ー ド " "

、

(出 所:「 流通 とシ ステ ム」Na38)

才

'
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亀

、

表3-16主 要割 賦百貨店,大 型量販店の クレジ ジ ト・カー ド
4

企 業 名 カ ー ド 名 称 支払方式 管理形態
ホ ル ダー

数「一 ー 一 　

丸 井 赤 い カ ー ド 割 賦 自主管理 520万

緑 屋 Mカ ー ド 割 賦 ∫'

ジ ヤ ス コ グ リー ンカ ー ド " "

西 友 SAISONカ ー ド リ ポ " 61万

西 武 ク レ ジ ッ ト 西 武 ク レジ ッ トカ ー ド

ダ イ エ 一 メ ソバ ーズ カー ド 1回 払い 〃 50万

オ レ ンジ カ ー ド 割 賦 提 携 30万

西 友 西 武 ク レジ ヅ トカ ー ド " " 61万

西 武 ニ ュ 一 方ス トマ ーズ

カ ー ド リ ポ 46万

SAISONカ ー ド " 自社管理 (230万)

イ トー ヨ ー カ ドー ヨ ー ク ク レ ジ ッ トカ ー ド 割 賦 提 携 50万

ジ ヤ ス コ グ リー ンカ ー ド 1回 払い 自社管理
二 チ イ ニ チ イ フ ァ ミ リー カ ー ド 割 賦 提 携

ハ ッ ピ ー ・ク レ ジ ッ トカ ー ド " 〃

長 崎 屋 サ ンカ ー ド " "

(出 所:「 流通 と シ ステ ム」Na38)

るのがPOS端 末 機 で あ る。

今後 ます ます カ ー ドが 増 加 してい くなか で,POSに よる ク レジ

ッ ト ・オ ー ソラ ィゼ ーシ ョ ンは重 要 度 を ま し てい こ う。

顧 客

フ アイル

カ

1会

ド社

CDキ ャ ッシュ ・

デ ィスペ ンサ ー

(現 金 自動 貸 出 し機)

セ

ン
タ
ー

信

川
情
報

ス トア ・

コ ン トロ ー ラ

図3-21ク レ ジ ッ ト ・ オ ン ラ イ ン ・ ネ ッ ト ワ ー ク

一203L



5.2.3流 通 業 とVAN

(1)VANの 意 味

VANと はValueAddedNetworkの こ とで,付 加 価 値 通 信 網 と

呼 ぶ の が 一 般 的 で あ る。

公 衆 電 気 通 信 事 業 者(現 在 は 電 電公 社)か ら通 信 回線 を借 りて,自

らの ホ ス ト・コ ン ピュ ー タ と接続 し,異 な った機 種 の コ ンピュータや プ

ロ トコル(通 信 制 御 手順)の 違 うコ ン ピ ュ ータ 同士 の"相 互通 信"を

媒 介 す るサ ー ビスで,高 度通 信 サ ー ビスの 代 表 例 で あ る。

現 在 の とこ ろ 「付 加価 値 」 の 意 味や 内容 が 明快 で は な い が,そ の魅

力 は メ ー カ ーか ら問 屋,量 販 店,運 輸業,銀 行 な どの 各 取 引段 階 ご と

の企 業 情 報 のや りと りを,ひ とつ の ネ ッ トワ ー クで 瞬 時 に 処理 で き る

点 で あ る。

企 業 が 個 別 の取 引先 ご とに通 信 回 線 を 自己 負担 で設 置 して 処理 す る

よ りも,VANの ネ ッ トワ ークに加 入 す る方が コ ス ト的 に も安 く,し

か も確 実 に行 える とい わ れ て い る。

複数 の取 引 先 に一 斉 に 同 じ取 引情 報 を送 る同 報通 信,伝 送 速 度や フ

ォ ーマ ッ ト変 換 な どの機 能 も利 用 で き るの で,産 業 通信 を大 幅 に合理

化 す る もの と して 期待 を集 めて い る。

、

掌蔓

擬 店

(信
販
会
社
)

レ
ジ

ッ
ト
会
社

ン

図3-22VANを 利用 した複合 デ ータ交換 の流れの一例
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(2)VANと 物流企業

来年4月 に予定 されるVAN事 業 の本格的な幕開けに向 って,イ ン

テ ッ クな どの情 報 処 理 サ ービス会社 を先頭にさま ざまな分野の企業

が新 しい可能性を求めて参入 のか ま えをみせ るなかで,す で にヤマ ト

運輸の よ うに事業化を してい る企業 をもつ物流業界では,特 にVAN

に対す る取組みが積極的である。

物流業界ではすで にヤマ ト運輸,西 濃運輸,福 山通運等が郵政省に

VANの 申請 を出している。

表3-17大 手情報処理サ ービス各社 のVANネ ッ トワークの概要

企 業 名 ネ ッ トワー ク

の 名 称
す で に始 めて い るVANサ ー ビス の 内容

イ ン テ ッ ク ACE-NET 。日本 カー バ イ ド工 業 な ど と取 引先 との デー タ

伝 送 ・交 換

日本 ビジネス コンサル タン ト NBD・NET 。ニ ッポ ン レ ン タ カー サ ー ビス の グ ル ー プ 内 デ

ー タ伝 送 ・交 換

日本電子計算 JIPNET 。医薬 品販 売 の キ リン堂 と取 引先 との デー タ伝

送 ・交 換

日本 情 報 サ ー ビス (名 称 な し) 。VISAジ ャパ ン,花 王 石 鹸 の両 社 の取 引 先

デー タ伝 送 ・交換

富 士 通 エ フ ・ア イ ・ ピー FIP-NET ・BSN電 子計 算 セ ン ター を中心 とす る業 務 処

理 デー タの伝 送 ・交換

日本 電 気 情報 シス テ ム NEISNET 。日本電気と下請け各社の発受注データの伝送

交換

東 洋 情 報 シス テ ム (名 称 な し) 。ペ ン キ製造 会 社 と卸 売 各社 との デー タ伝 送 ・

交 換

禽

(出所:日 経新聞,2月13日)

運送会社がVANに 興味をいだいてい るのは,企 業間の貨物輸送 を

担 ってい るだけに,異 企業間の情報 を媒介するVANに とって最適の

業態 とみ られ るか らであ る。

彼 らの考 え方 は,貨 物輸送 に並行 して起る商品の受発 注な どの情報

処理 を,全 国ネ ッ トワークで瞬時 に行 お うとい うもの で あ る。 モノ
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図3-23イ ンテ ックの流通業 デ ータ交換 サ ービスの概 念図

か ら情報 に移行す る社会で,物 流業者はモ ノを動かす情報処理業への

業態転換の糸 口を,VANに みつけ よ うとしてい る。

すで にVANを 事業化 してい るヤマ ト運輸 は,子 会社 のヤマ トシス

テ ム開発が中心 とな り,親 会社 と関連会社 間の業務仲介,宅 配便の追

跡管理 に利用 してい る。

だが 自社の配送網 がない地域で他の トラ ック会社に貨物輸送 を委託

す る ケースが多い物流企業 に とって,VANは 有力な武器になる。 し

か も荷主 に とって重要 な情報 を管理す ることで,荷 主を固定化す る力

もあ る。

(3)VANと 流通業

薬局,薬 店のボ ランタ リー ・チ ェー ン,フ ァルマと北九 州 ファル マ

が,そ れぞれ本年の1～2月 に医薬品業界向け中小企業VANサ ービ

スを開始 した。

ファルマは医薬 品問屋,製 薬 メ ーカー25社 と薬局,薬 店の小売店

9
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4

20社 の 計45社,北 九 州 フ ァル マ は問 屋7社,小 売 店9社 の計16

社 を結 ん で い る。

問 屋,メ ーカ ーに は小 売 店 の売 上 高,密 教,売 価 な どの 店 頭情 報,

銀 行 残 高 とい った 個別 店 舗 の経 営 情 報 の ほ か,商 品 の 受 発 注 デ ー タを

提 供 す る。

小 売 店 に対 して は,メ ー カ ーや 問 屋 段 階 での 売 れ 筋,納 品状 況 な ど

商 品 情報 を流 す 。 その 際,伝 送 速 度,コ ー ドや フ ォ ーマ ッ トの変 換,

デ ー タ蓄積 な どが 可能 とな る。

フ ァル マ グル ー プで は,今 後 地 区 本 部 ご とにVAN業 務の 届 け 出を

して,"VAN業 者 連 合"を つ く り,こ れ を テ コ に,ボ ランタ リーチェ

ー ン組 織 の 拡 大 を め ざ して い く
。

西武 流 通 グル ー プもVAN事 業 に乗 り出す 。 同 グル ー プゐ 情 報 処理

サ ー ビス部 門 で あ る西武 情 報 セ ンタ ーは,今 年6月 か らス ーバ西 友 系

の コ ン ビニエ ンス ・ス トア 「フ ァ ミリーマ ー ト」 を 対 象 に,売 上 げ

デ ー タや 業 務 連 絡 情 報 な どの メ ッセ ー ジ交 換 サ ー ビス を実 施 す る。

流 通 業 は 全 国 に散 らば る店舗,配 送 網 を もつ代 表 的 な情 報 ネ ッ トワ

ー ク型 産 業 で あ るだ け に
,VANの 持 つ 特 性 は 彼 らに と って有 効 な武

器 とな ろ う。

●

5.2.4流 通 業 と受 ・発 注 オ ンラ イ ン シ ステ ム

(1)JCAの 特 徴 と メ リッ ト

昭 和55年7月 に 「取 引 先 デ ー タ交 換標 準 通 信 手 順 」,い わ ゆ るJ

CA手 順 が 日本 チ ェ ー ンス トア協 会 に よ って制 定 され て 以 来,チ ェー

ンス トア と取 引先 の オ ンライ ン化 は 急速 に進 展 して い る。

JCA手 順 の 特 徴 は い くつ か あ るが,そ の 主 な もの は 以 下の とお り。

① チ ェー ンス トア と取 引先 の 受 ・発 注 デ ー タの伝 送 手 順 の 標 準化 を

基 本 と し てい る。
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② 伝送方法はバ ッチ伝 送方式。

③ 電文の取 り出しは端 末側か らの起動 となってい る。

④ 伝送の速度は2,400BPSで,公 衆 回線を利用 してい る。

⑤ ファイル伝送 とな ってい る。

表3-18チ ェ ー ンス トアの オ ン ライ ン発 注比 率

社 名 導入時期 1年 前 現 在
1年 後
(見込み)

ダ イ エ ー 56.4 30～40% 60～70% 80～90%

イ トー ヨ ー カ堂 55.12 約30 約60 約80

ジ ャ ス コ 56.7 一 25 40

西 友 ス ト ア ー 52.3 2 7 12

ニ チ イ 57.4 0 5.4 20

ユ ニ ー 56.8 0 2 5

長 崎 屋 57.9 0 2 15

ユ 二 一 ド 56.3 0.1 0.1 10

マ ル エ ツ 56.8 0.5 2.5 25

西友ス トア関西 57.5 0 10 30

平 和 堂 57.12 0 5 50～60

カ ス ミ ス ト ア 56.6 10強 30強 70～80

(出所)57.12,9付 日経流通新聞

(注)イ トーヨーカ堂,ジ ャスコ,ニ チイ,マ ルエツ:仕 入伝票枚数に

対する比率.西 友ストアー:仕 入先に対する比率.そ の他:発 注

件数に対する比率

次 にJCA手 順 の メ リッ トについ てみ る と次 の よ うな点 が 指 摘 で き

よ う。

① 発注 伝 票 の 打 出 しだ けで 稼動 時 間の ほ とん どを費 してい た チ ェ ー

ンス トア の電 子計 算 機 だ が,オ ン ライ ン化 に よ ってそ の 時 間 が か な

り軽 減 した。

② 電 話 等 に よ る言 い 違 い を防 止す る こ とが で き る。

③ 伝 票 の 仕 分 け作 業,受 け取 り作 業 か ら解 放 され る。

④ 伝 票 発 行 の時 間,人 手 に よ る受 領 時 間 の短 縮 に よ り,情 報 伝達 の

時 間が 短 縮 され,ひ い ては 納 期短 縮 が 望 め る。

⑤ 取 引先 側 で電 子計 算 機 へ 再 入 力す る作 業 の 軽減 が 図れ る。
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や

■

な どが考 え られ る。

そ して,こ の 度 の 第二 次 回線 開 放 に よ り,回 線 の共 同 使 用,他 人使

用,相 互接 続 に大 き く道が 開か れ た こ とで,J手 順 に よ る オ ンライ ン

化 が さ らに促 進 され る と と もに,新 しい形 態 での利 用 が 望 め る。

例 えば,受 ・発 注 情報 のみ な らず,

① 納 品 デ ー タ,請 求 支払 デ ー タ(フ ァー ム ・バ ンキ ング ・シ ス テ ム

へ の つ な が り),販 売情 報,在 庫 情 報 等 の デ ータ通 信 に よ る相 互 交

換 シ ステ ム

② 取 引 先 内部 の オ ンライ ン ・シス テ ムの構 築 や,メ ーカ ー販 社 との

オ ンライ ン接 続(共 同使 用や 他 人 使 用)

③ 倉庫,運 輸 会 社 との デ ー タ通 信 に よ る物 流 情報 シス テ ムの 構 築

さ らに 今後 は,J手 順 につ い て も,DDX回 線や 特 定 回 線 利 用 の 高

速 化 が 計 画 され てお り,各 種 回線 の 組 み 合せ に よる効 率 化 が 進 む もの

と思 われ る。

(2)デ ータ交換 セ ンタ ーの 役割

複 数 チ ェ ー ンス トア と取 引先 との オ ンライ ンは,双 方 と も に数 が 多

い とい うこ と もあ り,複 雑 な接 続 とな る。 したが って,交 通 整 理 役 と

しての デ ー タ交 換 セ ンタ ーの果 たす 役 割 は大 きい とい える。 現 在 行 わ

れ てい る チ ェ ー ンス トア と取 引先 間 にお け る情 報 中継 セ ン タ ー業 務 の

代 表 的事 例 は,次 の 通 りとな ってい る。

① 自社 オ ン ライ ン処 理 型

原 則 と して 自社 で,取 引先 に対 す る配信 を行 ってい る。 た だ し,

取 引 先 側 の希 望 に よ り,デ ー タ交 換 セ ンタ ーが介 在 し,1つ の メ ー

カ ー ・卸 の立 場 で チ ェ ー ンス トアか ら配信 を受 け る。

② 自社 オ ン ライ ン十 デ ー タ交 換 セ ンタ ー併 用 型

自社 で直 接 取 引 先 に オ ンライ ン配 信す る よ り,デ ータ交 換 セ ンタ

ーを利 用 した方 が 効 率 的 な地 域 や 業 態 に対 して ,自 社 オ ン ライ ンと
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併 用 で 利 用す る。

③ 指 定 セ ンタ ー利 用 型

チ ェ ー ンス トア側 か らデ ー タ交 換 セ ンタ ーを指 定 し,取 引先 の事

情 に よ って都 合 の 良い セ ン タ ーを選 択 させ る。 指 定 セ ンタ ー と して

は,3セ ンタ ー程 度 を指 名 してい る ケ ースが多 い 。

④ 専 用 セ ンタ ー全 面 利 用型

指 定 セ ン タ ーと して,1つ の セ ンタ ーを 決 め,取 引 先 との デ ータ

交 換 に つい ては 原 則 と して,全 て この セ ンタ ーを介 して行 う。

⑤ 日本 加工 食 品 卸協 会 方 式

日本 加工 食 品 卸 協会 は,各 チ ェ ー ンス トアに対 して,富 士 通FIP,

IBMデ ー タセ ンタ ー,日 本 情 報 サ ー ビス(JAIS),野 村 コ ン ピ

ュー タサ ー ビス(NCC)の い ず れ か を 介 して発 注 デ ー タを配 信 す

る よ う呼び か け てい る。 デ ー タ交 換 セ ンタ ーを指 定 す る と とも に,

配 信 電文 フ ォ ーマ ッ ト等 を定 め,シ ス テ ム構築 の 効 率 化 を 目指 して

い る。

チ ェ ー ンス トア と取 引先 との 間 に存 在 し,オ ンライ ン ・サ ー ビスを

行 う情 報 セ ンタ ーの 利 用 は,一 般 的 には 回 線 の他 人 使 用 の形 態 とな る。

この 度 の 第二 次 回 線 開放 に よ って,回 線 の 他 人使 用 につ い ての 制 限 が

か な り緩 め られ た こ と と,回 線 の 相 互 接 続 に つ い て も ケ ース に よ って

は 認 可 され る とい うこ とで,さ らに デ ータ交換 セ ンタ ーの活 躍 の 場 が

広 が った とい える。

冒

9

♂
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第4章OA化 の職業諸条件への影響

4.1序 論

オ フ ィスオ ー トメ ー シ ョ ンは,工 学 的,と りわ け 電 子 工学 的 な視 点 か ら,

オ フ ィス ワー クお よび そ の 全体 と して の オ フ ィス シ ス テ ムを,い わ ば 工場 化

し,そ の効 率 化 をは か る こ と を 目的 と してい る。 従 って オ フ ィス オ ー トメ ー

シ ョンは,必 然 的 に オ フ ィス シス テ ムを 変 化 させ ,そ の な か で働 く人 々の仕

事 の 諸条 件 に大 きな影 響 を 及ぼ す こ とは 明 白 であ る。

す で に多 数 の論 者 に よ って指 摘 され て い るよ うに,マ イ ク ロエ レ ク トロニ

クス を中 心 と した フ ァ ク トリーオ ー トメ ー シ ョンに よ って,生 産 工 程 にお け

る労 働 者 は産 業 用 ロボ ッ トに と って 代 わ られ,そ の反 面,事 務 従 事 者 の数 は

急 増 してお り,昭 和60年 代 に は従 業 人 口の 最 大 の部 分 を 占 め る と予測 され

て い る。 この よ うに,フ ァ ク ト リーオ ー トメ ーシ ョンが,日 本 社 会 の雇 用

構 造 にお け る生 産 工 程 従 業 者 の数 を 減少 させ,大 規 模 な オ フ ィス ワー カ ーを

生 み だ して い る。 フ ァ ク トリーオ ー トメ ーシ ョ ンの最 終 的 な 目標 が,生 産 工

程 か らす べ て の労 働 者 を排 除 した 無人 化 工 場 を つ くる こ とにあ る とす れば,

オ フ ィス オ ー トメ ーシ ョンの 最 終的 な 目標 は何 か。

オ フ ィ ス オ ー トメ ー シ ョ ンの 最終 的 な 目標 につ いて は,現 在 の と ころ,

か な らず しも明確 な理 念 は提 示 され て い ない 。実 際 の ところ,オ フ ィ ス ワー

クお よ び オ フ ィ ス シ ス テ ム は,生 産 工 程 に 比 較 す れ ば,は るか に複 雑 で

あ る。 オ フ ィ ス ワ ー ク の 複 雑 性 は,シ ス テ ム と環 境 の 関連 か らみ て,不 確

定 性 の 度 合 が高 い 環 境 か ら影 響 を うけや す く,か つ 人 と人 との コ ミュ ニケ ー

シ ョンが 中心 とな るた め,シ ステ ムの機 能 的 運営 に ノイ ズの量 が 大 きい と表

現 す る こ とが で き る。 確 か にオ フ ィ ス ワ ー クに は,た ん に清 書 した り,転

(注)鈴 木 輝 太郎 「マ イ ク ロエ レク トロニ クス の雇 用 に与 え る影 響 一 技 術 革新 と職 業 ・労働 意

識 の変 化 一 」,『 雇用 動 向研 究W』 職研 資 料 シ リーズW-7,1983.3月 雇用 職 業総 合研

究所 。君 塚 芳郎 「デ ータ にみ る 日本 の 減 量経 営 」 『エ コノ ミス ト』臨 時 増刊,1983年11.21
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⑰

記 した り,フ ァイル した り,コ ピーした り,等 々 とい った 単純 な仕 事 が 含 まれ

て い るが,他 方,そ の 日そ の 日の市 場 の状 況 に よ り,顧 客 の 状 況 に よ り,さ

ら にはひ ろ く国 内,国 外 の 政 治 状況 に よ って,そ の 日ご とに何 を,ど の よ う

にす べ きか を瞬 時 に判 断 しなけ れ ば な ら ない 仕 事 が集 中 して い る。 この よ う

に オ フ ィ ス ワ ー クに は単 純 な仕 事 か ら,そ の 日で なけ れ ば 何 をす べ きか わ

か らない 非 定 型 的 な仕事 まで,さ ま ざ まな複 雑 性 の水 準 の異 な った 仕 事が 含

まれ てい る。

従 って オ フ ィ ス ワ ー ク お よび オ フ ィ ス シ ス テ ム の オ ー トメ ーシ ョン化

を考 えるた め に は,ま ず オ フ ィ ス ワ ー ク には どの よ うな種 類 の仕 事 が あ り,

ま た それ らの 仕 事 が どの よ うに組 み 合 わ さ って,1つ の 有機 的 な オ フ ィ ス

シス テ ムを構 成 してい るか,が 明 らか に され なけ れば な らない 。 従 来,生 産

工 程 にお い て は,詳 細 な職 務 分 析 に よ って,労 働 者 の仕 事 を標 準 化 し,か つ

1日 当 りの生産 高 を 決定 す る とい うテ ー ラ ー シ ス テ ムを導 入 す る こ とに よ

って,生 産 工程 の 合理 化 が 促 進 され た 。 今 日では,電 子 工学 を応 用 した幾 つ

か の 種類 の 「オ フ ィ ス ア ナ ラ イ ザ 」 が 開発 され,オ フ ィ ス ワ ー ク や オ フ

ィ ス シ ス テ ム の分 析が 進 め られ てい る よ うで あ る。 そ の なか に は,個 々の

オ フ ィ ス ワ ー カ ー の 仕 事 を,課 業 に分 解 して測 定 す る もの,オ フ ィ ス シ

ス テ ム全 体 を,1つ の シ ス テ ム とみ な して分 析す る もの,さ らには,情 報 の

流 れ と把 握 して,そ こ に入 る ノイ ズ を測 定 す る もの,等 々 が考 え られ てい る。

しか し,こ れ ら の 測 定 や 分 析 の結 果 は,一 般 に公表 され てお らず,そ うし

た分 析 や 測定 の結 果 か ら,ど の よ うな機 器 を導 入 す る こ とに よ って,オ フ ィ

ス シ ス テ ム が ど の よ う に再 構 成 され たか,そ して オ フ ィ ス ワ ー カ の 職 務

は どの よ うに変 更 され たか,は 不 明 で あ る。 お そ らくオ フ ィ ス オ ー トメ ー

シ ョ ンを促 進 して い る とい う企 業 も,OA機 器(ワ ー プ ロ,フ ァ クシ ミ リ,

等 々)を 導 入 した 程 度 で あ って,い まだ オ フ ィ ス オ ー トメ ー シ ョンの最 終

的 な概 念 設 計 も 明 白で は な い よ うに思 われ る。 そ こで 本章 では,こ れ まで に

蓄 積 され て きた 職 業社 会学 に お け る職 業 分 析 の 方法,な らび に仕 事 の 柄 造 を
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表 わ す 職 業 諸条 件 の 相 互連 関 の モ デル を適 用 し,オ フ ィ ス ワ 一一 クお よび オ

フ ィ ス シ ス テ ムを モ デル化 し ,そ の う えで オ フ ィ ス オ ー トメ ーシ ョンが

どの よ うにそ れ らに 影響 を及 ぼ す か,と い う問 題 に つ い て推 論 し,オ フ ィス

オ ー トメ ーシ ョ ンが職 業 諸条 件 に及 ぼす 効 果 につ い て,仮 説 を構 成 す る こ と

に しよ う。

`

4.2オ フ ィ ス ・ワ ー クの構 造

これ まで定 義 を しな い ま ま オ フ ィ ス ワ ー クお よび オ フ ィ ス シ ス テ ム と

い う言葉 を用 い て きた。 一 般 の 職業 人 に と って,そ れ が 何 で あ るか はか な り

明確 に理解 され よ う。 しか し,そ の 言葉 の 内包 一外 延 を明 らか に して,そ の

構 造 を 定義 す る こ とは,か な らず し も明確 で はな い。 と くにわ が 国 では,人

々の 組織 が先 行 し,個 々人 の 職 務分 担 は,後 に続 くよ うな場 合 が 多 い。 わ が

国 の 総理 府 統 計局 の 国勢 調 査 で 用 い られ てい る職 業 分 類 な らび に行 政管 理庁

に よ って 作 成 され た 「 日本 標 準 職業 分類 」の い ず れ も,生 産 工 程 に 関す る職

種 は,か な り詳細 で あ るが,専 門 ・技 術 的 職 業,管 理 的職 業,事 務 的職 業,

お よび 販 売 的職 業 に つ い ては,大 雑 把 な分 類 しか ない 。 前 述 した よ うに,こ

れ らの職 業 に従 事 す る 者が もは や就 業 人 口の過 半 数 を占 めて い る に もかか わ

らず,全 体 の286の 職 業 名(小 分類)の うち74の 職 業 名 が,こ れ らの職

業 を カバ ー して い る にす ぎ な い。 従 って,国 勢 調 査 デ ータか らは,雇 用 の動

向 は把握 で きて も,オ フ ィ ス ワ ー クの構 造 を詳 細 に把握 す るこ とは困難 で

あ る。

ア メ リカの セ ンサ スは,日 本 の 職 業 分類 よ り約2倍 の 職 業 名 を も ってい る

が,オ フ ィ ス ワ ーク の機 能 的 特 化 が進 ん で お り,ま た 日本 の 大 部屋 システ

ム とは異 な り,管 理 者 を中心 と して小 部 屋 シ ス テ ムを と ってい る こ とに よ り,

オ フ ィ ス ワ ー クや そ の シ ス テ ムが,み や す い こ と もあ ろ う。 さらに,ア メ

リカ には,ctDictionaryofOccapationalTitles"(U.S.Emp.

loymentService発 行)が,一 般 にD.0.Tと 略称 され てい る きわ めて
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う

●

詳 細 な職 業 名の 辞 典 が あ る。 これ に は,基 本 的 に は12,099の 職 業 名 とそ れ

に 関 連す る16,702の 職 業 名 につ い て 詳細 な情報 を提供 してい る。

と くに,こ のDOTの 特 徴 は,各 職 業 名の 下 で営 まれ る仕 事 を,① デ名手ーータ

(Data)に 関 す る仕 事,② モ ノ(Things)に 関 す る仕 事,そ して③ ヒ ト

(Peoples)に 関 す る仕 事,と い う三 つ の次 元 か ら,そ れ ぞ れ につい て複 雑

性(Complexity)の 水 準 に よ って,尺 度 化 して い るこ とであ る。DOTで

は,各 職 業 名 に お け るそ れ ぞ れ の次 元 の複 雑 性 の 平 均的 な尺 度 をつ け てい る。

しか し,こ れ を そ の ま まわ が 国 の オ フ ィ ス ワ ー クに適 用 す る こ とは困 難 で

あ る。そ れ は,第1に,日 本 で は オ フ ィ ス ワ ー クの仕 事 が か な らず しも機

能 的 に特 化 し てお らず,組 織 の なか の一 員 と して い ろい ろな 仕事 を して い る

こ と,お よび 第2に,た と え同一 の 職 種 名(た と えば 営業 ・総 務 ・会 計 な ど)

で あ って も,個 人 に よ る差 が きわ め て 大 きい こ とで あ る。

そ こで,わ れ わ れ は,こ れ ま で一 般 の職 業 人 に対 して,平 均 的 な週 を 一週

間 と って,そ の な か で,デ ー タに関す る仕 事,モ ノ に関す る仕 事,そ して ヒ

トに関す る仕 事 につ い て,そ れ ぞれ どの よ うな仕 事 を して い るの か ,仕 事 の

内容 をたず ね,ま た そ う した仕 事 を週 何 時 間 した か,と い う質 問票法 を用 い

た イ ンテ ンシ ブな 面接 調 査 を行 って き た。 この よ うに して得 られ た デ ータか

ら,そ れ ぞ れ の 次 元 の複 雑 性 と総 合 的 な複 雑 性 を尺 度化 す るの で あ る。 それ

は,次 の よ うな もの で あ る。 これ らはい ず れ も複 雑 性の 高 い 順 序 で並 べ て あ

る。

1デ ータに 関 す る仕 事

① 総 合

② 判 断 ・決 定

(注)詳 細 は,U.S.住partmentofLabor,DictionaryofOccapationalTitles,4ed.

(U.S.EmploymentService1977)を 参 照 。 ま たAnnR.Millerandetaled,Work,

Jobs,andOccupations:ACriticalRevlewoftheDictlonaryofOccupational

Titles,(NationalAcademyPrass,1980)は,こ の 職 業 分 類 の 特 性 や 利 用 に つ い て,

詳 わ し く 検 討 し て い る 。
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③ 分 析

④ 収集 ・整理

⑤ 計 算

⑥ 文書作成

⑦ 比較照合

⑧ な し

皿 モノに関する仕事

① 調整 ・保守

② 精密作業

③ 操作 ・制 御

④ 運 転

⑤ 手腕作業

⑥ 監視作業

⑦ 取 り付け ・取 りはず し

⑧ 運搬 ・整理

⑨ な し

皿 ヒ トに関す る仕事

① 専門的助言指導

② 交 渉

③ 教 授

④ 監 督

⑤ 慰 安

⑥ 勧誘 ・説得

⑦ 情報伝

⑧ 命令受諾

⑨ 奉 仕

⑩ な し
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IV総 合 的な仕事の複雑性

① 分析 の複雑な システムの調整

② 複雑 な問題解決

③ やや複雑 な問題解決

④ 簡単な問題解決

⑤ 単純な思考

⑥ 最小限の思 考

⑦ ま った く複雑 でない

面接聴取法 によ って得 られ た データを,以 上の コー ドによ って尺 度化す る。

人 々の仕事には,例 えば,プ ログラマのよ うに,デ ータにおい て,た んに分

析 ではな く,も っと総合的 にプ ログラム ・システムまで構 築す る人がいるか

も しれない。 またたんにキ ーボ ー ドをたたい てい るだけでな く,も っと手の

動 きにあ ったキーボ ー ドを構想 して いるか もしれ ない。 この よ うに,同 じプ

ログ ラマ とい う職業名であ って も,個 々人が実際 に してい る仕事の 内容には,

複雑性において多種多様 である。 そ こで,わ れわれは,こ の ように して測定

した人々の仕事 の複雑性を,「 職業分類」に よるもの と区別 して,「 仕事 の

実質的な複雑性」(SubstantiveComplexityofJob)と よんでいる・

われわれの方法 には,い くつかの限界があることは明らか であ る。第1に

面接 聴取法 によっているため,実 際 の仕事 におけ る活動の正確な観 察ではな

い ことである。研究者 による直接観察法 による結果 と,面 接聴取法に よる結

果 との間に高い相関がみ られる とい う ドイツでの報告(未 発表論文)が ある

が,や は り直接観察法な り,オ フィスアナ ライザによる分析 が,よ り正確 で

あることはい うまでもない。第2に,わ れわれの対象は,無 作為 に抽 出され

た一般の職業人であって,具 体的 なオ フィスシステム全体を対象 とす るもの

ではない ことである。 しか し,こ うした限界はの りこえられ るもの であ り,

と くにオ フィスオ ー トメーシ ョン化 による影響を明 らかにす るための基本的

な枠組み として有効 と思 われ る。
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そ こで 以下 で は,こ の 仕 事 の構 造 の 一 般 的 な 枠 組 み を用い て,オ フ ィス オ

ー トメ ーシ ョン化 の影 響 に関 して い くつ か の 仮説 を 提示 す る こ とに したい 。

4.30A化 の影響 一 仮説 の提示

オフィスオー トメ ーシ ョン化によるオ フィス ワークの変化 について考 える

場合,わ れわ れはたんに仕事の 内容 の変化 につい て考察す るだ けでは なく,

それが人 々に とって働 く意味 にどの ような影響 を及ぼすか,と い った仕事か

らの疎外感や働 く意味の変化 について考 えなければな らない。 オ フィスシス

テ ムが1オ ー トメ ー シ ョ ン化す る こ とに よ って,仕 事 それ 自体 は効 率 化 して

も,従 業員の疎 外感 を増大 させ た り,働 きがい を喪失 させ,モ ラールの低 下

を引 き起 して は,全 体 としてOA化 は,失 敗に終わ るだろ う。

これまでの分析 か ら,次 の ような ことが知 られてい る。

(1)仕 事 が単調 であるほ ど,仕 事か らの疎外感は高 くなる(仕 事の単調性)。

(2)従 業員に対 す る管理が厳格であれば あるほ ど,仕 事か らの疎外感 は高 く

なる(仕 事 にお ける管理 の厳格性)。

⑧ 仕事の 自律性が,高 いほ ど仕事か らの疎 外感 は,低 くなる。

仕事 におけ る単調性は,従 来生産工 程労働におけるテ ーラーシステムの

採 用,も し くは,仕 事の標準化 によ って もた らされ た。 とくに,ベ ル トコ

ンベ アーを使用 した労働において仕事 か らの疎外感 が増大 した ことは,事

実であ る。前述 したモ ノに関す る仕事の複雑性の尺度 においてみれ は,⑦

の水準の仕事 が増大 したので ある。 しか しプ ロセスオー トメーシ ョンによ

って,し だい に生産工程において,⑥ の 水準 の監視作業が増大 し,さ らに,

ME化 や産業 ロボ ッ トの使用 によ って,モ ノに関す る仕事は,そ れ らを操

作 ・制御す る③ の水準 に上昇す る と思われ る。 この ようにモ ノに関す る仕

事では,着 実に仕 事の実質的な複雑性が上昇 し,そ れ だけ疎外感は低 くな

ってい くよ うに思われる。

それで は,オ フィス ワー クにお いては,OA化 は,ど の よ うな効果 を及ぼ
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す だ ろ うか。

まず 第1に 「仕 事 の 単調 性 」 が増 加す る だ ろ うか。 オ フ ィ ス ワ ー クは,デ

ータ に関 す る仕 事
,モ ノ に関 す る仕事,お よび ヒ トに関 す る仕事 のす べ てを

含 ん でい る。 お そ ら くOA化 で1番 影 響 され や す い 仕事 は,モ ノに 関す る仕

事 で あ ろ う。 た だ 清 書 した り,転 記 した り,住 所 や 宛 名 を書 い た りす る仕 事

は,ワ ー ドプ ロセ ッサ 等 の 導入 に よ って,次 第 に オ フィス ワ ー クの な か で 占

め る割合 が 低 下す る だ ろ う。 従 って,そ れ だ け モ ノに関す る仕 事 の 単 調性 が

減少 し,ワ ー ドプ ロセ ッサ 等 のOA機 器 の操 作 とい う複 雑 性 を高 め る こ とに

な ろ う。

次 に ヒ トに 関す る仕 事 では,OA機 器 が 介在 して も,そ の複 雑 性 につ いて

は,あ ま り大 きな影 響 は ない と考 え られ る。TVを 用 い た会 議 に お い て も,

説得 ・交渉 な どの複 雑 性 に は,何 ら変化 を及 ぼ さな い。

最 後 に デ ー タ に関す る 仕事 につ い て は,お そ ら くOA化 に よ って も っと も

期 待 され て い る分 野 だ と思 われ る。 例 えば 発 注 一 受 注 の 比 較 照合 な どは,"

コ ン ピ ュー タに よ って 自動 的 に行 わ れ るよ うに な る し,文 書 作 成 におい て も,

定 型 的 な もの は,ワ ー ドプ ロセ ッサ に よ って処 理 され,し だ い に オ フ ィス ワ

ー クの中 で 占 め る割 合 が 小 さ くな るだ ろ う。 さ らに,簡 単 な計 算 につ いて も,

デ ー タの 入 力 と と もに,自 動 的 にお こ なわれ る よ うにな り,こ の水 準 の仕 事

も減 少す る よ うに思 わ れ る。

ま た,デ ー タの収 集 ・整 理 に つい て も,コ ン ピ ュ ータを 用い た フ ァイ リン

グ ・シス テ ムや,各 種 の デ ータバ ン クの作 成 に よ って,オ フ ィスの 部 分 を 占

めて きた フ ァイ リングの設 備 も,よ り小 さな 部分 しか 占め な い よ うに なる と

思 わ れ る 。

そ して,OA化 に よ って各 種 の分 析 や シ ミュ レー シ ョ ンが 容易 に な るにつ

れ て,デ ータの 分 析 の水 準 が向 上 し,よ り正 確 な分 析 が,よ り迅 速 に行 われ

る こ とが 可 能 に な るだ ろ う。 単純 な モ テルか ら,種 々の 要 因 を 考慮 した よ り

複 雑 な モ デ ルを 構 築す る こ とも可能 であ る。
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データに関す る仕事 のなかには,さ らに判断 した り決定 した りす る仕事,

または新 しい アイデアを考 えた り,総 合 した りす る仕事が 含まれてい る。O

A化 によ って ビジネス ・シ ミュ レーシ ョンな どが可能になれば,こ うした判

断 ・決定 とい った仕事 にお いても,仕 事の複雑性が高まる ことが予想 される。

しか し,新 しい アイ デアを考 えた り,総 合 した りする仕事 におい ては,そ の

仕事 を補 助するこ とはで きて も,そ れ 自体OAに よってお きか えるこ とは,

不可能であろ う。

以上,OA化 によ って仕事 の実質 的内容 が,ど の ように変化するか,を 予

想 してみた。 このよ うに,、OA化 は,仕 事 の単調性を減少 させ,仕 事の実質

的な複雑性を高め るように進 めることか できれば,そ れは従業員の仕事か ら

の疎外感 を低下 させ,仕 事 自体の効率化 を促進 させ るだろ う。 しか し,残 っ

た管理の厳格性 につ いては,若 干の 不安が残 され ている。生産工程 に関する

仕事 において は?何 を,ど のよ うにすべ きか,と い うことは,明 確 に決め ら

"れ てお り
,従 業員は,時 間内にその課 された ノルマを果たす ことを余儀な く

されてい る。 こ うした管理 の厳 格性 は,ま た生産 された ものの品質の向上 に

役立 ってい ることも事実であ る。 これ に対 して,オ フィス ワークにおいては,

と くによ り複雑性 の水準の高い仕事 においては,個 人の能 力や裁量が大 きく

影響 し,そ れが オフィス ワークの活 力をもた らしてい るこ とも,少 な くない。

それが,OA化 によ って,た えず デ ータと して蓄積 ・評価 され るな らば,か

えって従業員 のモラ ール,志 気 の低下 をひきお こす こ ともあ りうる。全体 と

しては,オ フィス ワークのOA化 は,管 理の厳格性 を増大 させ る よ うに思わ

れ る。従 って,OA化 を進 め るにあた っては,仕 事の単調性 を減少 させる,

そ して仕事の実質的 な複雑性 を高め るよ うにす るとともに,管 理の厳格性が

必然的に高 ま ってい って しま うの を,ど の程度に とどめるか,と い う点 に配

慮す る必要が あろ う。
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4.4考 察

今 日進 め られ て い るOA化 は,も っぱ ら電 子工 業 を中心 と した オ フ ィス の

工場 化 に あ る。 それ は,オ フ ィ ス ワ ークを で きるだ け効 率 化 し,そ の コス ト・

ベ ネ フ ィ ッ トを で きるだ け 迅速 に評 価 し,ビ ジネ ス の判断 ・決 定 を正 確 に し

よ う とす る もの で あ る。 この意 味 で,と りわ け オ フィス ワ ー クに お け るモ ノ

に関 す る仕事 で は,OA化 は,大 きな効 果 を もつ で あろ う。

さ らにOA化 は,デ ータ処理 の 仕事 を革 新 し,単 調 な水 準 の デ ー タに関す

る仕 事 を,コ ン ピ ュ ータ化 し,よ り複 雑 な仕 事へ とオ フ ィ ス ワ ー クを変 化 さ

せ るだ ろ う。

しか し,ヒ トに関す る仕 事,と りわ け,交 渉 した り説 得 した りす る仕事 に

お い ては,OA化 に よ る機 器 が導 入 され て も,大 き な変化 は,見 られ ない だ

ろ う。 それ に対 して,か え ってOA化 に よ る機 器 の導 入 に よ って,個 人業 績

の デ ータの蓄 積 ・分 析 が容 易 に な り,評 価 査定 に用 い られ る こ とに よ って,

そ の 面 か らの 管 理 の 厳格 性 が増 大 す るお そ れ が あ る。

あ る調 査 に よれ ば,OA化 は,企 業 の 効 率性 を高 め る だ ろ うとい う予測 に

対 して,実 際 に オ フ ィス で働 い て い る人 々の 大部 分 は賛 成 した が,そ れ が彼

らを よ り幸 福 にす るか ど うか につ い ては,賛 成 一 反 対 の 意 見 が なか ば して

い た 。 これ は,わ れ われ の 仮 説 か ら も,十 分 に説 明が 可能 で あ る。 た しか に

OA化 に よ って,オ フ ィス ワ ー クの 効 率 性 は増 大 す るだ ろ う。 また 単 調 な仕

事 か ら解 放 され,仕 事 の実 質 的 複 雑 性 が 増 大す る可 能性 が あ る。 これ は,企

業 に と って も,ま た 従業 員 に と って も,満 足 し うる状況 で あ ろ う。 しか し,

OA化 に よ って,管 理 の 厳 格 性 が 増 大 す るな らば,そ れ は オ フ ィス に働 く従

業 員 の仕 事 の 自律 性 を そ こ な い,疎 外 感 を増 大 させ る こ とに な るだ ろ う。

以 上か ら,オ フ ィス ワー クのOA化 は,た ん に オ フ ィス ワ ー ク ・シ ステ ム

の効 率化 だ け で は な く,オ フ ィス ワ ークの仕 事 の 単 調性 を減 ら し,実 質 的 な

複 雑 性 を増 大 させ る と とも に,管 理 の 厳格 性 を増 大 させ な い よ うな 方 向 を選

択 す る こ とが望 まれ る。
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第5章OA化 と社 会 生 活

5.1序 論

OA化(オ フィ ス オ ー トメ ーシ ョ ン)は も と も とオ フ ィス ワ ー ク ・シス テ

ムにお け るオ ー トメ ー シ ョン化 を意味 す るが,そ れ は,た ん に企 業 内 部 での

オ フ ィス ワ ー クの 効 率 化 をは か る こ とのみ を 目的 とす るの で は な く,企 業 と

他 の企 業,さ らには 企 業 以外 の 他 の社 会 の主 要 な諸 機 関 との情 報 伝 達 を促 進

す る こ と も 目的 と してい る。

そ こで本 章 にお い ては,オ フィ ス オ ー トメ ー シ ョンに よ る社 会生 活 へ の影

響 に つい て,概 観 す る こ とに したい 。 い うま で もな く,オ フ ィスオ ー トメ ー

シ ョ ン化 は,現 在 の段 階 では も っぱ ら企 業 内 部 お よび企 業 間の情 報 伝達 に限

られ,本 格 的 な展 開 は,今 後 の動 向 に また な け れ ぼ な らない 。

しか し,オ フ ィス オ ー トメ ー シ ・ ンが,社 会 生 活 に及 ぼ す 影 響 は,た んに

電 話 の普 及率 の上 昇 と同 じ程 度 の もの で あ るの か,そ れ と も社 会 生 活 の基 本

的 構 造 を も変 化 させ る もの であ るの か,実 際 の とこ ろ予 測す るこ とさ えむず

か しい 。 そ れ は,わ れ わ れが も って い る社 会 に お け る情 報伝 達 に関 す る知 識

が,き わ め て乏 しい こ とに よ る。 近 代 ・現代 社 会 にお け る情 報伝 達 は,マ ス・

メ デ ィアや ミニ ・コ ミュニ ケ ーシ ョ ンに よ って,も っぱ ら担 わ れ て い るが,

それ に もか かわ らず,実 際 の 社会 生 活 で の情 報伝 達 の在 り方 につ い て は,か

な らず し も明 白 で は な い。

そ れ は,ほ ん の ち ょっ と した 「うわ さ話 」 や 「流 言」 が,い つの まにか

「真 実 の 情報 」 か の よ う付 価 され,増 幅 され て伝 達 され た り,「 誤 報 」 に よ

って パ ニ ックが 生 じた りす る こと も,ま れ で は な い。 この よ うに社 会 の 情報

伝 達 回 路 とい うの は,一 方 で は厳 格 に統制 され た り自己規 制 す る こ とに よ っ

て,"客 観 的"で"正 確 な"情 報 が 伝 達 され る一 方,"他 方 で は,「 うわ さ話」

「流 言」,「 誤 報 」 とい った 「ノイ ズ」 に よ って,容 易 に人 々が 動 か され て

しま うとい う,弱 点 を も ってい る。

一222一

足

●



」

」

この よ うな社 会的情報 回路におい て,オ フィスオ ー トメーシ ョンは,で き

るだけ正確 な情報 を,で きるだけ迅速に伝達す るこ とに,寄 与す るもの と考

え られ るが,ど の ような情報を,ど の よ うな回路を通 じて伝達す るのか,そ

うした構 図は,い まだ明確 には概念設計 されていない ように思われる。そこ

で本章では,社 会生活を構成す る基本的 なシステムをと りあげ,そ れ らの間

にどの よ うな情報が交換 されているの かを明 らかに した うえで,オ フィスオ

ー トメーシ ョン化 による影響につい て,考 察す ることに したい。

5.2社 会的情報 回路の構 図

社会生活を構成す るシステム として,ま ず 「企業」も しくはその集合体 と

しての 「産業」 を中心 にす えることは,本 論の 目的 ならびに,今 日の社会生

活 の在 り方か らみ て,当 然だ ろ う。企業 を中心 に社会生活 を構 成す る他の下

位 システムを とりあげてみ る と,図5-1の よ うになる。

政 治(4}

↓ ↑

家族(1)
↑

↓
企 業

↑

↓
地 域(2)

↓ ↑

教 育(3)

図5-1企 業を中心 とした集合体の相互連関

1 '

図5「1は,企 業 が,家 族,教 育,地 域,政 治 とい った 社 会 の下 位 シ ス テ

ムや 集 合体 と,相 互交 換 してい る こ とを示 してい る。 現 実 で は,家 族 ・教 育 ・

地 域 ・政 治 の 各 々の 間 に も相 互 連 関が あ るが,そ れ らにつ い て は,本 論 の 考

案 外 と して 除 外 した。
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(1)企 業 一 家族の相互連関

企業の主 な 目的は,商 品 を生産 ・販売す ることにあるが,企 業間の関連

を経済 システムの問題 と して本論の考案外 とすれば,企 業が 商品 を生産 ・

販売す る対象は,家 計 をふ くむ家族 とい うことになろ う。家族はたんなる

消費単位 ではない。家族は企業 に対 して労働力を提供 し,そ の報酬 を受け

と り,そ れ によ っては じめて,家 族の構成員が欲 してい る財 を獲得す るこ

とができる。 このよ うに,企 業 と家族の間の相互交換は,1重 では なく,

す くな くとも2重 の相互交換過程 か ら成立 してい るとみなす こ とができよ

う。

図5-2は,「 企業」 と 「家族」の2重 相互交換過程 を表わ している。

ム

家 族

労 働 力

企 業
賃 金.

消費需要
●

商 品

図5-2企 業 と家族 の2重 相互交換過程

この図 にあるように,企 業は家 族か ら労働 力を得,そ の見返 りとして賃

金を払 う。 また企業 は,家 族 か ら消費需要 を受け,そ れ を充足す る商品を

生産 ・販売する。 もちろん企業は,労 働力にみ あ った賃金 を従業員 に提供

す るだけではな く,種 々の福 利厚 生のサ ー ビスを家族 に提供 してい ること

もあろ う。それ と同時に,家 族 もたん に時間で労働力を売 ってい るだけで

な く,企 業 にたい して強い コ ミッ トメ ン トを提供 してい るこ ともある。ま

た家族の消費需要 も,今 日では,消 費者主権 とい って も,企 業 による広告

などで,つ くられ た需要 もあ ろ う。 しか し,こ れ らの ことは,実 際 にはみ

られて も,上 述 した企業 と家族の2重 の相互交換過程の基本型 にかわ りう

るものでは ない。

c
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ここで重要 な ことは,こ れ らの2重 の相互交換過程 におい て,つ ねに

「情報」が附 随 してい ることである。 労働力の提供におい ては,求 人 一

求職 とい う情報 があ り,か つ企業 と家族 との情報交換 が成立 して,は じめ

て労働力が提供 され るのである。 同時 に,賃 金において も,商 品 と同様に,

市場 におけ る価格 とい う情報 回路 を得 て,は じめて一定 の賃金水 準が決定

され る。

また,家 族 に よる消費需要 は,購 買意欲 として顕在化 してい る場合も,

また潜在的 には存在 してい るが,商 品 とい うものを 目前に して よ うや く需

要 もある。いずれの場合 に も,企 業は,そ うした情報 を得て生産 に入 る。

これに対 して,企 業は広告 な どによ って,商 品 に関す る情報 を流 し,消 費

者の購買意欲を高め ようとす る。 この ように,企 業 と家族の2重 相互交換

過 程には,つ ね に情報 回路 が組み合わ さって,成 立 してい る。

(2)企 業 一 教育の相互連 関

企業 と家族の相互連関にな らって,企 業 と教育の2重 相互交換過程を図

示 すれば,図5-3の よ うに示す ことがで きよ う。

人 材 需 要

技能を もった労働力

新しい知識情報

知識情報の需要

図5-3企 業 と教育の2重 相互交換過程

わが国では,労 働市場 とい って も,そ れが学歴別,さ らに学校別に分断

され,か つ いわ ゆる新卒学生の市場 が主要であ り,中 途転職者や高齢者 に

とっての労働 市場 は,か な り限定 され てきた。従 って,教 育機 関が,あ た

か も労働市場 とい う本来 であれば 自由な市場 にもかかわ らず,統 制 し,人

材を配 分す る機 関 とな っている。従 って,企 業の人材需要 に対応 して,教
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育機関は,技 能 をも った労働力 を配分 している。

さらに高等教育機 関におい ては,産 学協 同 として,企 業の必要 とす る知、

識需要 に対 して,知 識情報 を提供す るこ ともある。 この よ うに,企 業 と教

育の2重 交換過 程が成立 している。 この場 合にも,企 業 と家族のそれと同

じように,情 報 回路が附随 していることは,容 易 に知 られ よ う。 例 えば

「リクルー ト」 とい った就職情報 を提供 す る企業 が大 きく成長 し,か つ学

校機 関において も,人 材の売 りこみ に大 きなエネルギ ーを提供 してい るこ

とは,こ うした情報回路の 円滑化 を希求 してい る1つ の現象 とみ られよ う。

また産学協 同 として,批 判 され ること もあるが,す べ ての産学協 同が悪

であるはず はない。企業が も とめる知識情報 に,高 等 ・専 門機関が応 えて

い くことに よって,そ れが消費者が望む 商品の提 供 につなが ってい くこと

も少 くない。

(3)企 業 一 地域の 相互連関

企業 と地 域の相 互連関 は,多 面的であるだけ でな く,直 接的な場合 もあ

り,ま た間接的 にすぎない場合 もあ り,そ の相互連関の典型を示す こ とは,

容易で はない。 トヨタ市や 日立市の よ うに,地 域 の中心産業があ り,そ の

住民 の大 部分は,労 働 力として,ま たは子会社 として,直 接的 にその企業

に結び つい てい る場合 を,典 型 とみ な して,そ の相互連 関を示す と図5-

4の ようになろ う。

`

`

労 働 力

賃 金

企 業 に対 す る コ ミッ トメ ン ト・哺

地元へ の利益
G

図5-4企 業 と地域の相互連関
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4

この うち労働力 と賃金 の相互交 換は,企 業 と家族と同 じであるが,企 業

に対す る コ ミッ トメ ン トと地 元へ の利益 の還元 については,こ の相互交換

過程 は,こ の両者の固有な相互交換 とい えよ う。企業がその立地 してい る

地域 とうま くい っている場合は,こ うした相互交換過程が円滑 になされて

い るこ とを示 してい る。 これに対 して,企 業 がた とえ立地 しても,労 働力
、

を雇用す る力が小 さく,か つ地元 への利益 の還元が少ない場 合,企 業 と地

域 の相互連関 は,う まくいかず,さ まざ まなまさつが生 じる。

(4)企 業 一 政府の相互 連関

企業 と政府の相互連 関の基本型 としては,図5-5に あげ られ た相互交

換過程 が重要だ ろう。

生産 への 信 認

経 済 発 展

投 資 の 保 証

生産力の増 強

図5-5企 業 と政府 の相互連関

P

現代 社会 におけ る政府は,け っして小 さな政府では ない。政府 は,・巨大

な消費 者 であると同時 に,企 業に対す る巨大な投資者で もある。 その意味

で,企 業 と政府 との関 係には,企 業 と家族 との相互連関のよ うに,消 費需

要 と商品の相互交換過程 がみ られ る。軍事産業の武器生産 な どは,明 らか

にそ うした事例 である。 しか し,こ こでは,政 府 を法の執行 と投資者 とい

う観点 か ら,相 互交換過程 を示 した。政府 は,企 業に対 して生産 を委託,

も しくは信認 し,そ れ に対 して企業 は,経 済発展 とい うことによ って,相

互交換 を成立 させ る。 また政府 による投資や債務の保証 にたい して,企 業

は,生 産 力の増強 とい うことによ って応 えてい く。
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以上の ような場合,相 互交換 され るのは,モ ノや商品 とい うよ りは,む し

ろ情報 とい って よい。

この よ うに,現 代社 会 を構成す るシステムや集合体 を,企 業を中心 として

相互交換過 程 をみ てい くと,そ れ らにはか な らず とい ってよいほ ど社会的情

報 の回路が組み合 ってい るのがわか る。実際 には,社 会的情報 は,こ うした

相互交換過程 に附随 してい るの ではな く,そ うした相互交換過程 を制御

(control)し ているとい って もよい。 さらに,こ うした社会的情報 回路が

うま く機能 しない と,相 互交換過程 自体 が,う ま く成 立 し えな くな る とい

って も過言 ではないだろ う。それ は,ち ょうど価格が経済行動 を うま く統制

す ることに失敗 し,市 場 メカニズムを混乱 させ て しま うのに似てい る。 よう

す るに,社 会的情報 回路の機能不全 によ って,社 会 システムの機能的運営が

で きず,社 会生活が混乱す るよ うな事態 も生まれて くるのである。

`

5.50A化 に よ る影 響

オ フ ィス オ ー トメ ーシ ョ ンに よ って,こ う した 社 会的 情 報 回 路 に如 何 な る

変 化 が生 じ,そ れ に とも ない社 会 生活 に,ど の よ うな影 響 が もた らされ るか,

とい うのが 本 論 の 課題 であ る。 す で に述 べ た よ うに,現 在 の と こ ろ オ フ ィス

オ ー トメ ー シ ョ ンは,企 業 内部 お よび 企 業 間 の 関 係 に限 定 され,そ の他 の社

会 生 活へ は,あ ま り拡 大 して い ない 。 社 会 生 活へ の影 響 がみ られ る の は,今

後 の こ と であ るが,社 会 的情 報 回路 へ の影 響,ひ い て は社 会 生 活へ の影 響 に

つ い て仮 説 的 に考 察 して お こ う。

(1}企 業 一 家 族 の 相互 連 関 に お い て

現 在 オ フ ィ ス オ ー トメ ーシ ョン化 にお い て,企 業 が家 族 に対 して考 えて

い るの は,ま ず 第1に,例 えば キ ャ プテ ンシ ステ ムな ど に よ って 商品 情報

を提供 し,か つ ホ ーム シ ョ ッピ ングを 可能 にす る こ とで あろ う。 これ は,

あ る意 味 で は,消 費 者 の購 買 意欲 を向上 させ るた め の戦 術 とな り消費 者 主

権 を そ こな うこ と もあ り うる。

亀
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しか し,も し消費者が 自分の もっとも希望す る商品 を検索 し,ま た もっ

とも安価に手 にいれ られ る情報が得 られ るようなシス テムであれば,消 費

者主権は守 られ るだ ろ う。 同様に,転 職 を考 えている人 が,正 確 な求人情

報 を検索す るこ とができるものであれば,企 業 と家族の間の相互交換過程

の円滑化に寄与す る もの と思われ る。 この意味 で,情 報 が豊富に与 えられ ,

それを検索 する ことが,家 族の側 で可能になるこ とが,必 須条件で あるよ

うに思 われる。 ホ ームバ ンキ ングについて も,貯 蓄選択 の利益が家族 に与

え られ るよ うに,貯 蓄の タイプもふ え,か つ検索 ・判 断できるよ うになる

ことが,ま ず考 えられ るべ きだろ う。

(2)企 業 一 教育の相互連関 において

す でに述べた よ うに,わ が国では新卒 労働市場が,労 働市場の主要 な部

分を占めてい る。新 卒学生 は,中 等学歴や 高等学歴 を とわず,あ ま り十分

とはい えない,不 正確な情報 をもとに,就 職活動を してい る。 と りわけ中

等学歴 についてみ ると,先 輩や友人 に影響 され,就 職 を決定 して しま うこ

とのほ うが,多 い よ うに思われ る。個人の能力や適性は各人異 なる とすれ

ば,こ うした求人情報 におい ても,十 分 な量 と正確 な情報が得 られ るなら

ば,も っと企業 と教 育に とって利益 になるだろ う。 アメ リカでは,企 業に

よる人材需要 と高等教育機関 による人材育成に,3年 か ら4年 の ギ ャップ

がある といわれ てい る。NASAで 働 くよ うに教育 された学生が,就 職で き

な くなるよ うな事態 も少 な くない。 日本では,ビ ル ドして もス クラップに

す ることはまれ であるため,企 業 と教育機関の ギ ャップは,も っ と大 きい

と思われ る。ただわが国 では,企 業的教育 とい う制度 と,求 職者の職業的

な柔軟性が高い こ とによ って,救 われてい るのが現状 である。 こ うした事

態 を解決す るの に役立たつな らば,OA化 は,社 会生活 の改善に役立 つで

あろ う。

さらに,高 度知識情報 の需要 と提供 についてい えば,多 目的 利用 のデー

タバ ンクの構 築が必須条件 であ る。 いまや大学 な どの高等教育機関 は,か
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な らず しも高度な知識情報 を収集 しまたは創造す る場所 ではな くな りつつ

あ る。 それは,今 日では もっぱ ら高学歴 を求め る学生のための教育機関に

すぎな くな っている。高度な知識情報を収集 し,整 理 し,か つ創造的な知

識 を生みだすための条件は,何 ら備わ っていない。企業の費用をか まわず

行な っている情報 収集,お よび 多額 な研究投資 に比 して,わ が国の高等教

育機関におけ る体制 は,た だ貧困 としか表現の しよ うが ないほ どである。

情報が商品価値 をもち,そ の収集 や売買が企業化 の可能 であるよ うな状態

では,致 し方がない のか も しれない。

(3)企 業 一 地域の相互連 関において

企業 と地域の相互連 関において,オ フィスオー トメ ーシ ョン化が果す役

割は,大 きい ように思われ るが,こ の点 についての展開は,あ ま りないよ

うに思われ る。 しか し,い わ ゆるス ーパ ーなどの量販型の 商店におい ては,

地元の消費者に も とめられている情報 を提供す るセ ンタ ーと しての役割を

はたす ことも,不 可能 ではない。 アメ リカの ス ーパ ーな どでは,中 古車販

売の中つ ぎを した り,そ の コ ミュニテ ィの住 民の要望,た とえば手伝 い ・

パ ー トの募集,保 育ママの求人,そ の他不用にな った ものの販売 などを,

仲介 してい るところ もある。 また アメ リカの家族の恒 例であ る芝 か りのた

めの機 械 の賃 貸 も行 っている。 この ような情報 を,OA化 によ ってより

迅速 ・正確 に伝達で きるよ うになれば,そ うした スーパ ーが,地 域社会の

情報 セ ンターに もな りうるのである。 この点 は,わ が 国において も検討 し

て よい課題 と思われ る。

(4)企 業 一 政府 の相互連関 において

企業 と政 府 との相互連 関において,OA化 が どのよ うな影響を及ぼす か,

は,現 在の ところ不明であ る。企業は,営 業 の自由の下 に,自 律的 に活動

す ることを望み,そ れ に対 して,政 府 はい うまで もな く,公 正かつ 自律で

なければ な らない。 ただ,商 社の ように,と きには政府 よ り情報収集能力

にたけ,政 府 の対応 に遅れ が生 じている ことは,大 学な どの高等教育機関
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の場合 と同様に,残 念 なこ とであ る。た だ し,こ の点 につい て,政 府 の側

か らみ れば,迅 速 よ りも,正 しい判断 を優先す るとい うことであれ ば,そ

うした商社 と競 うと して も,あ ま り益はない ともい える。

以上,OA化 が,企 業 において進 め られ,そ れが,他 の社 会的 な諸機 関 と

の社会的情報回路 にどの よ うな影響 を及ぼ し,そ の結果,社 会生活が,ど の

よ うに変 化 す るか を み て きた。その考察 か ら,わ れわれは,OA化 の社会

生 活への影響 は,か な らず しも社会 生活の根幹 をも変化 させ るような影響 を

もってい ないこ とが,知 られた ように思 われる。

5.4結 論

オ フィスオ ー トメ ーシ ョンが,社 会生活 に及ぼす影響 につ いては,い まだ

企業内部 および企業間において進行 してい るにす ぎず,企 業 な り産業 をこ え

て,人 々の社会生活 にまでは,進 行 しそいない。 しか し,オ フィスオ ー トメ

ーシ ョンは
,社 会 的情報回路に大 きな影響を及ぼす ことも考 えられ る。 本論

においては,企 業 と家族,企 業 と教育,お よび企 業 と地域 においては,と く

に新たな社会 的情報回路 を新たに創 出し,そ れ によって,そ れ らの基本的な

相互交換 を強化 ・促進す ることが,可 能 であることを示 した。本論が結語 と

して強調 してお きたい ことは,オ フィスオ ー トメーション化 は,社 会的情報

回路の変 化 と密接 に結びついてい るが,そ れは,社 会の諸下位 システム間の

相互連関を,強 化 し,促 進す るもの でなければ,予 期 しない悪 しき結果 を生

じる ことが ある,と い う点 であ る。 この点 を十分に考慮す るな らば,オ フ ィ

スオ ー トメーシ ョンは,人 々の社会生 活の向上 に寄与す ることができるだ ろ

う。

1 '
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第1章 研究の要旨と含意

本編 は,経 済問題小委員会が担 当 した部分の研 究結果の 報告 である。

本小 委員会の調査研究の 目的 は 「OAの 進 展によ ってと りわけ雇用を中心 と

す る社会経済 の諸関係に どの ような影響が生ず るかを研究す る」 とい うもので

あ った。

本研究 に着手す るにあた ってわれわれは 次の よ うな調査研究計画を設定 した。

OAの 進展はOA機 器の個別的導入の段階 ではそれほ ど顕著な社会的影響

を生 まない として も,そ れが企業 の管理組織機構の有機 的な枠組の中 に不可

欠の構成要素 として組み 込まれ,さ らに社 会 的 な 情報 伝 達 網(例 えばIN

S)の 部分品 として総合的 に結びつけ られた段階 では雇 用の構造や 内容,性

質に とって大 きな影響を もつ可能性が あると考 えられる。

本研究はその よ うな展望の もとにOAの 影響を探 ることを意図す る もの で

あるが,現 状は まだOA機 器の個 別的導入の段階であって,将 来の社会経 済

的 変化へ の萌芽が どの よ うな方 向に展 開す る可能性があ るの か,そ の次元 を

確定す るこ とす らす こぶる難 しい段階に ある。 従 って まず,

① 将来 の変化への方向性 を探 るた めに現在,内 外 で観察 される諸 々の発展

の萌芽 と社会経済的影響の兆 しを広汎かつ詳細 に展望 ・調査す ることに よ

って変化の方向性 を判断す る基礎 的情 報 を収集 ,蓄 積,整 理す る。

次いで,

② 性 質の異なるい くつかの産業に属 する企業 の経験 を詳 細に実態調査 して

企業組織におけるOAの 影 響のあ り方 をよ り具体 的に研究調査 し,

補足的 に,

③OAが 経済の労働需要構造や生 産性 に どの よ うな変化 をもた らす可能性

が あるかの試算 を行い,
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これ らの調査 ・分析 結果 をふ まえて,

④OAの 雇用を中心 とす る社会的 ・経済 的影響 のあ り得べき方向 と性 質 に

つい て暫定的な試論をまとめる。

本報告書 は上記 の計画の各段階に即 して と りま とめ られ てい る。

計 画の うち①の成 果は第2章 「OAの 発展 とその影 響に関す る展望 」 として

ま とめられ た。

計 画② の実態調査 の結果は第3章 「事例研究」 に報告 され てい る。 ここでは

銀行,総 合 商社(卸 売業),チ ェー ンス トア(小 売),信 用販売会社,電 子機

器 メーカの5産 業 に属す る企業の実態が調 査 された。

計画③ の数量分析の結果は第4章 に収録 され てい る。 ここでは,OAの 進展

の影 響を比 較的多 く受 けてい る と思われ る産業分野 に焦点を合わせて,産 業別に

労働投入の量 と質の変動 を統計 デー タに よって観 測 し,雇 用需要 にどの よ うな

変化が うかが われ るか,そ れは労働 市場 における雇用配分や失業問題に どの よ

うな影響を もつ可能 性があ るか,な どについ て推察 を試みた。

計画①の と りまとめ もしくは暫定的な試論は,本 章の課題であ る。

以 上 が,本 編 の構 成 で あ るが,わ れ わ れ の調査研究内容 をとりま とめる

と同時にそ こに含まれ る政策 的な含意 をい くつか指摘するために,以 下,箇 条

書 きで要点を記す ことに したい。

へ

邑

1.10A展 開 にお け る発 展 段階

OAの 展 開 には い くつ かの 発 展段 階 を識 別 しう る よ うに思 わ れ る。 そ れ は

単 純 化す れ ば 次 の3つ に大 別 され よ う。

(1)OA機 器 の単 体 導 入の 段 階

パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ,オ フ ィス コ ン ピ ュー タ,ワ ー ドプ ロセ ッサ,

フ ァ ク シ ミリ,OCR等 々 のOA機 器 が 必 ず し も相 互 に有機 的 な結 び つ き

な しに企 業 に導 入 され る段 階 で あ る。 これ らの 導 入 に よ って事 務 作 業 は そ

亀
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れ な りに合理化 され るが,企 業組織面でも雇用面で もそれ ほ ど大 きな影響

は出ない。

(2)企 業組織 内におけ る有機的なシステムの形 成

OA機 器が複合 され,企 業にお ける事務作 業の構造や流 れに即 して 自動

化 された事務処理機構が形成 され,機 能する。 この ようなOAシ ステムの

発展 は,企 業内の組織 構造や 運営の あ り方 にも影 響を与 え,ま た雇用の内

容や仕事の配分,編 成 な どに も大 きな影響を与 える。

(3)社 会的 なOAシ ステ ムの展開

OAシ ステ ムが企 業ご との拠点 をこえて,社 会的に張 りめ ぐらされた各

種 データ通信 ネ ッ トワークで相互に結びつ け られ,ま た,各 種の データベ

ースが整備 され るよ うになる
。

この段 階では,企 業の相互作用関係や 相互依存関係が 新 しい展開 を示す

と同時 に,社 会,経 済,雇 用等の側面で もそ うした新 たな展 開に照応す る

著 しい 変化が進 行す る可能性が ある。

1.2現 状はOA展 開の初期的段階

現 在の状態 は,上 記 のOA展 開の発展 段階 に即 してい えば,第1の 段階 と

第2の 段階の中間 に位 置 してい るとい える。OA機 器の単体 と しての導入は,

産業の多 くの分野 に浸 透 してお り,す でに 「一般化」 した ともい える状況に

ある。そ して,一 部 の産業や企業では,企 業内の事務作業や経営管理作 業の

流れに合わせた情報 処理 システムづ く りが進 められて お り,経 営 組織 のあ り方

や人事 ・雇 用管理の あ り方 にも新 たな影響の萌芽が散見 されは じめてい る。

その意味 では,OAの 進展は単体 導入の段 階か ら脱 して,い よいよ本格的

な影響を企業経営や社会,経 済の諸側 面にもた らしは じめる段 階 に入 りつつ

あるとい える。 しか し,そ の兆候はまだ萌芽 的な状態にあ り,そ れが どの よ

うな方 向に展開す るか を確定で きるほ ど顕著 な変化の軌跡 は量的 にも質的に

も観 察 され てい ない 。 従 って,現 段 階 で は,例 えば,OAの 進 展 が 第
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3の 発 展段階に入 った ときにその社会的経済 的影響が どの ような形 を とるか

を予測す るこ とは難 しい。 本報告 ではしたが って,OA発 展段階が第1の 局

面か ら第2の 局面に移 行 しつつあ る現状 にお ける多様 な問題のひろが りを観

察する ことに重点 をお き,遠 い将来に関 しては きわめて暫定的な推論 を試 み

ることに とどめたい。

1.5単 体導 入段階の諸問題

最近,OA機 器 の単体 としての導入は多 くの企業にひろ く普及 してお り,

そ の限 りにおい てOAの 影響は一般化 しつつ ある。その影響 と しては,事 務

処理の速度が高 まった こと,精 度が高 ま ったこ と,そ の結果,サ ー ビスの量

的 ・質的改善が進 んだ ことな どが,多 くの企 業の実際の経験をつ うじて指 摘

されてい る。

しか しなが ら,こ の段階ではOAの 雇用削減効果 はめだ って観 察 され てい

ない ようで ある。それ にはい くつかの理 由が挙げ られ る。 ひとつは,OA機

器 と人間 とのイ ンター フェイスが悪 く,OA機 器 の操作 のた めに新た に人を

雇 うよ うなむ しろ雇 用増現象が見 られる一方,事 務作業 の流れのなかでそれ

を大き く上廻 るよ うな雇用節約的合理化が進んでいない こ とで ある。

い まひ とつは,OAに よる作業 の代替 が もっぱ ら定型的 な単純作 業に限ら

れてい ることから,事 務作業 の うちに占めるOAの 影響は必然的に限定 され

たものにな らざるを えない。

これ らを言いか えるな ら,事 務 処理業務の しくみや流れを適切に とらえて

効果的なかつ総合的 な業務の合理化 も し くは改善 をす る ような形でOAシ ス

テムが生かされていない とい うことであ る。

そして さらに,OAの 導入が,人 を減 らす ことよ りも,激 化す る企業 間競

争 のなかで よ り効率的 なサー ビスを提供す ることに主眼 をおい て進 められ て

きたこ とも雇用減 にはつ なが らなか った一 因 と考 えられ よ う。

最近のOAが かっ ての事務合理化の動 きと質的に異な る点はそれが単に数

一236一



●

●

値情報 だけでな く,画 像,音,映 像,漢 字 など,き わめて多様な シンボルや

表現 を活用できるとい う技術 的な可能性 を含んでい ることである。

OAが 有機的事務処理 システ ムとして経営の機構のなかに適切 に組み込ま

れ,そ の潜在能 力が充 分に生 か され るこ とになれば,そ れは経営の組織 と機

能そ して雇用に大 きな影 響を もた らす可能性が あるが,単 体導入の段階では

そ うした効果は発生 してい ない 。OAが 機器の単体導入か らシスfム 化へ 進

展す るためには,伝 統的な事務処理機構全体の見直 しと効率化への改善が 前

提 となる。現 在,そ の必要 を認識 してそ うした総合的改善 に着手 した企業は

少な くない。

い まひ とつ,OA機 器の操作 について,従 来の 事 務 作 業や 生産 工 程 に お

ける機械操作作業 とは異 った労働の適 応 もしくは反応の問題が 出は じめてい

る。 表示装置 を長 時間見つづけ るこ とに よる眼の疲れ,神 経 の高 ぶ り,緊 張,

等 々の新 しい問題である。 これ らの問題は作業条件 面での健康,安 全,精 神

衛生等 への対応 と,勤 労意欲の維持 向上のためへの対応 に関 して新 しい課 題

を 提起す る もの とい える。

◎

1.40Aの 企業内 システム化 に ともな う影響

現在,若 干の企業ではOAが 事務処 理機構 と有 機的 に結 合 し,事 務 処理の

合理 化のための システ ムと して有効に機能 しは じめてい る。 この ようない わ

ば シ ステム化の動きは次第 に多 くの企 業 にも波及 しつつ あるよ うに思 われ る。

シ ステム化に際 して重要な ことは,OA機 器を組み合せ て導入すれば よい

とい うこ とではな く,も っと根本的 に,事 務処理機構全体の 改善 もしくは合

理化 が前提 となる とい うことであ る。OAは そ うした総合的 な事務処理機構

改善の努力の一環 として位置づ け られた ときには じめて事務 処理効率化の成

果 を挙げ ることが できる。

個 々のOA機 器 はそれな りに作 業の節約化や迅 速化,正 確化 な どのはた ら

き をも ってい るが,本 格 的な効率化が進む のは,例 えば,一 度 入 力 した 精

一237一



報が 関連諸 部門での データの作成,解 析,資 料整理 な どにわた って一 貫 して

用い られ,か つまた同時的に処理 され るような場合で ある。 このよ うな一貫,

同時処理が可能 となるためには,企 業組織 内の事務処理機構が体系 的,有 機

的 に結合 し,連 動す る しくみがで き上 っていな くてはな らない 。従来,総 務

系の部門では伝 統的に事務処理全般の改善 にかか わ る傾 向が強 く,ま た,電

算部門あ るいは事務管理 システ ム部門は処理 システムの技術的側面の開発を

進 めて きてい る。 この両者の努力 を総合 した効果的 な体制 をつ くる ことがO

Aに よる事 務効 率化の成果 を挙げ るためには肝要 で ある。実際,そ うした総

合的改善 によって事 務処理機構 の効率化 を進 めてい る企業は少 な くない 。

このよ うな システム化による事務 処理機構 の合 理化と効率化は,実 際には

相 当な 省力化 をもた ら してい ると考 えられ る。 しか しなが ら,こ れ までの と

ころ,先 進的な効率化 を達成 してい る企 業部門では必ず しも雇用総量 は減退

してい ない。 その反面,事 務処理 の量は飛躍的 に増大 し,ま た,提 供す るサ

ー ビスは量 ・質 ともに大 きくふ えてい る。いいか えれぼ,効 率化に よって競

争力を高 め,新 たな需要 を開拓 して きた とい ってもよい だろ う。それを大幅

な雇用増 を伴 うことな く実現 したこ と自体が,一 定の生 産量 を達成す るのに

は るか に少数 の人員で済む とい う大 きな 雇用節約 効果があ った ことを示唆 し

てい るの である。

雇 用人 員は,め だ った減少傾向 を見せない が,著 しい 変 化 は残 業 時 間の

減少で あ り,ま た,労 働投入の余 力を従来の定型的単純業務か らより創造的

な不定 型の判断を要す る業務へ とふ り向けてゆ く傾向である。 この ような変

化は 同一の労働者群につい ても多少見 られ るが,よ り基本的にはそれは雇用

労働力 の構成の変化 をともなって生 じてい る。

従来,定 型的 な単純作業 に従事 してい た比較的低学 歴の女子労働力の雇用

が減退 し,大 卒 男子 の雇用はふ えてい る。

そ して,男 子の業務 内容がます ます非定型的,創 造的,知 的業務へ と比重

を移 してゆ く傾向が見 られ る。 しか し,人 手に頼 る単純業務 も消滅す ること
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はない。 これ らは外注やパ ー ト,臨 時雇い の作業員 に任せ られ る傾向が強ま

ってい る。い わば,熟 練 の二極分解化が進みつつ あ り,雇 用形態 もそれに応

じて分化 しつつ あ る。

企業 内の作業管 理上の問題 として注 目されるの は,OAの 進行の下 で,従

来の装置型 あるい は組 立型製造業生 産工程における作業集団管理 とある意味

で は照応す るホワイ トカラー作業集 団内での コ ミュニケーシ ョンや チーム ・

ワークの重要性が あ らためて認識 されは じめてい るとい うことで ある。

オ フィスの知的な不定型作業は相互に孤立 しやすい と同時 に,強 度 の精神

的 緊張や圧迫が強い られ る作業で もある。 その中で,事 務の流れ全体 の有機

的 連繋 をふ ま えた工 夫や システムづ くりが 積極的に進められ,活 力あ る組織

活 動が実現 され るた めに,人 々の協働 と相互の密接 な意志疎通があ らためて

注 目され るので あろ う。

OAの システム化を積極的に推進 してい る事例 に共通 してみ られ る傾 向は,

それが雇用の節約を第一一義 的な 目標に してい るのではな く,激 化す る競争環

境の なかで生 き残 るた めに,よ り効率的で,よ り迅速 な作業 処理体 制 をつ く

るこ とをめざ してい るとい うことである。 そ うした効率 化に よって,余 力 を

よ り質の高いサ ー ビスを提供する方 向にふ りむ ける余地が 生れ る。OA化 の

先 進 部 門 に つい て い えぼ,従 って,雇 用節約 によって失業が発生す るよ

りは,む しろ経営 の効率 向上 とともにむ しろ より高い 知識 と質を もった労働

力が よ り多量 に吸収 され る可能性 が大 きい。いい か えれぼ,そ うした成長部

門でOAが 浸透 し,ま た,発 展す る傾 向が強い とい うことであ る。

最 近 まで の事例観察 の結果はそ うした傾 向を示 唆してい る。

6

1.5社 会的OAネ ッ トワークの展開 とその帰結

OAの 発展 は,や がて各企業単位 に とどまらず,企 業 間,企 業 と家庭,社

会的諸機 関を結 びつ けた社会的なネ ッ トワークの形成へ と進む ことは避 け ら

れないで あろ う。 実際,そ うした方向への萌芽 は,す でに さまざまな形で展

一239一



開をは じめてい る。地域や特 定区域内の ネ ットワークとしてのLANや 企業

グループ間の情報共有サ ー ビスを進 めるVAN,あ るいはCAPTAINシ ス

テ ムや テ レビを利用 した双方 向の情 報システム等々は各方面で実施に移 され

てい る。光 ファイバ ーに よる社 会的なネ ッ トワークの構築,衛 星の利用,そ

の上 に展 開す るINSな どの実 現は時 間の問題であろ う。

この よ うな近未来的発展の下で,ど の ような社会的,経 済 的影響が発生す

るかを考 えるこ とは多 分 に空想 となる。 も っともそれは全 くの空想ではな く,

これ まで の発展 の実 績の上であるてい ど根拠 のある推測 をす る ことはで きる。

しか し,こ れ までの実 績そ のものが必ず しも識別可能 な方向に収徹す るも

ので はないだけに,そ こか らひ とつ の方 向性 を描 き出す ことは難 しい。 この

段階でで きることは したが ってい くつかの可能性 を指摘するこ とで ある。

ひ とつ の可能性は,社 会的 な通信 ネ ッ トワークが充実 し,い くつかの 機能

的な データベースを媒 介 として企業取引が展開す るようになる と,企 業の相

互依存関係が,従 来の ように資金,技 術,人 的つなが りだ けでな く,,情 報の

つ なが りに よって も大 き く規定 され てくる とい うことで ある。

実際,情 報ない し データベ ースに よるつ なが りが もっとも決定的 とな るか

もしれ ない。 それは金融,流 通,情 報サー ビス等の分野 だけでな く産業構造

や経済政策運営のあ り方 につい ても大 きな影響 をもつ可能性 がある。

い まひ とつの興味 ある可能性は,そ うした情報化時代 におけ る多 くの企業

は,従 来の装置型 あるいは組立型製造業 におい て典型的 であった よ うに,巨

大 な資本 ス トックを もつ よ りは,む しろ,そ の時 々の条件 の下で資本サ ー ビ

スを もっとも適切 に結びつけて利潤 を追求す るいわぼ,フ ロー型の企業にな

るかも しれない。 この場合の資本 には,機 械設備 など物的資 本だけではな く,

人的資本す なわち従業 員 も含 まれ る。

従来の よ うに企業 内で長時 間か けて人材を養成 し人的資 本ス トックを形 成

す る よりは,必 要な時 に必要 な知識や技能 をも った人材 を集 め るとい うや り

方 である。
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こ うした変化を支 える条件 は,情 報化の下で,プ ロセス型の製造業の よ う

に規模の経 済性 の大 きくない知識集約型,情 報 サー ビス型 産業の比重が高 ま

って くるこ と,技 術革新が激 しくかつ,リ ス クが大きいために資 本の償 却は

急 速でな くては ならない こと,ま た,労 働力の タイプが多様化 し,女 子の進

出 もあって,雇 用関係や形態 も多 様かつ,流 動的 となる可能性がある こと,

な どである。

最後の雇用関係につい て付言す るな ら,技 術の性格 と労働 力の性格 との双

方 の条件の変化の下で,雇 用関係や雇用形態は きわめて多様な形で展 開す る

可能性が ある。

技術 の面では,一 方ではOA技 術や それを支 えるハー ドウェアの 製造 な ら

び に各種の シス テムの開発 を進める上でのR・Dな どきわ めて高度な知識 と

能 力が ます ます必要 とされ るが,他 方ではOAの 進展に よ り事務処理 の操作

や 情報交換の あ り方はますます標準化 され る。

前者の高 度な技能は技術 革新が急速 であれぼあるほ ど企業 内で養成 し調達

す るには限界があ る。 後者の技能は,一 定 の技術 水準を もったパ ー ト雇用の

人 々によ っても充分に満 され うる。 以上の ことか ら,企 業 内養成 よ りは,必

要 に応 じて外部 か ら調達す る フロー型雇用が有利 となる可能性 があ る。

他 方,労 働力の性 格の面か ら言 えば,女 子労働 力に体化 され た人的資 本は

これ までは不充分にしか活用 されてお らず,教 育の高い女子の労働市 場進 出

が進むにつれてそれが ます ます活用 されるよ うに なる。 また,高 齢化 にとも

ない,こ れ までは著 しく不充分 に しか利用 されて こなか った高齢 者の人的能

力の活用をはか らざるを えな くな る。 これ らの人 々は,短 時間のパ ー ト雇用

の方が フル タイ ム雇 用よ りも適 当で ある。

一方
,設 備の稼働 は効率を高め る上で も長時間連続稼働 とな るで あろ うか

ら,労 働時間編成はキメの細い 交代制が主流 にな らざるを得ない 。そ して,

女子,高 齢者,障 害者等の人々は,そ れぞれの条件の下 で通勤に対 しては一

定 の制約があ るか ら,在 宅 勤務や 分散 オ フィス勤務の形態が大 き く普及す る
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可能性 があ る。

また,一 定の技 能をも った人 々を プール し,フ ロー型雇用の企業に派 遣す

る人材派遣 は,一 方におけ る定着 的雇 用慣行 とな らんで,労 働市場における

重要 な慣行 もしくは雇用制度 とな る可能性 があるか もしれ ない。
、

1.6雇 用変動 と労働 力の質 に関す る計量 分析

われ われ はOAの 雇用 に及ぼす 効果 を推測す るために雇用変動 と労働 力の

質変化につい て若干の数 量的 な観測 を行 った。OAの よ うな技術革新 が雇 用

に対 して どの ような効果 もしくは影響を もつかを測定す るためには 本来,産

業 関連 分析の方法を援用 した産業 一職 業 マ トリックスに よる分析 を行 うこ

とが適当であ る。 しか しなが ら,OAの 進行 してい る産業 を選 り分 けること,

あるいは また,各 産業 におけるOAの 進展度合 を確定す るデ ータが ないので,

この分析方 法 を有意味 に用い るこ とは現段階で は困難 である。

われ われ は,そ こで,粗 い分類では あるが比較 的OAの 影響が強い と思わ

れ る金 融 ・保 険,卸 売 ・小売,サ ー ビス等 の産業における労働力 タイ プ別 の

労 働力投入量 の変化 を観測 し,次 いで,そ れぞれの産業で賃金率に反映す る

投 入労働力 の 「質 」が どの ように変化 したかを観測 した。 この2つ の観測 に

もとつ いて,こ れ らの産業にお ける労働需要の変化の あ り方 を推察す る こと

を意図 したので ある。

観測の結 果は,労 働投入 につい てい えば,金 融 ・保険,卸 売 ・小売やサ ー

ビス産業では比較 的高学歴の雇 用が最 近ふ えてい ることがわ か った。

その増加傾向は,伝 統的に雇用者数 の多い加工組立製造業部門な どの減退

傾 向と くらべ きわめて対照的であ る。

次に,労 働の質変化を見 ると,賃 金率 に反 映 して くる労働力の質指数は こ

れ らの産業で最 近高ま ってい ることがわ かる。 もし,こ れ らの部門 における

雇 用の増加が,供 給 圧力によるものであ るな らぼ,そ れは低賃金化ない し不

完全就業化 をもた らし,質 指数が向上す る ことはない。
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質指 数 て 向上 して い る とい うこ とは,従 っ て,こ れ らの部門 におけ る

雇 用増加が供給 圧 力による押 しこみ(push)よ りも,需 要増大 による吸引

(pull)に よるもので あることを示唆 してい る とい って よいで あろ う。

そ うで あるとす れ ば,OAの 進行 あるい は影響 が比較的顕著で ある と思わ

れ るこれ らの産業部門 におい ては,OAの 進展に よる失業を懸念する 必要は

それほ どない とい えよ う。

もし,失 業 あるいは不完全就業のひ ろが りを懸念 しな くてはな らない とす

れ ぼ,そ れ は,こ れ らの部門では な くむ しろ,加 工組立製造業 のデー タで例

示 したよ うに雇用の減退 しつつ ある製造業その他 の産業部門 である。

臨

1.7政 策的含意

(1)OAは 成長 部門で進展す る

事例の観察 な らび に雇 用変動 に関す る予備的 な観測か ら得 られた結論の

ひ とつは,OAは 成長 してい る部門で進 展 してい るとい うことで ある。

OAが 比較的進 んでい る事例 に共通 してい える ことは,こ れ らの企 業が

企 業競争 に勝 ち残 るた めに,よ り良い製品やサ ー ビスを より迅速 によ り安

く提供 しようとす る努力の一環 として,経 営 システムや 事務処理 機構の改

善の一助 としてOAを 導入 してい るとい うことである。そ して これ らの企

業 では生産量や 事務長は大 き くふ えてい るのに,雇 用はそれほ どふ えてい

ない とい う傾向が認 め られ る。いい か えれば,製 品やサ ー ビスへの需 要が

大 き く伸びてい る成長 部門の中で,合 理化ない し雇用節約 効果の あるOA

が と くに集中的に進 められてい るとい うことで ある。

雇用変動や労働力の質変化の デー タもこの観察 を支 持 してい る。すなわ

ち,比 較 的OAが 進んでい ると思われ る産業部門では不況部 門 とは対照的

に雇用はやや 増 え気 味であ り,質 指数の高 ま りは,そ うした雇用増が需要

増 による吸引効果で あることを示唆 してい るか らである。

この ことは,政 策 的に重要 な示唆 を含んでい る。す なわち,OAの 進展

一243一



をす なわち経営の効率化 を促進するためには,そ して雇用を吸収す る条件を

確保するためには産業 と経済の成長すなわち,総 需 要の拡大 が必要条件 とな

るとい うことで ある。 また,経 済成長が促進 され るこ とは,情 報化の進展

下 で,新 しい情報 産業 を誕生 させ成長 させ る余地 をつ くり出し,雇 用の吸

収 を助けることに もなるので ある。 、

(2)失 業の危険は衰退産業 に

OAは 当然,一 定の生 活水準の下では雇用節約効果 を もつが,OAは 成

長 部門で とくに進展す る傾 向がある とすれ ば,OAの 進展 による失業の発

生を懸念する必要 はあま りない。む しろ,失 業や不完全就業の 増大 を心配

しな くてはならないの は,生 産が伸びなやみ雇用 が減退 せ ざるを えない衰

退 産業や不況 産業である。

失業対策 としては,OA等 に よるいわぼ技術革新 失業の対策を懸念す る

よ りは,む しろ社会的SafetyNetと しての失 業中の 所得保障 と社会的

な雇用対策 を充実す ることが肝要であ る。

と りわ け,構 造 的不況産業や技術 的適応の比較的 難 しい高齢者等に対す

る積極的な雇用 対策が経済の健全 な運行 を確保す る上で も必要な こ となの

であ る。

(3)労 働力と雇 用関係の変化に対応を

予期 され るOAの 進行は,予 想 され る労働 力構造の著 しい変化や雇用関

係の多様化,流 動 化 などの変化 と,時 期 を同 じくす るために,お そ らく相

互 に影響 し合いつつ 展開す る ことになるだろ う。

労働 力の変化の 顕著 な動 きは女子労働力の進 出や高齢化 などで あ り,ま

た地域的 な定 着化 傾向 も進んでい る。 こうした事態 の下で,短 時間雇用,

変則時間労働,派 遣,出 向な ど多様な雇用関係がひ ろまる と思 われ るが,

そ うした展開の実態をふま えて,そ うした雇用 におけ る最低労働条件の確

保,民 間の職 業訓練 施設 の都市集 中傾向を是正す るために コ ンピュー タ関

連の教育訓練 施設 の全 国的 な充実,託 児 施設(DayCareCenters)の

拡充 な どを積極的に進 める ことが望 まれる。
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第2章OAの 発展 とその影響 に関する展望

2.10Aの 発展段階

OAに 対す る関心が ここ数 年急速 に高ま ってきてい るが,OA.の 進展 には

い くつ かの段階が あるよ うに思われ る。 それ らは大き く3つ の段階に分け ら

れ よ う。

(1)単 体 の導 入段階

単体 として のOA機 器ない しOAツ ールには,パ ー ソナル コンピュータ,

ワー ドプロセ ッサ,フ ァクシ ミリ等があ る。 さらに簡単な複合機器(パ ソ

コン,ワ ー プロ,端 末等 を組合せ たもの)も これ らに加 えて よいだ ろう。

初 期の段階 は,こ れ らのOA機 器が単体 として導入 され,通 常の事務作

業,技 術 計算,文 書 作成,統 計資 料の作成な どに利用 され る。そ して,そ

れ な りに事務 処理作業の迅速化や 定型的業務の簡略化,事 務処理の精度 向

上 な どに貢献す るこ とはあるが,こ れ らの機器がオ フィス作業の構造や流

れに即 して連結ない しシステ ム化 されていない ために,作 業の量,質,人

員の量,配 置 な どにと って大 きな変化はみ られない。

(2)企 業組織 内におけ るシステム化

OA機 器が,オ フィスの各種 の作業の内容,構 造,流 れな どにしたが っ

て,そ れ らを体系的 に効率的 に処理す るために,有 機的に結 合され,一 連

の作業処理 システム として形成 され る。

中央の大型 コンピュー タや デー タベ ース と連絡を保ちつ つ も,多 くの作

業が企業組織 内の各部門や事業所,あ るいは職場で分散的に処理 され ると

い う自由度を もち,作 業 内容の多様性や時間的変動 に弾力的 に対応す る。

この よ うな作業 処理機構 とデータベースの ネ ットワークは単 に同一企業

内 にとどま らず,関 連企業 を含むやや 広範囲に拡張 され る可能性 を含み,

企業活動 の一 層の効率化 がはか られる。 この ような企業 内のOAシ ステム

化は,人 間の作業内容,負 荷,作 業形態,雇 用 量,人 員配置な どに大 きな
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影 響を及ぼす可能 性があ る。

(3)社 会 的なネ ッ トワー クの形成 とOA

OAが もっとも進 んだ段 階では,OAシ ステムが個 々の企業内あるいは

企業 グループ内に とどま らず,社 会的規模で展 開す る各種の データ通信ネ

ッ トワー クに連絡 し,あ るいはそ うしたネ ッ トワー クの拠点 とな って機能

す る。

この よ うな社 会全体の ネ ッ トワークとい う形 でのOAの 高次のシステム

化は,金 融業,各 種小売業,各 種 の個人 ならび に対企業 サー ビス業 などを

は じめ,多 くの産業 におけ る情報交換の あり方 に影響 を与 え,こ れ らの産

業活動の形態や 内容 その もの にも大 きな変化 を与 える可能性があ る。 さ ら

に,こ うした変 化は企業の相互依存関係に も影響 し,企 業 活動のあ り方や

政 府の役割に も影 響を及ぼ さざるを得ない。

それは 当然,国 民経済 の雇用の量 と配 置,職 種ない しは職 業構造,な ど

にも大 きな影響 を及ぼ す こ とになるだ ろう。

近年,OAが 産業 界を中心 に急速に進展 してい るが,現 在の時点 では,

多 くの企業は第(1)段 階すなわ ちOA機 器の単体 導入 の状態 にあ り,一 部の

企業が第(2)段階す なわ ち企業組織 内のOAシ ステ ムの展 開に手を つけは じ

めた,と い う状況 にあ る ように思われ る。 本報告で 以下 に紹介す るわが国

の産業界の事例やわれわれが行 った企業 実態調査 も,し たが って,第(1)段

階 ならびに部分的 な第(2)段階の経験を反映す るこ とにな る。

、

2.2オ フィス作業 の生 産性 とOA

(1)オ フ ィス作業の生 産性

さて ここでオ フィス作業 の生産性 とは何か につい て考 えて見 よ う。

オ フィス作業の生 産性を問題 とす るには まず,オ フィス作業 とは一体何

か を考 えて見 る必要があ る。 オフ ィス作業の 内容は大別すれ ぼ,比 較的定

型的 ないわゆ る事務作業的側面 と非定型的 かつ創造 的な管理的あるいは,
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開発的側面 とに分ける ことが できよ う。両者は,実 際の作 業 としては職種

に よって明白に分かれてい る場合 も,ま た,同 一職種の作業の中 に双方の

要素が混在 してい るこ ともあるが,い ずれ にして も性質の異なる2側 面が

含 まれ ることにちがい はない 。

近年,工 場生 産 システムの合理化,自 動化が高度に進み,そ の結果,工

場 生 産における労働生 産性 がきわめて高い水準 に到達す るようにな った。

それ とは対照的 に,オ フィス作業における生 産性が比較的遅れてい る と

の認識 が広が ってい る。

オ フィス作業の うちで も,比 較的定型的 な事務作業 につい ては,OA機

器や各種情報処 理 システ ム等の導入に よって機 械化や 自動化 が進み,労 働

生産性は著 し く高 まってい るが,管 理職 や技術者の作業 に関 しては,そ れ

らが単純 な機械 化にな じみ 難い性質 であ るために,こ れ らの分野について

はOAは 比較的遅れてい る。

それ だけに最近 では,管 理者や,専 門技 術者 の作業生 産性 の向上に関 心

が高 ま ってい る。

「オフ ィスオー トメーシ ョン化の対 象 としては,従 来は単純 定型 作業の

多い クラレカルやセクレタ リレベルが選 ばれ,ワ ー ドプロセ ッサや ワー ド

プロセ ッサセ ンターの採用 などが行われ て きたが,こ の レベルは賃金構

成でみ ると38%に しかす ぎず,最 近 では プロフェッシ ・ナル(エ ンジ

ニア,会 計士,シ ステム担 当者 な ど)と マ ネ ジ ャー レベル の 効 率 化

をは かるべ きであ るとの考 え方が 一般化 してい る(要 約)」

銀行や コンサル タ ント会社の事例 に よ って米国におけるOAの 進展状況

を観察 した斉藤宣昭氏(日 本電気オ フィス シス テム部)は 以上の傾 向を指

摘 してい る。(「 電気設備工学会誌 」第2巻1号)

ホ ワイ トカラーの生産性は,く りか えしの多い定型的な事務作業 と,管

理職あ るいは技術専門職 とでは質 的に異 るので,そ れを適切 に理解す るた

めには,そ れぞれ 異 った とらえ方が必 要で ある。
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JMAジ ャーナル編集部は この点につい て次の ような適切な整理を行 っ

てい る。

「生産性 とは物を生産す る ときの測定 に関す る概念 で"生 産のために

投 入 された人 員や 費用(イ ンプ ッ ト)に 対す るアウ トプ ッ トの比率"と

して測 られる。 ホ ワイ トカラーの生 産性 も同様 に考 えるこ とがで き,管

理 者や技術者事務担 当者は物 を生産するわけ でない か ら,「 産出」を 「成

果 」とおきか えてみる。 ホ ワイ トカラーの場 合,こ の 「成果 」には物的

生 産 と違 って,成 果が投入の時点か らズ レて現れ るこ と,ホ ワイ トカラ

ーの成果 には
,直 接成果の ほかに蓄積 成果があるこ と,目 的適合性 を中

心 に考 えねば ならない こととい ったい ろい ろな特色が ある。

これ らの特性の度合いは,管 理者 ・技術的専門職 と事務担 当者に よっ

て異な る。事務につい てい えぼ,そ の成 果 はほぼ経営 を維持す る機能 で

あ るか ら,成 果を一定 と考 え,そ の投入を 削減す るア プローチによ って,

生産性を高め る活動が主体 とな る。 ホワイ トカラー労働 のなかでは事務

は もっとも生産の諸作業に近 く,定 例の くり返 しのものが多 く,そ の ア

プ ローチも生産作業 とほぼ同様 に考 えるのが 正 しい態 度であろ う。現実

の問題と して,日 本の場合,事 務作業 と専 門職 としての業務 が混在 し,

職種 として も明確に区分で きない事実が あ り,事 務職 と専門職の分離 は

生 産性向上の ために きわめて,重 要な課題で ある。

一 方
,管 理者や技術専門職の生産性は,「 投入 」にあた る人員数 を決

めるのが経営 者であるか ら,業 務上の長期短期の要求や現在の人員の熟

度 を考慮 して配置 された管理者,技 術者本人 に とっては,「 投入 」はす

でに与 えられた条件 であ って,こ の投入を一 定 として自分の成果,ア ウ

トプ ッ トをいか に高め るか が課題 である。管理者や技術者が 自分 の 「成

果 」を最大 にす るには,自 分の使 う時 間の なかか ら雑務 を排除 し,管 理

者技術者 の本来 の任務遂 行に充 て る実質時間 をでき るだけ拡大 し,そ の

拡大 した主体 時間の アウ トプ ッ トをで きるだけ大 き くす る ことで ある。
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限 られた 時間を最大限 に有効化す るための ラ ンキ ング能 力,仕 事を処

理す る個 有の速度,さ らには判 断と行動の質的 レベル な どが重要な問題

で ある。 しか し,い ずれ にせ よ,こ の職 能 を担 当す る人 々の成果は,本

人の時 間管 理能 力に深 くかかわ ってお り,自 分の時 間を重要度に合わせ,

自在 に コン トロールす る力を重 視せねば ならない。(要 約)」

(JMAジ ャーナ ル1982年11月)

とは言 っても,オ フィス作業 の内容を よく理解 し,分 析 してみ ると,非 定

型的 な管理職的作業や開発的作業でも合理化 し,そ の生産性 を向上 しうる

余地 は少 くない 。西尾治一氏(日 本能率協会 総合研究所)は もっとも非定

型的 な作業を行 ってい る調査研究 部門におけ る研 究員 と管理職の作業実態

を分析 し次の よ うな興味 ある結果を報告 してい る。

・「(1)時間使用 パ ターンとしては
,本 来 機能 に74%の 時間が費や され

てい るこ と,非 生産的な活動 は全体の18%を 占めてお り,特 に事務管

理業務 では32%と な ってい るこ と,社 内他部門 との結びつ きが極 めて

低 い ことな どがわか った。(2)部 門 内の資源の 適正な配分,つ ま り部 門

運営 に必 要な業務 に投入 されてい る職員の時間に対す る部門長のカ ンに

よる認識 と結果が大幅 にちが ってい た。(3)非 生産的な活動 に対す る満

足 度は低 く,OA化 が望 まれ る。(4)会 議/打 ち合 わせの時間が多すぎ,

分析時間が少なすぎ る。(5)全 体の22%が 部下で十分 こなせ る仕事で

あ り,分 担 の ルールづ くりを徹 底 してい くことで,生 産性向上が期待で

きる。(6)仕 事の中断に よる損失は,生 産性 に大 き く影響 してい る。

(8)ワ ー ドプPセ ッサの 導入によって時間削減が 可能である。補助職員

が行 っていた かな りの部分 も削減で きる。(要 約)『 多次元WSに よる

調査部 門の生 産性調査』 」(『IE』1982年9月),

この よ うに,オ フィス作業 は,管 理的部分や研究開発的な部分 につい て
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も,な お機械化 に よって合 理化を進 め得る余地があるとい えるが,し か し,

ここで忘れてな らない こ とは,オ フィスの本質的な機能 は,資 源 を結びつ

け,よ り効果的 に生 産活動 に転化 させ る しくみをつ くり,そ れ を運営する

とい うす ぐれて創造的 な経営機能 にあるとい うことであ る。OAに よるオ

フィス生産性 向上への と りくみ もそ うした基 本をふま えて行われ ねぼ な ら

ない。 以下の要約 は この 点を明確iに指摘 してい る。

「一般に,工 場に比 べてオ フィスの生産性 向上は著 し く遅れてい る とさ

れる。 そ してオ フィスに電子機器を導入 して生産能力 を高 めよ うとする

傾 向があるように見 受け られ るが,し か し,こ の よ うにただ,単 純 に1

人当た りの投資 額を問題に した り,ま た仮に投資が必要だ と して もそれ

が 直 ちに今流行 の電子機器 に結びつ くか どうか,さ らに生 産性 が低い と

い う場合,分 子 に くるべき 産出量 とは,オ フィスの場合 に一体何の尺度

で とらえるべ きなのか,な どとい った疑問が数多 くあげ られ る。 本質的

に 同 じもの繰 り返 し生 産ではない オ フィスの場合は,工 場現場 に対する

ものとは異なった発想で対 処 しなけれぼ な らないだ ろ う。 ブル ーカラーの

人た ちのTQC運 動や提 案制度はもちろんであるが,工 場現場の生 産性

向上 に最 も寄与 してきたのはナ フィスであ る。つ ま り,生 産性 を向上 し

て きたのは考 えであ り,ア イ デアであ って,時 間や密 度や強度や 量とい

った物理的,数 値情報的 なものではないのであ る。

オ フ ィス 自体の生 産性 の遅れを問題 にす ることは ピ ン ト外れであ り,

オ フィスの生 産性 を論ず る ときには,文 書量で象徴 され るオ フィス自体

の生産性 よ り企業 全体 の生産性 にいかに寄与 し得たかが主体 となるべ き

である。オ フィスの生産性向上 とは,指 揮 官 もしくは参謀 としての企画,

立 案,判 断,実 行能力の向上であ り,指 揮統制能 力の 向上 である。

どん なに高級有用 なオ フィス機器 が導入 され ようとも,経 営者 ・管理

者 にオフィス機器 の活 用の 目的意識 と実際の利用がなけれぼ,企 業全体
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の生 産性の向上が望めず,結 果はゼ ロなので ある。 しか し,OAが 定型

業 務の能率化を もた らし,間 接的 に経営 層に寄与す るこ とは事実で ある。

さらには,メ ーカーやデ ィーラーが ユーザーに代わ って プ ログラムを

供給す る ことに よって知識業務 層は定型業務層へ と立場 を変 えつつ ある。

今後のOA機 器の導入 を考 えると,オ フィスの仕事で ある"計 画"一

知識業務層に よる,"方 針"一 経営層による,の 立案 におい て,思 い切

った省略や逆 転は人間で な くてはできないが,こ れ を助 け,豊 かに し,

整理 して他に伝 える点でOA機 器は大きな 力を発揮す るはずで ある。 さ

らに言 えば,現 場で 業務を遂行す るために今,必 要 とされ る一定の共通

情報が トップと ミ ドル とロウを問わず何時で も公開 されてい る と言 った

条件が整 った とき,"情 報の共有"が 達成 され,"参 加"な どとい う領

域 さえ超 えてい る"共 有 ・共働"と い う状態への1歩 とな るかも しれ な

い。(要 約)」 藤縄 勝裕(日 本 ファーネス工業,営 業管理部長)「 オフ

ィスの生 産性 とは何か」 『IBMREVIEW87号 』1982年

(2)OAの 推進 とオ フィス合理化

次に企 業におけるOA推 進の体制 につい てみてみ よう。

現在,多 くの企業で は業態 の如何 を問わず,熱 心 にOAを 推進 してい る

が,推 進の体制 もしくは組織 としては委員会や プロジェク トチ ームの形 で

OAを 推進す る例 が最 も多 く,次 いで,コ ンピュータ部門,事 務管理部 門,

総務部門な ど常設部門 による担 当が多い ようで ある。(鵜 沢昌和,青 山学

院大教授,「OAに 関す る一 考察 」 『組織科学VOL16.No4』)

OAの 推 進にあた って,ま ず基本的に重要 なことは,OA機 器を導入 し

た り,事 務 処 理 を コ ンピ ュー タ化す ることよ りも,業 務の 目的,内 容,

配分のあ り方 を的確に把握 した上で,業 務のそ うした構造 と実行過程を総

合的に改善す るこ とで ある。OAは,そ うした総合的改善 の一環 として位
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置づけ られて こそは じめて事 務作 業合理 化の成 果を生む と考 えられ る。

例 えば,日 本電 気㈱ の場合にはC&C(コ ンピ ュータとコ ミュニケーシ

ョン)の ス ローガ ンの下 に積極的に事務作業の合理 化を進めてい るが 「O

A機 器 を有効に活用 し,オ フィスの生産性 を上げ るた めには,し っか りし

た狙い(改 善 目標)を 設定 し,オ フィスの問題 点の 正 しい 把握 を行い,手

段(OA機 器)志 向 で はな く,改 善志向で,こ の テーマに取組む姿 勢が

必要であ る。

OA機 器 を即導入すれば,オ フィス業務の生 産性が向上す る訳 では なく,

業務の標準化や 業務分 担の見直 し,あ るい は,オ フィス環境の改善な どに

代表 され る。い わゆる"OA以 前 問題"の 解決がOA化 を推進する上 で重

.要 なポイ ン トにな ってい る。(要 約)」 とい う。秋 山信 明(日 本電気,ビ

ジネスシステ ム推進部)「 オ フィスオ ー トメーシ ョンの具体 的な進め方 」

「経営 実務No.346』1982年

そ うした改善 の前 提 となる ものは,事 務 の内容 と流れを的確 につかみ,

事務処理におけ るム ダを排除す るには どうすれぼ よいかを全員で考 え,工

夫 しっつ事 務効率の改善 をめざす とい う態度で あろ う。次に紹 介す る新 日

鉄 における 「文書半減運 動 」はそ うした基礎的努 力の よい実例 である。

「コンピュータと各種の事務機器 が有機的 に結合 され,計 数情報だけで

な く,文 書 情報や音声情 報を も含 めたオ フィス内の総合的な事務処 理方

式の改善 を進 めてい くために,効 率化推進班 を設 け,全 社的 な効率 化に

取 り組んでい る。その第1ス テ ップとして,31.1%の 不要文書 の廃棄

がおこなわれ,今 後,フ ァイ リングシステ ムの確 立,マ イ クロフィルム

化 の推 進,会 議 の効率化,文 書 ・資料の配布 先見 直 し,さ らに事務機器

利用の拡大を実行 に移 し,ナ フィスの生 産性 向上 を めざしてい る。

事務習慣 を急 激に変 えられない こと,社 員の意識 変革には時間が必要

な こと。実用効 果の高い機器が 少ない こと,な どの理由か らOA機 器の
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利用は まだ一部に過 ぎない が,オ フィス業 務 効率化のた めのシステムを

構築す る事務基盤 を整備 しつつ 今後は,最 も効率的 なシステム構 築 に向

けて,慎 重 に アプローチ してい こ うと してい る。(要 約)」 『事務 と経

営』1982年3月 。

オ フ ィスにおける事務作業の合 理化 と生産性の向上は,コ ンピュータを

は じめOA機 器の組合せ による適切 な情報処理 システムの活用によ って進

め られ るが,し か し,こ こで,つ ね に留意 して おかな くてはな らない こと

は,オ フィスあ るいは企業は結局,情 報を媒介 としてつ なが る人間の組織

で あるとい うことで ある。
o

よ り効 率 的 な オ フ ィス シ ステ ムない しは作 業 処 理 シ ステ ムの設 計,構 築,

運 営 に あ た って,人 間集 団の活 力 が刺 激 され,生 か され る よ うにOAが 展

開 され る こ とが 肝要 で あ る。

次 の文 章 は,こ の点 を的 確 に述 べ てい る。

「オフィス の コ ン ピ ュー タ化 は,同 じ手 順 で 画 一 的 に 処理 ので き る もの

が 優 先 的 に行 わ れ,ユ ーザ ー寄 りの ロー カル な特 殊 的,特 異的 な 仕事 お

よび 言 葉 や 文章 で な けれ ぼ 表 わ す こ とので き ない対 象の 部 分 が 残 され て

い る。OAの 基 本 とは,数 値 で置 き換 える こ とので きない 部分 を,コ ン

ピ ュ ー タ化す る こ とで あ る。 今 後 は,ロ ー カル ・デ ー タ ・プ ロセシ ング

とOAに よ り一 層,力 が 注入 され てい く と考 え られ る。

ロー カル ・デ ー タ ・プ ロセ シ ン グの極 限 は,パ ソコ ンを用 い て,ユ ー

ザ ーの 参 加 を 得 て,コ ンピ ュー タ化 してい くこ とで あ り,OAを 進 め て

い く上 で 必 要 な のが,ワ ー ドプ ロセ ッサ の 助 けで あ る。OA .に よる コ

ン ピ ュー タ化 を進 め るこ とは,企 業 の構 成 員 の モ ラー ル を高 め活性 化 す

る方 向で あ り,そ れ ゆ え,情 報 処理 部 門 は単 な る コ ン ピ ュー タ利 用 の 専

門 家 集 団 か ら,企 業 の ノ ウハ ウ を固定 化 し,電 子 シス テ ム化 技 術 を縦 横

に 駆 使す る こ との で き る,高 度 の 専門 家 集 団へ と脱 皮 しな けれ ぼ な らな

い 。 そ うす る こ とに よ って,情 報 シ ス テ ム部 門 は,コ ンピ ュータ利 用 を
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媒介 として,ユ ーザ ー部門 に創造の場 を提供する ことが可能 とな り,こ

れが,ひ い ては 企業の活力の増大に寄 与す ることにな る。 また,情 報 処

理部 門 自身も,ノ ウハ ウの固定化,電 子 システム化の過程 を通 して,新

しい ノウハウの創造に参画 し,自 か らの向上 に努力すべ きで ある。 これ

らの努 力の上に,ユ ーザ ー部門 との緊密な協 力体制が実現すれば,オ フ

ィスの生産性はおのずか ら向上する こととな る。

OAを 多面体 にた とえる と,① 事務の効率化 ・省力化 の達 成,② 従 来

の デー タ ・プロセシ ングの欠陥 を補 うもの,③ トータルなオ フィス ・シ

ステ ムの構築,④ 企業の情報対応力の強化,⑤ 事務所 空間の効率 向上,
9

⑥事務 業務の組織面か らの改革 とい った6つ の面 がある。 さらに6つ の

面で 囲まれた中央に最 も大事なOAの 核 にな る部分がある。大 勢の人間

がお互い に協力 し合 って,何 か1つ の仕事 を達成す るのが企業で あ り,

オ フ ィスであることか ら,こ うした根幹 とな る仕事 を電子化 し,効 率を

高 めることがOAの 中心 に据 えられ るべ きで ある。r書 く」 とい う作業

の生産性が特に悪い こと,ま た,日 本の 企業 内での ビジネ スの過程が記

録 に残 りに くい ことなどか ら,日 本 語 ワー ドプ ロセ ッサ と電 子 フ ァ

イ ルをOAの 中核 と して活用すれ ぼ,日 本の産業 に とって,多 大 の利益

をもた らすで あろ う。最後 に情 報 システ ム部 門の果たす役割の二重 性を

あげてお く。1つ は全社的な オフィスの生産性 向上 プロジェ ク トの プロ

モータと しての役割で あ り,も う1つ は,情 報 システム部 門それ 自身が

オ フィス部 門で ある ところか ら生ず る,実 験 オ フィスとしての役割で あ

る。 情報処理 部門 こそは,オ フ ィスの生産性 向上 を実現す るための能力

と経 験を十 分に備 えた技術専門集 団で ある。情報 処理部門の活動 な くし

ては,オ フィスの革新 は実現 しえない。(要 約)」 安達 寛(ソ ニー㈱

コ ンピュータ部)「IBMREVIEW87号 』1982年
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2.ろOAの 部分的導 入事 例 とその効果

以下,OAの 部分 的導 入のあ り方 とその実際の効 果等 につい て若 干の事例

を紹介 しなが ら展望 してみ ることに しよう。

OAの 展開には,前 述 したよ うに,OA機 器の単体の導入,組 織 内におけ

るネ ッ トワークシ ステ ムの形 成,社 会的な通信 ネ ッ トワー クの構築な どとつ

づ く,い わぼ発展段階が考 えられるが,こ こで 「部分的導 入 」としたのは,

その初期 的段階で あるOA機 器の単体 と しての導入の実態 とその効果 を概観

してみ たい とい うことで ある。

まず は じめに,近 年,急 速 に普及 した代表的 なOA機 器 であ る,パ ソコン

や ワープロの導入事例を若干紹介 しよ う。

■

〈 ㈱ ライ オ ソ ー パソコンの導 入事例 〉

〈導 入の経緯 〉

まず,販 売計 画の担 当者が1974年 頃か らパ ソコンを販売計 画に利 用した。

そ の成 果を物流 と生産の計 画担 当者が聞き利用す るように な った。 ここで

は従来は,6人 で2週 間かか ってい たものを2人 で3日 間でで きるようにな

った。

パ ソコン導入の第1歩 は プログラム教育であ る。 当社 では ,.既 に340名

程が研修 を うけた。 この研修は難 か しい ものを対 象す るのではな く,事 務の

ニーズに合 うもの を勉強す る。研修の結果 ,あ る程度の適,不 適がある こと

がわか り,ま た 思わぬ人が頭角 を現わ した りした。次に上 司の理解 と協力を

得るために,PR活 動 を重視 した。 また同社では,オ ープ ンプ ログラマー制

に して,現 場の ニーズに合 うプ ログラム開発 を 目指 してい る。

<パ ソコンの適用範 囲>
Pianning

① 計 画 企 画 業 務D・cument。ti。n45%
29%

② 分 析 業 務Analy・is14%
Retrieval

③ 小規模 な事務 作業10%パ ソコンの適用業務
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〈パ ソコ ンの導 入 状 況 〉

① 現 在200名 程度 の者が使用 しW・ る。

② 持 ち運 び が で き る機 種FINEMATRIXTABLE
7%

③ 同 一機 種 を 購 入す るよ うにしている。

〈導 入 効 果>ILLUSTRATION
8%

①381件 の仕事が システム化された。
SYSTEMATIZATIONNOMISS

②3,840時 間/月 の 省 力 化9%23%

③ パ ソ コン を得 て潜 在 的 な才能 が 開 花 しSIMULATION11%

た 人 が 出て き た 。 周 囲 の 人の 評 価 も高 ま パ ソコ ンの 質的 効 果

り,本 人 も生 き生 き してい る。

玉生弘昌(ラ イオ ン㈱ システム開発部主任)

r事 務 と経営 』1981年8月

〈三井造船㈱一英文 ワー プロ導入事例 とその効果 〉

〈導入の 背景〉

売上げに 占める輸 出比率の高い当社では,多 部門で多量の英文文書 が作成

され る。 従来は これ らの文書を社内の専門の タイ ピス トに依頼するか,外 注

す るか して,処 理 してい た。

① タイピス トに依 頼 した り,外 注 を使 うと タイ ム リーな納期要求 に応 えに

くい。

② ミスや修正のつ ど再 タイプ し,全 文チ ェ ックし直 さなけれぼ ならず,二

重 チ ェックの作業 が生 じ,生 産性が悪い。

③ 依 頼す る時は,内 容が完成 されていなければ な らず,納 期が限 られてい

るものは,タ イ プ作業 が極度に集中 して しまい,タ イピス トの作業負荷が

増大す る。

〈導入状 況〉

東芝製英文 ワー ドプロセ ッサ ーEW-100を 全社 に12台 設置 した。
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,

誰で も使 えるよ うに とオープンスペースに設置 されW・ て,稼 働率は81.3%,

利用人 員1日 平均17人 と幅広 く活 用 されてい る。

〈導入の効果〉

① 文 書作成費 用の節減

ワー プロの文書作成 コス ト={端 末賃借料+人 件費+諸 経費}÷ 文書 作

成 量→ 従来のタイプ費 用に比 べ4割 強の コス ト節減 にな ってい る。

② 文 書作成時 間の短縮

従 来 の タイ プ委託 に比 べ ・一 ン アラ ウ ン ド ・・イ ムが 約 丁 にな った.

③ 文 書の品質 ・精度の 向上

④ 文書 の標準化

ワー プロに完成 文書が登録 され るに伴い,文 書の書式な どの標 準化 が促

進 されつつ ある。

市川 明夫,新 川紘爾,由 良 徹(三 井 造船千葉製鉄 所)

『事務管 理 』22巻2号

φ

θ

〈㈱味の素一 パ ソコン,ワ ープロ等導入の効果〉

パ ソコン,ワ ー プPな どのOAツ ールを取 り入れ ると,仕 事の精度や スピー

ドが あが り,そ れ に ともない 残業時 間が大 幅に減 った。 また,社 内流通文書 の

統 一化が はか られた,な どの具体 的効果が 出た。 しか し,OAを 導入 した以前

と以後 との 比較 においては人は減 ってい ない。

女 子社 員 とOAの 係わ りは非常 に密接 にな った。OAツ ールは男子社員 よ り

女子社 員の方が 扱 う頻度がず っと高い。 また,従 来女子社員が 手作業 でや って

い た計算,書 き写 しなどをOAツ ールがや って くれ るわけで ,彼 女達 も余 った

時間 に企 画立案や調査 な どの 判断業務 に加わ るようにな ってきた。つ ま り,作

業が効率的に な った反面,責 任度がかな り増 した とい える。

保志 尚(味 の素㈱ システム流通部)

『事務管理 』22巻5号
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以上 の3つ の例示 か らもうかが われ るように,パ ソコン,ワ ープ ロな どの

OA機 器導入 と活用の結果,少 くと も次の ような効果が 観察 され るとい えよ

う。

① 事務処理ス ピー ドの向上

② 事務処理業 務の精度の 向上

③ 余 った時 間を よ り創造的な仕 事,判 断力を要する仕事 あるいは責任度の

重い仕事にふ り向ける余地が発生する。

これ らの効果は,い いか えれ ぼ,事 務活動 におけ る能率を高 め,か つ サー

ビスの質 を向上 させ るが,そ の ことはOA導 入企業における雇用の 削減 とい

う結果 をもた らしてはいない。 た しかに,能 率 の向上による時間的,人 的余

裕が発生 してい るが,そ れは新 しいサ ー ビスそ して 内容の異 なるよ り高度な

業務 を行 うことで吸収 されてい る。

、

⑱

次 に,こ こ数年,小 売業等の分野で急速 に普及す るよ うになったPOS導

入の実 態 および効果 等につい てみ よ う。POSは 販売時点情報 管理 システム

と呼ばれ,経 営管理 の情報源を企 業活動の 末端の販売 取引,そ の発生時点か

ら捉 えよ うとす る小売業むけの コンピュータ利用 システムである。 その メ リ

ッ トはハ ー ド面でい えぼ,① 操 作の誘 導や 自動登録に よる販売業務の省 力化,

②教育期間の短縮や パー ト化比 率 の拡大,③ 漢 字,カ ナの品名,印 字 レシー

トや迅 速かつ正確 な会計 によるサ ー ビスの 向上,④ ター ミナルの広域 カバー

や,迅 速会計 に よる レジ台数 の削 減および売場の有効利用,⑤ 集計業務や監

査業務,報 告業務 な どの省力化,⑥EDP入 力の省力化 と処理効率 の向上な

どが あげ られ る一 方,ソ フ ト面では,① 営業情報か らは売場品番担 当者の迅

速 ・的確 な アクシ ュン,適 正な人 員配置,② 単品別売上情報か らは売れ筋属

性(た とえば,色,柄,サ イズ,価 格帯 など)に 基づいた品揃 えや 商品開発,

③会計情 報か らは監査精 度の 向上や 正確 なバラ ンシ ング,資 金 運営の効率化,

④人事情報か らは能力 ・貢献度の客観的 な評価 と適正な教育 ・指導,⑤ 顧客

●
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情 報 か らは 買 替需 要 や 嗜 好,信 用状 態 に 応 じた 販 促や 取 引 コ ン トロー ル な ど

が 可 能 とな る,等 々の メ リ ッ トが あ る と され る。
β

●

〈天満屋 ス トアー ノーダウ ンPOS導 入事 例〉

食 品 と日用雑貨の部 門のモ ジ ュラー型 スキ ャニングシステムの効果 として,

1.5倍 近い売上 ・客数が さば ける,② 特に2人 制の もとで3倍 近い売上 ・客数

が さばける,③ レーン数 の削減 で売場の活用面積が他店 よ りはるかに広 くなっ

た,④ チ ェッカーの教育が スキ ャニング操作や開店 ・閉店時の操 作,離 席操作

をすべて合わせて も1時 間余 りで済む,⑤ 曜 日,時 間帯別の来客 パター ンの把

握 によ り,効 率的 な人員配 置 とパー ト化 が計画できる。⑥お客 の評価 が極 めて

高 く口込み によって集客 力が 加速度的 に高 まった。

有光 一彦(日 本NCR)r事 務 と経営 』1982年11月

,

〈㈱ レ リア ンー全店POSネ ットワー ク稼働の効 果 〉

機械化後の メ リッ トとして,店 舗 における事務作業 がほとん どな くな り,毎

日,10分 程 度のPOS端 末機 の操作だけでよい,本 社への売上 ・在庫状 況を

電話な どで報告す る必要がな くな った,客 が希望す る商品の問い合わせに対 し,

即時 の うちに本社 よ り回答があ るので待たず にすむ ようにな った,毎 日の デー

タをMARK皿 に送信直後,POS端 末機に 日報が打出され る,棚 卸時,商 品

を部門別に分 ける必要 もな く商 品の配置順 にPOS端 末機を入 力すれば よく,

平均1時 間半 ～2時 間半程 度で棚卸が終了す る,POS端 末機の操作が容 易な

た め,新 入社員でも簡単に操作 できる,原 始伝票のチ ェ ック,集 計,検 算 の人

手 が大幅に削減 された,企 画室 ・営業部 ・商品管理部な ど各部門の レベルで必

要 とす る管理資料が入手で きるなどがあげ られてい る。

三浦隆雄(レ リアソ㈱ 商品管 理部長)

r事 務 と経営 』1979年10月
'
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〈 ガ ソ リ ン ・ス テ ー シ ョンーPOS導 入 事 例 〉

顧 客 の た め に磁 気 カー ドを作 成 し,カ ー ドシ ステ ム ・POSタ ー ミナ ル ・コ

ン ピ ュー タシ ス テ ム ・日石 ク レジ ッ トシス テ ムをつ な い だ 日石POSシ ス テム

を導 入す る こ とに よ って,事 務 合理 化及 び 販売 促 進 を 目的 とした機 械 化 を図 っ

た。 導 入 の 効 果 と して,事 務 は大 幅 に簡 素 化 され,時 間 的 な ロスや ミスが な く

な り,ま た,事 務 作 業 の 省 力化 に よ って キ メ細 か な サ ー ビスが可 能 とな る。

今後 は,現 金 固定 客 の増 加 を 目標 とす る プ ロ ックイ ンフ ォーメ ー シ ・ ンや よ

り一 層 経理 的 な意 味 づ けを した シ ス テ ムの 活 用 に よ って,充 実 した 管 理 を実 現

し よ うと してい る。

中 野 新(㈱ 鶴 岡 日石)

r事 務 と経 営 』1979年10月

q

◎

これ らの事例か らもわか る ように,POSの 場合には,

① 売上げ処理 接客作業の 効率化

② 売上げ,在 庫 等基礎 データの報告,連 絡等の即時化に よる効率化

③ 棚卸作業 の効率 化

④ 管理 データの把握 の効率化

⑤ サ ービスの量 ・質の向上

などの メ リッ トが ある。 こ うした効率化 による作業当 り投入時間の短縮は,

よ り質の高いサ ー ビスを展開す る余地 を生んでお り,こ れ までの ところ,雇

用 量の削減 と してあ らわれ て きてはいない 。

さらに,OCR,音 声認識装置,色 外端末機等の利 用事例につい てふれて

お こう。

〈長崎屋一 配送 セ ンターにお けるOA.化 〉

<導 入状況>OCR(光 学文字読取)の 仕分機 と54年1月 か らは,音 声認

識 入力装置 を導 入
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'

〈導 入効果〉

① 時 間あた りの処理個数 の増大 による残業時 間の減少

②2人 の組作 業が1人 にな った ところに よる人件費の低減

③ 情 報処理の 自動 化に よる事 務費用の低 減

④ 仕分け ミスの減 少

⑤ コス トダウ ン効果

(年 間)

男子 正社 員減 員3人 ×300万=900(万 円)

残 業の減少3,000時 間450万 円 合計1,350万 円

1,350万 円の コス トダウ ンは音声入 力装置 に限定 したもので,全 体では,

4,500万 円の コス トダウンが1年 間に達成できた。

しか し,音 声認識 入力装置 は最低1人 の人 間を必要 とし,OCRの ように無

人化の可能性 はない。 人間の能 力を高 め るもの と考 えるべ きであ る。

鈴木 準(長 崎屋 システ ム本部)

r事 務 と経営 』1980年10月

■

〈静 岡信用金庫一銀行 にお ける アウ ト ・ドア端末の活用〉

携 帯性に優 れ,ア ウ トドア環境対応能力 に富 む専用端末装置 を利用 した シス

テ ムを稼働 させ,営 業活動の効率化 を図 ろ うとしてい る。経済環境 の変化,顧

客 ニーズの多様化,得 意 先係の効率化 と営業管理 の必要性,新 時 代顧客管理の

必要性等 とい う時代の背景にい ち早 く対応す ることが望 まれ,得 意先係の帰店

後の事務 処理の省 力化,端 末機 オペ レーターの省力化,現 金処理の堅 ・確実化,

「仮証発行 」 「通帳預 り入金」の処理の合理化,セ ールス機能の 向上 ,ダ ウン

時 ・ピー ク時 のオ フライ ン端末機 と しての使 用等 とい った メ リッ トで ある。

杉浦芳 幸(キ ャノ ン販売)

r事 務 と経営 』1982年11月
'
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2.40Aに よる組織 内事務処 理体 制の システム化

OAに よる各種事務処理の機械化,自 動化の可能性の拡大は,こ れ らの複数

の機器 を組 合せ,か つ単一職場 では な く関連する他部門との連繋を進めつつ,

企 業組織 内の事務処理機構全体の システ ム化へ とOAを 発展 させ る。 また,こ

の ような発展な くしてはOAに よる事務処理の 本格的な効率化は望み えない。

以下.こ の ような企業組織 内の統 合 され た事務 処理 システ ムが,具 体的 には

どのよ うなつ くりにな ってお り,ど の よ うな機能 を演 じ,そ して どの よ うな効

果が あるか,と い った点を,若 干の事例を紹 介 しつつ展望 してみたい と思 う。

「

4

〈 日産自動車一 輸 出経理 システム(TEAM)〉

日産の輸 出経 理部門で行われ てい る 「新輸出経理 システム=ト ー タル ・イ ク

スポー ト・アカウティソグ・アンド マネジメン ト・システム(略 称=TEAMS)」

は輸 出契約か ら代金 回収に至 るすべての過程を網羅す る膨 大なシステム,そ の

範 囲は輸出営 業部門か ら経理 ・財務部門,輸 出業務部門にまで達す る。TEA-

MSを 導入 した要 因は,こ こ数年 間の急激 な輸 出増加に伴 う事務処理量 の増大

に対処す るため,輸 出量の増 大 と取引 き条 件の多様化によ って業務水準の低下

とい う問題が発生 して きたわけであ る。 問題点解決の基 本的 な考 え方 と して①

事務 処理の迅速 化,② タイム リーな情報把握を可能 にすること,③ 管理 を一元

化す ることに より,業 務水準の向上をはかることの三点 がある。

TEAMSの 導入に より,上 の問 題点 に効果があ らわれ た,経 理部,財 務部,

輸 出業務部及び横浜輸送の4部 門を含 めて,月 間約17人 相当分 の業務処理能

力 の増大が図 られた。 また,か っての残業 に次 ぐ残業 とい った状態が解消 され

た。 今後,同 社 では,フ ロ ッピーデス クを活用 し,社 内各 部門の デー ター元化

を図 り,部 門 ごとに分散処理を しなが ら集約 して統轄管理がで きるような シス

テ ムづ くりを 目指す ことにしてい る。『事務管理』VOL20,N().9別 冊
●
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β

,

<伊 藤 忠 商事 一 統一 基 本 シ ス テ ム(COSMICS)

伊 藤 忠商 事 の 情報 シ ス テ ムの 基 本構 図は,ま ず 軸 に全社 的 な統 一 基 本 シ ステ

ム(COSMICS)が あ り,そ こか ら鉄 鋼,機 械 ,化 学 品 な どの7つ の 部 門 別

シ ス テ ムが オ ンライ ンで 結 ば れ ,こ の部 門 別 シス テ ムには さ らに 細 分 化 され た

業 務別 シ ステ ムがつ な が っ てい て,そ の中 の い くつ か にOAが 組 み 込 まれ てい

る。 同社の シ ス テ ムは 目的 別 に,① 通 信 と コン ピ ュー タ との 結 合,② 省 力 化,

コ ン ト・一 ル の 自動 化 に 分 かれ る。 ① で は そ れぞ れ の担 当者 が 相 互 に 知 識 を 交

換 し あ う 「知 的結 合 」 ともい うべ き もの で,通 信 の テ レ ックスの タイ プや デ ィ

ス プ レイ と コ ン ピ ュー タの デ ィ ス プ レイや ワー ドプ ロセ ッサ を 相互 に乗 り入 れ

る とい うもの 。 これ で時 間労 力 の節 約,間 違 い を減 らす とい った 点で 大 きな 力

を発 揮。 将 来 的 には言 語 情報 と計 数 情 報 の 回線 を 共 用 化 させ,さ らに 一 体 化 さ

せ てい く考 え。 ②で は,人 間 が 判 断 し てい る一 部 分 を機 械 にや らせ よ うとい う

もの で,具 体 例 と して,部 門単 位 の シ ス テ ムの オ ン ライ ン化,又,ペ ーパ ー レ

ス化 と して旭 化 成,東 洋 紡 な どを企 業 間 シ ス テ ム ネ ッ トワー クを確 立 し,個 々

の 契 約書,請 求 書 を全 く不用 と してい る。

しか し,同 社 は,OAが 万 能 とは考 えず,学 生 時代,文 字 だ け で 育 って きた

50歳 台の 人 達 には 決 して最 新 のOA利 用 は無 理強 い させ てい な い 。

『事 務管 理』VOL.20.No.9別 冊

く住 友 銀 行一 〇Aシ ス テ ムの 展 開 〉

住 友 銀 行 で は,事 務 管 理 部 が,① 全 社 的な コ ン ピ ュー タ シ ス テ ム,② 本 店事

務 処理,③ 支 店事 務 処 理 の 三 分 野 を一 括管 理 してい るた め,OAは 事 務機 械 化

の 一 環 に過 ぎ ない とい う独 自の 視 野 を もつ。

機 械 化 の あ ゆみ,S.25.IBM統 計 会計機採 用,S.26.電 動 会 計機 の大 量 導

入 とテ レフ ァ ックスの 採 用,S.35.業 界 初 の 第1号 電 子計 算 機 設 置,S.37.

大 阪 に第一 事務 セ ンタ ー開 設,事 務 の集 中化 始 ま る,S.38.全 店 テ レタ イ プ

網 完 成,S.41.東 京 事 務 セ ンター 開設,S.42.第 一 次 総 合 オ ン ライ ンシ ス

テ ムが ス タ ー ト,銀 行 の 経 理 シ ス テ ムその もの,銀 行 の企 業 経 営 その もの をオ
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ンライ ン化,こ れ に よ って 顧 客 ニ ーズへ の敏 速 な対 応 とい った サ ー ビス上 の メ

リッ トの ほか,顧 客 情 報 フ ァイル(CIF)が 大 幅 に整 備 され る こ とと な る。

これ で 総勘 定元帳 は 大 き く合 理 化 され,支 店 業 務 につ き ま と う記 帳 計算 もそ

の ほ とん どが コ ン ピ ュー ター に委 ね られ る。S.43.カ ー ド預 金 発足,S.46.

経 営情 報 シス テ ム(MIS)が 導 入,S.48.全 店 の オ ンラ イ ン網 が完 成,S.

50.NCR,NEAC(日 本 電 気)IBM各 コ ンピ ュ ー ター の大 容量 化 に と りか

か る。S.51.第2次 総 合 オ ン ライ ンへ 全 店移 行,こ れ で 従 来 のCIFを さ ら

に 高度 加工 した 顧 客 別 フ ァイ ルの 全 面採 用 と顧 客 別 元 帳 へ の 統 一 とな る。

ハ ー ド面 では ,シ ス テ ムの 多 重 的 な能 力 ア ップと信 頼 性 向上 に よる"ノ ー ダ

ウ ンシス テ ム化"具 体 的 には,オ ンライ ン現 金 自動 支払 い 機(CD),現 金 自

動 預 金 機(AD),現 金 自動 サ ー ビス機(ATM)大 量 設 置,そ れに 各支 店 へ

の ミニ コ ン導 入 と デ ィス プ レイ装 置 の普 及が あ る。

この支 店事 務 合 理 化 の最 も新 しい 試み は,今 里支 店 今 里 駅 前 特 別出 張 所 にみ

られ,セ ミ ・ロボ ッ ト ・テ ラ ー ・シス テ ム,オ ンライ ン ・オ ー ト ・キ ャ ッシ ャ,

ポ ス ト窓 口,マ ーチ ャ ソ ト ・カ ウ ンター とい った 自動化 装 置 が ズ ラ リと並 び,

無 人 店 舗 実現 へ さ らに 一 歩 踏 み 出 してい る。

又,第2次 総 合 オ ン ライ ンの 信 頼 性 を保 障 し,安 全 を二 重,三 重 に守 る もの

と して"ノ ー ダウ ン シス テ ムが あ り,中 央 コ ンピ ュー タ ーや デー タ フ ァイ ルを

複 数 化,中 央 コ ン ピ ュー タ ー と各 支 店 の ミニ コ ンを 直 列 に結 ん だ ル ー プ回線 方

式,各 ミニ コ ンにつ な が る端 末 もそ れ ぞれ 複数 化 してい る。

「事 務 管理 』VOL.20.N・ ・9別 冊

■

〈第一製 版㈱一製版工程管理 システム〉

得意先,関 係者に納期 に関す る情報を少 しで も早 くフ ィー ドバ ックすること,

また社 内的には,進 行業務 を迅速 ・正確に行 ない,十 分 な作業 指示 を行な うこ

とを考 え,オ フコンを利用 した工程管理情報 システムの導入を実 施 した。

システムを活用す ることに より各現場 では,無 意識の うちに作業改善がな さ

曹
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れ,標 準化 を行 ない,結 果的に生産性 の向上 に結びついてゆ く。今後は,工 程

管理情報 システムについ て完全 な活用を図るこ とは もちろん,新 機 材な どの導

入 によるライ ン変更 に対応す ることができる幅広い システ ムを構築 し,生 産管

理全般,さ らには一般事務処理について も,管 理情報システムを活 用し,事 務

効率の向上 を図 る予定である。

戸田光雄(第 一 製版管理部)

r事 務 と経営 』1982年10月

〈川崎 製 鉄 一 光 ネ ッ トワー ク導 入 〉

コン ピ ュ ー タの 処 理分 野 は ,販 売 ・生 産管 理,資 金,購 売,経 理,人 事 ・労

働 を は じめ と して,エ ンジ ニ ア リン グや 技 術 計算 に 至 るま で,多 岐 の 業務 に ま

た が ってお り,将 来 のOA化 の 時代 に は,高 速 ・高 品質 の ネ ッ トワー ク回 線 網

が 不 可欠 で あ る こ と な どの 様 々 な理 由 か ら本 社 ビルで の光 デー タ ・ハ イ ウ ェイ

・シス テ ムの採 用 に踏 み き った
。 コ ンピ ュー タを 介 して有 機 的 に 結 合す る新 し

い オ フ ィス ・シ ステ ムは光 通 信 技 術 を 中心 に発 展 す るで あ ろ う と予 想 され る。

金 属 ケー ブ ルに比 べて 費 用 は 約2倍 とな っ てい るが,専 用 回路 増 の抑 止 効 果

や 端 末 装置 の 増設 に 対す る容 易性,光 通 信 技 術 の 将来 性 な どを考 え ると,総 合

的 に は 光 デー タ ・ハ イ ウ ェイ ・シス テ ムに 優 位 性 が あ ると考 えられ る。

黒 木 晴 生(川 崎 製 鉄 シ ス テム部)

rコ ン ピ ュー トピア 』1982年6月

〈 朝 日新 聞 社－NELSONシ ス テ ム〉

朝 日新 聞社 では,世 界 の最 先端 をい くコ ンピ ュー タ技 術 を総 合 して,「 電 子

と光 に よる新 聞づ く り」 を全 面 的 に開始 した 。

こ の総 合 シス テ ムの 中 心 部 は通 称 ネル ソ ン(NELSON;NewEditing

andLayoutSystemofNewspapers.)と 呼 ばれ る。

このNELSONの 効 果 と して あ らゆ る ケ ース で活 版 に劣 らぬ 機能 と速 度 を も
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つ ようにな った。特 に型の決 まった紙面を 自動 化 した効 果は大 き く,カ ッ ト見

出 しの作成,紙 面 イメ ージの電子的直送な どは中間工程が簡略で き速報性 の点

で有利 とな った。

また,各 部門での 自動化 と処理の高速化で計 算上 は数百 人の配置転換が行わ

れ た。入力部門や システ ム開発部門への増強 も含 まれ るが,同 時 に作業量増大

を吸収 してきたので かな りの 省力化 とみ られ てい る。

製作現場が工場のイメ ージか らオ フィスの姿に変わ ったテ レビ操作への違和

感 は意外に少なか った。む しろ,編 集陣と同一 フロアに座 る信頼感が労働意欲

を生 産性 の向上 にもつなが ってい る。

長谷川敏郎(朝 日新聞社製作 本部)

'r事 務 と経営 』1981年4
,5月

■

〈 日本 ユ ニバ ックー 人 事 情報 シス テ ム(EIS)〉

同社 で は,総 合的 な 経 営 情 報 シ ス テ ムUNIMISの うち,人 事 情 報 シス テ ム

と して,EIS(EmployeInformationSystem)を 開 発,採 用 してい る。

(目 的)「 企 業 組 織 の 力 を最 大 限 に発 揮 させ るた め に個 人 の 能 力 をい か に

活 用す れ ば よい か,と い う問題 に対 す るキ メ細か い 情 報 を 提供 する」

こ と。

(構 造)6つ の サ ブシ ス テ ム

a人 事 情 報 シ ス テ ム… 属 人 デ ー タを 蓄積 し,必 要 に 応 じて 供 給す

る,中 心 。

b出 退 勤 管 理 シス テ ム… 月例 給与 計 算 の トラ ンザ ク シ ョンと して

処 理 され る と ともに 現場 での 労務 管 理 用

資 料 とな る。

c給 与 関 連 シ ステ ム

d人 件 費 モ デル … 前 期 経営 計 画 の立 案 に 際 して 必要 とす る 人事 部

関 連 の 予 測 値 を シ ミュ レー トす る こ とを 目的 と

毯

一266一



◆

■

e

f

す る。

技 能 管 理 シ ス テ ム… 各人 の(ソ フ トウ ェア)技 能 を把 握 し,不

足 してい る もの を教 育 に よ り育 成 す る とい

う 目的 に用い られ る。 社 内教 育 制 度 との 関

連 で重 要

マネ ジメ ン ト教 育 管 理 シ ステ ム… 役 職者 対 象 の マ ネ ジメ ン ト教

育 の た め。

(効 果)約10年 前 か らEISス ター トしてい る。

aオ ペ レーシ ョン ・ワー クは人事 台帳 データの管理組織変更,人

事異動の処理給与計 算研修 における受講歴管 理な どに顕著。10

人 以上 の削減効果。

b手 作業に よる計 算,デ ータ作成に時間,労 力を費や してい た人

事 部が ライ ンサ ー ビス,プ ランニ ング中心の前 向きな仕事 に転換。

r事 務 と経営 』1981年9月

〈住友商事一人事情報 システム(PIS)〉

・ 人事業務の コンピュー タ化 は,人 事業務 処理の効率化,省 力化を 目指す も

の である。 したが って,定 型大量 事務の処理 を対象に発 展 してきたが,あ る

程 度の段階 をす ぎる と,シ ステ ム全体 としての効率的な結合 を考 えねぼな ら

ない。

・ 人事 シス テム構築の上 で,人 事業務の以下 のよ うな特性 を考慮す る。

① 人事部門の側か らは1/nに す ぎない社員 とのつなが りが,社 員の側 か

らすれぼ あ くまで も1/1の 意味 をもつ。 したが って,公 平 かつ確実な情

報 処理が必要。

② 昇給,昇 格 など特定時期に集 中発生す る業務 が多い。

③ プライバシーの保護,ケ ア レス ミスの排除によって信頼性 を確保する必

要 有。
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④ 例 外 処 理 な どに 柔 軟 な対 応 をで きる よ うに す る。

した が って,今 後 は 人事 諸 制 度 の 連 携 とと もに,個 々人 レベ ル の キ メ細

か い 情 報管 理が 必 要 とな る。

・ 住 友 商 事の 人事 情 報 シ ステ ム(PIS)の 概 要 ,評 価

シ ス テ ムは,1本 の デ ー タベ ース を 中心 に 「業 務効 率 化 シス テ ム」 「情報

検 策 シ ステ ム」 の2つ か ら成 り立 ってい る。

S.50.年9月 開 発 以後,所 期 の 成果 は 達 成 した もの と評 価 され る。

①tt人 材 の機 能 開発 と活 用"を 目標 に,諸 制 度 の有 機 的 結 合 を はか った も

ので,現 在 の 資 格 ・給 与 ・考 課 ・異 動 ・研 修 の諸 制 度 は これ に伴 って 整備

された 。

② シ ス テ ム の中 心 に デー タ ・ベ ースを お い た こ とで,デ ー ダ管 理 の確 実 化,

一 般 担 当者 に も扱 え る とい った利点 が あ った
。

・③ 漢 字 プ リン トシ ス テ ム の導 入 で
,予 想 以上 の多 くの 手 作 業 を機 械 化す る

こ とが で きた 。 これ に よ って,二 重 三 重 の チ ェ ッ ク,書 き直 し負担 な どが

大 幅 に軽 減 され た。 た だ,現 状 では 漢 字用 の プ ロ グラ ム作 りに手数 と コス

トが か な りかか る,と い う問題 が あ る。

・ 今後 は,

① オ ン ライ ン化 を 進 め,効 率化 と目的 に応 じた デ ー タ利 用 を はか る。

◎ 数 値 的 な情 報 のみ な らず,キ メの細 か い 人 事 記録 とな る デー タベ ース を

開発す る。

③ 人 事 情 報 シス テ ムの 周 辺 を と りま く個 々の シ ス テ ムで,OA機 器 を活 用

す る。

とい った こ とが 課 題 とな る。

中川 恵 史(住 友 商 事 人 事 第 一部)

r事 務 と経 営 』1981年9月
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<日 本紙 業㈱一就業 情報管理のシステム化>

1976年 か らアマノ㈱ の 「ア レコデー タシ ステ ム」 を採用。

・ 勤 怠処理の煩雑を解消。

「ア レコ」を最初に導入 した芸 防工場で は,① 早出 ・残業 ・休 日出勤 な ど

の例外勤務につい て,2人 の守衛がチ ェ ックしていたもの を1人 減員す るこ

とが で きた。② また,基 礎 デー タが豊富 とな り,③ 月次の給与計算時 には2

人の人事課員が3日 間残業 して処理 していた基礎データを 「アレコ」にまか

せ るこ とができた。④1日 ご との処理が 自動 的に行われ るため,ど んな時で

も勤怠状況が把握 できるよ うにな った。

・ その成果を うけて,各 地の工場 と本社に共 通 し,両 者を体 系的に結びつ け

た 勤怠管理 シス テムが作 り上げ られた。最大の効 果は,人 手 と時 間のかかる

煩雑 な業務を総て解消す る点に あった。 この結果,① 勤怠情報 を様 々な角度

か ら収集 で きるよ うにな った。② 勤怠のチ ェックと基礎 データの処理が 正確

かつ飛躍的 に迅速 にな った。③人 員の削減が果た され,人 事部員の仕事 に剰

余 が生 じた ことで 控除関係な どに より力を注げ るようにな った。

・ 就 業管理のOA化 へ

「ア レコ」は勤怠管 理 システムの窓 口,す なわ ち基礎 データの収集部分 をO

A化 したもの。

今後,多 様な角度か らの分析 に活かす ことが できる。

例 えば,① 工 場の勤務交代 の理想的な形,② 最 も生 産性 の高い人員配置 と

組み替 え,③ 人事考課 の際 の,判 断材料の1つ とな り,又,④ 経営陣の意思

決定の資料 となる。

r事 務 と経営 』1981年9月
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2.50Aの 労働への影響

最後に,OAの 進展が雇 用労働や作業のあ り方 に対 して どの よ うな影響 をも

つ 可能性 があるか若干の点を指摘 したい。

(1)雇 用量への影 響

OAの 進展は これ までの ところ,雇 用を減 らす よ うな影響を生んでいな

い。 これは,OAの 発展段階が大多数 の企業 では,先 述の よ うに ,OA機

器単体 の導入の段階 に とどま ってお り,企 業組織全体 の構造変化を惹起す

るよ うな段 階に至 ってい ない こと,多 くの企業ではサー ビス需要の量 的拡

大,質 的高度化お よび多様化 に対応す る形でOAが 進 められて きた こ と,

な どに よるもの と考 えられ る。

実際,各 種の実態調査に よれば,こ れ までの初期的導入の段階では若干

で はあ るが,雇 用増の傾向す ら認 められ る。 これ は,OA機 器が有機的に

連結 した システムとな っていない ために事務処理の本格的な合理化 とは な

ってお らず,し か も,OA機 器 と人間 とのイ ンターフェイスが まだ充分効

果的 に形成 されてい ない ために,機 器の操作のために,か えって労働投入

がふ える場合があ ることが反映 され てい るもの と思われ る。 以下,雇 用へ

の影響 に関す る労働組合の2つ の調査結果の概要を参考のためにかかげて

お こ う。

1.)電 機労連 「電機産業の雇用 に関す る ア ンケー ト調査」(1981年7

月,回 答支部数49)に よればMEの 導入は直接的製造工程(半 数)

のみ ならず,開 発 ・設計,事 務 ・販売 ・サ ー ビス部門で も進んでい る。

(4割)

この雇用へ の影響 を以下 にまとめ る。

① 事業所全 体 を見 る と.否 定的影響が生 じてい るところは予 想外 に

少 ない。 圧倒 的多数 は変化 な く,1割 近 くは 雇用増 とな ってい る。

② 具体的影 響 を見る と,自 動化,省 力化機器の導入が最 も大 きなマ

イナスを もた らしてい るが,さ ほ ど大 きな影響で はない。逆 にマイ
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コ ン内蔵 品の生 産拡大や 設計 ・開発部門への マイコン導 入によ り,

雇 用に プラスの影響 もでてい る。(①,② の結果は前号の労働省,

通 産省調査 と共通)

③ また,今 後の 雇用への影響に対す る予想は,「 多少 な りとも雇用

減 」が2割 弱で,圧 倒的多数は 「変わ らない 」としてい る。 この要

因 としてはいわゆ る"日 本的雇用慣行"に 対す る信 頼度があげ られ

る。 雇用に対す る予想 とは異な り,労 働内容の変化は大 きくなると

3割 が予想 してい るのは このためである。

2.)一 方,全 金同盟 「メカ トロニクス生産設備及びOA機 器の導入 に伴

う雇用への影響 に関す る調査 」'(1982年3月,回 答数154社)

によれぼ,a.メ カ トロニクス の 生 産 設備 は約7割,b.OA機 器

は8割 以上の企 業が保有 してい る。

この調査では,1)よ りもさ らに立ち入 った質問 を行 ってい る。 結果

は以下 のとお りで ある。

① 雇 用(常 時労働 者)へ の影響を見ると,aの 導 入によ り製造部門

で人員減少,bの 導入によ り事務管理部 門では若干 の人員増が 生 じ

てい る。

②"省 力化"へ の 企業の対応は柔軟で,④ 雇用調整は少な く他部門

へ の配置転換が多い。(92.6%),◎ 技術者 も新卒者の企業内養成

が多い(82.9%)。

③a,bに 関す る専門職は29才 以下の若年が圧倒的多数を占め,

30～44才 が限界 ゾー ンと思われ る。45才 以上 では激減 してい る。

④ 組合幹部の評価 によれば,一 般組員の中で明確 な拒否反応 はわず

か で,約 半数 は肯定的であ る。

⑤ 自由記入法に よる組合幹部の評価を見 ると,一 つ のポイ ン トとし

て,中 高年齢 層におい ては仕事への適応力が鈍 化 し,疲 労 ・ス トレ

スか らの回復 の遅れが あることが指摘 される。
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⑥ 労 組 と して,個 人企業 レベルで今後 どの ように対応 しようとして

い るかを 自由記入法 によ って見 ると以下の ようで ある。

④ 職能 給体系の見直 し必要

@余 剰人 員の配置転換

◎ 高齢 者の能 力再開発

◎ 職場 環境改善 のた めに ロボ ットを積極的に導 入する。

㊤ 新規 事業 の拡大 によ り雇用確保をはかる。

6予 想 され る交代制へ対 処す る。

㊦ 企 業内教育訓練,安 全衛生面 に対す る体制 が充分機 能す るよう

にす る。

⑦ 雇用確保,配 置転換,職 種転換等 の問題 について具体的に取 り

組む。

⑨ 労使協議会 を活用す る。

な ど。

これ までの と ころは,以 上 の ように,OAの 雇用量への マイナスの効果

は ほ とん ど見 られ そい ない が,OAの 発展が第2段 階 に入 り,企 業組織内

にお け るOAシ ステ ム化が進み,か つ,も し情報 サ ービス需要が伸び悩む

こ とになれば,マ イナスの効果は顕在化す る可能性 がないわけではない。

ただ し,そ の場合で も,そ れが失業 として顕 在す る とは限 らない。 なぜ

なら,労 働サ ー ビスの実質的単価が下が った り,あ るいは不完全就業 とな

って,事 実上の ワー クシ ェア リングの形で吸収 され る可能性 があ るか らで

ある。 いずれに して も,雇 用の量 もしくは水準への影響 はOAの 対象 とな

る情報 産業部門 に対す るサ ー ビス需要 の量 に基 本的には依存するのであ る。

(2)雇 用の 内容,配 分への影 響

雇用総量への影響は微妙であ るとして も,そ の中味を見 るとかな り大 き

な影響が 出る可能性 があ り,実 際,そ うした影響は多 くの側面で散見 され

る。
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ひ とつは,中 高年層への影 響で あ る。OA機 器の導入が比較 的最近の こ

とで あることやそ うした技術革新へ の順応 な若年者の方が速い ことな ど

か ら,中 高年層の適応 は比較 的遅れ てお り,企 業 も適応の強制 は避ける

傾 向が ある。 このため,OA化 が進むなかで,中 高年 層の雇用は相対的

に困難 となる可能性 がある。

い まひとつは,女 子への影 響で ある。OA機 器は不熟練女子労働者が

担 当 してきた定型的反復的事 務作 業を代替す る傾 向が強い。 したが って,

このよ うな作業の省力化は高卒 あ るいは 中卒の女子単純事務作業 者の雇

用 を直接減 らして ゆ く傾 向があ る。 多 くの企 業はOA化 の進展に ともな

い 既 に雇用 してい る女子事務作業者 には新たな仕事を与 える形 で適応 を

はか ってい るが,こ の タイプの労働 力の新規の採用は控 えてい るために,

労 働力 の構成は変化 しつつ ある。

さらに,以 上 のよ うな労働 力構成の変化や仕事の配分の変化 の過程で,

配置 転換が行われ ることになるが,そ れ にと もな うさまざまな問題 が発

生 してい る。

(3)技 術者の 不足 と養成

OA化 の進展 にともな って,ソ フ トウェア関連の技術者の不足が 目立

ってい る。企業間では技術者の引抜 きが活発化 してい る。 また,引 抜 き

で な くとも,こ れ ら技術者の移動は盛んに行われ てい る。 これ らの技術

者の 多 くは企業内の職場 訓練(も しくは経験)に よって実地 に育て られ

る場合が多い。大学や 一般の教育機関,な らびに公的,私 的な職業 訓練

機 関で もい わゆ るマイコン教育 をつ うじて ソフ トウェア関連技術者の養

成 に力 を入れだしてい るが,技 術者需要の急速な拡大 に対 して供給は遅

れ がちであ り,教 育訓練体制 の拡充が望 まれ る。

(日 本情報処理開発協会rマ イ クロコンピ ューターシステム技 術者教

育の現状 と課題 』1982年3月)。

(4)雇 用形態 の労働時間編成 の多様化
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OA化 の進展 とデータ通信 ネ ッ トワークの 自由化 ならびに拡充を背景 と

して,雇 用の形 態 も多様化す る可能性 があ る。 ひとつ は,在 宅勤務が特定

の職 務につい ては,実 現する条 件がでてきた とい うことで ある。 この よう

な勤務形態は と りわけ身体 障害者 や幼児を もつ 主婦な ど通勤の固難な人 々

に と っては 適 してお り,こ れ らの人 々のもつ生 産的能力を活用で きるとい

う意味で も有益で ある。OA化 の下で,一 定の技能を要す る標準化 された

仕事あ るいは マニ ュアルにな じみ 易い操作的な仕事は,ま す ます パー トタ

イ ム労働にまか され るようになる。 それ にともな って,労 働時間の編成は

複 雑になる。すなわ ち,シ ステムの稼働時間は,経 済効率 を高めるた めに

長 くな る傾 向が あるが,そ の操作のた めに配置 され る労働者の労働時間は

短 く,短 時間労働の複雑な組合せに よる継続的 稼働が ます ます一般化す る

で あろ う。

(5)労 働 内容へ の諸影響

OAの 進展は労働 内容を多様 に分化 させてゆ く。伝統的な定型 的事務作

業 は,機 械化 による 自動化 が進み,比 較 的単純 な操 作的作業 とな る。機器

操 作作業への 適応やそ うした技能の習得には時 間と努力を要する し,ま た,

VDT操 作に よる特殊 な疲労等 はあ るが,労 働 内容その ものは単純 化 され

るで あろ う。 この反面,コ ンピュータや ワープロを使い こなす ために必要

な プ ログラムを作成 した り,シ ステ ム化を した りす る仕事が不可 決 となる。

これ は今までの事務作業 以上の創造的 な仕事であ り,頭 脳労働 として も

また,心 理的 にも負荷が 高い と考 えられ る。

一般作業事務 と称 され る定型 的業務 などは
,OA機 器で処理 で きる。 こ

の事 務量 は大 き く,そ の分 の作業者 は減少す る。

機 械化できない のは,不 定型業務,判 断業務,面 談業務で あ る。一般作

業事 務がOAで 処理されると新入社員,OLな どが分担す る業務が減 るか ら

そ の要員数が減少す ると考 えるのが普通で あ り,た しかに高卒 の採 用を減

らしてい る企業 もあるが,も っと大局 的に経営上の メ リッ トを考 える会社
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は,従 業員の仕事の分担を変更 させてい る。

OA機 器 を管理す る役割につい ては,今 まで一般事務作業者だ った若年

従業員 とくにOLにOA機 器 を駆使す る役割を期待す る もので ある。そ し

て ベテラ ン社 員た ちは,も う一つ上の判断業務 を担当す る とい う変化がお

こる。

情報 処理がOA機 器で行われ る よ うにな ると,ど うして も人 と人 との接

触 が少な くな って くる。 どうして も人 と人でなければで きない こ とが面談

業務 として残 る。

面談業務は,業 務上の指示報告,会 議な ど,社 外で はセールス活動,ク

レー ム処理 などであ る。 最近のOA化 に伴 って,省 力化で きる要 員をセー

ルス営業に まわす例 も多 く,セ ールスマンの資質は,技 術以上 に人間的な

面 の向上,情 報量を多 くさせ るこ とにかかわ るように なる。

さ らに,労 働における心理的側面,疲 労,作 業組織 における勤労意欲等

の面 について も多 くの新 しい問題が発生す る可能性が ある。

た とえば,機 械は人間 の指示 通 りに働 くが,操 作を誤れば誤 った結果を

もた らす。従 って ミスが許 され ないOAオ ペ レータの神経は極度に疲労す

る。そのためオペ レー タに とってち ょっと気分転換ので きる場所 のあ るこ

とは,労 務管理上 も非 常に有効で ある。

この例の よ うに,OA化 された職場には,疲 労を解消 し気分転換ので き

るコ ミュニケーシ ョンル ームや談話室がぜ ひとも必要で ある。

日常全 く無味乾 燥な機械相手の仕事を してい ると,人 間 は集団意識に欠

け,自 己中心的行動 に走 るよ うに な り,勤 労意欲は減退 し,企 業 の生産性

に も影響を及ぼす。 そこで企業 は,従 業員の生産意欲 を高 める手 段に,最

近 グル ープ活動の 奨励 と援助 を行 うようにな ってきたQC,ZDサ ーク

ル運動や提案 グルー プ制 度小集団活動 の導入である。

どんな時 代でも,仕 事の中心 は人であ り,働 く人た ちの心 の触れ合いは

欠かせ ない。人 間尊重のOA化 の推進でなけれぼ ならない とい う点は,つ

ねにわれわれが 銘記 してお くべきであろ う。
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第3章 事例研究

■

本章では,次 の5つ の産業における企業のOAの 影響の あ り方について報告

する。

(1)銀 行

(2)総 合商社(卸 売業)

(3)チ ェー ンス トア(小 売業)

(4)信 用販売会社

⑤ 電子機器 メー カ

、

5.1銀 行

この銀行では,OAを エ レク トロニ ックバ ンキ ングと位置づけている。銀

行は労働集約的産 業で あるので,そ の業務改善のた めにはつねに以下の3点

に留意を してい る。

① 労働 雇用量 をで きるだけお さえること。

② 労働作業の質 を上げ ること。

③ サ ー ビスの 向上 をはか ること。

5.1.1A行 に お け る エ レ ク トロニ ッ クバ ンキ ン グの現 状

(1)国 内全 支 店 を オ ンライ ンシス テ ムで ネ ッ トワー ク化 してい る。

(2)業 務の オ ン ライ ン処理

若干 の 例 外 を除 い て,基 本的 には す べて の 業 務 をオ ンライ ン化 して

.い る。 例 外 は,た と えば 現 金,小 切 手,手 形 な どの 現 物 処理 作 業で あ

る。 業務 はCDやATMな どの 自動 化機 器 に よ る処 理 と各 種 外為業 務

が ベ ー ス に な っ てお り,支 店で はそ の た め 自動 化 コー ナ ーが 大 きな役

割 を果 してい るが,窓 口で テ ラーが 処 理 しな くて は な らない 機 械 にの

りに くい 仕 事 もあ る。OAの 進 展 度合 は,現 在 の と こ ろ登 山 にた とえ
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れ ば6～7合 目とい える。将 来は生産性 のあが らない 雑務はで きるだ

け機械化す る予定で ある。

(3)事 務処理体制の変化

かつ ては事務処理は窓 口で行 わず記帳 その他の作業は もっぱ ら後方

でや っていたが,現 在は テラーだけで全部の事 務処理をす るいわゆ る

「一線処理」体制へ と変 えて きてい る。 一線処理体制の下で は,後 方

で は管理業務や異例の処理が中心 とな る。

9

5.1.2A行 に お け るエ レク トロニ ッ ク ・バ ン キ ン グの 歴 史

(1)第1次 オ ンライ ン化

第1次 の オ ンライ ン化 は1960年 代 中 頃 か ら進 め られ た。 は じめは,

普 通預 金 の 出 し入れ の み の オ ンライ ン自動処 理を 手 が け,や が て為 替

業 務 を コ ン ピュー タで 処 理 し,送 金 の 自動化 をは か る方 向 に 進ん だ 。

そ の 結 果,預 金 な らび に 為 替 業 務 で 大 幅 な省 力化 が 達 成 され,6,000

～7 ,000人 の うち お よそ2割 の 削 減 が 可 能 に な った 。 また 煩 雑 な計 算

な ど単純 作 業 か らの解 放 の メ リ ッ トも大 きか った 。 い ま ひ とつ の大 き

な 効 果 は サ ー ビス の 向 上 で,ど この 店 で も預 金 の 出 し入 れ が で き る

よ うにな った こ と,ま た 為 替 もす ぐそ の 場で で き る よ うに な った こ と

は画 期 的 で あ った。 しか し,そ う した サ ー ビ ス を 支 える コ ン ピ ュー

タの 能 力 は 限 界 に 達 し,新 しい シス テ ムの構築 が 不 可 避 と な った 。

② 第2次 オ ンライ ン化

第2次 オ ンラ イ ン化 は,1970年 代中 ばか ら実施 され た が,主 な 内

容 は 次 の 諸点 で あ る。

① 全 科 目オ ン ライ ン処 理(ロ ー ンも含 む)。

② 名 寄せ(住 所,氏 名 で 対 応)一 総合 的,一 元 的 な情 報 の把 握 。

③ 自動 化機 器の 導 入 。

④ 銀行 間の 提 携 一 銀 行 間 で 送金 で き る体制 。 都 市銀 行 間 の オ ソラ
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イ ンキ ャ ッシ ュサ ー ビスは上位6行 間,下 位7行 間で1978年 に

はで き上 ったが,上 位,下 位銀行間の接続 も近 々実現す る予定で あ

る。

第2次 オ ンライ ン化の結果,次 の ような効果が あ った。

① 高度成長で事務量は飛躍的に増大 したが,女 子の時間外労働 は著

しく減少 した。

② 人 員増加の抑制,採 用が年 間2,000人 ほ どの規模で あ った ものが

1,000人 てい どに減少 した。

(3)第3次 オ ンライ ン化

(a)第3次 オ ンライ ン化は これか らの方針 とい うことになるが,新 し

い体制づ くりを急が ねば な らない背景 として次の よ うな要 因がでて

きてい る。

すなわ ち,企 業や 人々の 金利選好が強 まってい ること,証 券 との

垣根が低 くな って きてい るこ と,金 融 自由化 が進みつつ あ るこ と,

な どである。 これ らの動 きは銀行 の業務に対 してきわめて多様性の

ある新 たな変化を求める ものであ って,10年 前 に完成 した第2次

オ ンライ ン化の プログラムない しシステムでは充分 に対応できない 。

また現有の コ ンピュータの容量,能 力では不充分で ある。 さらに,

金 利選好 だけで な く,顧 客 の間に,む しろ銀行を選ぶ傾 向が強 ま り

つつあ り,そ うした傾向 に対応す るためには顧客の ニーズに合せ た

コンサルテ ィング機能 を強化す る必要が ある。 同時 に,将 来一般化

す る と予想 され る新 しい技 術(た とえば第5世 代 コ ンピュータ)を

活用できるよ うに してお くこと も重要である。

第3次 オ ンライ ン化のた めの新 しい システムは もう数年の うちに

稼働す るよ うに なるはずで ある。

(b)営 業店 内のOA化

営業店 ご とのOA化 を進め,各 店の業務の合 理化,効 率化をはか
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る。 そ のた め に,現 物 処理 作 業 を で きるだ けな くす 。 端 末 にOCR

(光 学 読 取 装 置)を 用 い る。 光 デ ィ ス クを 利 用 す る。 情 報 シス テ ム

を充 実 し,コ ンサル テ ィ ン グな ど知的 情 報 サ ー ビス ので き るデ ー タ

ベ ー ス を整 える。

(c)ホ ー ムバ ンキ ン グ

ア メ リカで は 小規 模 な が ら各地 で試 み られ る よ うに な ってい るが,

日本 で は,制 度 上 の問 題や 社 会 習 慣 的 な背 景か らまだ それ にな じむ

土 壌が 形 成 され てい な い よ うで あ る。 ホ ー ムバ ンキ ングが これ か ら

普及 す るか ど うか,ど の て い ど進 む か は,社 会 的 な デー タ通 信 シス

テ ム(CAPTAIN等)が どれ ほ ど整 備 され るか に も依存 して くる

よ うに 思わ れ る。

(d)フ ァー ム ・バ ンキ ン グ

フ ァー ム ・バ ンキ ン グで は,DDX網 を使 って,顧 客 企 業 と銀 行

の コ ンピ ュー タを直 接 結 びつ け,振 込み 入金 の 連 絡,レ ー ト適 要 後

の 入 金 の 連絡 等 を 行 う。 受 け 手の 企 業 で は した が ってそ の 都度 伝票

を お こ さな くて済 み,ラ ンニ ング コス トはか な り節 約で きる。 しか

し設 備 費や 附 帯 経費 は 相 当な 額 にの ぼ るの で,ど の て い ど経済 的 か

ど うか の 判 断 は 単 純で は な い 。A行 で は最 近 若 干 の 企業 とDDXを

使 った フ ァー ム ・バ ンキ ングの実 施 に 踏 み 切 った 。 銀 行 と しては,

顧 客企 業 が あ る 以上 これ をや って ゆ こ うとい う姿 勢 で あ る。実 施 の

上 で,顧 客 側 が プ ログ ラムを 整備 し うる こ とが ひ とつ の前 提条 件 と

な るが,今 後,サ ー ビ ス の 内 容 が 拡充 され てい く もの と予 想 され

る。 た と えば,客 の 端末 で 各 種の シ ミュ レー シ ョンな どが で き る よ

うにな るで あ ろ う。

こ の よ う な サ ー ビ ス が 一 般化 して い っ た 場 合,サ ー ビス の提

供 に対 して どれ だ け の サ ー ビス 料(も し くは コ ンサ ル テ ィン グ料)

を請 求 す べ きか が 問 題 と な ろ う。 これ まで は こ の よ う な サ ー ビ ス
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に対 して銀行側はわず かな手数料 しか請求 して こなか ったが,ひ と

つ には,銀 行の利ザ ヤが少 な くなる傾向が あ り,ま た,サ ー ビス

を受け られ る顧客 とそ うで ない顧客 との間の不公平が 大き くなるお

それがあるので,将 来 は,適 正 な手数料 を とりたい と考 えてい る。

そ の場合 は,各 種 の手数料や 料金の体系 の全面的 な見直 しと再編成

が必要 になるで あろ う。

マ

5.1.3労 働へ の影響

(1)二 極分化 の傾 向

単純作業 と高度 な知識を必要 とす る頭脳 労働 との二極分化傾向は不

可避である。

単純作業の 代表的 な例 は現物処理の手作業で あ り,こ れは量的には

減少 してい るけれ ども完全 にな くなることはない。

一方,高 度 な知的労働の典型的 な例は,顧 客 に対す る コンサルテ ィ

ン グない しは ア ドバ イ スの機 能で あって,男 子職 員だけでな く窓 口

の女子職員 にもで きるだけ こうした職能を分 担 させ ることが重要 とな

る。

現物処理 な どの単純作業 には,A行 では,で きるだけ臨時雇用を投

入す る方 向で人件費の節約 をめざ してい る。A行 で は,退 職 した元女

子社 員を組織化 し,作 業 ピーク時 にアシスタン トあるいはヘルパー と

して動員す るよ うに してい る。 最近では,こ の ような退職社 員の体系

的かつ円滑 な動員体制を運営す るために別会社 を設 け,退 職 した女子

行員や 男子高齢者等 を登録 し適宜斡旋をはか ってい る。女子元行員の

場合にはで きるだ け支店の近 くに住む人に応援 を頼む ことにしてお り,

作業 ピー ク時 には1支 店 あた り4～5人 動員するこ とが常態 とな りつ

つ ある。

一方,知 的 な 高 度 の サ ー ビスを提供で きるよ うになるためには従
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業員の能 力や知識の レベルア ップが必要である。現 在,A行 で は 約

10,000人 の男子行員の うち,7,000人 が支店に配置 され,そ の うち

1,200人 ほ どが セールスを担 当 してい る。3,000人 が本店な らび に事

務セ ンターに配属 されてい るが,高 度 な情 報 サ ー ビスや コンサルテ

ィ ングサ ー ビス を行 えるよ うにするため,社 内教育の一層の 強化 と

各人の努力の強化が必要 とされ てい る。 従来のルーテ ィン業務はます

ます 自動化 され省 力化 され てい るので,そ の部面で は雇用節約効果が

でてい るが,し か し,解 職の よ うな人 員調整は考 えてい ない 。他方,

コンサルテ ィングな どのため に必要 な人材を外部 か ら中途で調 達す る

ことも考 えてい ない。 したが って,A行 では,現 在 雇われ てい る従 業

員を再教 育しつつ新 しい よ り高度な仕事 にふ り向けてゆ くとい う方向

が基 本的 に選択 されてい るわ けで ある。

(2)女 子 労働へ の影響

第3次 オ ンライ ン体制が将来 フルに稼動 した場合,従 来の ような タ

イ プの 女子 フル タイム雇用は原 則的 には不要 となる。業務の繁忙期 に

は臨時雇 用を動員する ことで まかな えるはつ であ る。現在約7,000人

の女 子従業員がい るが,年 々約300人 くらいのペ ースで減員Mま か り

たい 。ただ,従 来 に比べ退職率が著 しく低下 してい るので,極 力,新

採 用をお さえる形で減 員を進 める以外にない。

(3)男 子雇用へ の影 響

男子雇用 も少数精 鋭にす る必要があ り,近 年では新規採用 の規模 を

半分ほ どに落 してい る。近い将来 には,男 子行員の業務は,外 廻 りの

セールス,コ ンサルテ ィング,各 種の判 断業務等 に絞 られ て くるもの

と思われ る。

(4)事 務セ ンター

事務セ ンターでは コンピュータや システム設計,管 理等の スペ シ ャ

リス トが必要で あ り,特 別の技術が必要であ る。従来,専 門分野を問
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わず,一 般採用者の なかか ら,事 務セ ンター業務へ の配置 を行 って き

たが,近 年では,専 門的 知識 と訓練を活用す るた め理工系の 出身者を

年間50名 ほ ど採用す るよ うに してい る。 その なかでは しだいに女子

の活用をはか るよ うに してお り,今 年は10名,来 年は20名 ほ どの

採 用 を予定 してい る。 将来はSEと して,100～200人 の規模で 活

用す ることも考 えてい る。女子は比較的勤続年数が短 く,回 転が早い

の で,人 事管 理上 も適 してい るだけで な く,能 力があ り退社 しても家

庭 で プログラム作業 な どをする ことは可能で あ り,か つ また本人 達 も

そ の能力を利用 して社会 に参 加す る ことを望ん どい るので,こ れ らの

専 門職 退職者を組織 して臨時雇 用として活用す ることも進めている。

◎

?

5.2総 合 商 社

5.2.1商 社の業務 と環境

商社の機能の基本的な ものは,総 合卸 売業と して,経 済の中で取 引さ

れ る種 々の財貨 ・サー ビスの売 買を取 り次 ぐことであろ う。すなわち,

売手 と買手の間に立 って,

① 引合

② 売手 と買手 との契約

③ 商品の受け渡 し

④ 代金決済

とい う業務 を行 ってい る。 この プ ロセ スにおいて,契 約にもとつ く物

の動 き と金の動きが起 こるわけで ある。そ してこの物の動 きの背後 には,

商品の種類,数 量,期 限,場 所,方 法な どの受渡条件が付随 して発生 し

てい るわ けで ある。 このよ うなことか ら,商 品の物流の裏には必ず 情報

の流れがある と言えよう。

ところで,商 社は あ りとあらゆ る ものの取 引を行 っていることか ら,

その売上 高は,経 済全体の動 きと似た動きをす ることが図3-1か ら見
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て とれ よ う。近 年の低成長下 にあ っては物の動 きが 活発 に行 われ ない

ので,こ の よ うな ことか ら売上げは停滞ぎみ であ り,売 上高利益率は低

下 し,商 社 冬の時代 とい うことが言われている。

卸売業17社 の全体の動きは図3-1に 示 されるような動きをしている。

これ は名 目の売上高で表示 してあるので,実 質 とい う概 念 でみると,

1978年 か ら1982年 の伸び ももっとゆるや かなもの となろ う。また名

目で も,1982年 にか けて売上げの伸びが低下 して きてい ることが見 ら

れる。

これ に対 して従業 員数の変化はど うか とい うと,1975年 までは増加

が見 られ るが,第1次 オイルシ ョックに遅れ ること3年 目,売 上げが停

滞 して翌年には減量経営が侵透 し,従 業員数 が急速に減 り始 めたことが

見 られる。

也
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図3-1卸 売業17社 の売上 高の変化
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このB商 社の場 合,売 上げ も従業員数 も,大 手卸売業17社 の集計値

とほぼ 同様の動 きを示す。 ただ,1976年 以後の従業員数の減少率はや

や小 さめであ る。

売上げの伸びが鈍化 しつつ ある厳 しい経営 環境の下で,B社 では,社

内業務の効率化推進,営 業の後方を受持つ 部門の肥大化抑制を会社的な

課題 としてかかげ,OA化 もそ うした一連の合 理化の一環 として位置づ

けて推進をはか ってい る。

この社 内業務の効率化推進 にあた っては,社 長を委員長とす る効率化

委員会を設 置 し,こ の下に簡素化,活 性化,情 報化の3つ の分科会を設

けて検 討活 動 を 行 って きた。 簡素化では組織 ・規定の見直 し,活 性化

では,サ ー クル活動 による業務見 直し,情 報化では情報活用容 易化の促

進 をそれぞれ 目的 と し,検 討 を行 い,い くつ かの施策 を実施 に移 して

きた。 この中の具体的 なものは常 務会の改組,営 業部門の改組,後 方の

非営業部門の再編,役 員の若 返 りな どが現実 に実施 されつつ ある。 この

よ うな動 きか ら読み取れ る点は,事 務の合理化 ・効率化 とい うことに関

しては,OA化 とい うよ うな手段よ りも,生 産 ライ ンにおける工法の改

善 にあた る社 内規定の改訂の よ うな ことの効果が大きい ことは忘れては

な らない と思 われ る。

5.2.2事 務 合 理化 の 歴 史 と人 員 変 化

一 スケ ー ル メ リッ トの 追 求 一

商 社 の機 能は,始 め に述 べ た よ うに,引 合,売 手 ・買手 との 契約,受

け渡 し,代 金 決済 とい う業 務 が 事 務量 と して非常 に大 き く,こ の とき,

契 約 に も とつ く物 と金 の 流 れ と と もに,情 報 も流れ て い る こ とが示 され

た 。 この よ うな情 報 は,業 務 の 流れ に 沿 って 何 回 も使 わ れ る もので あ り,

これ を コン ピ ュー タ に入 れ て 効 率的 に使 お うとい うと こ ろか らEDP化

が 始 ま った。 す なわ ち,契 約 に もとつ い て発生 す る情 報 を1回 入 力 して,
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これを代金決済 まで何回 も活 用しよ うとす るわけである。 この システム

は,い わぼ成約一貫処 理システ ムとい うべ きものであ り,B社 では これ

を 「基本 システム」 と呼んでいる。

B社 では この基本 システムを どのよ うに導 入 してきこのかその特徴を

摘記 して おこ う。それ はこれ までの事務処理合 理化の性格を知 り,ま た

今後 のOA化 の意味 を理解す る上で も有用であろ う。

(1)事 務合 理化の経緯

B社 では1950年 代後 半に専 門の 課を設置 して,事 務処 理の コンピ

ュータ化を検討 しは じめた。 その後 この課 を拡充 し,1960年 頃には

事務機械 化のための業務 分析とあわせて事 務企画や マーケテ ィングも行

う担 当の部 を設 置 し,ひ きつづ き外部の コ ソサルテーシ ・ンを依頼 し

てEDP導 入計画の詰めに入 った。

事務処理の コンピュー タ化が始動 したのは1960年 代中ば であった。

外国の ある機種 を導入 したが,そ れ をB社 の取扱 う主 力商品の国内事

務処理に適 用 した。 この システムが成約か ら最後の諸統計の作成にい

た るまでの一 貫事 務処理 を行 う 「基 本システム」の原型であ り,そ の

役 割は以下の よ うにまとめ られ る。

① 伝票の発行

② 台帳の記帳

③ 会 計の 自動仕訳

④ 会 計帳 簿の記帳

⑤ 決算書(鉄 鋼 の国 内取引に関す る部分的な もの)

⑥ 諸統計の作成

これ らはいず れ も省力化 をね らい とす るものであ り,同 主 力商品の

国 内取引から導 入されたのもこの省 力化ゆ えである。

この商品は1960年 代か ら70年 代にかけての 日本経済 の高度成長

過程で大 き く需 ・給が増大 した 商品で あ り,B社 におけるこの商品部
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門の取引量 も急速に増大 してい くら人を増や して も事務処理が追いつ

か ない とい う状態で あった。 また,B社 の各商品取扱高の うち同商品

が最大の ウエイ トを 占めていた ことも,こ の部門を中心にEDP化 を

促進 させ る要 因となったとい えよ う。B社 以外の商社 においても,同

商 品の 取扱い 高の多い商社では,B社 の事務 コンピュー タ処理化の動

き と相前後 して事務処理の機構の合理化 を進 めた といわれてい る。

この後,他 の商品部門についても利 用希望 が出て きて,基 本 システ

ムの適応は拡 大 してい った。そ して本店全部の機械化が終 ったのが,

1970年 代初頭で あ り,主 要2支 店 でひきつづいて機械化が終 了 した。

その後 も引続 き機械化 を進め,国 内全 店で機械化が終ったのは1980

年代 に入 ってか らで ある。実 に15年 かか って国内全店の事務 機械化

が完成 したのであ る。

1960年 代 中ばに完成 した システムはパ ッチ処理の システムで ある

のに対 し,最 近完成 した国内支店の システ ムは,オ ンライ ン ・システ

ム とな ってお り,直 接 継が っていない。

また,本 店 と主 要2支 店におけ る3基 本 システムは営業取 引か ら営

業取 引会計 までは継 が ってい るが,一 般 会計文 では直接継が ってい な

い。 このよ うなこ とか ら,1980年 代初頭 の ホス ト・コ ンピュータの

リプレイスを機 に,シ ステムの作 り直しに入っている。すなわち,図3-

2の 全体 を1つ の システムとして運営 しよ うとい うことである。 この

システムは当然の こ となが らオ ンライ ン入出力中心の設計になってい

る。
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経理 総 合

シ ス ァ ム

汎 用 シ ステ ム(オ ン ライン 入 出力)

▼

図3-2B社 の事務処理 システ ム概念図

(2)従 業員数の 変化

こうした コンピュータ化 の展開に応 じて,従 業員数 は どのよ うに変

化 してきたであろ うか。 従業員数全 体の動 きは前に簡単 にふれたが,

そ うした全体の動きを見 る限 りでは コンピュータ化 による従業員数へ

の影響はあ ま り判然 としない。む しろ売上げの変化 と従業員数の変化

との関連が強い よ うに思われ る。

ただ,男 女別に従業員数を見てみると,表3-1に 見 られるように,1965

年か ら1980年 にか けては女子の増加が著 しいのに対 して,1970年

以後は女子の増加は少 な くな り,1975年 か ら1980年 にかけては女

子は減 ってい ることが見 て とれ る。 これ には,も ともと女子の新規採

用を減 らしてゆ くとい う会社側の判断があ り,こ の背後には女子の勤

続年数が伸び,既 婚者 率が高まってきているということがあ り,全 般的

にオイルシ ョック後の 減量志 向が あったためとい うことが考 えられる。
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表3-1B商 社の男女別 ・部門別従業者数の変 化

(1980年=100)

1965年 1970年 1975年 1980年 1983年
1985年

計 画

男 65.4 77.9 95.7 100.0 99.4 96.9

内 非営
業部門 743 70.8 90.0 100.0 101.4 96.2

女 70.3 000 116.5 100.0 102.6 9L4

内 非営業部門 127.9 135.8 109.7 100.0 1038 78.8

男 女 計 67.2 860 1033 100.0 100.6 949

内 非営業部門 96.0 97ユ 97.9 100の 1024 89.1

資料;B社 資料

また,非 営業部門の人 員変化は,1970年 で減 ってはい るが,こ れ

は組織の変更 があ って,非 営業部門か ら営業部門へ 人員が移 った こと

に よるもの であ り,こ れを考慮すれば基本的 には,男 子は現時点 まで

増加 しつづ けてい る。 これ に対 して女子は減少傾向が強 く,と りわけ

1970年 か ら1975年 にか けては大幅に減少 してい る。将来計画 にお

いて も,こ こが一番 減少を見込 まれてい る。

男女計 についての非営 業部門の人員変化 については,全 体が伸び た

1965年 か ら1975年 にかけ て も微増にと どまってい る。す なわち,

高度成長期には,仕 事量 はどん どん増加 して きたが,組 織 の変更もあ

るが機械の導入,経 理総合 システ ム,人 事 システムな どの完成によっ

て人をあま り増や さず に対処 した ことが見て とれ よ う。 この ような事

務の機械化 は,当 然営業部門において も行 わ れ て き た の で あ るが,

機械化 しづ らい本来的に人間の方が得意 とす る営 業で,対 人折衝な ど

の ウェイ トが高いために,営 業部門全体 としては従業員数 は増加 し,

全社的に も増 加 したのであ る。 この意味 では,も し事 務の機械化が進

まなければ従 業員数は も っと急激 に増加 した可能性 もあろ う。 ただ,
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人件費が高 くなるので人を減 らそ うとい う意識は なか ったとのこ とで

ある。

また,こ の コンピュー タ化 に際 し,社 内で大 がか りな体制 を作 った

わけで あるが,こ のために特 に コンピ ュー タ要員 としての採 用はな く,

一 般の採用 によった社 員を振 り向けて システ ム開発に取 り組んできた。

(3)B社 の コンピュータ化 の意味す る もの

B社 の コ ンピュータ化 の経緯 とそれに照応す る雇用の動きを以上 に

素描 した。 ここで,は じめに コンピュータ化 が適用 された業務が,取

引きの多い かつ急成長 を していた主力商 品の国内取引きに関す る営業

取 引合計の事 務処理であ ったことには注 目を しておいて よい と思われ

る。す なわ ち,そ こに,ニ ーズが あったわ けであ り,そ の時点での事

務の コン ピュータ化の技術水準 との 関係で適用 された とい うことであ

ろ う。

この業務の性格 を考 えてみ ると,比 較的定型の大量のデー タ処理 と

い う業務があ ったわけで ある。他方,こ の時 点での コンピュータの基

本的 な性格 は,単 純 なことの組合わせで非常 に早 く大量のデータを処

理で きるとい うことに特徴が あったわ けであ り,か つ,コ ンピュータ

自体の価格は まだ高価であ ったか ら,い わぼデ ータ処理のスケールメ

リッ トを追求 した合理化を行った とい うことが 出来 よ う。

このよ うな性格は,最 近のOA化 が騒がれ る以前 には,ど こで も共

通に見 られ る ことと思わ れ,大 企業 な ど事務処理の コンピュータ化 が

進んだので あ り,逆 に中小企業では コンピュータ化を して引 き合 うほ

どの事 務量 がなか った とい うことで あろ う。

しか し,最 近のOA化 の波はこの よ うな合理化 に,ま た新 しい側面

を 開きつつ あると考 えられ る。その 変化の 要因は,コ ンピュー タの機

能 当 り価格の急速な低下 とソフ トウェアの充実 であ り,こ れ らによる

普及 と,そ して社会 的お よび企業内での ネ ッ トワー ク構築の実現可能
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性 の高 ま り とい うこ とで あ ろ う。

5.2.ろ 今後 の 合 理 化の 方向

一 〇A化 の位 置 づ け 一

最近 のOA化 の 波 の 中 で,B社 は どの よ うな 位 置づ け をOA化 に対 し

て 行 っ て い る だ ろ うか 。1982年 は じめ に ヒア リン グを行 った段 階 で

は,OA機 器 とい われ る もの が,ワ ー ドプ ロ セ ッサ,パ ー ソナル コ ン

ピ ュー タな ど単体 と して,バ ラバ ラに メー カー か ら出 され てい て ,ネ ッ

トワー ク とい う視点 は まだ あ ま り実 現性 を も った話 しで は な か った こ と

もあ って,い ろい ろ な機 器 を バ ラバ ラに導 入 す る こ と に対 して,冷 静 な

態度 を示 してい た。 今 回の ピ ア リン グにおい て も,基 本的 に はそれ は 変

わ らな か っ た。

しか し,若 干 の ニ ュ ア ンス の 違い も出 て き た よ うに感 じ られ た。 そ の

要 因 は,OA機 器 が さ らに急 激 に機 能 当 り価 格 を低 下 させ,か つ,パ ー

ソナ ル コ ン ピ ュー タ も複合 機 とい う型で,1台 で ネ ッ トワー クを構 成 す

るオ ンラ イ ン端 末 に も な り,ワ ー ドプ ロ セ ッサ に も な る とい うもの が

出て 来 て,こ の うえ,ネ ッ トワー クそ の もの も手の 届 くと ころ まで 現 実

性 を持 って きた こ とに よ る と考 え られ る。

す なわ ち,B社 に お い ては ホ ス トコ ン ピュ ー タを リプ レー ス して,新

しい シス テ ムを作 成 中 で あ るが,こ れ らの動 き と並 行 して,パ ー ソナ ル

コ ン ピュー タの複 合 機 を最 近 増や して きて お り,今 後 も複 合 機 を中 心 に

増や して ゆ こ う と してい る。 この こ とは,一 方で 従 来 の 大量 デ」 タに 関

しては,あ る 規 格 化 を 行 った デ ー タにつ い て処 理 の ス ケール メ リ ッ ト

を追 求 しなが ら,他 方 で,従 来 規 格 化 しづ らい 非定 型 業 務,な い し部 門

特 有 の 業務 につ い て も,パ ー ソナ ル コ ンピュ ー タで処 理 しよ うとい う傾

向が 出 て きた とい うこ とで あろ う。 これ をた だ 単 に パ ー ソナル コン ピュ

ー タの 単 体機 器 で 処 理す るだ け と考 える な らば
,実 は1982年 当時 のB
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社 における受 け止め方 と同 じく,あ ま り有効 な方法ではない 。 ここにネ

ッ トワークの果たす大 きな役 割があ ると思われ る。

す なわ ち,業 務につい てはその性質に よって,中 央の ホス トコンピュ

ータで一括集 中処理をす るもの と
,複 合機端末で分散処理をす るもの に,

あ る適 切 な振 り分 け を行い,そ の間をネ ッ トワー クで情報のや りと り

をす るとい う方 向を考 えてい る。なぜ な らば,人 間と機 械 とのイ ンター

フェイスが問題で あ り,当 分の間,機 械への入力 コス トは高い ままであ

るだ ろうか ら,な るべ く重複 入力は避 ける必要が あるとい うことであ ろ

う。

この ような方 向に よって,従 来生産性向上 の しに くか った業務分野に

も,分 散化,個 性化に よって業務処理の生産性向上が図れ,か つ企業の

活動に も,有 効 な情報を早 く作れ るな ど,活 力を与える面 も出て くると

思われ る。

この ようなOA化 の方向は,労 働者へ どの ような影響を与 えることに

なるであろ うか。B社 においては,過 去の大型汎用 コンピュータによる

事務合理化の過程での人 員変化 にも見 られた ように,OA化 によって も

営業部門人員はあ ま り減 ることはないだ ろ うとみ られ る。 す なわ ち,

人 間が 行 う本 来 の 取 引 きに関す る折衝 とい うこ とは,や は り人間が行

い,意 志 決 定 が行 われ るの で あ り,OA化 に よって,こ れが早 くス

ムー ズに 行 わ れ る よ うに なるで あろ うが,基 本的な ところは人間 に頼

らざるを得ない ことだか らと考 えられ る。

ただ,過 去の コンピュータ化の ときには,デ ー タ入力に関 して,例 え

ば契約がで きると,こ の取 引きに関す るデー タを書式に書いて,こ れを

受け取 って入力す る人が別途 必要 であ った。 しか しなが ら,現 在は一般

事務員が入 力で きるようにな り,従 来入力業務に携わ ってい た人は一般

事 務員にな った とい うことであ る。 このよ うな変化 か らす ると,将 来は,

だれで もが簡単 に入 力で きるよ うにな ってゆ くだろ うと考 えられる。 こ
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し

の とき,女 子 の雇用は さらに減 ることも考 えられ る。

B社 においては この点 について,最 近,女 子の仕事が変わ ってきてい

るとの ことで,従 来はアシスタ ン トとい う位 置づ けで あったが最近は一

人前の仕事 をや らせ るよ うにな ってきてい るので,こ の方向が進むとす

ると,非 営 業部門や,営 業部門の事 務処理で は女子 が主 とな って仕事を

す るよ うにな り,こ れ らの部門で 男子が減 る可能性 も考 え られ ると言わ

れてい る。 ただ,い ずれ に して も,人 間でなけれ ばで きない仕事へ と,

仕事 内容が シフ トしてゆ くことになるだろ う。

情報化 は,商 社の 取扱商品を変化させ,拡 大 させ る可能性 ももってお

り,種 々の情 報を大量 に持 つ、てい る商社の役割は,そ れを生かす ことが

で きれぼ,今 後 従業員数が増加す ることも考 えられ る。そ うだ とす ると,

OA化 の社会 的な プラス面だけを生かす こともで きるだ ろう。 これが可

能か否かは経済全 体の動 きとともに,各 企業の努 力にかか ってい るとい

えよ う。

5.5チ ェー ンス トア

5.5.1チ ェ ー ンス トア産 業 にお け る合 理 化 とOA導 入

チ ェー ンス トア業 界は1960年 代,1970年 代 を通 じて 急成 長 を 達成

して き た。1980年 代 にな ってそ の ス ピー ドは落 ちた も のの,依 然 と し

て成 長 を続 け てい る。 しか し,競 争 の 激化 お よび 消費 者 ニ ー ズの 多様 化

へ の 対応 が 強 く求 め られ て きて お り,経 営 の合 理 化,マ ー チ ャ ンダイ ジ

ングの質 の 向上 が 必 要 とな ってい る。

す なわ ち,店 舗数 が 増 えて も,そ の 割 には 人 手 が 増 えない,増 や さな

い。 扱 う商 品 の 種 類,数 量 が増 大 して きて い る。1人 が 担 当す る売 場 面

積 が 従 来 の10倍 以 上 に な る と同時 に,商 品 取 引に 伴 う事 務 量(現 在 仕

入伝 票1ケ 月200万 枚)が 爆 発 的 に増 えて き てい る。 そ のた め 各種 事 務
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な ど定 型的 業 務の 合 理 化,効 率化,あ るい は よ り正 確 にす る こ とに よ り,

労 力を一 層,商 品 開発や 販 売 に 向 け る よ うOA化 を 推 し進 め て きてい る。

そ の 主 な もの と して,受 発 注 オ ンライ ンシ ステ ム,POSシ ス テ ム,

フ ァー ムバ ンキ ン グ,ホ ー ム シ ョ ッピ ン グシ ステ ム な どが挙 げ られ る。

これ らは ま だ着 手 した ば か りで あ るが,こ の 中 で最 も導 入 が 進 んで い る

受 発 注 オ ンライ ン シス テ ム を中心 にみ る こ とにす る。

/

5.5.2受 発注オ ンラインシステ ム

C社 では,受 発注の社 内部分 を管理する電子受発注 システ ム(S1)

と生鮮商品 システム(S2)と 社 外部分 を管理す る(C社 対外伝送)シ

ステム(S3)か ら成 る受 発注オ ンライ ンシステムを設 けてい る。

S1は 衣料品,食 料品,家 庭 用品等を対象として1970年 代前半に,生

鮮 システムS2は リー ドタイムが短 く,毎 日発注,毎 日納品が必要 な生

鮮商品を対象 として1980年 代前半にそれぞれ設け られ た。

これ によ り各店舗 におけ る発注作業 は発注 コー ド(商 品番号)と 発注

数量 を 「電子 メモ」 に入力す るだけ とな った。 と くに発注 コー ドは台帳

の バーコー ドを スキ ャニングす ることに よって楽に入力で きる。注文書

記入作業がな くな り,コ ンピュー タによる注文書 自動作業 が可能 とな っ

たので ある。発注デー タは電話 回線で送るため,従 来の メール等に よる

送付 の場合 に生 じた トラブルも少な く,速 くしか も確実 になった。

またこれ ら発注情報に よ り各店舗 における品揃 え,在 庫管理が向上 し

た。

S3は このS1お よびS2を 連絡 し,取 引先 とオ ンライ ンで結ぶ シス

テ ムで ある。S3の 利 用によって発注か ら支払い までの情報 を,人 手を

介 さず に,オ ンラインで結んだ コンピュータを通 して直接処理で きるよ

うになった。(図3-3参 照)

各売場担当者か らの 発注情報 を情報管理部の コンピュー タで処理 し,
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それ(注 文書兼仕 入伝票 および発 注明細 書)を 商品部員が 商談の際 に取

引先 に手渡 していたのが,こ の システムによ り不要 になった。 オンライ

b
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＼

ノ
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注:S1,S2シ ス テ ムは オ ン ライ ン ・オ ーダー エ ン トリー ・シス テ ムの社 内部 分

を管理 す る シス テ ム で あ る。

S3シ ス テ ムは オ ン ライ ン ・オ ー ダー エン トリー ・シス テ ムの 社 外部 分 を管理

す るシス テ ムで あ る。

図3-3C社 電 子 処 理 シ ス テ ム の 関 連 概 念 図

ンを通 して発注情報が送れ るよ うにな ったのである。 そ して,こ の オ ン

ライ ンを利用 して取 引先 の売掛金,請 求 データをC社 の方へ,C社 の支

払い明細 も取 引先へ と,支 払い情報 も処理 してい る。

この システ ムは,先 ずS1対 象商品群の分野に対 して1980年 代はじ

めか ら開始 した。現在 オ ンライ ンで結ばれ ている取 引先は,衣 食住 を含

めて約300社 で,う ち半分 が コ ソピ=一 タと直結(フ ァイル伝 送)し て

い る。全 取引量の20～30%が この システムを通 して行われている。

導入の結果 と して まず第1に は,発 注か ら納品 までの リー ドタイ ムの

短縮であ り,約1日 短縮 され た。 消費者に鮮度の高い商品を供給す る と
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と も に,商 品 の 回転 率 を上 げ これ に よ って 利 益 率 の 向上 を図 ろ うとす る

チ ェ ー ンス トアに と って リー ドタ イ ム短 縮 の 意 義 は大 きい 。
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図3-6仕 事の流れ

またC社,取 引先 双方で事務作業の合理化,省 力化の効果がみ られた。

またC社 で は発注 デー タの仕分作業,商 談の際の受 け渡 しな どの作業

が大幅に削減 された。発注伝票の起 票作業の約20%は 削減 され,そ の

分接客 業務にまわる ことが可能 とな った。 また手書 き作業が コンピュー

タへの入力とな ったため作業が短縮 された ともい う。

取引先で は,発 注情報が直接 コンピュータに送信 され るため,受 注伝

票の起票および コン ピュータへの入力の作業が削減 されたのである。 ま

た,商 品 コー ドに よる取引は,従 来商 品 コー ドを当該社の コー ドに変換

す る作業が大 変で あ ったが,現 在では コンピュータが 自動的 に変換す る

よ うにな っている。 と同時 に,コ ー ドの 自動変換に伴い取 引先での ピッ

キ ング(集 品)作 業 にも早 くと りかかれ るよ うにな り,取 引先の対応が

早 くな ってきてい るの である。

チ ェー ンス トアで は週 末に売上げが集 中す るた め,発 注のサイ クルは

従来月曜 日に週 末の 結果 を照 ら して発注,金 曜 日に納品 とい った週単位

で行 わ れ て きた 。 しか し今後は,多 種端末機の利 用,デ ータ網の発達,

オ ンライ ン加入取 引先の増加,対 象商品の拡大等に よ りこの システ ムの
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充実を図 り,商 品の多 様化,在 庫の軽減に対応す るた め,毎 日発注,毎

日納品を 目指 してい くとい う。
A

5.5.3シ ステム開発 とソ7ト ウェア

システム開発 は内部に専門人員を割 当て行 って きた。 担 当したのは情

報開発部であるが,こ の部の職 員は1970年 代中は20名 か ら現在100

名 と社 内で もっとも増加率 の高い部署 となってい る。構成員は もとか ら

この社 の 職 員 で あ った人がほとん どで あるが,1部 中途採用で社 外か

らコンピュータ関係の人 も採用 している。 また新卒採用の際 には理工系

の人を意識 して採 用 してい るとい う。

プ ログラムは 原則 として 自社 開発を行 ってい るが,1部 ソフ トウェア

ハ ウスに外注 している。 各店舗の端末機の プ ログラムも1部 メーカーに

より提供 され てい る。 ソフ トウェアのパ ッケージでは個 々の業務に直接

対応で きないか らだ とい う。

3.5.4シ ス テ ム

POS(販 売 時 点 情 報 管 理)に 関 して は,POS導 入店が既 に約2,000

店 と言 わ れ てい る割 には まだ まだ 業 界全 体 と して も試 験段 階 とい った 状

況 に あ る。 対 象商 品 は現 在 の ところ食 料 品,衣 料,雑 貨 に 限 られて い る。

C社 で は 最 近,東 京都 内 の あ る店 に業 界最 大 の 規 模 のPOS導 入 し,

試験 を行 って い る。POS対 象 商 品 は 加工 食 品4,500品 目,生 鮮食 品,

800品 目,雑 貨6,000品 目な ど約11,000品 目で あ る。 導 入 したPOS

レジ ス ターは15台 で あ る。 店 内 の コ ン ピュー タ,POSレ ジ スター,

固定 スキ ャナ ー な どシ ス テ ム全 体 の投 資 額 は 約8,000万 円 とい う。
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図3-7わ が 国 の食 品雑 貨型POSシ ステ ムお よび共 通

商 品 コ ー ドの普 及状 況(1983年5月 推定)

しか しPOSシ ステムはなかなか進 展 しない。1つ に は バ ー コー ドの 問 題

が ある。POS情 報 を 得 るに は各 商 品 にバ ー コー ドをつ け な けれ ば な ら

ない 。 加工 食 品 の 多 くは バ ー コー ドが 既 につ い てい る が,他 の 商 品 は ほ

とん どつ い てい ない 。POSの た めバ ー コー ドをチ ェー ンス トア側で つ

け た ので は コス トが か か ってPOSの 意 味 が な くな る。 ス トア として は

あ くまで も メ ー カ ーサ イ ドで つ け る こ とが前 提 とな ってい る。

1つ に は投 資 負担 が 大 きい こ とで あ る。 現在 食品 型POSレ ジス ター

で1台70～100万 円,衣 料 型POSレ ジ ス ター で1台4.0～50万

円で,普 通 の レジス ター20～30万 円か らす る とか な り高 い 。小 規 模

店 舗 で平 均 レジ ス タ ーが10台 で あ るが,中 規 模で50台,大 型 店 で80

～100台 で あ り,全 体で300店 あ る こ とを考 え る とか な り多 額の 投

資 にな る。 普 通 の レジス ターの1.1倍 くらい に なれ ぼ と も言 わ れ てい る。
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1つ に は マ ネ ジメ ン トの 問題 で あ る。 現 在 の と こ ろPOSで 得 られ る

情 報 を どの よ うに活 用す るか,各 社 とも捉 えか ねて い る状 況 にあ る。

ま た現 在 レジの ス ピー ドは か な り速 い た め,バ ー コ ー ドを スキ ャニ ン

グす る よ うに な って も約1割 くらい しか 時 間の 短 縮 に な らない だ ろ うと

も言 われ てい る。

しか し今後 は も っと急 速 に導 入 が進 んで い くもの と予 想 され てい る。

な おPOS及 び オ ンラ イ ン シス テ ムの メ リ ッ トの 関連 は 図3-8の よ う

に図 解す る こ とが で き る。
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5.5.5フ ァ ー ム バ ンキ ン グの 利用

C社 で は 最 近Z銀 行 との間 で コ ンビ=一 タを通 信 回 線 で 接 続,デ ー タ

処理 を行 うフ ァー ムバ ンキ ン グを開始 した。 しか し現 時 点 で は 大蔵 省 の

規制,機 器 の 投 資 コス ト,セ キ ュ リテ ィな どの 問題 が あ り,現 在 ど うこ

うい った有 効性 で な く,将 来 の 可 能性 の 問題 と して 考 え られ てい る。

現 在,銀 行 か らは 毎 日,入 出金 明細 お よ び残 高の 通 知 サ ー ビス を受 け

てお り,C社 か らは 総 合振 込 お よび給 与 振 込 の デー タ を数 日前 に送 信 し

てい る。 これ に よ る メ リッ トは 財 務伝 票 の 合 理化,省 力 化で あ り,直 接

回線 に よ り コ ン ピ ュー タに 入 力 され る こ とか ら,す ぐに情 報処 理で き る

た め,起 票 や パ ンチ作 業が,特 に特定 日には3～4人 がか か りき って い

た作 業 が 不要 とな った 。

フ ァー ムバ ンキ ン グの将 来 に 向け て の メ リッ トは 各 種 の経 済 ・経 営 情

⑭寧=

通帳から各取引を
伝票記票 伝票に起票する

(㌫ ・慢 竃當

パ ンチ作 業

コンピューターに入力 して

正確性チ ェック等を行ない

自動仕訳 を行な う

(ミ スが あれば再入力)

仕訳デー タ

Z銀 行

事務センター

入 出金明細データーが オン

ラインセンターに伝送され,
コンピュー ターに自動的に

入力される

センター

　なのディスプレイから

罷::1
図3-9経 理事 務の変化

ぐ

報のサー ビスが受け られ ること,資 金の有効活 用などが挙げ られ よう。

しか しそれ以上 にこの システムを通 じて消費者(客)と のつなが りをキ
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ヤプテ ンシステム との連携や ク レジ ットの活用な どを通 じて拡大で きる

ことで あ り,各 個人の 決済手段 としての利用 も考 え られ る としてい る。

(Dキ ャプテ ンシス テムの利用

C社 は 昭 和57年10月 よ りキ ャ プテ ン(文 字 図形情報網)シ

ステ ムの準備実験 に参加 し,実 用化 のメ ドを昭和59年11月 よ りと

考 えてい る。

現在,提 供す る情報 の内容 として,カ ルチ ャ ーセ ンターの案 内,商

品情報,顧 客 向け月刊紙 の案 内等が挙げ られ る。

実用化に伴い,発 展 してい く方 向はホー ムシ ョッピングと考 えてお

り,そ の ためには,ど うい う商品 がホー ムシ ョッピングに適 当か とい

った選定,物 流 システム とのか らみ,フ ァームバ ンキ ング等代金決済

システムの確立が重要 な課題 となってい る。

(2)OA化 の影 響

チ ェー ンス トア業界 におけるOA化 は以上の様 にか な り進展 してい

る面 もみ られ るが,業 界全 体のOA化 で きる可能性の大 きさか らす る

と,ま だ手を着けたばか りとも言える状況にある。で は この ようなO

A化 の状況 において雇用等に関 してどの よ うな影響がで てきてい るで

あろ うか。

チ ェーンス トア業界そのもの がこれまで成長 し続けてい る ことか ら,

C社 にお い て も雇 用者 数 は増 えつ づ けて い る。 この面 か らすれ ば

雇用への深刻 な影響はみ られない。 しか しOA化 はむ しろ成長に対 し

ていか に少ない労働 力で 対応するか とい うこ と,ま た成長す るためい

か に多 くの労 力を 販売や商品 開発 とい った マーチ ャ ソダィジ ソグの 向

上に振 り向けるか とい うこ とを 目的 として行 ってい るとい う。 この面

からすれぼ労働の質への影響は大きい と言わ ざるを得 ない。特に経理部お

よび仕入の中心で ある商品部 と店舗にお ける省 力化 の動 き,仕 事の内

容の変化は著 しい と言 えよ う。
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ただPOSな どこ こ数 年 でOA化 が急 速 に この 業 界で 進 展す る こ と

か ら考 え る と,そ の影 響 は 大 きい と考 え られ る。

また,キ ャ プテ ンシス テ ムな どの 利 用 に もみ られ る よ うに,マ ー チ

ャ ソ ダィ ジ ソ グの 向 上,拡 大 の た め に,様 々 な努 力,試 み が な され,

発 展 してい くと考 え られ るた め,こ の 面 で の影 響 も考 慮 してい く必 要

が あ る と考 え られ る。

も

5.4信 販 会 社

ろ.4.1信 販会社 の業務の概要 と情報の役割

(1)消 費者信 用の分類 と信販会社の業務

信 販会社は銀行系 クレジッ ト会 社や 民間金融機 関などとともに,消

費者 信用産業 に含 まれ るものであ る。 そ こで始めに,消 費者信用の中

に どのような信用ec5の 櫟 があ るかを醒 しておこう・図3-・ ・は消費

者信 用の分類を示 した もので あるが,こ れは販売信用 と金融 とに分け

られ,そ れぞれ が割賦 と非 割賦 とに分け られ る。 さらにそれ ぞれに対

応 して,い くつかの形態があ り,取 り扱 う作業業種が示 されてい る。

ここに示 されている ように,信 販会社,銀 行系の クレジ ッ ト会社,中

小チ ケ ッ ト団体,流 通,サ ラ金,銀 行な どが消費者信用産業 を形成 し

てい る。

ところで,信 販会社では,こ の うち販売信用 と金融 とも,割 賦方式

を主 として扱 ってお り,信 用販売では専 門機関媒介方式 と呼ばれ る形

態を,ま た金融で は消費者 ロー ンの 形態を主 要商品 としてい る。

専門機関媒介方式の販売信用は,総 合割賦購入 あっせん(ク レジ ッ

トカードによるもの)と 個品割賦購 入あっせんとに分けられるが,そ のしく

みは図3-12及 び図3-13に 示 されるとお りである。総 合割賦購入 あ っせ

んの場合 は図3-12に 示されるように,消 費 者か らの 申込みに よって信

販会社 が ク レジ ットカー ドを発行 し,こ の カー ドに よって購売信用を
■

一304一



白

(形 態 別)(代 表 業 種 別)

信金膿 欝 弓 欝 鷺 ∴澄徹　

(注)融 資は主 として民間金融機関が行なし、保証は主 としてメーカー系クレジット会社,信 販会社が行な う。

図3-11消 費 者信 用の 分 類 』

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

ク レジ ッ トカ〒 ド発 行の 申込 み

信 用 調査

ク・レジ ッ トカー ド発 行

ク レジ ッ トカー ド提 示

商 品引 渡 し又は サー ビス提供

代 金 一括払 い

代 金 分割払 い

図3-12総 合割賦購入あっせん

⑨

① 割賦購入 申し込み

② 信用調査依頼

③ 信用調査お よび

購入申込事実 の確認

④ 調査結果報告

⑤以下は 「OK」

だ った場合

⑤

⑥
⑦

⑧
⑨
⑩

割賦販売契約の

確i認

商品の配送

契約書 ・売上集
計票の提出

売上代金の支払い

危険負担の移転
口座振替な どに

よる預金

①
②
③

④
⑤

⑥

メ ー カ ー

商 社'

割賦購入申し込み
信用調査依頼
信用調査および
購入申込事実の確
認
調査結果報告
割賦販売契約の
締結
商品の発送

図3"一'13個 別 割賦 購 入 あ っせ ん

一3σ5一

⑦
⑧

⑨
⑩
⑪

メー カー商社

の系列販売店

⑤
⑥

契約書提 出

契約書 ・売上集

計票の提 出

売上代金の支払い

危険負担の移転
口座振替な どに

よる預金



① ク レジッ トカー ド銀 行
の申込み

② 信用調査

③ クレジ ッ トカー ド

④ クレジ ットカー ド提 示

⑤ 商品引渡 し,サ ー ビス提供

⑥ 代金一括払い
⑦ 代金一括払い

図3-14マ ン ス リ ー ク リ ア カ ー ド方 式

供与する もので あ り,カ ー ド発行時 に,申 込みの あ った 消費者の信用

調 査 を行 って い るわ けで ある。 これ によって,商 品購 入時の信 用調

査は,本 人で あるか,与 信 限度額を越 してい ないか などの項 目に簡素

化 され るわ けで ある。

これ に対 して個品割賦購 入あっせんの場合は,図3-13に 示されるよう

に,ク レジ ッ トカー ドによ らず に,個 々の商品購入 毎に契約 を結ぶも

ので あ り,個 々の取 り引きごとに改 めて信用調査お よび 申込み事実の確

認 を 行 う もの で あ る。 従 って,信 販会社か らする と,契 約 の事務処

理,信 用調査 の手 間を考 えると,個 品割賦は手間がかか って事業 とし

ての うまみ が少ない とい うことに なる。

信 販会社 は,従 来,個 品割割賦を中心 に事業を展開 して きた。今回

調査 を行な ったD社 におい ても,現 在,取 扱高の約6割 が個 品割賦で

あ り,カ ー ドは約2割 とい うこ とで ある。 この割合は,全 国信販協会

の主要会員会社 について も全般的 にみる とほぼ 同 じとい うことで ある。

しか しここ数年,上 に述べた よ うなことか ら,各 社 とも総合割賦 に力

を入れる とい う動 きがみ られ,図3-15に 示され るよ うに,全 国信

販協会 の加盟各社の カー ド会 員数 も,急 速 に増加してきた。

この カー ドによる総合割賦購二人あ っせん と銀行系の マ ンス リー ク リ

アカー ド方式 との違い については,図3-12と 図3-14を 比較 し

てみれぼわ か るよ うに,手 続 きと しては 同じである。違いは,総 合割

賦購入 あっせ んでは,そ の言葉 どお り分割 払い がで きるのに対 して,
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図3-15カ ー ド会 員 数 の変 化
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図3-17 従業員数の変化
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銀 行 系 の マ ンス リー ク リア カー ドは基 本 的 に は 代金 一 括 払い しか で き

な い とい う点 に あ る。 そ して,今 まで は この一 括払 い がで きる とい う

　

点が信販のセ'一ルスポイ ン トで あったが,今 後はそれ だけを武器にす

るこ とはで きない 。

(2)信 販会社 を取 りま く環境

すなわ ち,流 通業界で もカー ドに力を注いでお り,そ の うえ1982

年の銀行法改正によ り,銀 行 自体 も クレジジ ト業界に直接進出で きる

よ うにな り,1983年10月 に地銀バ ンクカー ドが登場 し,ま た75

社 にのぼ る銀行系 カー ド会社 が新 しく誕生 したこともあ って,い わぼ

「第二次 カー ド戦国時 代」 と言われ る状況 にな っている。 エ レク トロ

ニクス技術の発達によ り,機 器の性 能向上 とソフ トの充実,お よび 通信

網 の整備 によ り,情 報化社会が 目の前に迫 ってきてい るとい う認識 と,

価値 観の多様化 した消費者の ニーズを把握 し,展 開を図 る うえで,カ

ー ドは欠 くこ とがで きない媒体であ るとい う2つ の理 由によ り,カ ー

ドを握 ってい るか否か が生き残れ るか否かを決める と考 え られてい る

か ら,各 社 が カー ドに進出し,競 争が激化 しているので ある。

このよ うな競争の 中で,か つ ては信販会社D社 の場合 も加盟店を増

やすことが会 員を増やすためにも重要 な仕事で あったが,現 在はこれ も

一段落 し,今 後は,加 盟店に どのよ うに して クレジ ッ トカー ドを利 用

させ るか が営業の重点で あると言われ てい る。 この ことは,カ ー ドか

ら得 られ るカー ド会員の ニー ズの情 報をいか に加盟店の営業 開拓 に利

用す るか とい う問題に結びρ いてい る。

このよ うな信販業を と りま く環境の中で,各 社 が生 き残 るためには,

いずれ も情報 に絡んだ以下の3点 が ポイ ン トになる と考 えられる

① 個 人信用情報

② 決済 システムとネ ッ トワー ク

③ 消費者の ニーズの把握 と活用
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この うち,① と② は消費信 用産業全体 としての問題 で もあ り,③ に

つい ては,各 社の 差別化のポイ ン トと考 えられ る。

5.4.2営 業拡大 のための情報化のポ イン ト

(1)個 人信 用情報の役割

個人信用情報は,図3-12,図3-14で 見たとお り消費者信用産業 に

おいては,特 にカー ド発行時 において大きな役割 を果たしている。また個品

割賦 においては も っと頻 繁に利用される ことにな る。

ところで,個 人信用情報については,カ ー ド発行時におけ る静態的

・一・般的 な利用 と,個 人の各 利用/決 済の クレジ ッ ト利用の歴史にま

つわ る動態的 継続 的な利用 とがある。 カー ド発行 時におい ては社外の

信用情報に依存す ることにな り,わ が国には5つ ある個人信用情報機

関の どれか に依存す ることになる。 これ ら5つ とその現状は表3-2に 示

され るとお りで ある。 このよ うに,5つ の個人信用情報機 関が別々に

活 動 を行 って い るが,こ の情報を一元化す ることがで きれぼ消費者

信用業界 には大 きなメ リッ トが考 えられ る。 この メ リッ トとしては以

下の3つ が考 えられ る。

① 情報量の拡大

② 情報の精度 向上

③ 重複加盟 ・登録 ・利用の防止

①は業界,企 業が保有す る情報 が集 約され,カ バ レ ッジがあがるこ

とに よるメ リッ トがある。②は データが集積 され ることに よ って,個

人の デー タの精度が 向上す ることである。③は複数機 関利用 による二

重 ・三重の登録,利 用がな くなることによ って,コ ス トの削減,時 間

の短縮 が図れ ることである。 この ようなことか ら,1983年11月 に

信用情報交換所 と日本信 用情報 センター,全 国信販協会の3者 が一元

化へ 向けての合意 に達 した。
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表3-2個 入信 用情報機 関の現状

漂 信用情報交換所
θ日本割賦協会

㈱ 日本 信用情 報
セ ン ター

㈱ セン トラル ・コ ミュニ ケー
シ ョン ビ ュー ロー

(略 称C.C.B.)

全国信用情報センター連合会
(略 称余情連)

個 人 信 用情 報 セ ン ター(全 銀協)

組 織 形 態
㈲ 日本割賦協会
の事業部門の一
つ

株式会社 株式会社
信用情報センター(株 式会社,
協同組合等の形態)の 連合会

栗駒 雛合舞 稟齢L翼壁
て運営

営 業 エ リ ア 全 県 42都 道府県 4都 県 全 国31セ ン タ ー 全 国16セ ン タ ー

創 立 時 期 S40.9 S44.10 S54,8 S51.9 東 京地 区S48,1

会 員 数
450社

(S58,10現 在)

延 べ110社

(S58.10現 在)

33社

(S58.10現 在)

延 べ3,874社

(S58,8現 在)

延 べ2,017社

(S58.9現 在)

登録情 報数
約1,450万 件

(同 上)

約497万 件

(同 上)

約40万 件

(同 上)

約702万 件

(同 上)

約490万 件

(同 上)

欝醸闘
の割合

約40% 約75% 約7% 約3% 約5%(東 京,名 古 屋,大 阪)

1カ 月 当 た り

の照 会件 数
約56万 件 約45万 件 約3万8,000件 約288万 件 約23万 件(東 京,名 古屋,大 阪)

照会 に対 す る
回 答率(ヒ ッ
ト率)

約20% 約19% 約50% 約85% 約30%(東 京,名 古 屋,大 阪)

デ ー タ 保 有

期 間

登録 日か ら7年

間

登 録 日か ら7年

間
発 生 日か ら5年 間 登録 日か ら6年 間

① 消 費者 ロー ン貸 出実行 情 報 は最終
返 済 日か ら5年 間,② そ の他 は

事 実 の発生 日か ら5年 間。

開示 請 求 者
への対応

正 当 な理 由 を有

す る場 合,セ ン
ター に来所 を求

め本 人 確認 の う

え,開 示 を行 う。

セ ン ター会 員 に

限 定

ビュー ローに 来所 を求 め本

人 で あ るこ とを確 認 の うえ,

開 示 を行 う。

セ ン ターに来 所 を 求 め本 人 で

あ る ことを確 認 の うえ,開 示

を行 う。

セ ン ターに来 所 を求 め本 人 で あ る

こ とを 確認 の うえ,開 示 を 行 う。

電 話 番 号
03-234-1821

(本 部)
03-582-3221 03-233-4163 03-245-1071(東 京 センター) 03-216-3761(東 銀 協)

資料:東 洋 経済 新 報 社 「月刊 ク レジ ッ ト産 業」 』1984年1月 号

哨 ●

'
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この よ うな動きの一端は,例 えば1983年7月 の クレジ ッ ト百貨店

丸井 と信用情報交 換所の互いのホス トコンピュータをオ ンライ ンで結

合 させる ことによる統合 にも見 られ るように,店 頭における省スペー

ス化 を実現 し,消 費者の利便性 のた め,特 定の クレジ ッ トコーナーな

どへいかずに売 り場 契約がで きるなどの 消費者サイ ドの メ リットもあ

る。

また もっと重要かつ本質的な メ リッ トは,特 に最近 の ように消費者

ロー ンが伸びてい る状 況下で,消 費者の多重債務の防止に有効であ り,

過剰 与信,多 重債 務 を未然に防 ぐ歯止めにもな り,ま たこの結果と し

て手数料 の引下げの可能性 として消費者に もメ リットを及ぼすもので

ある。

このよ うな社 外を中心 に した一時的な個人信用情報 とともに,欠 く

こ とがで きない のが 動態 的 ・継続 的 な信 用情 報 で あ る。D社 で は

1983年7月 に全 国本支店 ・営業所 間を結ぶオ ンライ ンネ ッ トワー ク

システムを完成,ス ター トさせ ることによ り,従 来月2回 程度 しか更

新で きなか った信 用情報 を毎 日更新で きるよ うに し,動 態的 ・継続的

な信用情 報の充実 を図 ってい る。

D社 の シ ステ ムは 規 模 と して は大 きい が 社 内システムであ る。

これに対 して,統 合信販のGCカ ー ドは,カ ー ドに よるク レジッ ト情

報 オ ンライ ンデー タ交換 シス テムを完成 し,加 盟 店に も端末を置 くこ

とに より,い わば業際的な システムを運営 してい る。 こ こでは動態的

・継続的な信用情報 を活用す る ことによ り,入 会時の審査 を簡略化す

る ことに成功 してい る。

このよ うに,各 企業及び業界の個人信用情報を どのよ うに結合 して

ゆ くか とい うことは,今 後の クレジ ッ トビジネスの発展の カギの1っ

と言 えよ う。

これ と同時 に,個 人の プライバシーの保護 との兼ね 合い も重要であ
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り,目 的 外 使 用禁 止,機 密保 護 と と もに,こ の 個 人信 用情 報 を,事 故

情 報 中心 か ら優 良顧 客 情報 を充 実 す る こ とに よ り,前 向 きに 消費 者 の

利 便性 へ 役 立 て るよ うに す る ことが 重要 と言 えよ う。

(2)決 済 シス テ ム とネ ッ トワー ク

決 済 シス テ ム とネ ッ トワ ー クは,ク レジ ッ トカー ドを 考 えた場合,

デ ー タベ ー ス と しての 個 人信 用情 報 と と もに 車 の両 輪 を 成 す もの と言

えよ う。 カー ド会 社 か ら見 る とそ の ポ イ ン トは3つ あ り,1っ は,ク

レジ ッ トオ ー ソラィ ゼー シ ョ ン,す なわ ち カー ドの 有 効 性 の チ ェ ック,

本 人 確認,利 用 限 度額 の チ ェ ックとい うこ とで あ り,2つ 目は取 引 デ

ー タの交 換 を オ ンライ ンな どで 行 う こ と に よ り,加 盟 店,カ ー ド会

社 双 方 に お け る省 力化 で あ る。3つ 目は ク レジ ッ ト ・オ ー ソライ ゼー

シ ョ ンに含 ま れ るが,動 態 的 ・継続 的 な個 人 信 用情 報 の チ ェ ックと蓄

積で ある。

ク レジ ッ ト・オー ソ ライ ゼ ー シ ョソにつ い て は3つ の項 目が あ り,

そ の うち カ ー ドの 有 効性 チ ェ ッ クに 関 しては,真 贋 チ ェ ック,有 効 期

限 チ ェ ック,事 故 カ ー ドチ ェ ッ クが あ るが,そ の 中 で重 要 な事 故 カー

ドチ ェ ッ クに 関 して は,今 まで は事 故 カー ド通 知 表 との 目に よる照 合

に 頼 ってい た 。 しか し,事 故 カ ー ドは非 常 に多 く,し か も加盟 店 はい

くつ もの カー ドを扱 って い る た めに,完 全 な照 合 は無 理 で あ る。

2番 目の 本 人 確認 は,売 上票 へ の サ イ ンと カー ド記 載 の サ イ ンが 同

一 か 否 か で照 合 してい るが ,実 効は ま った くな い 。3番 目の 利 用限 度

額 には2つ の チ ェ ックがあ り,1つ は 月間 利 用 限度 額 で あ り,通 常30

～50万 とい った 額 が設 定 され てい る が,売 上票 が カー ド会 社 に集 ま

らない と,そ の 月 に会 員 がい くら利 用 した か 把握 で きな い。 現 実 には,

か な り時 間 的 遅 れ を伴 って会 員 の 利 用額 が把 握 され て お り,会 員 に対

す る精 神 的 歯 止 めに しかす ぎ ない 。2つ 目の チ ェ ッ クは,一 回 当 りの

利 用 額で あ り,通 常,あ る金 額 以上 の 利 用 には カー ド会 社 の承 認 が必
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要 に な って い る。 この フ ロ ア リ ミッ トを低 くすれ ば事 故 を少 な くで き

る が,こ れ を低 くす る と問い 合 わ せ が多 くな り,事 故 が増 大 す る こ と

に な る。

この よ うな 点 に関 して,決 済 シス テ ム とネ ッ トワー クを完 成 す る こ

と が,問 題 解 決 に有効 な 方 法で あ る。 しか し シス テ ム構 築や 端 末機 器

の 費 用 負担 が 大 き く,現 実的 に は一 般 化 していな い 。 この よ うな こ と

を一 社 で や ってい るの が 総合 信販 の カー ドで あ る。 また信 販 会 社 で も

社 内的 には この よ うな処 理 を 行 って い る し,ク レ ジ ッ ト百 貨店 で も

自社 カー ドにつ い て は,こ の よ うな 処 理 を 行 っ て い る 。 しか し消 費

者 の 利 便性 を考 える と,ど の 店 で も どの カ ー ドで も使 える こ とが 必 要

で あ り,ま た 加盟 店 か らす る と,い くつ もの カー ド会 社 の 端 末を 置 く

スペ ース は ない 。 この よ うな こ とか ら,共 同端 末 の設 置 が業 界 で 計 画

され,こ の方 向へ 向 いつ つ あ る。

2つ 目の取 り引 き デー タ交 換 シ ス テ ムに 関 して は,現 在 は 通 常,加

盟 小 売 店 で の カー ド売 上 げ デ ー タは,売 上 票 を カ ー ド会 社 へ 提 出 し,

小 売 店 で売 上 経 理処 理 され た デ ー タが,カ ー ド会 社 にお い て 再 度 コ ン

ビ ュー タへ,コ ス トをか け て 入 力 され てい る。 従 って デ ー タは二 重 に

イ ン プ ッ トされ てお り,カ ー ド会社 に お け る デー タ入 力 コス トが 大 き

な費 用 を 占 めて い るわ け で,カ ー ド会 社 と して は 省 力化 を進 め たい と

こ ろで あ ろ う。 事 実,D社 に おい て は,65%が 女 子 社 員で あ り,省

力化 の 余地 は充 分 に あ る と見 られ る。

特 に 小 売 業 におい て もEDP化 やPOSシ ステ ムが 導 入 され てお り,

小 売 店 の 店 頭で 入 力 され た デー タを オ ンライ ンの磁 気 テー プな どで 交

換 で き る素 地 が 出来 て い る。 大手 小 売業 と銀 行 系 カー ド会社 の 間で は,

す で に磁 気 テ ー プに よ る取 引 デ ー タの交 換 が なされ て い る。

そ して,先 に述 べ た 総 合信 販 の カ ー ドの よ うに,こ れ を 行 っ てい

る と ころ もあ る。 しか しなが ら,ク レ ジ ッ トカー ドを さ らに発 展 させ

一313一



るた め には,ク レジ ッ ト ・オ ー ソライ ゼー シ ョ ソと合 わ せ た 取 引デー

タ交 換 シス テ ムを 構 築 し,各 加盟 店 と各 カー ド会 社 の 間 を 網 の 目の よ

うに情 報 のや りと りが で き る よ うに な る こ とが 望 まれ る。

た だ し,実 際 に各 加盟 店,カ ー ド会 社 間 を 網 の 目の よ うに結ぶ とな

る と莫 大 な接 続経 費 が必 要 とな る。 現在 の コ ンピ ュー タ間接 続 の経 費

は 数 千 万 か ら1億 円 と言わ れ てい る。 この 問 題 を解 決 す るた め に,I

BMのCATNETと 寛 々公 社 のCAFLSが 提案 され,導 入 され つ

つ あ る。 この 概 念 を 図示 す れば 図3-18に 示 され る よ うに,右 の星

形 の ネ ッ トワー クを組 む こ とに よ って接 続 コス トを節 約 し,加 盟 店 端

末 を共 同端 末 とす る こ と に よ って,社 会 的 に メ リ ッ トが あ る とい うこ

とが で き る。 この 他 に独 自の ネ ッ トワ ー クを入 れ れ ば,ネ ッ トワー ク

に は3つ の 選 択 が あ る。 銀 行 系 カ ー ド会社 はCAFISを 利 用す る こ

と にな ってお り,信 販業 界で は基 本的 には 各社 の独 自性 に ま か され て

い る。

共 同端 末 の た めの カー ドの 磁気 ス トライ プの 統一 化 は 済 ん でい る の

で,今 後 の 問題 は,端 末 共 用 に 伴 う費 用 負担 の 問 題 セ キ ュ リテ ィ確

保 のた めの 端 末 のID管 理 の 問 題 が 残 ってい る。
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クレジ ット会 社

ホ ス ト

加盟店
ホス ト

a b C

図3-18 ク レジ ッ ト会 社 ホ ス ト ・加 盟 店

ホ ス ト間 の接 続 形 態 の 相違

① カー ドの 安 全性 の 向 上(不 正 ・不 払 事 故 の防止)

② 加 盟店 に おけ る端 末機 複数 台設 置 の防 止

③ ク レ ジ ソ ト会社 お よび小 売店 の コ ン ピュー タ接続 経 費 の

大 幅低 減

④ レ ジ作業 の迅 速 化 ・効 率 化

⑤ 障害 等 問 合 せ 窓 口の一 本 化

⑥CDの 相 互 利 尻 ホー ム シ ・ッ ピン グ,ホ ー ムパ ンキ ン

等 新 サ ー ビス へ の柔 軟 な対 応

⑦ 海 外 よ りのオ ー ソ リへの 柔軟 な 対応(シ ス テ ム代 行 等)

図3-19CAFISの 特 徴
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象
務
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業
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ョ
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ピ

ン

グ

キ

ャ

ッ

シ

ン

グ

業 務 内 容

① ロア リ ミッ ト額 以 上 の 売 上処

理(オ ー ソ リゼ ーシ ・ン含む)

② ロア リ ミッ ト額 以 下 の売 上 処

理(処 理結 果 の 端末 タ ンギ ン

グ とセ ンタ退 出)

同 上

① 売 上 タ ン ギ ング デー タ の集 信

(ロ ア リ ミッ ト以 下)

(加 盟 店→ ク レジ ッ ト会 社)

② 事 故 カー ドデー タの 配 信

(ク レジ ッ ト会社→ 加 盟 店

ホス ト)

CD機 の相互利用

CAFISの 機 能

CAT手 順 の吸収,プ ロ トコル変 換,ス イッチング

(加 盟 店 端 末)(CAFIS)(ク レジット会 社

④ 一①② ホス ト

〔==… コ・
＼ こ

④CAFIS経 由

⑪各社 センタ直接収容

ぶ:こ 河 。

同上に加盟店ホス ト接続手順の追加

,。、(加盟店…)(・A・ ・S)(〃 励 ツ欝

○_司q乍q-'

白鷺 　

賠罐簾中も追加
コ

①/フ

集配 信 用売 上 タ蹄 ング
メ_ル

アー タ ボ
ックス

売 上 タ ンギ ング

データ

__.事 故 カー ド

アータ

プ ロ トコ ル 変 換,ス イ ッ チ ン グ

(Aク レジッ ト会 社 ホス ト)

(CAFIS)

'
'匝 ゴ A社

Eヨ カ_ド

Eヨ悲

(Bク レジッ ト会社 ホス ト)

④ 自社 カー ドの場 合

⑧ 他社 カー ドの スイ ッチ ング

国

サービス

開始時期

次一第

ムテスシ

鞭

期

58

%

第 二 次

シスァ ム

59年度

%期

資料:佐 藤博 美 「電 々公 社CAFIS構 想 の概 要 と展 望
一 カ ー ド業 務 の エ レ ク トロニクス 化 に対 応 」

月刊 消 費 者信 用1983年5月

図3-20対 象 業 務 と 処 理 概 要
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(3)消 費 者 ニ ー ズの 把握 と活 用

以 上 述 べ て きた 個 人信 用情 報 と決 済 シス テム,ネ ッ トワー クは,ク

レ ジ ッ トカ ー ド業 界 全体 の 課 題 で あ る が,こ れ が進 展す れ ば そ の 結 果,

カ ー ドは どの店 で もどの カー ドで も使 える よ うに な って くる。 そ の う

え,今 まで 分 割払 い の 出来 な か った銀 行系 カー ドも,実 質 的 に分 割 払

い が 出 来 る よ うに な る と,カ ー ド会社 は どの よ う に して 差 別 化 を 行

う こ とに な るだ ろ うか 。

今 後1枚 の カ ー ドで 高 い 汎 用 性 と各種 の 利便 性 を持 つ ス ーパ ー カ ー

ドへ 集 約 され てい くとい うこ と が業 界関 係者 か ら も多 く開か れ るが,

そ の 中 で生 き残 るた めの 一 つ の 方 向 が,カ ー ドの持 つ会 員 の性 格(居

住 地 域,収 入,家 族 構成,消 費 行 動)な どか ら,商 品種 類 別,地 域 別

で の 消 費 者 の ニー ズの 動 向 を把 握 し,総 合 的 で実 証 に裏 づ け られ た マ

ー ケ ッテ ィン グ情 報 分 析会 社 を 目ざす こ とで あ ろ う。

流 通 業 の カ ー ドへ の 力 の 入れ 方 も,い わ ぼ 消費 者 との コ ミュニ ケ ー

シ ョンの媒 体 と して 位置 づ け る こ とか ら来 てお り,こ の よ うな方 向 と

同 じよ うな こ とを 目指 してい る と考 え られ よ う。

,

5.4.5情 報 化 社 会 と信 販 会社

以上 述べ て きた 動 き は,着 々 と現 実 の もの とな りつつ あ り,カ ー ド機

能 の 総合 化 の 中で,エ レク トロバ ンキ ング との 関連 で,信 販会 社 と銀 行

な ど との提 携 も考 えられ よ う。 そ して そ こに お ける 事 務処 理 は,個 人 信

用 情 報 の充 実 と,決 済 シス テ ム,ネ ッ トワ ー クが整 備 され て い くので,

か な りの 省 力化 が進 む と考 え られ る。

これ は,カ ー ド業 界全 体 と して み る と,大 量 の事 務 量 を,大 規模 な 社

会 的 シス テム で処 理 す るこ と に な り,定 型 業 務 が 減 るが,新 た に業 務 を

展 開 し よ うと考 えてい る分 野 で,ど れ だ け 人 員 を吸 収す る こと にな るか

は 今 の と こ ろ見通 しがつ か な い。 今 まで は 従 業 員は 増 えて きた が,今 後,
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カー ドの取扱 高が どの程度伸び るか とい うことと新 たな業務分野の伸び

との兼合いで 従業員数は変化 してゆ くと思われ る。 ちなみ に,日 本の消

費者信用の民間 消費支出に 占め るウェイ トは アメ リカの半分であるか ら,

も しアメ リカと同 じ程度 に までその ウェイ トが高ま るな らば,ま だ成長

す る余地は充 分ある と言 えよ う。ただ,日 本 とアメ リカとでは給 与の支

払 いの周期が異 なるので,ア メ リカほ どはその ウェイ トを高め る要 因は

ないかも しれ ない。

最 後に,こ のよ うな情報化は,い わ ば 銀 行 の行 ってい るエ レク トロ

バ ンキ ングとも絡んでいるた め,今 後 の業 界としての展 開は見通 しに く

いもの となっている。 この ことはまた,経 済 におけ る現金の役割が縮少

し,金 融政策 も変化す ることを意味す るのか もしれ ない。

→

5.5電 子 機 器 メー カ

5.5.10A化 の特 徴

E社 にお け るOA化 の特 徴 は,OAを コ ンピ ュー タあ るい はEDPな

ど と分 け て と ら えてい る こ とで あ る。E社 は そ の 生産 活 動 の 重 点 を コ ン

ピュ ー タ と通 信 の 領域 に位 置 づ け て これ まで に積極 的 な展 開 を はか って

きた が,OAは そ う した 広い 展 望 の なか のい わ ば 部 分 品で あ る。

す なわ ち,OA化 は オ フ ィ スの 効 率化 の 手段 の1つ と して 位 置づ け ら

れ てい る。EDP化,通 信 シス テ ムの 整 備,事 務管 理制 度,手 続 き の 改

善,オ フ ィス 環 境 の整 備,オ フ ィス ワー カ ー向 きの 人 材 開発 な どの 手段

と並 ぶ もの で あ り,こ れ らと の関 連 の 上で 推 し進 め られて い る。

つ ま りオ フ ィ ス シス テ ムの 概 念 に はあ らゆ る効 率 化 が 考 え られ て お り,

OA化 や コ ン ビ=一 タ化 は 中心 テ ー マで は あ る ものの,そ れ らだけ で な

く,制 度,オ フ ィス環境,組 織 改 革 も含 め て考 え られ て い る。 その 共 通

す る もの はサ ー ビス業 務 の よ り良い 提供 で あ り,そ の 強化 で あ る。

なおE社 の コ ン ピ ュー タ通信 戦 略 発 展の た め には 通信 の 充 実 が 必 要 で

一318一

∀



,

あ り,現 在 この 部 分 が 最 も遅れ て お りネ ックと な ってい る。 今 後 こ の通

信 ネ ッ トワー クが 発 展 す る と,情 報 お よび 通 信 の新 しい ニ ー ズ,使 い 方

が 生 まれ て くる もの と考 え られ て い る。 した が って 現在E社 で は社 内 通

信 の 整備 を重 点課 題 と して 取 り組 ん で い る とこ ろで あ る とい う。

とこ ろ でE社 で は,電 気 ・電子 技 術,OA機 器等 の供 給 メー カー で あ

る立場 も踏 ま えて,最 近 関 東地 区 に これ か らの 最 先 端技 術 を結 集 した モ

デル工 場 とOAシ ス テ ム を建 設 した。 そ して これ が 軌 道 に乗 れ ば,そ の

経 験 を基 に 他の 工 場 ・事 務所 に も,同 様 の シ ス テ ムを 導 入,一 層のOA

化 を進 め てい く方 針 だ とい う。 現 在 同事 業 場 で 導 入 され てい るqAシ ス

テ ムは,統 合 オ フ ィス シ ス テ ム,テ レ ビ会 議 シ ス テム,オ フ ィスサ ー ビ

ス シス テ ム,技 術 情 報 シス テ ム,ビ ル管 理 シ ス テ ム,社 内 電 話検 索 シス

テ ムな どで あ る。

で は こ のOA化 は どの よ うに して 取 り組ん で こ られ た の で あ ろ うか。

OA化 を担 当す る 部 門は,従 来 の電 算 部門(EDP部 門)と は分 け て,

別 の 組織 と して 位 置 づ け られてお り,OAと コ ンピ ュー タ を切 りは な して

考 えてい る。E社 で は 技 術 計 算 はEDPセ ンタ ーで,ソ フ トウ ェアの 生

産 は それ で1つ の 工 場 化 して い る。 また 間接 部 門の 合 理 化 の うち事 務 を

主 体 に取 り組 ん で い るのは 経 営 情 報 シ ス テ ム部 が,FA(フ ァク トリー

・オ ー トメー シ ョン)は 生産 技 術 部 が 中心 に 生 産技 術 自動 化 推 進 本部 が

取 り組 ん で い る。 こ の よ うにE社 に おけ るOA化,FA化,EDP化,

通信 ネ ッ ト化 は それ ぞれ 分 けて 取 り組ん で い るが,密 接 に 関連 し合 って

進 め られ て い るの で あ る。

OAとEDPの 区 別 を も う少 し付 け 加 える な らぼ,OA化 を担 当す る

部 門は 総 務 関 係 か ら出て きた のに 対 して,EDP部 門 は 経 理 関係 か ら出

て きた もの で あ る。 オ フ ィスの 効率 化 は オ フ ィスサ ー ビス 業 務 の面 と コ

ンピ ュー タの 面 が あ る が これ を分 離 し,オ フ ィスサ ー ビス業 務 を中心 に

考 えるの がOAで あ り,コ ンピ ュー タ と情 報処 理 を 考 えるの がEDPで

一319一



ある。 した が ってOA化 担 当部門の役 員は総 務の役 員が担 当 してい る。

5.5.20A化 の目的

OA化 推進の 目的はオ フィスの効率化で あるが,そ の主な内訳は

① 省 力化

② 業務の ス ピー ドア ップ

③ 対外的経費 の削減

などで ある。 この うち省力化が もっとも難 しい 問題 を抱 えてい る。

従来のEDPの 場合 は,こ の仕事 を機械 にのせ るとい う際,そ の仕事

の量がは っき りしていた。機 械 にのせ ることが省 力につ なが ってお り,

何人省 力で きるかが解 りやすか った。 しか しOAの 場合,こ まかく入 り

組んで いて 省力効果 が解 りに くいのである。 た とえば ファックスの省力

効果 とい って も計算で きない。電話 とでは どれ だけ省力化 され るのか解

らない。あるい は電 話のボ タン化は,電 話 の増 台は,省 力につ ながるの

か,こ れ らは複 雑で効果は測 りに くい。

む しろ省 力化は 副産物 と考 えなけれぼOA化 は進め られ ないとい う。

「便利 になった」 「楽だ」 「イライラしない」 とい った実感が得 られ る

ことをOAの 目的 と考 えたほ うが 良い とい う。効果の1つ1つ について

の計算で はな く,業 務の ス ピー ドが上 り短時 間で処理で きるよ うにな っ

た こと,便 利 にな って業務処理,仕 事の消化 の量 が増 え,質 の 向上があ

った ことか ら,企 業全 体の活性化 に結びついて い くとい った大 きな効果

を狙 うことが,OA化 の推進 には必要 と考 えられ るとい う。

したが ってOAの 投資 はむずか しい。1つ1つ の細か い省力効果の計

算は不可能だか ら,投 資を行 う場合,あ る程度枠 を確保 しその中でよ り

効果の高い投資の仕方を考 えることが必要で ある。 投資の内容が重要で

あるとい う。
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3.5.30A化 へのアプ ローチの仕 方

OA化 への アプローチには次のものが ある。

① 部門毎の業 務

② 職位 レベル別の業務

③ 職位 レベル に関係ない,だ れでも行 う共通の業 務

④ 仕事をする場所別の業 務

な どに分けて アプローチ,検 討す る。

① は総務,人 事,経 理な どとい った,縦 割 りでみ たもので,そ れ らの

部門固有の業務,プ ロパーの業務の中か らOA化 で きるものを考 え,取

り組む。②は各部門の補助,中 位の業務,中 間管理お よび管理者の業務

とい った横に共通の業務のOA化 を検討す る。③はた とえば ファイル,

メール,文 書づ くりなどとい った オ フィスサー ビス業務であ り,こ れ ら

のOA機 器に よる強化,提 供 を検討す る。④はたとえばデス クワークか

会議室での業務かで必要なあるいは利用す るOAシ ステムが異 なるだろ

うとい う考 えによる。 したが って業務を行 う場所に合わせたOAを 検討

す るのである。

これ らの方向に関 して,コ ミュニケーシ ョンの合 理化,文 書処理の合

理化,パ ソコ ンなどを利用 した小 さい意味,範 囲のデ ータ処理の合 理化

な どを考 えてい く。

'

●

5.5.40Aの 技術的 な進 め方

OA化 の進め方 には3つ の段階 がある。

今,見 方を変 えて生 産にお ける合理化 の歴 史,発 展段階 をみ ると,手

工業が発展す るにつれ て,分 業化が進 んだ。す ると各 シ ョップ毎に,た

とえば穴 あけ,削 りとい った仕事毎に先ず機械化が な された。 と同時 に

各 シ ョップが独立する と作業の責任 とい うことが発生 し,検 査 や受け入

れ とい った作業が新たにでて くる。 また シ・ップ間に距離が生ず るため運
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搬,輸 送 とい う作業 が,さ らには 仕 掛 りを ど うす る か とい った ことが で

て くる。 そ して これ らに 対 して コ ンベ ア,そ の 他 とい った合 理化,検 査

の 自動 化,あ る いは ス トレー ジ の合 理 化 と しての 倉 庫 とい った,各 シ ・

ップ間の つ な ぎの作 業 の 合 理 化が な され る。 さ らに は そ のつ なぎが よ り

広 範 囲 に行 なわ れ,一 層 の 効 率 化が 進 め られ てい くとい う。

OA化 に も生 産 の合 理 化 と同様,点 か ら線,線 か ら面 へ とい った 発 展

段 階 が あ る とい う。 第1段 階 が 「点 のOA」,ス タ ン ドア ロ ー ンの レ

ベ ル で の合 理 化,機 械 化 で あ る。 あ る職 場 の ま とま った,限 られ た 仕事

の 合 理 化を,パ ソ コ ンや ワー プ ロな どで 行 お うとす る。 第2段 階 は 各 職

場 単 独 の仕 事 の 合 理化,シ ス テ ム化 の う えに,関 連 部署 との連 結,コ ミ

ュニ ケ ー シ ョンを行 うこ とに よ り一 層の 効 率 化 を 図 る。

オ フ ィスで あ る仕 事 を 合 理化 す る と,必 ず 仕 事 の 流れ,様 々なつ なが

りが 発 生 す るた め,シ ス テ ム化 の動 きが 出 て くる。 た と えば 販 売の 仕 事

の 機 械 化は,そ の 部 の ホ ス トコ ンピ ュー タ と端 末 の 結び つ きだ けで あ っ

た が,こ れ を進 め る と他の 諸 部 門 とのつ なが りが無 視 で きな くな って く

る。 各 部 門で の 自動化 は必 ず つ な が りが 必 要 とな り,よ り効率 化 を 図 る

た め には 一 層,広 範 囲 のつ なが りネ ッ トワー クが必 要 と な る。 そ の 広範

囲の ネ ッ トワー ク,全 体 のつ なが りに よ り,一 層高 度 な活 動 も 可能 に し

て い こ うとす る のが 第3段 階 のOAで あ る。

現 状 は まだ第1段 階 にあ るが,今 後 は通 信 シ ス テム の 整備 を 図 り,第

2段 階 を 経 て コ ンピ ュー タ と通信 網 を総 合化 した 第3段 階 へ と展 開 して

い く予 定 で あ る とい う。 こ こで の 思 想 は,オ フ ィスの 自動 化 とい うの は

仕事 の 流 れ の 連 結 とい うこ とで あ る。 職 場 間の 仕 事 が 自動 的 につ な が る

こ とがOAの 究 極 で あ り,そ の 意 味 で は 生 産 の 自動化 と同 じと考 えて い

る。 した が って オ フ コ ン,パ ソ コ ン,ワ ー プ ロ とい ったOA機 器 は 旋 盤

や ボ ール 盤 な どのNC工 作機 と同 じ位 置づ け を してい る。 そ してOAと

FAが 進 展 し,両 者 が 融合 し,BA(ビ ジネ ス オ ー トメー シ ョ ン)へ と
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向 うだ ろ う とい う。

5.5.50Aへ の取 組み

このよ うに職場間の仕事が 自動的 にっなが ってい くよ うに,種 々の レ

ベルで合 理化 を進 めるのがOAの 目標である。 が しか し,こ れ らすべて

の合理化 を効率化推進部で行 うこ とはで きない。 システ ムやハー ドの提

供はできても,そ れ に実際に取 組む,各 職場 の当事者や 小集団 レベルで

の対応が なければ推進で きない 。両者の努 力が組み 合わ さった相乗的 な

推進,仕 組みは推i進部が,細 部 は各人がとい った全員参 加のOAで ある。

あるいは メー カー(技 術者)と ユーザー(利 用者)の 共同作戦によるO

Aで ある。

この考 え方が総合 オ フィスシステムの思想であ り,そ れ を具体化 した

のが前述のモデル事業所のOAシ ステムで ある。根本の システ ム,思 想

を ソフ ト化す るが,そ の個 々の利用者は当事 者が考 えるの である。 パ ソ

コンの プログラムに しても汎 用の ものは推 進部が提供す るが,そ の他の

ものは各 自が,ケ ースに応 じて 自由につ くるのである。

ところで汎 用 ソフ トを提供 し,そ れ を使いこなせ るよ うにす るとい っ

た取 り組み方は最初か らの ものではない。最 初は,対 象業務の 当事者は

BASICを 修得 させ ソフ トを各 自でつ くらせ ようとした。 またパ ソコ

ンも全員がある程 度 こなせ るようにと教育を行 った。'しか し,ソ フ トを

本当に作成 で きるのは1部 の人に限 られて しまった とい う。一方,社 会

の ニー ズに答 えるため,標 準 ツールが 開発 され提供 され るよ うになって

きた。機器 メー カーか らの提供 も可能になって きた。 これ ら双方の要 因

か ら,ソ フ ト・パ ッケージを推進部が提供 し,そ の応 用,使 い方を中心

に教育する とい う取 り組み方 に最近では変 って きてい る。
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3.5.60A化 の効果について

省力化 につ なが ったか どうかむず か しい。個 々の レベルで 省力を意図

した ソフ トを作成す ることは困難であ る。 む しろOA化 を進めた結果と

して省力効果が あ ったか どうかで判断すべ きだ とい う。む しろOA体 制

に入るま えの事務合理化運動での効果が大 きか った。

しか もOA化 とい って も現在の ところパ ソコンや ワープロ ぐらい しか

導入 されてい ない。 モデル事 業所にして もよ うや く動 き出した とい うと

ころで あ り,大 きな効果がある として もこれか ら出て くると考 えられ る。

OAは ゲ リラ的 な動 きをするもので あ り,埋 れた業務の合理化,自 動

化 とい った 動 きも多い。ためにそれ らを積み上 げてもその効果を測 りに

くい。 したが って コ ミュニケーションが充 足 され ない とほ とん どが断片

的 な動 きとな り,効 果が捉 えに くい と同時 に,本 当の効果 も挙がらない

のである。た だ便利 になった とい う効果は大きい とい う。また特定の業

務 に限れば オペ レーターが要 らなくな った とい う動 きもある。

テ レビ会議 に して も省 力化でな く,時 間の有効活用で あ り,企 業の活

性化 に効果 があ った。その点で フ ァックスの効果に似 てい る。 本来の効

果は会議室す べてが コ ミュニケー シ ョンで きては じめてでて くると考 え

られ てい る。現在 は本社 とモデル工場 に1ケ 所ず つ設置 され,見 学のあ

との説 明や挨拶 にも利用され てお り,会 社のキ ーマ ンの利用に関して大

きな効果が挙 ってい るとい う。

なお,E社 全体 の従業員数の動 きは,会 社の業績が伸びてい ることに

伴い,増 加 してい るが,そ の増加のほ とんどが事務,販 売,技 術 とい っ

た間接部門で 占め られてい る。 したが ってOAに よ る雇用へ のマイナス

効果はみ られ ない。 また間接費用に 占める間接部門人件費の節減 も電気

機械業界の 中ではかんぼ し くない グル ープに入 ってい る。
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第4章OAの 雇 用 ・生産性 へ の影響 一数量的観察 と試論 一

'

}

本章 ではOAの 進展過程 における雇 用の量な らび に質の変動 に関す る数量的

な観察を行い,そ の観察結果をふ ま えて,OAが 雇 用要素に対 してどのよ うな

影響を もつ と考 えられ るか,ま た,需 要 され る,労 働 力の質をつ うじて労働生

産性 にどの よ うなかかわ りを もつ か,な どについて若干の試論 的推察 を行 って

みたい と思 う。

〆

4.10Aの 雇 用への影響に関す る分析の方法

OAの 雇 用への影 響を分析す る場合,雇 用変動に とってOAと い うものが

何 を意味 するかを まず確認 してお く必要が あるだ ろ う。

OAと は,前 節で もく りか えし述べ てきた とお り,オ フィスにおけ る作 業

の組織的 体系的な合理化を と りわ け コンピュー タや通信機器 を用いて進め る

ことであ り,雇 用面での帰結は,労 働生産性の上昇すなわ ち一定の産 出量 に

対す る労働投 入量の削減で ある。 いいか えれば オフィスの労働生産性の上昇

とい う形での労働投入系数 の変化 をOAは 意味 してい るとい ってよい。

OAを この ように とらえるとすれぼ,そ の進展が雇 用に及ぼす 影響 を どの

よ うに とらえれ ばよいで あろ うか。

雇 用への影響を体 系的 に分析す るための伝統的 な分析の手法 としては産 業

連関分析が ある。 と りわ けその応用 としての産業 一 職業 マ トリクスによる

分析が有 用である。 ただし,こ の分析が有意味 に適用で きるた めには,必 要

なデー タが利用可能であ ることが前提条 件であるが,わ れわれの今 回の分析

作業の場合 にはそのためにも っとも必要な デー タが欠けてい るので,産 業一

職 業 マ トリクスに よる分 析は残念 なが らその まま適用できない。

とわい え,産 業 一 職業マ トリクス分析の概 念に沿 ってわれわれの課題へ

の正統 的な接近の枠組を示 してお くことは,わ れ われが行 う観測作業の意義

を明 らかに してお く上 で も有益で ある。
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産業一 職 業マ トリクスによる分析の考 え方は以下 のよ うに整理 され よ う。

労働 力需 要は生産活動の派 生需要で あるか ら,一 定の技術的条件 の下では

一定量の産出を達成す るために一定量の労働投入が必要 とされ る とい う関係

があ る。 こうした技術的関係は各産業の生産活動それぞれ について成 立して

い ると考 えられ,各 産業の産 出水準が決定 されれば,そ れ にしたが って各産

業におけ る必要 労働投入量す なわ ち労働需要量が決定 され ることに なる。経

済 の最終需要の大 きさと産業 別のその構成が与 えられ,そ して,産 業間の中

間投入 一 産出の技術的 な相互依存 関係が与 えられれ ぼ,し たが って産業 別

の労働需 要量は明 らか とな り,そ れ を集計 した もの としての経済全体の総 労

働需 要量 も算定できる。

ところで,労 働 力にはその タイ プや訓練 ・経験 などに したが ってそれな り

の知識,技 能,熟 練が ともなっている ことがふ つ うであ り,産 業別雇用の中

味は 同質で はない。いいか えれぼ,産 業別にみても さらにその 内部 には技 術

的に規定 される職 種 ない 職業の構造があるのである。 もし,そ れぞれの産業

につい ては技術的 にそれぞれ一定の職業構 造が照応す るもの と考 えられ ると

すれぼ,わ れわれは,産 業 ×職業の マ トリクスでその構造を経済全 体につい

てあ らわす ことがで きよ う。この産業 一 職業 マ トリクスをつ うじて,産 業

別にわ りふ られた雇 用需要は さらに職業別にわ りふ られ るのである。

以上は,労 働 力の需要に関す る分析で あるが,雇 用はい うまで もな く,労

働市場 におけ る需要 と供給の相 互作 用によ って決定 され る変数であ る。 した

が って,雇 用への影響 を考 える場合 には,同 時に供給量 と構造 をもあわせ て

考慮 しな くてはな らない。OAの 影 響が社会 的なひろが りをもつ とすれば,

それは なん らかの形 で,人 々の進学や職 業選択,職 業訓練の受講や参加をつ

うじて労働供給の構造に も影響を及ぼす と考 えられるが,い ずれ にしても,

労働市 場に登場 して くる労働供給者達 は新規 参入者で あ っても,ま た転職者

で あって もそれぞれなん らかの職業分野 に応募 をす ることになる。産 業 一

職業マ トリクスは,各 々の職業分野の なかで労働需要が各種の産業分野 にわ
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りふ られてい ることを示 してい るが,各 職業分野 に応募を した労働供給者達

は結局その職 業労働 力を需要 してい るそれぞれの産業 に雇用 されてゆ くこと

になる。

この供給 と需 要の職業 ×産 業別 ス リ合せの過程で は一 時的あ るいは長期的

に需要 と供給 のア ンバ ランスや ミスマ ッチが生 じ,あ るものはそのまま失業

あるいは未充足の空席 として残 り,あ る ものは 賃金率の調 整をつ う じてなに

が しかの形で 雇用機会に吸収 されるこ とになる。(注)

(注):このような方法論にもとつ く分析 は島田晴雄,神 代和欣 他 『職業構造の

変動 と生涯教育 一 生涯教育 システム検討のための経 済学的基礎研究

一 』,総 合研究 開発機構1980年3月 の中で詳細 に展 開 されてい る。

以上が,産 業 一 職業 マ トリクスによる正統的な分析の枠組であ るが,「O

Aの 影響」 とい うわれわ れの分析課題をこの枠 組 にあてはめ て分析を行お う

とす る場合,も っとも必要 となるのが,OAを 導 入する部 門での労働投 入係

数 の値な らびにその変化 のデー タであ る。 このデータを得 るためには,ま ず

第一 に,OAを 導 入す る部 門が どれ であるかが統計 の上 で確認 されれば なら

ず,次 にその部門の産出 量な らびに労働,資 本,諸 原材料,中 間投入物 など

の各生産要 素の投 入量 とその変化が 明 らかに されねばな らない。産業 一 職

業 マ トリクス分析をわれわれの課題 に応用す る上での最大 の難 点は,OA導

入部門を統 計の上で確認 しかつ また,そ れ らの部門につい て投 入,産 出の必

(注)要
なデータを入手す る ことが現段階では きわ めて難 しい とい うこ とで ある。

㈱:こ の点に関連す るもの と しては,産 業研究所 一 三井 情報開発 『技術

革新が産業構造に及ぼす 影響の 計量予測 』1981年8月

産業研究所 一 野村 総合研究所 『マイ クロエ レク トロニクス技術の普

及 と産業構造へ の影響 』1982年8月

日本情報処 理開発協会 『OAの 社会的影響に関す る調査研究 一 調査

研究へ のア プローチ 』1983年3月(と くに 皿の2)

な どの先行す る分析 があるが,こ の難点は克服 されていない。
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そこで,わ れわれ は,こ こでは こうした接近 法は とらず,OAの 雇 用への

影響を,や や間接 的 なデー タの観察 をつ うじて推察す る ことを試み た。

それ は次の2種 類のデー タを観察 し,推 論を行 うことで ある。

デー タの第1は,産 業別,性 別,職 種 タイプ(ブ ル ーカラー,ホ ワイ トカ

ラー)別,学 歴別,年 令階層別 とい うふ うに細か く属性 別に分けてみた雇用

量 の変動 のデータで ある。

デー タの第2は,上 記の産業別労働投 入の質 的内容の変化で ある。 労働市

場では,均 衡 状態 におい ては,労 働 の質の高 さは 賃金率に反映 され ることに

なるが,そ の前提の下 で,投 入労働の質変化を指数(Divisia指 数)に よっ

て とらえたもので ある。

これ らの データにおけ る産業分類は,わ れわれの分析 目的か らすれば,O

Aを 導入 した産業 とそ うで ない産業,あ るいはOAの 導入の程度が異 る産業

などの分類基 準に沿 って分類で きることが望ま しい が,前 述 した よ うに,そ

れを適切 に確認で きる情 報は現在の段階では入手で きない 。 したが って,こ

こでは極めて粗い分類ではあるが,標 準産業分類の2桁 ない し1桁 分類に準

じて,金 融 ・保険,卸 売 ・小 売,サ ー ビス,不 動産,運 輸 ・通信,軽 工業,

素材製造業,加 工組立製造業な どの分類 にしたが って観察を行 うこ ととした。

この うち,と りわ けわれわれが関心 をもつのは,OAの 導入が比較 的進んで

お り,ま た産業活 動におけるその役割が大きい と考 えられ る金融 ・保険 卸

売 ・小 売,サ ー ビスの3産 業で ある。

ここで とりあげ る運輸 ・通信 業にはあ ま りにも異質の業種 が混在 していて

観察対象 としては適 当で ない。また不動産産業はサ ンプルが小 さい ためもあ

って不規則な変動 が大きすぎ,や は り適 当で ない 。そ こで 以下の観察 では,

金融 ・保険,卸 売 ・小売 な らびにサー ビスの3産 業に焦点 をあわせ,必 要 に

応 じて比較のために他の産業 をも参照す ること としたい。比較 のた めに ここ

で とくに掲示す るのは,雇 用量の大 きい 加工 組立製造業である。なお,わ れ

われが訪門による実態調査を行 った企業 にもこれ らの産業 に集中 してお り,
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実態 調査 による観察を評 価す る上で も有意義で あろう。 ここでは,わ れわれ

は これ らの4産 業に焦点 を合せ る。
芦

'

ふ

一方
,労 働投入の質 変化のデータは,デ ィヴ ィジア(Divisia)指 数 の概

念を利用 して計測 された もの であ る。 この概念は,完 全 競争的市場の前提 に

立 って,労 働の質 をい うなれ ば賃金率に反映 され るとい う形で とら えてい る。

したが って質 の向上は産 業におけ る雇用労働 力の賃金の 向上にあ らわれ て く

ることにな るが,そ れは生産性向上に貢献 しているとい う意味で 生産性変動

に対 して も一定の示唆を含む と同時,労 働市場 におけ る需給 バ ランス変動を

評価す る上で もひ とつの手がか りとなる と考 えられ る。分析 の概念の概略を

以 下の補注 に示 してお くことに しよう。

レ

'

補注 「労働 の質 の測定 について」

〈1.産 業 別 の総 要素 生産 性 の計 測 〉

い ま.第 ∠産業部門内の投入一産出の関係 を.社 会

会 計 の 恒 等 式 で 表 わす と次 の よ うに な る。

(1)qiZi=P`Xl十C`K∫ 十M`L,

但 し,Z`はi産 業の総産出量,q`は その価格,Xiは

i産 業へ の中間投入量.P`は その価格,K,はi産 業へ

の資本投入量,Ciは その価格,L`はi産 業への労働投

入量.miは その価格 を 示す。いま,総 要 素生産性P`

を次のよ うに定義す る.

(2)P`==Zi/」r,

但 し ∫`は総要 素投入 を表 わす。

ω式 を時間に関 して対数微分す ることによ り,総 要

素生産 性の成長率は総生 産物 と総要素投入の それぞれ

の成長 率の差 として次の ように表 わせ ろ。

(3)与 一芸 一・泊嘉 一・泊岳 一・・上

但 し.VXi,Vκi.Vtiは 総要 素 投入 に 占 め る中 間 投 入 。

資本 投 入.労 働 投 入 それ ぞれ の 価値 シ ェア を表 わ す。

{31式は社会会計の恒等式か ら単純な演 算によ って求

め られた もの であるが.同 じ式は産 業別の生産関数 か

ら導出す ることが出来 る。先ず,市 場において完全競

争が成立 し,生 産者 は利潤極大化行 動 をとることを仮

定しよ う。 そして,次 のよ うな一次同次 の生産関 数 を

定義 する。

(4)Zi=Fi(Xi,K`.Ll,の

これ を時間 に関して対数微分す ると,

dlnZi(5)
dt-

dlnKi

∂lnZi

∂lnXi

dt・1蓋 …idt+∂t

完 全 競 争 の 下で は産 出の 弾 力 性 は 価値 シ ェア に一 致

す るか ら.

(6)dl"Zi_,。 ・41・X・+,。 ・♂1・κ・

dlnXi

dt

∂1nZi十

∂1且K,

alnZi

dtdtdt

+v・ ・∂嵩L`+・'・

但 し ゲVti=∂lnZ`/∂',Vxi+VKi+Vti=1
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で あ り.Zはtだ けで な く,Xi.K`,L`の 関 数 で あ る

の で,こ こで は必 らず し もピ ッ クスの 意 味で 中 立 的 な

技 術進 歩 は仮 定 して い な い 。

さて{5}式 や㈲ 式lctsけ る 要 素 投 入 は;そ れ ぞれ が さ

らに 細分 化 され た異 質 の 要 素 投入 に関 して 集計 さ れ た

もの で あ る。 い ま.中 間 投 入,資 本 投 入.労 働 投 入 の

集 合 間 で の 分離 可 能 性(Separability)を 仮 定 す る

と.次 の よ うな一 次 同 次 の 集 計 関数 を定 義 で き る。

(7)Xi=Xi(Xu,X21..t・ ・…,X.i)

Kl=Ki(Klσ.K2t,… …,Ke`)

L,=L`(L".L2i;… …,Lgi)

完 全 競 争 の仮 定 に よ り,{7}式 の 時 間 に 関 す る対 数 微

分 は,

(8)4蠕x`一 ゑ ∂1n響 をii'・x'`1・・d-1iSilx・・niii

=茎 ・・ノ41…弄'`

ゴ砦 ∋ ∂i1竺κ5(監:・ κμ)・

一ξ
、・白・♂1浩

dlnKti

dt

4暑L藷 ∂lnLl(ξ 元i:・ち`) ・eUi:,tEun
tLtt

=ゑ ・・μ1;、L〃

とな る。 これ らは それ ぞ礼 中 間 投 入,資 本 投 入.労

働 投 入 の デ ィヴ ィ ジア指 数 の成 長 率 で あ ろ。

この よ うに して,個 々の 要 素 投 入 の これ 以 上 細 分 化

出 来 な い と ころ まで細 分 化 され た 要素 を精 密 に集 計 す

るの で あ ろが,連 続型 変 量 の式 の まま で は現 実 の 経 済

デ ー タに対 応 出 来 な い。そ こで,離 散型 変 量 デ ー タに 対

す る.近 似 として.離 散型 デ ィ ヴ ィ ジ ア指数 を用 い る。

(9)1nZi(t)-lnZt(t-1)

=fir`[1旦X`(')-lnX`('-1)]

+fiKi[lnKi(t)-lnKt(t-1)]

+tiLi[lnLi(t)-lhLi(t-1)]

十ラ,`

但 し

fixi=十[Vxi(の+Vri(trl)]

6κ`=十[vκi(t)+ρ κ輌('-1)]

tici=-i-[vLi(t)+σci(t'一;)]

fitl=t[Vt`(t)+Vti(t-1)]

αOIロXi(t)-lnx`(t-1)

=Σfixノ 【lnXii(')一 一1'nXi∫(t-1}】

但 し δx〆=十[VXii(t)+σxノ(t-1)]

lnKi(t)一 －lnKi(t-1}

=Z
,tix・`【1nK・i(t)-lnK・'(t-1月

但 しfiκt`==÷[VKi`(t)十VXii(t--1)]

!nL`(t)-lnLi(t--1)

・
==ΣjLtt[lnLti(の －lnLii(t-1)]

但 しilLt』 十[Vtti(t)+VLti(t-1〉 】

〈2.労 働 投 入 の質 変化 の計測 〉

労働の異質性 を考慮す ろ形で労働投入の集計指数を

計算す るためには{8}式ないしはそれの離散型近似であ

る拍式 を用いるわけであろが,さ らにその指数 を単な

るマンアワーの増減によ る変化 と労働の質の変化によ

る部分 とに分解す ろことが由来 ろ。 さ らに,質 変化の

要因 をさぐるために,・質変化の部分 を細分化す ろこと

が出来 る。そこで.現 在識別 出来 る労働の異質性は,

①性(s),② 職種(o),③ 学歴(e),④ 年 齢(の の4つ し

かない と仮定 して.以 下 にその説 明を行な うことにし

ょう。

い ま,第i産 業部門におけ るt期 の労働投入のデa

ヴィジア指数の成長率 をLt,ノLitとす ると.

ao{斧 一再 窮 万一 …iiil:ii

臨 隔 ・Σ芸競 無 ㌃ 、
● θ'`

▽_,itは 第soea$ .目の 労 働投 入 の1人 当 り時 間賃 金

率,L,.。 。,itはagsoea番 目の マ ン ア ワー 労 働投 入 量 で

あ る。

こ こで定 義 されて い ろ労 働投 入 量(L,t、d、is)は,次

の よ うに書 き表 わす こ とが 出来 る。

a2)L、 。,t,it=d,.",ttMttHit

但 し,Mi,はi産 業 部 門の 総 労 働者 数,Hitはi産 業

部 門 の1人 当 た り平 均 労 働時 間.a,。",i'はi産 業部 門

に お け るsoea番 目の 労 働投 入の マ ン ア ワー量 の.部

門 全 体 の総 マ ン ア ワー量 に 占め る比 率 で あ る。

03式 を時間 に つ い て対 数 微分 し,ag式le代 入 す る と

{13}iil
、i-,一;i]i]・x-・艦 三li:ii・莞 ・駕

一¥?¥;・ ・一・ピilii・[鵠 ・甕]

xΣ Σ Σ ΣV..,.,it
● ■ ●`
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易

・弓へ

一岩 子・一 ピllii・[処+些
Ml,Hit]

とな り.右 辺 第1項 の 労働 力構 成 の 変 化 の 加 重 平 均

(質 の 変化)と.第2項 の マ ンア ワー量 の 変 化(量 の

変化)と に,左 辺 の ム∫'/ム'が 分 解 され るの で あ る。

⑬ 式 を(8}式 の場 合 と同 様 離 散 型 近 似 す れ ば

Q4)1nLi(t)-lnLt(t-1)

=[lnMi(t}-lnMi(t-1)]+[lnHi(t)

-ln昂(t-1)]+>1Σ Σ Σ}{V "ts,i(の
● θ'`

+Vl・",`(t-1)]× 【1nd_.i(t)

-lnd、."
.`(t-1)]

と な ろ 。

〈3.労 働 投 入の質 変化 の 細 分 化 〉

労働投入の伸び率 をマンアワー投入量 の伸び率 と質

の変化 とに分解す ろことに より,振 りにマンアワー投

入量が一定であった として も,よ り高質の労働者 が増

えろことに よって全体 としての労働投入量 の上昇が起

こるとい う事 態 を明示的 に取 り扱 うことが出来 る。し

か し,実 際に は,学 歴 な ら学歴のみに よってすべての

労働者の異質性が表わせ るので はな く,性 ・年齢な ど

他に もさまざまな基準が ある.し か も,男 ・女 それぞ

れに高学歴者 と低学歴者が いて またその各々に年齢 の

異な った労 働者 がいて とい う形で,多 次元的に交差し

てい るのであ るか ら.単 一の次元 のみを とり出 して。

労働の質変化 を分析 すろことには 自ず と限界が あり,

その場合 には,分 析結果 に偏 りを生 じ る危険があ る。

以上 を簡単に説明す るために,下 図 に簡単な模型

を示 してお『く。 ここで は,識 別出来 る労働の異質性 は

学歴 と年齢の2次 元 のみで あ り.し か も.そ れぞれ高

学歴 と低学歴,若 年 と中高年 とい う2種 類の区別しか

ない とす る。

2次 元にわた る労働 の質分類

図南,記 号Lは マンアワー労 働投入量,V7は 時間 当

り賃金率 を表わし,そ れに添字 をつ けることによって

細分化 されたデータであ ることを示 してい ろ。(7}式に

対応す ろ労働投入の集計関数 として.こ こでは次の3

種類の集計関数 を定義 しょ う。

(15)

(16)

(1T

Xl=Ft(Lffr.LHO,LLr,Lco)

x,=F,(LH,Lt)

X戸F3(Lo、Lr)

これ らの式 を時間について対数微分 すると.

⑱

ag)

⑳

♂1nX!∂lnXi

ば'∂1ロLぼ γ

∂lnXIゴ!nL冴0十

∂1ロLHO4'

ll-1i:il2n
tL乙γ+鍵1鵠 、、

dlnXz∂lnX2ゴ1ロLγ

dt・ 一 縮dt

∂lnX:・dlnL乙十

∂lnLLdt

dlnX3∂!nX』 ばbLγ

dlnLur

dt

∂lnXi十

∂lnLLr

dInLLO

dt∂lnLLdt

∂1且X,∂bLo十

∂lnLoば'

完全競争 と集計関数の一次同次性を仮定す ると,個

々の要素 の価値 シェアは集計量への弾性値 に等し くな

るか ら,さ らに次のよ うに書 きか えることが出来 る。

01)

x,02)

X=

㈱ 皇 一

主 一=脇L・ ・±+輪L・ ・±
JVL研LL⑳L∬ γx1

・彫諺 ・賠 ・▽諸r已

砦{÷ ・特 会
防L・ 互+w。L・ 上

LrPVLLo ▽L

これ らの3つ の式の うち,労 働投入の質変化 を正確

に反映 してい るのは,勧 式のみであ る。 なぜな ら,本

来 ならぱ賃金率が等し くないはずの もの を,年 齢あ る

い は学歴の一方については等 しいと仮定 して しまって

いるか らである。

い ま,'の 微少変化期間 において価値 シェアが一 定

で あろとすれば,労 働投 入の質変化 はそれ に対応す る

労働者構成の変化によって起 こるこ と に な る。っ ま

り,口 式 において,も し個々の細分化 された労働投入

が全 く等比例的 に増加 した時,す なわ ち.

e4÷ 一帯r㍑ ≒ヒ ー嘉
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であ るとき

品L

XiL

とな り.集 計指数の成長率'とマンアワー量の成長率 と

の差である質変化はゼ ロにな って しま う。しか し,仮

りに(16)式の右辺の4つ の範踏の うちの一つで も異な っ

た成長率 を示す ものがあれば.集 計指数の成長率 とマ

ンアワー量の成長率 との間 に差が生 じて.そ れが労働

投入の質変化率 とな るので あろ.

さて,こ こで次の ような等 式が成 立 してい る場合を

考えよう。

c2・)吾一綜 合鴛≒ヒー培 …5

この場合 は閉式において は,労 働投入の質変化はゼ 』

ロとな る。 しか し.⑳ 式 のよ うな等式が成 り立 ってい

るとは言えないか ら、閻式 において労働投入の質変化

が ゼロであ るとは限 らない。問題 は,(22),`03)式の よう

に定式化して しまつた場合 の偏 りの大 きさで あるカ£

少な くともここで明 らかな ことは,従 来 の文 献の中で

行 なわれていた労働の質 を単一 の次元 のみで評価 しよ

うとす ろ枠組みで は,分 析結果 に偏 りが生 じ る危険が

あ るとい うことで ある。

この ように,単 一次元 のみの観察 によって計測可能

な労働投入 の質変化 を主効果 と呼 び,二 次元以上の労

働の質 を同時に観察す ることに よっては じめて計測可

能 な労働投入の質変化の部 分,す なわ ち主効果の持つ

偏 りの部分 を交 差効果 と呼ぶ ことにし よう。

先 ほどの.性 ・職種 ・学歴 ・年齢の4つ の次元 に戻

って,4次 元 の質の分類の場合の定式 化について考 え

よう。先ず最初 に次の ような指数(成 長率)を 定義 す

る.

26)

閻

⑳

㈱

㈹

マ ンア ワ ー量 指 数

dlnMH=41nΣ Σ Σ ΣMH,…
● θ ● α

1次 指 数(S;o.e,司

dlnLs=Σ ア、dlnΣ Σ Σ ル∬花 …
● ● ● ■

2次 指 数(50,sa,Sθ,oa,o¢,ε の

dlnL.=Σ ΣV.dlnΣ ΣMH.…
■ ● ●"

3次 指 数(soε,soσ 、sεα,oea}

dlnL,..=Σ Σ Σv、 。,dlnΣMH、 …
δ"`

4次 指 数(50εの

dlnL_=Σ Σ Σ Σ γ_dlnMH,…
● ● ■ σ

但 し,γ は 期 間 平 均 の 価 値 シ ェ ア,∠ は 差 分 演 算 子

を 表 わ す 。

こ の{26}～ 蜘 の 指 数 を 用 い て,4次 元 の 場 合 の 主 効

果,交 差 効 果 を 定 義 す る 。

(31)主 効 果(s.e,e,a)

9、=dln-L,-dinMH

脚1次 の 交 差 効 果(Sθ.se、sa.oe,oa,ea)

q、e=dlnL,.-dlnMHＬq.-4.

(33)2次 の 交 差 効 果(soe,soa,sea,oea)

q、。.=dlnL… 一 ∠lnMH

-q,-a.一%-q・ ・-q・ ・一 色'

(303次 の 交 差 効 果(soea)

q,…=dlnLset.-dlnMff

-q
8-q.-4t-q`

-9
,.-4,■-qse-q・t-qte-q.・

-9Ste-9・.i-as.t-qt夢 ●

曾

ぷ

以上,今 村肇 「経済成長 の要 因としての労働投 入の質変化

の計測」 『三 田商学研究』26巻3号 よ り引用。

.、

、

后

[332一



レ

4.2観 測 結 果

観 測 結 果は 以下 の 表4-1～4-8,図4-1～4-8に そ の 主 要部 分 が

示 され てい る。

表4-1～4-4は,金 融 保 険,卸 小 売,サ ー ビス,加 工 組 立 製 造 業の

4つ の 産 業 につ い て,性,学 歴,年 齢 階 層別 に,い くつ かの 分 割 期 間 ご とに

労 働 投 入の 年 平 均 変化 率 を見 た もの で あ る。

図4-1～4-4は,労 働 投 入 の諸 指数 の 変化 を1960-1979年 の 期 間

につ い てや は り同 じ4つ の産 業 につ い て 見 た もの で ある。 こ こで は 労働 投 入

に 関 して,質 を考 慮 しない 人 員指 数,時 間 指数,人 員 ×時 間(マ ソ アワー)

指 数 の ほ か に,質 指数,質 を考 慮 した 総 合 指 数 と して の デ ィ ヴィ ジ ア指数 を

掲 げ る。

図4-5～4-8は,こ れ らの 産 業 につ い て 労 働 力質 変 化へ のい くつ か の

要 因 の寄 与度 を 図 示 した もの で あ る。 要 因 は,性,教 育,年 令,職 種 で あ る 。

表4-5～4-8は 寄与 要 因の 詳細 しい基 礎 デ ー タで あ る。 こ こで は寄 与

要 因 間 の 相 互作 用 効果 を も計 測 して あ る。

一333一



表4-1金 融 ・保険業労働投入の年平均変化率⑫

男 女
.

1960 1967 1974 1977 1960 1967 1974 1977

期 間 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

1967 1974 1977 1979 1967
1

1974 1977 1979

若 一11 .6 一9 .9 一31
.5 14.4 一8

.7
一15

.9 一26 .8 9.1

中 卒 中 2.2 一6
.6

一10
.6

一5
.5 12.9 一5 .1 一 〇

.7 2.7

官同 4.8 一 〇 .5 一5
.9 3.6 28.6 6.2 5.1 1.3

若 5.1 一4 .5 一6
.5

一6
.8 12.7 4.5 0.8 一2ユ

高 卒 中 6.6 4.1 0.3 32 11.0 2.6 7.9 8.7

盲同 2.9 6.1 一25 8.8 23.5 7.4 5.9 一4 .9

若 7.4 11.1 4.7 一11
.1

.

短 大 中 0.0 一5 .1 一10ユ 一6
.2

　

局 2.4 一1 .1 4.2 4ユ

若 5.6 8ユ 3.7 一 〇 .9

1

大 卒 中 9.3 6.7 7.1 6.6

合同 一1
.8 10.9 2.9 15.9

注:(1)資 料は労働省「賃金構造基本調査」各年
② 年令区分 若25歳 未満 中25～49歳 高50歳 以上

表4-2卸 ○小 売業 労 働 投 入の 年 平 均 変化 率(%)

男 女

1960 1967 1974 1977 1960 1967 1974 1977

期 間 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

1967 1974 1977 1979 1967 1974 1977 1979
1

若 48 一14 .3 一15
.9

一10
.6 8.5 一15

.9
一21

.0
一22

.8

中 卒 中 11.4 0.0 一3 .7 2.9 18.4 一3
,4

一1
.2 一1 .7

盲同 12.3 2.9 一4 .9 1.1 33.9 6.6 2.9 1.1

若 10.9 0.4 一6 .4 19 14.2 1.9 一4
.1 1.1

高 卒 中 14ユ 9.1 2.7 4.8 13.9 6.4 3.9 6.3

合同 11.3 10.7 1.6 6.1 19.7 11.2 8.3 8.4

若 13.7 18.9 一8
.6 16.4

短 大 中 1.5 4.2 一4 .4 6.8
{

局 9.6 2.7 6.0 一8 .2

若 12.2 99 一2
.4 9.9

大 卒 中 14.9 11.1 4.0 8ユ

合同 10.2 12.7 一 〇 .7 15.2

注:(1)資 料 は 労働 省 「賃金 構 造 基 本調査 」 各年
② 年 令 区分 若25歳 未 満 中25～49歳 高50歳 以上
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表4-3サ ー ビス業労働投入の年 平均変化率(%)

男 女
.

1960 1967 1974 1977 1960 1967 1974 1977

期 間 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

1967 1974 1977 1979 1967 1974 1977 1979

若 9.4 一10 .7 一13
.0

一5
.1 5.5 一13 .0 一12

.9
一1

.2

中 卒 中 9.7 1.7 一1ユ 2.3 23.5 一 〇
.9 0.3 3.1

一

局 15.1 7.7 0.7 14.4 45.1 10.5 4.5 9.2

若 10.2 8.3 一6 .5 5.2

,

9.4 6.2 2.3 9.3

高 卒 中 7.5 9.1 2.9 8.3 9.9 6.3
'

6.6 10.5
{
局 8.2 9.6 3.6 16.0 18.1 11.5 9.9 10.1

若 4.1 16.3 0.6 9.9

1

短 大 中 一1
.2

一2
.8 一5 .2 7.4

一

局 78 2.3 2.4 10.4

若 6.9 6.6 0.3 17.4

大 卒 中 10.0 8ユ 3.9 11.3
　
局 12.6 9.2 6.8 10.9

注:(1)資 料は労働省「賃金構造基本調査」各年
(2)年 令区分 若25歳 未満 中25～49歳

表4-4製 造業(加 工 組 立)ホ ワイ トカ ラー

労働 投 入の年 平 均 変 化率(%)

高50歳 以上

男 女
.

1960 1967 1974 1977 1960 1967 1974 1977

期 間 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

1967 1974 1977 1979 1967 1974 1977 1979
`

若 22.3 一16 .8 一239 一12
.0 12.9 一13 .8 一27 .3 一23

.9

中 卒 中 17.1 3.8 一 〇.6 一11 .9 22.1 3.1 一21 .1 一8
.5

吉
岡 20.3 4.3 一1

.7 一9
.5 36.O

I

一1ユ 1.7 一7
.2

若 8.7 0.3 一16 .5 一18 .6 12.3 4.2 7.8 一2
.0

高 卒 中 13ユ 8.7 2.1 1.4 13.1 7.5 4.7 一1 .9

官向
123 10.1 一1 .2 25 14.8

1

15.0 9.7 一3
.8

若 11.4 22.7 一15
.0 一3 .4

短 大 中 0.8 1.4 一29 3.1
　
局 8.9 5.9 一1 .1 0.3

1

若 5.2 7.8 一7
.4 1.8

大 卒 中 13.2 9.6 3.4 4ユ
一
局 8.6 13.7 2.7 2.1

注:(1)資 料 は労 働 省 「賃 金構 造 基本 調査 」 各年

(2)年 令 区分 若25歳 未 満 中25～49歳 高50歳 以 上
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表4-5 質変化の要因分析(金 融 ・保険)

《

京京家*塞 ANALYSISOFQUALITYDECO岡POSITION零 本塞衷禽1NDUSTRY(FINANCE

EFFECTS 1960-1967 1967-1974 1974-1977 1977-1979
`
「

'

(工NTERACTIVEEFFECTS)

SEO・0130167'

SA-O●0041131

SOO.O

EAO●0299072

EOO.O

AOO.O

SEAO・0449592

SEOO.O

SAOO.O

EAOO.O

SEAOO.0

一〇 ・0307092

0.4736557

0.O

O●3868852

0.O

O.O

-O.0692517

0.O

O.O

O.O

O.O

0・0195681

0・0697221

0.0

0・2301142

0.O

O.0

-0 .0612037

0.O

O.O

O.O

o.o

0●OIO4243

-0 ・2668822

0.O

O・1780369

0.O

O.O

-O ・0255802

0.O

O.O

O.O

O.0

(SUMOF

INTER

MA工N

MARGNL

EFFECTSBYSEX)

O・0538627

-O ・9649877

-0
・9111250

O.3736947

-O
・0333839

0・3403108

0・0280865

-O ・2883458

-o
・2602593

一〇●2820382

0・1579147

-O ・1241235

(SUMOF

INTER

凹A工N

凹ARGNL

EFFECTSBYEDUCAT工ON)

0●0878831

0.0030823

0・0909654

'O
.2869243

0・0777624

0・3646867

0.1884786

0.0465978

0・2350764

O・1628809

0●0183410

0・1812219

(SUMOF

lNTER

MAIN

MARGNL

EFFECTSBYAGE)

O・0707533

0・4622578

0.5330111

0・7912892

-O ・0456534

0・7456358

0・2386326

0.4816045

0.7202371

一〇
・1144256

1・0307770

0・9163514

(SUMOF

工NTER

MA工N

MARGNL

EFFECTS

O.O

O.O

O.0

)

O

O

O

N

●

・

●

O

O

O

O

工TAPUCハし

・

OYB

O

O

O

・

●

●

(U

O

O

0

0

0

●

●

●

0
」
0

0

(RATEOF

MANHUR

岡AN

HOUR

QUALT

DIVIS

CHANGES OF

7・8176175

8・6538240

-O ●8362065

-◎.4158776

7・40]L7399

LABOR 工NPUT)

2.7760845

2.9701006

-O.1940162

0.7593050

3・5353895

2.6704479

2.2037ユ86

0・4667293

0・4980572

3・1685051

3.1643767

2.9275073

0.2368695

1・1030323

4・2674081

/

注: S:性,E:教 育,A:年 令,O:職 種(ホ ワ イ ト,ブ ル ー) 芦

一340一



表4-6 質変化の要因分析(卸 ・小売)

ぴ、
京家零*竃 ANALYSISOFQUALITYDECOMPOSITION享 塞*零 本INDUSTRY(TRADE

EFFECTS 1960-1967 1967-1974 1974-1977 1977■1979

! (INTERACTIVE

SE

SA

SO

EA

EO

AO

SEA

SEO

SAO

EAO

SEAO

EFFECTS)

0∋ ・0144647

-O -'2050212

0.O

-0 ●2002507

0.0

0.0

0.0946973

0.O

O.0

0.0

0.O

3

4

4

フ
」

8

8

6

6

6

一5

9

0

9

▲1

8

2

3

3

9

8

2

フ
」

6

8

0

2

0

1

0

0

0

0

0

0

0

●

■

●

●

■

●

●

●

●

`

■

●

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一

一

0・0049030

-0 ・20145・92

0.0

0.1257671

0.O

O.O

-O ・0280638

0.O

O.O

O.0

0.O

0

5

2

6

7

2

0

0

9

1
一

8

1

9

2

5

0

9

'1

1
一

-
一

-
一
5

8

9

0

11

0

1

0

0

0

0

0

0

0

・

・

■

●

.

●

■

・

・

.

・

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一

一

一

(SUMOF

工NTER

MAIN

MARGNL

EFFECTSBYSEX)

-0 ・0958591

-0
●3584590

-0・4543ユ81

一〇
・2873763

0・4390961

0・1517198

一〇・2246200

0・0935740

-0 .1310460

一〇 .2622201

0・3268477

0・0646276

(SUMOF

INTER

MAIN

伺ARGNL

EFFECTSBY・EDUCAT工ON)
一〇 ・0910886

0・1219063

0・0308176

O・1056585

0・3408413

0・4464998

O・1026064

0・1870747

0・2896810

O・0705725

0・1667851

0・2373576

(SUMOF

工NTER

柄A工N

MARGNL

EFFECTSBYAGE)

-O
・3105746

0・5737727

0●2631982

一〇 .1414482

1・4034158

1・2619675

一〇 ●1037559

0.8916183

0・7878624

一〇 ●0606430

0●9383711

0・8777281

(SUMOF

INTER

MAIN

MARGNL

EFFECTS
'0

.0

0.O

o.o

BYOCCUPATION)

0.0

0.O

O.O

0

0

0

●

●

●

'U

O

O

O

O

O

●

●

.

■

O

O

O

(RATEOF

MANHUR

岡AN

HOUR

QUALＴ

DIVIS

CHANGESOF

11●6858373

LABOR

12●0359566

-0 ・3501193

0・0411102

11.7269475

INPUT)

2●3825739

3●0282215

-O
・6456475

2.0658732

4・4484472

一〇 ・8006877

-O .7884087

-O●0122791

1・0734141

0・2727264

5・2002666

3・9599233

1・2403433

1・3513638

6・5516304

,γ

A

－341一



表4-7 質変化の要因分析(サ ー ビス)

3塞 零塞京 ANALYS工SOFQUALITYDECO柄POSITION京 家家家零INDUSTRY(SERVICE t

EFFECTS 1960-1967 1967-1974 1974-1977 1977-1979

(工NTERACTIVEEFFECTS)

SE.

SA

SO

EA

EO

AO

SEA

SEO

SAO

EAO

SEAO

0.06S8548

-O ・3406462

0.O

,-O・2678561

0.O

o.0

0・1221730

0.σ

0.O

O.0

0.0

8

7

7

1

3

.0

9

1

5

4

2

6

9

0

5

0

5

2

3

3

4

9

3

4

0

0

0

2

0

0

0

0

0

0

0

コ

　

コ

コ

コ

　

ロ

ロ

ロ

コ

ロ

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一

一

－

O●0027844

-O
●1343457

0.0

0・0558201

0.O

O.0

0・OO22089

0.0

0.0

0.0

0.0

一〇
・OO29685

0・0654574

0.O

O・0213838

0.0

0.0

-O
・03185ユ6

0.O

O.0.

0.0

0.O

h
～

(SUMOF

INTER

MA工N

MARGNL

EFFECTSBYSEX)

-0 ・1526184

-O.5060928

-O .6587113

一〇
・0949333

0・1221024

0.0271690

一〇.1293524

-O .0346930

-0
・1640454

0.0306373

0●0263311

0.0569684

(SUMOF

lNTER

MAIN

MARGNL

EFFECTSBYEDUCATION)
一〇 ・0798283

-O ・5807164

-O .6605447

一〇・2364224

0・6237840

0●3873616

0・0608]134

0・1855584

0・2463719

一〇・0134363

0・2342132

0・2207769

(SUMOF

:NTER

MAIN

MARGNL.

EFFECTSBYAGE>
-O ・4863293

1・1725132

0・6861839

一〇.2825093

0.5813425

0.2988331

一〇・0763167

0・5968145

0●5204978

O・0549896

0・2195860

0・2745756

.(SUMOF

INTER

MAIN

MARGNL

EFFECTSBY

OLO

o.o

O.O

OCCUPAT工ON)

o.0

0.0

0.0

0

0

0

●

●

●

O

O

O

O

O

O

ぽ

・

.

0

0

0

(RATEOF

MAN'HUR

MAN

HOUR

QUALT

DIVIS

CHANGES OF

9・0931381

9・4858631

-O
・3927250

-O .3347705

8.7583675

LABOR 1NPUT)

4・8416824

4.9448722

-O .1031898

0.9987657._

5・8404482

1.4376026

2・3661208

-O
・9285183

..O・67414.Z6

2.1117502

9.7423063

9.1554118

0・5868945

Ht.O●5321514-

10.2744577

べ

一342一



表4-8 質 変化の要因分析(加 工 ・組立製造 業)

♪
つ 塞*塞** ANALYS工SOFQUALIＴYDECOMPOSITION塞 零本*塞INDUSTRY(FAB ・MACH・MFG.

EFFECTS 1960-1967 1967-1974 1974-1977 1977～1979

! (1NTERACTIVEEFFECTS)

SE-0・0083359

SA-O・2032395

SOO.0296810

EA-0・0728370

EO-O.2525730

AO-O・1345640

SEAO・0315951

SEOO・OO14902

SAO-O・0134603

EAO-o・0556932

SEAOO・OO72236

一〇・0228297

-O ・2772040

0・0670505

0●0237648

-O
・2640133

-O ・1606423

0・0221882

-O
・0039144

-O.0006700

0・1362793

-0
.0295808

一〇 ・0443376

-O
・1247927

-0 ・OO17445

0・1787742

-0 ●2157081

-O ・0389143

-O・0485625

0.0187620

-O ・0330611

-O
・0ユ ユ2687

-o ●0060031

一〇
.0476667

0.OO53536

0・0049866

0・2684661

-0
・2622639

-O ●1002590

-0
・0527449

0・0603158

0・0120673

0.0497099

0.OO75243

(SU凹OF

lNTER

MA工N

柄ARGNL

EFFECTSBYSEX)

-0 ・1550458

-O
・2421285

-O ・3971743

一〇 ・2449601

-O ・1371762

-O・382コ1363

一〇.2397394

0・2448102

0・OO50707

一〇 ●OIO1640

0・1736404

0.1634764

(SUMOF'
INTER

岡A工N

MARGNL

EFFECTSBYEDUCATION》
一〇

・349コL301

0.2281773

-0
・1209529

一〇 ・1381059

0・2082147

0・0701088

一〇・1283438

0・1842ユ13

0●0558675

0・0233406

0.175『4374

0.1987779

(SU岡OF

lNTER

MA工N

MARGNL

EFFECTSBYAGE)

-O
・4409753

0・6703310

0.2293558

一〇 ・2858649

1・1132081

0・8273432

一〇
・0838282

1・13・15625

1・0477343

O・1901ユ72

0・9086084

1・0987257

(SUMOF

1NTER

岡AIN

MARGNL

EFFECTSBYOCCUPATION)
一〇 ・4178956

0・5397043

0・1218086

一〇
・2554910

0.1959464

-O
・0595446

一〇 ・2879378

0・3214773

0.0335395

一〇 ・2279191

-0 ・1203ユ50

-0
・3482341

(RATEOF

MANHUR

MAN

HOUR

QUALT

D工V工S

CHANGES OF

6・5414361

7・5537033

-1
・0122672

0・5253712

7・0668073

LABOR 1NPUT)

3・0333148

4・1446524

・-1●1113376

0.8706212

3●9039360

一4 .3439669

-3
.9282811

-0 ・4156858

1・5552049

-2 .7887620

0.9217737

-1.0179499

1・9397236

1・0828602

2・0046338

才

、
'

・
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4.5観 測結 果の含意

以上 に提示 した観測 結果か らは次の ような含意を くみ とることが できる。

(1)労 働投入につ いてみ ると,金 融 ・保険,卸 売 ・小売,サ ー ビス等,比 較

的OAの 影響の強い と思われ る産業分野 では,最 近(と くに1977-1979)

高学 歴 者 の投 入 量 が ふ えてい る。 もっとも1960年 代にも高学歴者の投

入は高水準であ り,1974-1977年 には逆 に投入は減 ってい るが,そ れ

は石油危機 以降の不況期の一般 的な現象の影響 である。OAの 影響が産業

に浸透 しは じめたのは1970年 代以来か らで あるので,こ の データはそれ

を知るには情報が不足 してい ることは否 めないが,最 近期間(1977-79)

における卸 ・小売,サ ー ビス業等の大卒者の増加は注 目され よ う。

とりわ け,こ れ らの産業におけ る高学歴者の増加趨勢は,伝 統的 な加工

組立等の製 造業 における雇用の減退も しくは低迷傾 向(表4-4)と くらべる

と際立 っている。表4-4は 加工組立製 造業における ホワイ トカラー雇用の動

向を示 した ものであるが,こ こに提 示 しなか った ブルー カラー労働力の雇

用では減退傾 向は さらに顕著で あ り,こ れ らの分野では失業や不完全就業

につ ながる雇 用問題の発生の危 険が うかがわれ る。

(2)労 働力の質 変化 については,図4-1～4-4が 質指数の変化 を示 し,

表4-5～4-8,図4-5～4-8が 質 変化へ の要 因 別寄 与 を 示 して い

る。 とりわけ質指数の動 きあるいは,総 合的な労働投 入の うちでの質変化

の寄与を示 す デ ィヴィジア指数 とマ ソ ・アワー指数 との 差の動 きをみると,

金融 ・保険,卸 ・小売,サ ー ビス業では質の寄 与が最近 ます ます高 まって

い ることがわか る。 「質」 は賃金率 に反映 され るが,こ の事実 は,雇 用の

増加が供給圧 力の 高ま りによるものでは な く,む しろ需要増加に よる吸 引

によるものであるこ とを示 してい る。

(3)以 上 の観察につい ては,若 干の留意すべ き点 を附記 する必要が ある。 ひ

とつはこの観測は,労 働 省 『賃金構造基 本調査 』にもとつ いてい ることで

ある。 同調査は,賃 金構造の調査 のため に設計 された もので,雇 用データ
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はその ウエイ トづ けのために調査 してお り,雇 用変動統計 として精度はや

や劣 る。 しか し労働力 タイ プ別の これだけ詳 しい情報は他 にないので,入

手可能な統計の うちでは もっとも有用な資料で あることには変 りは ない。

い まひ とつ は,観 測が1979年 までで あ って,OAが 加 速的 に進み 出した

1980年 以降の観測デ ータがないので,わ れわれは最近の発展の方向につ

いて予備的な示 唆を得 ることがで きるだけであるとい う限界があ ることで

あ る。 一
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